
 

 

平成２９年第３回（９月）坂城町議会定例会会期日程 

平成２９年９月４日 

日次 月  日 曜日 開議時刻 内       容 

１ ９月 ４日 月 午前10時 ○本会議 

・町長招集あいさつ 

・議案上程 

（一般会計決算案詳細説明） 

・監査報告 

２ ９月 ５日 火  ○休 会 （一般質問通告午前１１時まで） 

３ ９月 ６日 水  ○休 会  

４ ９月 ７日 木  ○休 会  

５ ９月 ８日 金  ○休 会  

６ ９月 ９日 土  ○休 会  

７ ９月１０日 日  ○休 会  

８ ９月１１日 月 午前 9時 ○本会議 ・一般質問 

９ ９月１２日 火 午前 9時 ○本会議 ・一般質問 

１０ ９月１３日 水 午前 9時 ○本会議 

・一般質問 

・一般会計決算案総括質疑 

 委員会付託 

・特別会計決算案総括質疑 

 委員会付託 

１１ ９月１４日 木 午前 9時30分 〇委員会 ・総務産業、社会文教 

１２ ９月１５日 金 午前 9時30分 ○委員会 ・総務産業、社会文教 

１３ ９月１６日 土  ○休 会  

１４ ９月１７日 日  ○休 会  

１５ ９月１８日 月  ○休 会  

１６ ９月１９日 火  ○休 会  

１７ ９月２０日 水  ○休 会  

１８ ９月２１日 木  ○休 会  

１９ ９月２２日 金 午前10時 ○本会議 

・委員長報告 質疑 討論 採決 

・条例案、補正予算案等質疑 

 討論 採決 



 

 

 

 

 

 



 

 

付議事件及び審議結果 

９月４日上程 

       人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについて ９月 ４日 適任 

報告第 ３号 町長の専決処分事項の報告について ９月 ４日 承認 

議案第３０号 坂城町固定資産評価審査委員会委員の選任について ９月 ４日 同意 

議案第３１号 千曲市・坂城町等公平委員会委員の選任について ９月 ４日 同意 

議案第３２号 平成２８年度坂城町一般会計歳入歳出決算の認定につい

て ９月２２日 認定 

議案第３３号 平成２８年度坂城町有線放送電話特別会計歳入歳出決算

の認定について ９月２２日 認定 

議案第３４号 平成２８年度坂城町国民健康保険特別会計歳入歳出決算

の認定について ９月２２日 認定 

議案第３５号 平成２８年度坂城町同和地区住宅新築資金等貸付事業特

別会計歳入歳出決算の認定について ９月２２日 認定 

議案第３６号 平成２８年度坂城町工業地域開発事業特別会計歳入歳出

決算の認定について ９月２２日 認定 

議案第３７号 平成２８年度坂城町下水道事業特別会計歳入歳出決算の

認定について ９月２２日 認定 

議案第３８号 平成２８年度坂城町介護保険特別会計歳入歳出決算の認

定について ９月２２日 認定 

議案第３９号 平成２８年度坂城町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決

算の認定について ９月２２日 認定 

議案第４０号 坂城町農業委員会に関する条例の制定について ９月２２日 可決 

議案第４１号 坂城町福祉医療費給付金条例の一部を改正する条例につ

いて ９月２２日 可決 

議案第４２号 平成２９年度坂城町一般会計補正予算（第３号）につい

て ９月２２日 可決 

議案第４３号 平成２９年度坂城町有線放送電話特別会計補正予算（第 

１号）について ９月２２日 可決 

議案第４４号 平成２９年度坂城町国民健康保険特別会計補正予算（第

１号）について ９月２２日 可決 

議案第４５号 平成２９年度坂城町同和地区住宅新築資金等貸付事業特

別会計補正予算（第１号）について ９月２２日 可決 



 

 

議案第４６号 平成２９年度坂城町下水道事業特別会計補正予算（第 

１号）について ９月２２日 可決 

議案第４７号 平成２９年度坂城町介護保険特別会計補正予算（第 

１号）について ９月２２日 可決 

 

９月２２日上程 

議案第４８号 坂城町南条児童館建設工事請負契約の締結について ９月２２日 可決 

議案第４９号 平成２９年度坂城町一般会計補正予算（第４号）につい

て ９月２２日 可決 

発委第 ２号 義務教育費国庫負担制度の堅持を求める意見書について ９月２２日 可決 

発委第 ３号 国の責任による３５人学級推進と教育予算の増額を求め

る意見書について ９月２２日 可決 

発委第 ４号 改正組織犯罪処罰法「テロ等準備罪法」の廃止を求める

意見書について ９月２２日 可決 

発委第 ５号 「核兵器禁止条約」に賛同し批准する事を求める意見書

について ９月２２日 可決 
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平成２９年第３回坂城町議会定例会会議録 

 

１．招集年月日    平成２９年９月４日 

２．招集の場所    坂城町議会議場 

３．開   会    ９月４日 午前１０時００分 

４．応 招 議 員    １４名 

    １番議員  塩野入   猛 君    ８番議員  塩 入 弘 文 君 

    ２ 〃   西 沢 悦 子 君    ９ 〃   塚 田 正 平 君 

    ３ 〃   小宮山 定 彦 君   １０ 〃   山 﨑 正 志 君 

    ４ 〃   朝 倉 国 勝 君   １１ 〃   中 嶋   登 君 

    ５ 〃   柳 沢   収 君   １２ 〃   大 森 茂 彦 君 

    ６ 〃   滝 沢 幸 映 君   １３ 〃   入 日 時 子 君 

    ７ 〃   吉川 まゆみ 君   １４ 〃   塚 田   忠 君 

５．不応招議員    なし 

６．出 席 議 員    １４名 

７．欠 席 議 員    なし 

８．地方自治法第１２１条第１項の規定により説明のため出席した者 

 町 長  山 村   弘 君  

 副 町 長  宮 下 和 久 君  

 教 育 長  宮 﨑 義 也 君  

 会 計 管 理 者  塚 田 陽 一 君  

 総 務 課 長  青 木 知 之 君  

 企 画 政 策 課 長  柳 澤   博 君  

 住 民 環 境 課 長  山 崎 金 一 君  

 福 祉 健 康 課 長  伊 達 博 巳 君  

 保 育 園 振 興 幹  小宮山 浩 一 君  

 産 業 振 興 課 長  大 井   裕 君  

 建 設 課 長  宮 嶋 敬 一 君  

 教 育 文 化 課 長  宮 下 和 久 君  

 収 納 対 策 推 進 幹  池 上   浩 君  

 まち創生推進室長  竹 内 祐 一 君  

 
総 務 課 長 補 佐 
総 務 係 長  

関   貞 巳 君  

 
総 務 課 長 補 佐 
財 政 係 長  

北 村 一 朗 君  

 
企画政策課長補佐 
企 画 調 整 係 長  

堀 内 弘 達 君  

 保健センター所長  長 崎 麻 子 君  

 代 表 監 査 委 員  大 橋 房 夫 君  

９．職務のため出席した者 

 議 会 事 務 局 長  臼 井 洋 一 君  
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 議 会 書 記  竹 内 優 子 君  

10．議事日程 

第 １ 会議録署名議員の指名について 

第 ２ 会期の決定について 

第 ３ 町長招集あいさつ 

第 ４ 諸報告 

第 ５ 人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについて 

第 ６ 報告第 ３号 町長の専決処分事項の報告について 

第 ７ 議案第３０号 坂城町固定資産評価審査委員会委員の選任について 

第 ８ 議案第３１号 千曲市・坂城町等公平委員会委員の選任について 

第 ９ 議案第３２号 平成２８年度坂城町一般会計歳入歳出決算の認定について 

第１０ 議案第３３号 平成２８年度坂城町有線放送電話特別会計歳入歳出決算の認定につ

いて 

第１１ 議案第３４号 平成２８年度坂城町国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定につ

いて 

第１２ 議案第３５号 平成２８年度坂城町同和地区住宅新築資金等貸付事業特別会計歳入

歳出決算の認定について 

第１３ 議案第３６号 平成２８年度坂城町工業地域開発事業特別会計歳入歳出決算の認定

について 

第１４ 議案第３７号 平成２８年度坂城町下水道事業特別会計歳入歳出決算の認定につい

て 

第１５ 議案第３８号 平成２８年度坂城町介護保険特別会計歳入歳出決算の認定について 

第１６ 議案第３９号 平成２８年度坂城町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定に

ついて 

第１７ 議案第４０号 坂城町農業委員会に関する条例の制定について 

第１８ 議案第４１号 坂城町福祉医療費給付金条例の一部を改正する条例について 

第１９ 議案第４２号 平成２９年度坂城町一般会計補正予算（第３号）について 

第２０ 議案第４３号 平成２９年度坂城町有線放送電話特別会計補正予算（第１号）につ

いて 

第２１ 議案第４４号 平成２９年度坂城町国民健康保険特別会計補正予算（第１号）につ

いて 

第２２ 議案第４５号 平成２９年度坂城町同和地区住宅新築資金等貸付事業特別会計補正

予算（第１号）について 
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第２３ 議案第４６号 平成２９年度坂城町下水道事業特別会計補正予算（第１号）につい

て 

第２４ 議案第４７号 平成２９年度坂城町介護保険特別会計補正予算（第１号）について 

11．本日の会議に付した事件 

   10．議事日程のとおり 

12．議事の経過 

議長（塩野入君） おはようございます。 

 ただいまの出席議員は１４名であります。 

 定足数に達しておりますので、これより平成２９年第３回坂城町議会定例会を開会いたしま

す。 

 なお、会議に入る前にカメラ等の使用の届け出がなされており、これを許可してあります。 

 直ちに本日の会議を開きます。 

 地方自治法第１２１条第１項の規定により、出席を求めた者は理事者を初め各課等の長であ

ります。 

 本日の議事日程は、お手元に配付のとおりであります。 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

◎日程第１「会議録署名議員の指名について」 

議長（塩野入君） 会議規則第１２７条の規定により、８番 塩入弘文君、９番 塚田正平君、

１０番 山﨑正志君を会議録署名議員に指名いたします。 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

◎日程第２「会期の決定について」 

議長（塩野入君） お諮りいたします。 

 本定例会の会期は、本日から９月２２日までの１９日間といたしたいと思います。 

 ご異議ありませんか。 

（異議なしの声あり） 

議長（塩野入君） 異議なしと認めます。よって、本定例会の会期は本日から９月２２日までの

１９日間とすることに決定いたしました。 

 なお、一般質問の通告は明日５日、午前１１時までといたします。質問時間は答弁を含め

１人１時間以内とし、発言順位はさきの全員協議会において決定したとおりであります。 

 また、今議会の一般質問の開議時刻は、議会運営委員会の決定により午前９時といたします。 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

◎日程第３「町長招集あいさつ」 

議長（塩野入君） 町長から招集の挨拶があります。 
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町長（山村君） 皆さん、おはようございます。本日ここに、平成２９年第３回坂城町議会定例

会を招集いたしましたところ、議員の皆様全員のご出席をいただき開会できますことを心から

感謝申し上げます。 

 さて、北朝鮮は８月２９日に弾道ミサイルの発射、さらに９月３日には６回目となる、過去

最大級の核実験を行いました。 

 日本への脅威はもとより、世界平和を脅かす行為であり、国際社会が連携し、平和的な解決

を望むものであります。 

 また、８月２９日、午前５時５８分ごろに発射されたミサイルにつきましては、発射に伴い、

国から全国瞬時警報システム「Ｊアラート」を通じて、６時２分にミサイル発射情報、６時

１４分にミサイル通過情報が発表されました。 

 このような緊急情報が国からＪアラートにより伝達された場合、坂城町では、Ｊアラートと

連動して登録型メール配信サービス「さかきまちすぐメール」により、登録者に対してメール

配信がされることになっておりましたが、メールが配信されない事案が発生いたしました。ま

た、同様に、上田ケーブルビジョンのテレビ画面に緊急情報を流すＬ字放送につきましても、

注意喚起の放送が流れたものの、その後の詳細情報については放送することができませんでし

た。 

 メール配信及びＬ字放送がされなかった原因は、配信システムの設定にふぐあいがあったこ

とによるもので、至急改善を行った結果、現在は、すぐメール、Ｌ字放送ともに情報伝達がで

きるようになっております。今後、このようなことが起こらないよう、徹底を図ってまいりた

いと考えております。 

 さて、７月３０日、中野市運動公園で開催されました第５９回長野県消防ポンプ操法大会に

埴科代表として出場しました、坂城町消防団第２分団が見事第５位入賞を果たしました。 

 町消防団としての入賞は、平成２年、当時の中之条地区担当の第２自動車分団以来、２７年

ぶりの快挙であります。 

 この大会には、ポンプ車操法に１２、小型ポンプ操法に１３の消防団が参加し、県内各地区

大会を勝ち抜いた強豪が集まる中、ポンプ車操法に出場した第２分団の選手たちは、規律正し

いきびきびとした動きで、日ごろの訓練成果を遺憾なく発揮し、すばらしい成績をおさめてい

ただきました。 

 また、さかのぼりますが、６月２４日夕方から町内の女性が行方不明になり、翌２５日は町

ポンプ操法大会でありましたが、団員が役割を分担して大会中も捜索を行い、午後は大会を終

えた出場団員も加わって町内を捜索し、無事発見に至りました。これに対して、千曲警察署長

から町消防団に対して、感謝状が贈呈されました。 

 さて、消防団は、大地震や局地的な豪雨など、これまでの常識では考えられないような災害
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が全国各地で発生し、地域防災力の充実・強化が課題となっている中、地域に密着し、災害な

ど有事の際には、迅速な対応を行うなど、地域防災活動において中核的な役割を果たすものと

改めて認識したものであります。 

 町といたしましても、住民、自主防災組織、消防団、町、県など、多様な主体が適切に役割

分担しながら連携協力して取り組む、災害に強いまちづくりに努めてまいりたいと考えており

ます。 

 次に、７月２６日、県庁において県営水道の給水区域のある長野市、上田市、千曲市、坂城

町と水道管理者である県企業局との間で、「災害時の応急活動の連携に関する協定」を締結い

たしました。 

 協定の主な内容につきましては、関係市町と県企業局の情報共有に関すること、災害時の応

急給水活動に関すること、応急給水活動において水を補給する施設の相互利用に関すること、

広報活動の協力に関することなどで、役割分担を明確に定めて、関係機関が連携して応急活動

を迅速かつ的確に実施する体制を整えるものでございます。 

 今後は、協定に基づいて実践的な合同訓練を実施するなど、災害対策の強化・向上を図って

まいります。 

 また、協定にも位置づけられております上水道の応急給水拠点となる「安心の蛇口」の坂城

町第１号が完成し、８月２４日に坂城町文化センター体育館東側駐車場でお披露目式がとり行

われました。 

 この「安心の蛇口」は、長野県企業局が地震などの災害が起こっても、「そこに行けば水が

飲める、水が出る蛇口」として、管内市町の中核避難所となる施設に設置を計画しているもの

で、応急給水栓を接続すると、１０個の蛇口から水を出すことができます。 

 今後、坂城小学校、南条小学校、村上小学校の３小学校に追加整備される予定となっており、

応急給水訓練に利用するとともに、断水発生時の応急給水拠点として活用してまいります。 

 さて、日本を取り巻く世界の経済情勢につきまして、日本総研などによりますと、アメリカ

は、良好な雇用・所得環境を背景に、個人消費は回復傾向にあり、住宅投資は減少に転じたも

のの、設備投資や輸出は増加傾向が持続し、全体としてみれば、景気回復傾向が持続している。

またヨーロッパでは、ユーロ圏において企業部門の底がたい回復が持続する中、景気について

も緩やかな回復が続く見通しとなっております。 

 一方、中国においては、４～６月期の実質ＧＤＰ成長率が前年同期比プラス６．９％と、前

の期から横ばい状況で推移しており、安定成長を優先した政府の景気下支え策により、インフ

ラ投資が依然として高目の伸びを維持しているものの、今後を展望すると、中国政府は再び構

造調整の優先度合いを高め、景気過熱にブレーキをかけると見られ、成長率は緩やかに鈍化す

ることが予想されることから、引き続き注視していく必要があると考えております。 
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 次に国内の状況でありますが、内閣府による７月の「月例経済報告」では、「景気は、緩や

かな回復基調が続いている。」とし、先行きについては、「雇用・所得環境の改善が続くなか

で、各種政策の効果もあり、緩やかに回復していくことが期待される。」とする一方、「海外

経済の不確実性や金融資本市場の変動の影響に留意する必要がある。」としております。 

 長野県内の状況につきましては、日銀松本支店が７月に発表した「金融経済動向」では、公

共投資、住宅投資、設備投資、個人消費の個別観測から「生産は増加し、雇用・所得は、着実

な改善が続いている。」とし、総論としては「長野県経済は、緩やかに回復している。」とし

ております。 

 また、当町が７月に実施しました町内の主な製造業２０社の経営状況調査の結果では、生産

量が３カ月前のマイナス０．６３％から３．４８ポイント増加しプラス２．８５％と、売り上

げについてもほぼ同様な上昇傾向が見られます。 

 雇用については、４～６月の実績が総計でプラス４５人と、前回調査のプラス３６人からさ

らに増員し、来春の雇用も、１社で未定としたものの１９社で増員または減員分の補充を予定

しており、全体で１１７人の大幅な増員予定となっております。 

 さて、平成２８年度の決算状況について申し上げます。 

 まず、歳入につきまして、町民税は、平成２７年度と比較すると、個人分は微減でありまし

たが、法人分は企業の利益分を大型設備投資に向けられたことの影響により、前年度対比マイ

ナス３７．８％と約２億５，５００万円の減額となりました。 

 固定資産税につきましては微減、軽自動車税は、２８年度に税率の改定が行われたことによ

り、前年度対比プラス１７．９％となりましたが、町税全体では、法人税のマイナス分の影響

を受け、前年度対比マイナス８．９％、約２億５，４００万円の減収となっております。 

 一方、地方交付税につきましては、普通交付税において、算定の基礎となる基準財政収入額

と基準財政需要額との差が縮小されたため、交付税額が減額となりました。 

 特別交付税を含め、交付税全体で前年度対比マイナス１３．６％、約１億６，１００万円の

減額となっております。 

 また、財政力指数につきましては、３カ年の平均値が前年度より０．０２７ポイント増の

０．６８５で、県内における順位につきましては昨年と同じく、７７市町村中６番目、町村の

中では軽井沢町、南相木村に次いで第３位となっております。 

 国庫支出金につきましては、前年対比マイナス２８．６％、約２億１，３００万円の減、繰

入金につきましては前年度に対し、約５億８００万円の減、町債につきましても、約３億

６，９００万円の減と、いずれも南条小学校の建設事業が終了したことに伴い、大幅に減少し

たものであります。 

 以上、歳入全体では、前年度対比マイナス１９．８％となる６３億１，５１０万６千円であ
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ります。 

 一方、歳出につきましては、特に普通建設事業費において、継続事業の町道Ａ０１号線道路

改良事業や橋梁修繕事業のほか、坂城小学校プール改修事業、びんぐしの里公園屋外ステージ

の整備等を実施いたしましたが、南条小学校建設事業があった前年度に比べ、マイナス

７１．６％の約４億９，３００万円となりました。 

 また、歳出の中でも比較的大きな割合を占めます扶助費につきましては、年金生活者等支援

臨時福祉給付金事業の実施や、子どもの福祉医療費の支給範囲を中学卒業から１８歳到達年度

末まで拡充したことにより、前年度対比プラス８．０％となっております。 

 また、扶助費と並んで義務的経費であります人件費については前年度対比マイナス１．５％、

公債費につきましては地方債残高の減少に伴いマイナス５．４％という状況です。 

 その他経費では物件費、維持補修費、補助費等につきましては昨年並みの決算額であり、全

体としてはマイナス９．２％となっており、歳出全体では、前年度対比マイナス２０．２％と

なる６２億１，８３８万６千円の決算となっております。 

 なお、平成２８年度決算を受けての財政健全化法による財政指標につきましては、実質赤字

比率、連結実質赤字比率ともに、一般会計及び全ての特別会計において黒字であります。 

 また、起債発行時の制限の基準となります実質公債費比率につきましては前年対比１．１ポ

イント減の８．６％となっております。 

 公債費等の将来負担の重さをあらわす将来負担比率につきましても、９．５ポイント減のマ

イナス０．３となり、昨年より大幅に改善しました。 

 いずれの指標につきましても早期健全化基準及び財政再生基準に比べ健全な状況で推移をし

ており、引き続き、将来にわたる負担の軽減、健全な財政運営に努めてまいります。 

 続きまして、２９年度事業の進捗状況並びに９月補正に計上いたしました、主な内容につい

て述べさせていただきます。 

 国際交流事業として８月２日、３日の２日間、和平キャンプ場において、町内の小学６年生

と中学１年生の計１９人が参加し、小・中学校の英語指導講師など６名の外国人と、今回初め

て、坂城高校の生徒５名にもボランティアとして参加していただき、異文化交流事業「Ｅｎｇ

ｌｉｓｈ Ｃａｍｐ」を行いました。参加した児童生徒は、日ごろ学校で取り組んでいる外国

語学習を生かし、積極的に英会話をしながら、さまざまな課題に取り組み、外国の文化や言語

を通じてコミュニケーション能力の向上が図られたものと感じております。 

 ８月５日には、第４０回町民まつり坂城どんどんが、横町・立町通り・坂城駅前で行われ、

オープニングでは子どもジャズダンス、坂城高校生徒会ソーラン節、坂城小学校太鼓演奏など

のほか、坂城町特命大使の小松美羽さんによる「ライブペイント」が行われ、間近で迫力のあ

る小松さんの作品の制作過程を見ることができました。 
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 この、「ライブペイント」で描かれました作品につきましては、町に寄贈されることとなっ

ておりますので、使用いたしました絵の具を定着させる期間をとり、広く町民の皆様にご覧い

ただけるようにしてまいりたいと考えております。 

 また、今年は第４０回という節目の年であるとともに、地元の武将「村上義清」の没後

４４４年の年に当たることから「村上義清ダンボール甲冑行列」が登場し、威風堂々とした行

進が行われました。 

 夜の踊り流しでは５０連、１，５５０人の皆さんが、各連一丸となっての踊りで、真夏の暑

さを吹き飛ばす盛り上がりを見せました。 

 第６２回成人式が８月１５日新成人１６９人のうち７５％に当たる１２６人の出席により、

式典と成人祭がとり行われました。新成人代表からは、これまで支えてくれた家族、恩師、地

域の方々への感謝とともに、新成人としての抱負や決意が力強く発表され、頼もしく感じたと

ころであります。今後、それぞれの目標に向かって飛躍されることを期待するところでありま

す。 

 第３回「びんぐしの里薪能」が８月１９日、能の重要無形文化財総合指定保持者で坂城町特

命大使の松木千俊さんと、狂言のみならず幅広い分野で活躍されている野村萬斎さんをお招き

し開催されました。今回、松木さんには、村上小学校の校歌にも歌われている桜の美しい吉野

を題材とした、天人の舞を演じていただきました。 

 また、今回の舞台はこの春完成した新屋外ステージ「びんぐしわくわくステージ」というこ

とで、前回までとは趣の異なる薪能となり、町内外から多くの皆さんにお越しいただき、来場

した皆さんに、夏の夜の幽玄の世界を堪能していただきました。 

 さて、８月２３日に千曲市文化会館で開催されました、県立高校再編に伴う「学びの改革基

本構想」に係る地域懇談会に、議員の皆様各位を初め坂城高校同窓会の皆様方、教育委員や学

校関係者、商工会やテクノハート坂城協同組合の皆様など、大勢の皆様方にご参加いただき、

坂城高校に強い関心をお示しいただき、感謝申し上げる次第であります。引き続き同校が坂城

町で存続できるようにご支援をいただきますようお願い申し上げます。 

 さて、８月２７日には町総合防災訓練が坂城小学校で開催され、各区自主防災会や町消防団、

婦人消防隊、千曲坂城消防本部、警察機関、千曲交通安全協会坂城支部、交通指導員、民生児

童委員、防災通信班、日赤奉仕団、坂城郵便局、町建設業災害防止協会、上田水道管理事務所

等の皆さん方、関係者を含め約８００名にご参加をいただきました。 

 訓練は、各区から小学校への避難誘導訓練に始まり、有線放送や携帯電話の緊急速報メール、

上田ケーブルビジョンのＬ字放送による情報伝達訓練、また、学校グラウンドでは、災害を想

定した各種訓練が実施されました。 

 今年の避難所運営訓練では、参加者の皆様方に各地区避難者の把握をしていただき、避難者
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名簿を作成し、簡易トイレや間仕切りの設営から食料等の調達配布まで、住民みずからが避難

所運営にかかわっていただく、より実践的な訓練を行ったところでございます。 

 また、新たな訓練として上田水道管理事務所の給水車からの給水訓練や、千曲川の堤防が決

壊したとの想定のもと、坂城消防署の救命ボートの出動、被害状況把握訓練の際には、ドロー

ンを使い上空から状況把握をしたところでございます。 

 災害の未然防止、被害の軽減を図るためには、住民の皆さんの日ごろからの災害に対する備

えが重要であります。今後も家庭や地域、行政、関係機関が連携し、有事の際に対応できるよ

う防災意識の高揚と防災対策に努め、安心・安全で災害に強い町づくりに努めてまいりたいと

考えております。 

 ９月１日には、「第２４回テクノさかき工業団地まつり」が開催されました。工業団地内企

業の福利厚生事業の一環として行われてきたお祭りも、歌謡ショーや花火大会など大勢の町民

の皆様にご好評いただき、「地元のお祭り」として定着しております。 

 今年は、南条小学校金管バンドの演奏や芸能人によるお笑いライブが行われたほか、花火大

会では、工業団地以外の企業の皆さんにもご協賛いただき、盛大に花火が打ち上がりました。 

 多くの町民の皆様に会場までお越しいただき、お祭りを楽しんでいただいたことと思います。 

 さて、９月２日には、９月７日から鉄の展示館で開催される特別展「大相撲と日本刀」のプ

レイベントとして、相撲博物館学芸員の土屋喜敬さんをお迎えし、さかきふれあい大学教養講

座が開催されました。土屋さんには「大相撲の歴史を語る～江戸時代を中心に～」を演題に、

江戸時代の大相撲の様子や雷電為右衛門の活躍、興行の様子など、エピソードを交えて語って

いただき、来場した皆さんは、江戸時代から現代に引き継がれる大相撲の世界に思いをはせ、

特別展「大相撲と日本刀」への期待を寄せておりました。 

 次に、トータルメディアコミュニケーション施設整備事業につきまして、５月の臨時会にお

いて請負契約の議決をいただき、デジタル防災行政無線（同報系）整備工事を進めているとこ

ろでございます。 

 現在、新たに設置する屋外拡声子局につきまして、小中学校や公民館などの避難場所に指定

されている箇所や、人が大勢集まる公園施設等も含めて、現行の設置箇所や設置数を見直す中、

地元区長さん方の協力をいただきながら用地の選定等行っているところであります。 

 今後、親局機器などの仕様詳細を定めて機器製作を進め、１０月以降、再送信局を含む屋外

拡声子局の工事や親局設備の設置工事、千曲坂城消防本部との連携工事などを予定しておりま

す。 

 また、年内には、戸別受信機の配布方法や操作説明などの住民説明会を開催し、来年１月か

らの試験運用にあわせまして、戸別受信機の配布を開始する予定であります。 

 まず、有線放送加入世帯への配布を来年３月をめどに行い、４月には、有線放送から防災行
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政無線に運用を切りかえまして、以降、残りの戸別受信機の配布を進めていく計画としており

ます。「つながる あんしん 坂城町」の構築に向け、整備事業を進めてまいります。 

 さて、さかきワイナリー形成事業につきましては、試験圃場での実証栽培も５年目を迎え、

ブドウも順調に生育しており、９月中旬から１０月上旬の収穫を見込んでおりますが、今年度

も「坂城プレミアムワイン」の醸造を予定しており、収穫されるブドウの品質に期待したいと

思っております。 

 信州さかきふるさと寄附金につきましては、昨年度からインターネットを利用した寄附申し

込みを可能とし、引き続き特産品振興や地域活性化につながる取り組みを進めています。 

 総務省からの返礼品に関する通知を受け、一部基準を超えていた品目につきまして見直しを

行い、７月以降その運用を行っております。 

 ８月未時点で９７５件、１，７７６万８千円の寄附がございました。 

 また、町の魅力を発信し、町を知ってもらうため、返礼品の充実を図っているところであり、

返礼品協力事業者数及び返礼品数は、８月末現在で延べ２３事業者、１１１品目となっており

ます。 

 引き続き、返礼品を提供していただける事業者の皆さんの募集に努めるなど、ふるさと納税

事業を適切に推進してまいります。 

 また、移住定住対策につきましては、町の総合戦略に基づき、人口減少の抑制及び定住人口

の増加を図るため、２９年度新たに、町に移住または定住する方が新築住宅を取得する費用に

対して支援をし、移住定住促進を図るための補助金を創設したところでございます。 

 ８月末時点でこれまでに１８件の補助金申請があり、うち３件は町外からの申請であります。

引き続き、事業の周知を図るとともに、移住定住対策の推進に努めてまいります。 

 さて、９月１８日の敬老の日を迎えるに当たり、町では長寿のお祝いと敬老の意を表し、

９月９日・１０日の２日間にわたり、米寿・白寿の皆様、並びに１００歳以上の方々を対象と

した敬老訪問を行います。 

 今年度は９月１日現在、８８歳の米寿の方が１１４人、９９歳の白寿の方が６人、１００歳

以上の方が１３人で、合計１３３名の方が対象となり、最高齢の方は明治４５年生まれの

１０５歳の方でございます。 

 さて、高齢者等の交通事故防止と免許返納者が必要とする交通手段の支援施策として、運転

免許証を自主返納し「運転経歴証明書」の交付を受けた町民の方に対して、９月から町循環バ

スの運賃を無料にいたしました。対象となる方は、町循環バスの運賃を支払う際に、運転経歴

証明書をバス運転手にご提示いただければと思います。 

 また、ひとり暮らしの高齢者などを見守るため、町では長野県企業局と共同で、水道の利用

状況により、安否情報を登録したご家庭などにメールでお知らせする、高齢者元気応援システ
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ム「ＫＩＺＵＫＩ」の運用を９月から開始いたしました。全国初となるこのシステムは、離れ

て暮らすご家族にきずなと安心をお届けすることができるシステムで、引き続き福祉健康課で

利用をご希望される方のお申し込みを受け付けております。 

 長野県では、子育て支援と少子化対策の推進のため、子どもの福祉医療費給付事業につきま

して、受給者負担を除き医療機関窓口で医療費を支払わなくて済む現物給付方式の導入を平成

３０年８月診療分から全県下で実施する準備を進めております。県では、現物給付の対象範囲

として中学卒業までを一つの基準としておりますが、当町では、昨年度実施した現行の１８歳

到達の年度末までを対象にすることとし、本定例会に条例の一部改正を上程したところであり

ます。今後、県では各市町村の給付対象範囲等を取りまとめ、医師会等の関係機関への周知、

調整を進めるとともに、町においても給付対象となる皆さんへのお知らせやシステム改修等の

対応を実施してまいりたいと考えております。 

 ９月７日から１１月５日まで、鉄の展示館におきまして、特別展「大相撲と日本刀」を開催

し、横綱が土俵入りをする際に身につけた化粧回しや太刀など、大変貴重な品々を公益財団法

人日本相撲協会の特別な許可を得て展示いたします。 

 今回の特別展では、今年、生誕２５０年目の節目の年を迎える郷土の力士「雷電」の脇差し

や化粧回しを初め、現役力士である「白鳳」や「稀勢の里」、また、角界初の国民栄誉賞を受

賞した「千代の富士」など、歴代の横綱の太刀や脇差し、化粧回しなどのほか、びょうぶ・手

形など合計１１７点の展示品を、前期と後期で全て入れかえて展示をすることとなっておりま

す。本特別展では、普段目にできないような貴重な品々が展示される機会となっておりますの

で、お見逃しがないよう大勢の皆さんにご覧いただきたいと思っております。 

 さて、今年度３年ぶりに開催される、「２０１７さかきモノづくり展」につきましては、

１０月６日、７日の２日間の開催に向け、現在、企業関係者や工業団体代表者の皆さんで組織

する実行委員会が中心となって準備を進めており、出展企業等の募集を行ったところ、企業

２２社、４大学、５団体の合計で３１件の出展申し込みがありました。 

 坂城町の企業が持つ、ものづくり技術・製品を１人でも多くの方にご覧いただき、今後の地

域産業の発展に向け、商工会やさかきテクノセンター、テクノハート坂城協同組合とも連携し

て支援してまいりたいと考えております。 

 当日は、「ふーど市」も同時開催され、また、「プレミアム付坂城商品券」の発行も予定さ

れていることから、相乗効果により多くの地域住民の皆さんにお越しいただけるものと考えて

おります。 

 町内の人口増加に向け、昨年度より開始いたしました「移住定住・就職支援事業」は、４月

に金沢工業大学内において２０１８年春卒業予定者を対象に、合同企業説明会を町内企業８社

の参加により、開催いたしました。 
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 今後は、年度末に２０１８年度卒業予定者を対象に、東京都内においても、開催する予定と

なっております。 

 さて、本議会に上程しております「坂城町農業委員会に関する条例案」につきましては、昨

年４月に「農業委員会等に関する法律」が改正されたことに伴い、当町における、これまでの

農業委員会の機能を最大限に考慮し、法で市町村の条例で定めることとされております、農業

委員の定数と、今回の法改正において新に設けられた、地域の農業者などの話し合いや、農地

利用の集積・集約化を推進するための「農地利用最適化推進委員」について、法の上限であり

ます１４人と８人以内とするものでございます。 

 また、あわせて、農業委員及び農地利用最適化推進委員の報酬を定めるため、「特別職の職

員で非常勤の者の報酬及び費用弁償に関する条例」の一部改正を行うものでございます。 

 農道等基盤整備町単事業につきましては、８月に「大英寺のため池」において老朽化による

護岸の破損が発見されました。この護岸の修復について県と協議をした結果、県による緊急県

単ため池改修工事が実施され、測量設計については町が行うこととなりましたので、そのため

の委託費と８月６日の集中豪雨により、坂城地区の林道に被災がありましたので、復旧に係る

工事費を補正予算に計上したところでございます。 

 橋梁修繕事業につきましては、今年度予定していました、町内６橋の詳細調査・設計業務が

終了したため、順次、橋梁修繕工事に着手するため予算の組みかえと、新たに、鼠橋の詳細調

査・設計業務費用を補正予算に計上いたしたところでございます。 

 また、目名沢川の「しなの鉄道橋」上流にかかる「あの橋」につきましては、損傷が激しく

劣化が進んでいるため、安全性を考慮し全面通行どめとしてありましたが、橋桁が河川内に落

下し、橋梁の崩壊の危険性もあるところから、橋梁を撤去することとして、関連費用を補正予

算に計上したところであります。 

 長野広域連合が整備を行っております、ごみ焼却施設２カ所、最終処分場１カ所につきまし

ては、「長野地域ごみ処理広域化計画」に基づき、事業を進めているところでございます。 

 当町にとりまして最大の関心事であるＢ焼却施設の稼働につきましては、計画が平成３０年

度よりおくれることが避けられない状況にあることから、この間、Ｂ焼却施設において処理を

予定していた千曲市と坂城町のごみをどうするか、方向性を出さなければならない時期に来て

いるものと考えております。 

 つきましては、９月２９日、午後７時から、坂城町文化センターにおきまして、長野広域連

合、坂城町、葛尾組合による町民説明会を開催し、施設整備に係るこれまでの経過や今後の見

込みなどについてご説明し、ご意見をお伺いしたいと考えております。 

 また、南条児童館の建設事業につきましては、隣接地の用地取得後、設計が完了したことか

ら、８月２８日に建設工事の入札を実施いたしました。現在、仮契約の手続を進めております。
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本議会最終日に、契約の議決について追加上程をいたす予定でございます。 

 以上、２８年度の決算状況と２９年度の主な事業の進捗状況並びに主な９月補正予算の内容

について申し上げました。 

 今議会に審議をお願いする案件は、専決報告が２件、人事案件が３件、条例の制定が１件、

一部改正が１件、一般会計・特別会計の２８年度決算の認定８件、補正予算６件、計２１件で

ございます。よろしくご審議を賜り、ご決定いただきますようお願い申し上げまして、招集の

挨拶とさせていただきます。 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

◎日程第４「諸報告」 

議長（塩野入君） 地方自治法第２４３条の３第２項の規定により、株式会社坂城町振興公社及

び味ロッジ株式会社に係る平成２９年３月３１日現在の経営状況報告書の提出がありました。 

 また、監査委員から例月現金出納検査報告書が提出されております。それぞれお手元に配付

のとおりであります。 

 次に、請願及び陳情について申し上げます。本日までに受理した請願、陳情はお手元に配付

のとおりであります。所管の常任委員会に審査を付託いたしましたので、報告いたします。 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

議長（塩野入君） 次に、日程第５「人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについて」か

ら日程第８「議案第３１号 千曲市・坂城町等公平委員会委員の選任について」までの４件を

一括議題とし、議決の運びまでいたします。 

 職員に議案を朗読させます。 

（議会事務局長朗読） 

議長（塩野入君） 朗読が終わりました。 

 提案理由の説明を求めます。 

町長（山村君） それでは、日程第５から議案第３１号まで一括してご説明申し上げます。 

 まず、日程第５「人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについて」ご説明申し上げま

す。 

 本年１２月３１日をもちまして、任期が満了となります塚田安紀子さんにかわり、小山みつ

江さんに人権擁護委員としてご苦労いただきたく、法務大臣へ推薦するに当たって、議会の意

見を求めるものであります。 

 小山さんは、佐久高等学校卒業後、株式会社ほていやに勤務された後、宮後工業株式会社に

今年３月まで勤務されておりました。 

 また、現在、坂城町保健補導委員会の会長としてご尽力いただいております。 

 人格識見高く、地域の信望も厚く、職務を公正に行うにふさわしい方でございます。 
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 よろしくご審議の上、ご賛同賜りたくお願い申し上げます。 

 続きまして、専決第１２号「平成２９年度坂城町一般会計補正予算（第２号）について」ご

説明申し上げます。 

 本件は、歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ６４９万８千円を追加し、歳入歳出予算

の総額を６７億９，０５９万９千円といたしたものでございます。 

 歳出の内容といたしましては、法人町民税につきまして、確定申告により確定した税額が、

予定納税での納税額を下回った企業への税償還金・還付加算金として５４４万１千円、町消防

団第２分団が７月９日の埴科消防大会で見事優勝し、７月３０日に中野市で開催されました県

大会への出場を果たしたことから、大会出場に要する経費として費用弁償や出動交付金等

４３万１千円、坂城町スポーツ少年団陸上の皆さんが６月２５日の県大会で見事入賞し、８月

１９日に神奈川県で行われた全国大会、または８月２６日から２７日にかけて岐阜県で行われ

た東海大会への出場や、スポーツ少年団硬式野球の皆さんが６月に行われた信越大会において

優秀な成績をおさめたことにより、８月７日から北海道で行われた東日本大会に出場を果たし

たことに伴う激励金として２０万円、その他、臨時職員の雇用に伴う賃金４２万６千円を計上

いたしたもので、いずれも開催期日等の関連で急を要したことから専決といたしたものであり

ます。 

 なお、歳入につきましては、財政調整基金から繰入金を計上したものでございます。 

 次に、専決第１３号「和解及び損害賠償額の決定について」ご説明申し上げます。 

 本件は、平成２９年７月１９日、南条の町の町有駐車場内において、職員が公用車から降車

する際、強風により右側ドアが駐車していた相手方車両の左側ドアに当たり、損傷を与えた事

故につきまして、損害賠償を支払うことで、示談成立の合意を得ましたので、専決処分をいた

したものでございます。 

 以上、専決処分についてご報告いたします。 

 続きまして、議案第３０号「坂城町固定資産評価審査委員会委員の選任について」ご説明申

し上げます。 

 本案つきましては、９月３０日をもって玉木守二委員の３年間の任期が満了するに当たり、

引き続いて、地域の信望が厚く、経験も豊かな同氏を再任いたしたく、地方税法第４２３条第

３項の規定により、議会の同意を求めるものでございます。 

 なお、任期は平成２９年１０月１日から平成３２年９月３０日までの３年間でございます。 

 続きまして、議案第３１号「千曲市・坂城町等公平委員会委員の選任について」ご説明申し

上げます。 

 本案につきましては、坂城町、千曲市、葛尾組合、千曲坂城消防組合で共同設置をしており

ます千曲市・坂城町等公平委員会委員について、本年１１月２０日をもっての任期が満了とな
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ります西澤正人氏の後任として、山崎典久氏を選任いたしたく、地方公務員法第９条の２第

２項の規定により、議会の同意を求めるものでございます。 

 山崎氏は中央大学法科大学院を卒業後、平成２０年に司法試験に合格し、現在は千曲市粟佐

において法律相談事務所を開設しております。 

 なお、任期は平成２９年１１月２１日より平成３３年１１月２０日までの４年間であります。 

 以上、よろしくご審議を賜り、適切なるご決定をいただきますようお願い申し上げます。 

議長（塩野入君） 提案理由の説明が終わりました。 

 ここで、議案調査のため１０分間休憩いたします。 

（休憩 午前１０時４７分～再開 午前１０時５７分） 

議長（塩野入君） 再開いたします。 

◎日程第５「人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについて」 

 「質疑、討論なく（原案賛成、挙手全員により）適任」 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

◎日程第６「報告第３号 町長の専決処分事項の報告について」 

 専決第１２号「平成２９年度坂城町一般会計補正予算（第２号）について」 

 「質疑、討論なく（原案賛成、挙手全員により）承認」 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

 専決第１３号「和解及び損害賠償額の決定について」 

 「質疑、討論なく（原案賛成、挙手全員により）承認」 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

◎日程第７「議案第３０号 坂城町固定資産評価審査委員会委員の選任について」 

 「質疑、討論なく（原案賛成、挙手全員により）同意」 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

◎日程第８「議案第３１号 千曲市・坂城町等公平委員会委員の選任について」 

 「質疑、討論なく（原案賛成、挙手全員により）同意」 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

議長（塩野入君） 日程第９「議案第３２号 平成２８年度坂城町一般会計歳入歳出決算の認定

について」から日程第２４「議案第４７号 平成２９年度坂城町坂城町介護保険特別会計補正

予算（第１号）について」までの１６件を一括議題とし提案理由の説明まで行います。 

 職員に議案を朗読させます。 

（議会事務局長朗読） 

議長（塩野入君） 朗読が終わりました。 

 提案理由の説明を求めます。 
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町長（山村君） それでは、議案第３２号から４７号までご説明申し上げます。 

 まず、議案第３２号「平成２８年度坂城町一般会計歳入歳出決算の認定について」ご説明申

し上げます。 

 平成２８年度坂城町一般会計歳入歳出決算につきましては、歳入総額６３億１，５１０万

６千円、歳出総額６２億１，８３８万６千円で、歳入歳出差引額は９，６７２万円となりまし

た。 

 実質収支額につきましては、歳入歳出差引額から事業の実施時期や工期の関係で２９年度へ

繰り越した坂城テクノセンター支援事業、町道Ａ０１号線道路改良工事、橋梁修繕事業など繰

越事業の充当財源となる２，４７１万９千円を除いた７，２００万１千円であります。この実

質収支額から３，７００万円を財政調整基金に繰り入れた残額の３，５００万１千円が平成

２９年度への繰越金であります。 

 歳入の主な内容について申し上げます。町税のうち町民税につきましては、平成２７年度と

比較いたしますと、個人分は微減でありましたが、法人分は企業の利益分を大型設備投資など

に向けられたことにより、対前年比マイナス３７．８％、約２億５，５００万円の減額となり

ました。 

 固定資産税につきましては微減、軽自動車税は２８年度に税率の変更が行われたことにより、

前年度対比プラス１７．９％となりましたが、町税全体の収入額は約２５億９，６００万円で、

前年度に対しマイナス８．９％、約２億５，４００万円の減収となっています。 

 地方消費税交付金につきましては、普通交付税において、算定の基礎となる基準財政収入額

と基準財政需要額の差が縮小されたため、交付税額が減額となり、特別交付税を含め、前年度

対比マイナス１３．６％、約１億６，１００万円の減額となっております。 

 国庫支出金につきましては、前年度に対し、約２億１，３００万円の減、繰入金につきまし

ては、約５億８００万円の減、町債につきましても約３億６，９００万円の減と、いずれも南

条小学校の建設事業が終了したことに伴い、大幅に減少したものであります。 

 以上、歳入全体では、前年度対比マイナス１９．８％、１５億５，４２６万円の減となった

ところでございます。 

 次に、歳出につきまして、性質別に主なものを申し上げます。まず、投資的経費につきまし

ては、継続事業のＡ０１号線道路改良事業や橋梁修繕事業ほか、坂城小学校プール改修事業、

びんぐしの里公園屋外ステージの整備などを実施いたしました。南条小学校建設事業があった

前年度と比較しますと、普通建設事業費全体でマイナス７１．６％の約４億９，３００万円の

決算額となりました。 

 義務的経費につきましては、人件費で１．５％の減となりましたが、扶助費につきましては

年金生活者等支援臨時福祉給付金事業の実施や、子ども福祉医療費の支給範囲を中学卒業から
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１８歳到達年度末まで拡大したことにより、前年度対比プラス８％となっております。公債費

につきましても地方債残高の減少により５．４％の減となり、義務的経費全体で０．２％の減

となりました。 

 その他経費につきましては、物件費、維持補修費、補助費等につきましては、昨年並みの決

算額となっていますが、積立金が減少したため、その他経費全体といたしますと、マイナス

９．２％となっております。 

 歳出全体では前年度対比マイナス２０．２％、金額で約１５億７，４３０万３千円の減と

なったところでございます。詳細につきましては、決算書の事項別明細書及びお手元にお配り

いたしました主要施策の成果及び実績報告書のとおりであります。また、内容の詳細につきま

しては、後ほど担当課長から説明をいたします。 

 次に、議案第３３号「平成２８年度坂城町有線放送電話特別会計歳入歳出決算の認定につい

て」ご説明申し上げます。 

 平成２８年度本特別会計歳入歳出決算額は、歳入総額３，１３９万６千円、歳出総額

３，０７２万７千円で、歳入歳出差引残額は６６万９千円となり、このうち５０万円を設備基

金に積み立て、１６万９千円を平成２９年度に繰り越しをいたしたところであります。 

 また、有線放送電話事業につきましては、交換機の故障により、平成２８年１２月から全加

入者放送のみのスピーカー加入の取り扱いとし、平成２８年度末をもって通話業務の運用を終

了したところでございます。 

 歳入の主な内容につきましては、有線放送電話使用料２，６３６万４千円、各種事務手数料

及び広告放送料等７８万９千円、工事費負担金３０万１千円。 

 歳出の主な内容は、設備基金積立金５６８万１千円、電力柱等共架料及び電柱敷地等借上料

２９０万７千円、有線施設設置移転等工事３７６万６千円でございます。 

 次に、議案第３４号「平成２８年度坂城町国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定につい

て」ご説明申し上げます。 

 平成２８年度本特別会計歳入歳出決算は、歳入総額１８億９，５６６万１千円、歳出総額

１８億６，１５６万４千円で、歳入歳出差引残額は３，４０９万７千円となり、このうち

１２５万円を国民健康保険基金に積み立て、３，２８４万６千円を平成２９年度に繰り越しを

いたしたところでございます。 

 歳入の主な内容は、国民健康保険税３億９６６万円、国庫支出金３億９，５９４万１千円、

前期高齢者交付金５億４，４４１万３千円、共同事業交付金３億９，１３２万７千円。 

 歳出の主な内容は、保険給付費１２億３２６万４千円、後期高齢者支援金等１億

９，１２８万５千円、共同事業拠出金３億７，４３９万６千円でございます。 

 療養給付費、療養費、高額医療費を合わせた支払額を前年度と比較いたしますと、全体では
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２．２％の減となっており、制度別の医療費の内訳では、一般被保険者分で１．０％の減、退

職被保険者分では、２１．１％の減となっております。また、後期高齢者支援金等は、前年度

対比５．７％の減、共同事業拠出金が０．７％の減となっております。 

 続きまして、議案第３５号「平成２８年度坂城町同和地区住宅新築資金等貸付事業特別会計

歳入歳出決算の認定について」ご説明申し上げます。 

 平成２８年度本特別会計歳入歳出決算額は、歳入総額２９２万２千円、歳出総額２９０万

９千円で、歳入歳出差引残額の１万３千円につきましては、平成２９年度に繰り越しをいたし

たところであります。 

 歳入の主な内容は、貸付金元利収入２８５万円、県補助金５万８千円。 

 歳出の主な内容は、元利償還金１４０万７千円、一般会計繰出金で１４０万７千円でござい

ます。 

 続きまして、議案第３６号「平成２８年度坂城町工業地域開発事業特別会計歳入歳出決算の

認定について」ご説明申し上げます。 

 平成２８年度本特別会計歳入歳出決算は、歳入歳出総額がそれぞれ同額の１億３，２２８万

円となっております。 

 歳入の内容は、工業団地用地の売り払いによる用地代。 

 歳出の内容は、工業団地用地の取得費として、それぞれ同額の１億３，２２８万円でござい

ます。本件は、前田工業団地の土地を町土地開発公社から取得し、その工業用地の取得を希望

する企業に売却したものでございます。 

 次に、議案第３７号「平成２８年度坂城町下水道事業特別会計歳入歳出決算の認定につい

て」ご説明申し上げます。 

 公共下水道の整備は、南条地区の整備により、平成２８年度末で供用面積が５００ｈａに達

し、整備面積の進捗率は８１％となりました。 

 平成２８年度本特別会計歳入歳出決算は、歳入総額９億３，５２８万円、歳出総額９億

１，２０５万３千円で、繰越明許費繰越額の２，２７７万４千円を除いた４５万２千円が実質

収支額となりました。 

 歳入の主な内容は、受益者負担金５，９７８万９千円、下水道使用料１億４，４０３万１千

円、国からの交付金１億６，１０７万円、一般会計からの繰入金３億円、町債２億

４，６５０万円。 

 歳出の主な内容は、上流処理区維持管理負担金６，３４０万２千円、下水道管渠工事費３億

５，５０１万４千円、千曲川流域下水道上流処理区事業費負担金１，８８７万９千円、長期債

元利償還金３億４，７７０万４千円でございます。 

 続きまして、議案第３８号「平成２８年度坂城町介護保険特別会計歳入歳出決算の認定につ
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いて」ご説明申し上げます。 

 平成２８年度本特別会計歳入歳出決算は、歳入総額１２億７，６４８万７千円、歳出総額

１２億６，６１２万７千円で、歳入歳出差引残高は１，０３６万円となり、このうち２１万円

を介護保険支払準備基金に積み立て、１，０１４万９千円を平成２９年度に繰り越しをいたし

たところであります。 

 歳入の主な内容は、介護保険料３億１，３９４万円、国庫支出金２億７，９２２万１千円、

支払基金交付金３億３，２３５万６千円。 

 歳出の主な内容は、保険給付費１１億８，１８２万２千円、基金積立金４，２６０万２千円、

地域支援事業費２，４０４万３千円でございます。 

 歳出総額のうち、全体の９３％を占めます保険給付費について、前年度と比較しますと、

０．８％の増となっており、保険サービス別の内訳では、要介護認定者の利用いたします介護

サービス費等が１％の増、高額介護サービス費が１０．１％のの減となっております。 

 次に、議案第３９号「平成２８年度坂城町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定につ

いて」ご説明を申し上げます。 

 平成２８年度本特別会計歳入歳出決算は、歳入歳出総額がそれぞれ同額の１億８，８０３万

６千円となっております。 

 歳入の主な内容は、後期高齢者医療保険料１億４，５７２万７千円、一般会計繰入金

４，１９３万円。 

 歳出の主な内容は、後期高齢者医療広域連合納付金１億８，６９７万７千円、総務費

１０５万８千円でございます。 

 次に、議案第４０号「坂城町農業委員会に関する条例の制定について」ご説明申し上げます。 

 本案は、農業委員会法の改正に伴い、坂城町農業委員会に関する条例を新たに制定するもの

であります。 

 条例の要旨としまして、従来、公選制による選挙を行い選出してきた農業委員が、昨年４月

の法改正により、広く推薦・公募を求めた上で、議会の同意を得て町長が任命する選任制に改

められ、また、これまで任意業務として農業委員会が地区割りをして鋭意取り組んでまいりま

した農地利用最適化が必須業務となったことから、農地利用最適化推進委員が新設されました。 

 農地利用最適化推進委員につきましては、担当地区において農地に関する情報収集や地域の

話し合いへの参加等を行うものでありますが、いずれの業務も当町では従来、農業委員が行っ

てきたことであり、今後も農家との距離を隔てることなく、この業務を委員会として滞りなく

行えるよう、農業委員の定数につきましては農業委員会法で定められた上限の１４人としてお

ります。また、農業委員会が選考し、委嘱する農地利用最適化推進委員の定数につきましても、

法の定める上限の８人以内としたところでございます。 
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 また、委員会の積極的な活動を支援するため、基本給に合わせ、農地集積や遊休農地解消等

の活動・成果に対して農地利用最適化交付金を上乗せ支給するため、特別職の職員で非常勤の

者の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正を行います。加えて新設の農地利用最適化推進

委員の報酬を定めるところでございます。 

 あわせて、既存の坂城町農業委員会の選挙による定数条例を廃止します。なお、坂城町農業

委員会に関する条例の制定、特別職の職員で非常勤の者の報酬及び費用弁償に関する条例の改

正、坂城町農業委員会の選挙による定数条例の廃止は全て現農業委員の任期満了の翌日である、

平成３０年５月１８日より施行するものであります。 

 次に、議案第４１号「坂城町福祉医療費給付金条例の一部を改正する条例について」ご説明

申し上げます。 

 本案は、子育て支援・少子化対策推進のため、平成３０年８月診療分より、子供の医療費に

ついて受給者負担金を除き医療機関窓口で医療費を支払わなくても医療を受けられるよう、子

ども福祉医療費の現物給付方式を県下市町村で導入する方針を受け、福祉医療費給付金条例の

一部を改めるものでございます。 

 なお、県では、現物給付化の対象範囲の一定ラインとして、中学校卒業までという基準を示

していますが、当町におきましては、１８歳到達の年度末までとして対象を拡充して実施して

まいります。 

 次に、議案第４２号「平成２９年度坂城町一般会計補正予算（第３号）について」ご説明申

し上げます。 

 本案は、歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１億４，７７９万３千円を追加し、歳入歳

出予算の総額を６９億３，８３９万２千円とするものであります。 

 歳入の主な内容につきましては、地方交付税２億６，１９５万８千円、土地売払収入

７，８９２万７千円、前年度繰越金２，５００万１千円、臨時財政対策債５，７９０万２千円

をそれぞれ増額し、基金等からの繰入金を合わせて２億７，８０４万１千円を減額するもので

ございます。 

 一方、歳出の主な内容につきましては、広域行政事業基金への積み立て１億円、鼠区環境整

備等補助金３，９４６万５千円、県の算定誤りにより、昨年７月に実施された参議院議員選挙

事務委託金の返還金１６万円。有害鳥獣対策侵入防止柵等設置に伴う資材費２９万１千円、農

道等基盤整備町単事業３０３万５千円、橋梁修繕にかかわる詳細調査・設計委託２５０万円、

古文書閲覧室整備１２０万円をそれぞれ増額するものでございます。 

 あわせて、人件費につきまして、現在の職員配置に合わせた調整を行うものであります。 

 次に、議案第４３号「平成２９年度坂城町有線放送電話特別会計補正予算（第１号）につい

て」ご説明申し上げます。 
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 本案は、歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ１５万９千円を追加し、歳入歳出予算の

総額を２億１，２２５万９千円とするものであります。 

 補正予算の内容でございますが、歳入につきましては前年度繰越金、歳出につきましては設

備基金積立金１５万９千円をそれぞれ増額するものでございます。 

 続きまして、議案第４４号「平成２９年度坂城町国民健康保険特別会計補正予算（第１号）

について」ご説明申し上げます。 

 本案は、歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ３，２３４万６千円を追加し、歳入歳出

予算の総額を１９億３，３２９万３千円とするものであります。 

 補正予算の内容でございますが、歳入につきましては前年度繰越金３，２３４万６千円を増

額するものでございます。 

 歳出につきましては国庫支出金返還金２，６５７万６千円、療養給付費交付金返還金

５１４万９千円、予備費６２万１千円をそれぞれ増額するものでございます。 

 次に、議案第４５号「平成２９年度坂城町同和地区住宅新築資金等貸付事業特別会計補正予

算（第１号）について」ご説明申し上げます。 

 本案は、歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１万１千円を追加し、歳入歳出予算の総額

を１４７万３千円とするものであります。 

 補正予算の内容でございますが、歳入につきましては前年度繰越金、歳出につきましては一

般会計繰出金１万１千円をそれぞれ増額するものでございます。 

 次に、議案第４６号「平成２９年度坂城町下水道事業特別会計補正予算（第１号）につい

て」提案理由をご説明申し上げます。 

 本案は、歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１２５万２千円を追加し、歳入歳出予算の

総額を９億２，８５９万８千円とするものであります。 

 補正予算の内容でございますが、歳入につきましては、地方創生汚水処理施設整備推進交付

金を８８０万円減額、下水道費県負担金９０万円、町債８７０万円、繰越金４５万２千円をそ

れぞれ増額するものであります。 

 歳出につきましては、公共下水道事業費８０万円、一般会計繰出金４５万２千円をそれぞれ

増額するものでございます。 

 最後に、議案第４７号「平成２９年度坂城町介護保険特別会計補正予算（第１号）につい

て」ご説明申し上げます。 

 本案は、歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１，２２２万３千円を追加し、歳入歳出予

算の総額を１４億３，２５４万７千円とするものであります。 

 補正予算の内容でございますが、歳入の主なものにつきましては一般会計繰入金１６８万

９千円、前年度繰越金１，０１４万９千円を増額するものでございます。 
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 歳出の主なものにつきましては、総務費１６６万３千円、国庫支出金返還金７５１万２千円、

県費交付金返還金１０６万４千円をそれぞれ増額するものでございます。 

 以上、よろしくご審議を賜り、適切なるご決定をいただきますようお願い申し上げます。 

議長（塩野入君） 続いて、各課長等に、議案第３２号「平成２８年度坂城町一般会計歳入歳出

決算の認定について」詳細説明を求めます。 

 初めに歳入について説明を求めます。 

財政係長（北村君） 平成２８年度坂城町一般会計歳入歳出決算の内容につきまして、順次ご説

明申し上げます。 

 まず、歳入全般について、決算書事項別明細書の１１ページ、町税からご説明申し上げます。

款１町税につきましては、収入総額が２５億９，５６９万９千円で、前年度と比較いたしまし

て、金額で２億５，４３７万１千円、率にしてマイナス８．９％の減収となりました。内訳で

ございますが、町民税につきましては、個人分は微減でありましたが、法人分は企業の利益分

を大型設備投資に向けられたことへの影響により、個人町民税では８３万円、法人町民税では

２億５，５４８万７千円の減収となり、町民税全体では１８．４％の減という状況でございま

す。 

 固定資産税につきましてはマイナス０．３％、町たばこ税はマイナス１％、入湯税につきま

してはマイナス４％といった状況でありましたが、軽自動車税については税率改定の影響によ

り、プラス１７．９％という状況でございます。 

 続いて、１２ページにかけての款２地方譲与税につきましては、地方揮発油譲与税が前年度

に対しマイナス９７万２千円、自動車重量譲与税はプラス１９万３千円で、決算額は

６，３０５万１千円、前年度対比１．２％のマイナスでございます。 

 １２ページの交付金関係では、款３利子割交付金が決算額１８９万９千円で、前年度に対し

９８万９千円の減、款４配当割交付金は決算額５８４万１千円で２２４万８千円の減、款５株

式等譲渡所得割交付金につきましては、決算額３４１万１千円で、４９２万８千円の減となっ

ております。 

 次に、款６地方消費税交付金につきましては、決算額２億８，６０８万６千円で、前年度に

対し１１％の減となっております。 

 続きまして、１３ページにかけての款７自動車取得税交付金につきましては、決算額が

１，１２８万７千円で、前年度対比５．２％の減となっております。 

 款８地方特例交付金につきましては、住宅借入金等、税額控除にかかわる地方公共団体の減

収を補塡する交付金で、決算額は前年度に対し５１万１千円増の６６８万４千円となっており

ます。 

 次に、款９地方交付税でございます。２８年度の普通交付税は基準財政収入額と基準財政需
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要額の差が生じたため、前年度対比マイナス１３．９％の９億１１万３千円が交付されました。 

 また、特別交付税につきましては、前年度対比では１１．５％減の１億１，６７６万３千円

の決算額でございます。 

 続いて、款１０交通安全対策特別交付金につきましては、決算額２００万６千円で、前年度

に対し２万４千円の減といった状況であります。 

 次に、１４ページにかけての款１１分担金及び負担金につきましては、町内の保育園及び幼

稚園に通う第３子以降の園児の保育料を無償化したことなどによります児童福祉費関係の負担

金の減少などで前年度対比マイナス１２．２％の８，０７８万１千円の決算額となっておりま

す。 

 続いて、１４ページから１６ページにかけての款１２使用料及び手数料につきましては、商

工施設使用料及び町営住宅使用料の減収により、前年度に対し１９．９％減の決算額

６，７３８万２千円であります。 

 続きまして、１６ページから１９ページまでの款１３国庫支出金につきましては、南条小学

校建設事業が終了したことに伴い、決算額は５億３，２５０万４千円で、前年度との比較では

マイナス２８．６％となったところでございます。 

 次に、１９ページから２２ページにかけての款１４県支出金につきましては、決算額３億

８１０万３千円で、前年度に比べ７６万８千円、０．２％の増加でありました。 

 ２２ページから２３ページにかけての款１５財産収入につきましては、普通財産の貸し付け、

公有財産売払収入として土地の売り払い、また基金積立金利子が主なものでございます。決算

額は３，５８６万円で、前年度に比べ２０８万４千円の増となっております。 

 続いて、２３ページから２４ページにかけての款１６寄附金につきましては、教育、商工、

民生、土木関係及びふるさと寄附金としてご寄附をいただいたものでございます。ふるさと寄

附金が前年度と比較しまして大幅に増加したことにより、決算額は３，２５０万３千円で、前

年度より２，０２８万円の増額となっております。 

 次に、２４ページから２５ページにかけての款１７繰入金につきましては、事業目的に応じ

た特定目的基金からの繰り入れが主なもので、前年度と比較し決算額は５億８１１万７千円減

の４億２，０４８万９千円となっております。 

 次に、２５ページの款１８繰越金につきましては、４，０６７万７千円で、前年度に比べ

２３２万６千円の減となっております。 

 ２５ページから２８ページにかけての款１９諸収入につきましては、決算額５億

１，１１１万１千円で、前年度対比０．６％の増となっております。主なものは、町税延滞金、

町預金利子、中小企業振興資金貸付金元利収入、学校給食費納入金等でございます。 

 歳入の最後になりますが、２８ページの款２０町債でございます。決算額は２億
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９，２８５万６千円で、道路改良事業や橋梁修繕事業などにかかわる公共事業等債、地方交付

税の代替財源である臨時財政対策債のほか坂城中学校体育館改修事業に伴う起債発行等を行い

ましたが、南条小学校建設のありました前年度と比較いたしますと、３億６，９４７万２千円

の減となったところでございます。 

 以上、歳入総額は６３億１，５１０万６，２７４円で、前年度と比較してマイナス

１９．８％、金額で１５億５，４２６万円の減額となりました。なお、調定額に対する収納率

は、全体で９６．３４％でございます。 

 以上で、歳入の詳細説明を終わらせていただきます。 

議長（塩野入君） 次に歳出について説明を求めます。 

 なお、議会費は省略いたします。 

総務課長（青木君） 歳出につきまして順次ご説明申し上げます。 

 事業ごとの詳細説明につきましては、平成２８年度主要施策の成果及び実績報告書をご覧い

ただきたいと存じます。 

 それでは３４ページをご覧ください。３４ページから３６ページの款２総務費、項１総務管

理費、目１一般管理費は、特別職職員人件費等経常的経費でございます。健康スクリーニング

検診委託は、人間ドックを受診していない職員、短期雇用の臨時職員が受診しており、職員が

何らかの検診を受けるよう健康管理に努めているところでございます。職員研修事業といたし

ましては、人事評価制度業務の委託及び接遇研修などを実施いたしました。 

 ３７ページ、目２文書費は、役場全体の文書発送用の通信費、文書配達委託費、コピー機の

賃借料、例規集のデータベースシステム等使用料が主なものでございます。３８ページにかけ

ての目３財政管理費の委託料は、公会計システム導入に伴う費用、積立金は財政調整基金、広

域行政事業基金等への積み立てでございます。 

 なお、決算状況につきましては「広報さかき」に掲載し、主要施策の成果及び実施報告書に

つきましては、町ホームページで公開してまいります。 

会計管理者（塚田君） ３８ページ、目４会計管理費ですが、印刷製本費については決算書、封

筒などの印刷、役務費については公金収納、派出業務等の手数料であります。 

企画政策課長（柳澤君） 同じく３８ページ、目５財産管理費でございます。町の普通財産の管

理等に係る経費のほか、公共施設等の全体を把握して、長期的な視点をもって利活用の促進や

統廃合、長寿命化などの施策を計画的に行うことにより、公共施設、インフラ施設などの更新

等にかかる財政負担を軽減、平準化するとともに、総合的な管理を推進するため、節１３にて

公共施設等総合管理計画の策定を行いました。 

 次に、目６企画費ですが、企画政策推進費では３９ページ、節１９にて長野・上田両広域連

合への負担金のほか、町内在住あるいは在校の高校生を対象としたタイ国研修の補助金を支出
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いたしました。温泉管理事業につきましては、節１５にてびんぐし湯さん館のサウナなどの改

修のほか、施設の維持補修工事、節１９では町民優待券の利用実績に応じた割り引き入館料の

２分の１負担、節２５では施設設備の更新、リニューアルに向けて振興公社からの納付金など

を基金として積み立てました。 

 ４０ページからの、まちづくり推進事業では節１にて行政協力員の報酬、節１３にて文書配

布等の行政事務委託など、節１９では地域づくり活動支援としてコミュニティ活動に助成を行

いました。また、節２５にて２８年度から返礼品を開始したふるさと納税により、信州さかき

ふるさと寄附金などを基金として積み立てました。国際交流事業につきましては、節１９で町

国際交流協会への補助金の交付でございます。 

 ４１ページにかけてのスマートコミュニティ構想事業では、民間事業者との連携によるテク

ノさかき工業団地内スマート化に向けた事業化可能性調査を行うとともに、節１９スマートエ

ネルギー設備導入補助については、住宅用太陽光発電システムのほか、家庭用リチウムイオン

蓄電池システム、家庭用エネルギー管理システムなどを補助対象に、エネルギーの効率的な利

用促進を図りました。 

 トータルメディアコミュニケーション施設整備事業については、「つながる あんしん 坂

城町」をキーワードに、多岐にわたる新しいネットワークの構築を目指しておりますが、第

１段階として情報伝達の必要性を重視した同報系デジタル防災行政無線の整備を行うこととし

て、平成２８年度は節１３実施設計業務などを行いました。 

 ふるさと納税事業につきましては、昨年６月から節８、寄附の際にお礼の品物などを送る取

り組みを始めました。また、節１３にてインターネットの活用など業務委託により、全国から

寄附を受けやすい体制を整え、寄附者への利便性を図るとともに、当町の魅力を発信し、地域

の産業の振興を図りました。 

 目７広報広聴費ですが、広報広聴一般経費につきましては、庁舎内のインターネット環境保

持等に係る経費で、主なものは節１３インターネット系のサーバーとシステムの保守を委託し

たほか、節１４ではこれらハードウエアのリース料と回線の使用料などでございます。

４２ページ、広報発行事業につきましては、「広報さかき」の印刷が主なものでございます。 

 有線放送電話特別会計繰出金事業では、節２８において同特別会計へ繰り出しを行いました。

電子自治体事業につきましては、国の施策として行政情報の提供や申請、届け出手続の電子化

に向けて市町村行政ネットワークが構築されています。これに係る経費として節１４ではデー

タセンター使用料、ネットワーク機器賃借料。節１９では県へのネットワーク負担金の支出が

主なものでございます。 

 ４３ページにかけての目８電算費につきましては、窓口業務等に係る電算化の主たる経費の

支出でございます。節１３において機器などの保守料、国で進める社会保障・税番号制度運用
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開始に向け、情報連携の相互運用テストに係るシステム改修、節１４ではソフトウエアの使用

料、ハードウエアのリース料、節１９では社会保障・税番号制度運用に必要な中間サーバーに

係る負担金でございます。 

 繰越電算一般経費につきましては、同じくマイナンバー制度開始に向けまして、情報連携の

ための標準仕様の変更に係るシステム改修を２７年度から繰り越して行ったところでございま

す。 

総務課長（青木君） ４３ページから４４ページにかけての目１０業務管理費は、役場庁舎全般

にかかわる光熱水費、エレベーター等の設備の保守点検料、修繕料、総務課管理の庁用車に係

る燃料費等でございます。 

 昨年度は役場に来られた方の利便性を向上するため、１階及び一般のカウンター部分の照明

のＬＥＤ化を実施したところでございます。 

住民環境課長（山崎君） 同じく４４ページ、目１１防犯対策費でございますが、節１１の主な

ものは、防犯灯に係る光熱水費、修繕料でございます。節１９は更埴防犯協会連合会など関係

団体への負担金、補助金でございます。 

 ４５ページにかけての目１２交通安全対策費の主なものは、節１交通指導員の報酬のほか、

節１１のうち毎年、新入学児童に配付しております交通安全ヘルメット等の消耗品費、節

１９の千曲交通安全協会坂城支部に対する補助金等でございます。 

 続きまして、目１３消費生活費の主なものは、節１消費生活指導員の報酬と節１９消費者の

会に対する補助金でございます。 

企画政策課長（柳澤君） ４６ページにかけての目１４男女共同参画推進費の主なものは、節

１にて女性専門相談員の報酬、節１９において女性団体連絡会、男女共同みんなの会への活動

補助を行いました。 

収納対策推進幹（池上君） ４６ページから４７ページ、項２徴税費、目１税務総務費は固定資

産評価審査委員の報酬、職員の人件費等経常的経費でございます。また、負担金では長野県地

方税滞納整理機構への支出があり、今後も滞納整理機構と連携し、未納額の減少に取り組んで

まいります。 

 同じく４７ページ、目２賦課徴収費の印刷製本費は納税通知書等であり、通信運搬費は納税

通知書及び督促状の発送に係るもの、委託料は平成３０年度の評価がえに向けての固定資産評

価基礎資料整備等で、償還金・利子及び割引料は町税の還付金・還付加算金でございます。 

住民環境課長（山崎君） ４７ページから４８ページにかけての項３戸籍住民基本台帳費、目

１戸籍住民基本台帳費の主なものは職員の人件費等経常的経費でございます。そのほか節

１３は住民基本台帳システム、住民基本台帳ネットワークシステム、総合戸籍システム等の保

守に係る委託費、節１４は住民基本台帳ネットワークシステム、総合戸籍システム機器等に係
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る使用料でございます。節１９のカード関連事務交付金は個人番号カード発行に係るカードの

作成、発送業務など関連業務を地方公共団体情報システム機構に一括委任し、費用を交付金と

して支払ったものでございます。 

総務課長（青木君） ４８から５０ページにかけての項４選挙費でございます。目１選挙管理委

員会費は選挙管理委員の報酬が主なものでございます。４９ページ、目３参議院議員選挙費に

つきましては、昨年７月１０日執行の第２４回参議院議員通常選挙に係る経費でございます。 

 なお、今回の選挙から選挙権年齢が１８歳に引き下げられ、投票率が６４．５１％となり、

前回平成２４年に実施した同選挙に比較して４．３８％増の投票率になったところでございま

す。 

企画政策課長（柳澤君） ５０ページ、項５統計調査費、目１統計調査総務費、統計一般経費に

つきましては、県民手帳の購入費でございます。目２委託統計調査費につきましては２９年度

に実施される工業統計調査の準備事務を行うとともに、学校基本調査、経済センサス調査を実

施しました。 

総務課長（青木君） ５１ページにかけての項６監査委員費、目１監査委員費は監査委員さんの

報酬でございます。 

福祉健康課長（伊達君） 続きまして、款３民生費、項１社会福祉費、目１社会福祉総務費でご

ざいます。５１ページから５２ページの社会福祉一般経費は、職員の人件費のほか福祉委員の

報酬、福祉委員協議会補助金、民生委員活動費交付金などが主なものでございます。５２ペー

ジの社会福祉協議会補助事業は、社会福祉協議会が実施する地域福祉推進のための事業への補

助金が主なものでございます。国民健康保険特別会計繰出金事業は、所得の低い方など保険税

軽減に係る保険基盤安定負担金など国保特別会計への繰り出しを行ったものでございます。 

 ５２ページから５３ページにかけての臨時福祉給付金給付事業、また５３ページから

５４ページにかけての臨時福祉給付金経済対策給付事業につきましては、いずれも平成２６年

４月の消費税引き上げに伴う低所得者の経済的負担を軽減するために行った臨時的な給付措置

に要した経費でございます。 

住民環境課長（山崎君） ５４ページ、目２国民年金事務費でございますが、節１１需用費のう

ち消耗品費では、成人者への啓発物品を購入し、成人式の配布を行いました。節１３委託料は、

国民年金加入等の日本年金機構報告用データ作成に係る電算委託でございます。 

福祉健康課長（伊達君） 続きまして、目３老人福祉費でございます。５４ページの老人福祉一

般経費は、長野広域連合、更埴地域シルバー人材センター、老人クラブへの負担金、補助金の

ほか、節１５にて老人福祉センターの地下重油タンク撤去等の工事を実施いたしました。

５４ページから５５ページにかけての老人福祉町単事業は、各地区での高齢者祝賀行事への補

助、敬老祝金事業が主なものでございます。 
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 ５５ページの高齢者生活支援事業は、医療機関等への送迎など外出支援サービスに要した経

費でございます。介護保険特別会計繰出金事業は、介護保険の給付に係る町の負担分などを特

別会計へ繰り出したものでございます。後期高齢者医療保険事業は、医療費等に係る長野県後

期高齢者医療広域連合への負担金、保険料軽減に係る特別会計への繰出金などでございます。

５５ページから５６ページにかけての介護予防施設管理等運営事業は、ふれあいセンターの管

理運営に係る経費で、施設管理に係る委託経費のほか燃料費、光熱水費が主なものでございま

す。 

 ５６ページから５７ページにかけての年金生活者等支援臨時福祉給付金給付事業は、賃金引

き上げの恩恵が及びにくい６５歳以上の非課税年金受給者に対する臨時的な給付措置に要した

経費でございます。 

 次に、目４心身障害者福祉費でございます。５７ページの心身障害者福祉一般経費は、障害

支援区分認定審査会に係る長野広域連合負担金、障がい者の就労支援を行う福祉施設の自主製

品販路拡大等の事業に係る補助金などでございます。重度障害者介護慰労金支給事業では、

６５歳未満の重度障がいのある方を在宅で介護されているご家族の方などに介護慰労金として

支給をしたものでございます。福祉タクシー委託事業では、重度障がい者の外出等の負担軽減

のため、タクシー利用券を交付したものでございます。 

 ５７ページから５８ページにかけての心身障害者町単事業は、腎臓機能障がい者の通院費や

障がい者施設等への通所費の補助、重度心身障がい者の福祉年金など町単独で実施した事業経

費でございます。５８ページの福祉医療給付事業では、福祉医療費の給付に係る国保連等への

審査委託、重度障がい者への福祉医療費の給付を行ったものが主なものでございます。

５８ページから５９ページにかけての自立支援給付一般事業費は、障害者自立支援給付に係る

認定審査等の事務的な経費でございます。５９ページの介護・訓練等給付事業費は、居宅介護

支援や生活介護支援、また就労移行支援や就労継続支援など法定の障害者福祉サービス給付が

主なものでございます。 

 自立支援医療事業費では、身体障がい者の障がいの除去、軽減を図るため、更生医療や

１８歳未満の子供に対する育成医療などについて、自己負担分に対する給付を行ったものでご

ざいます。補装具支給等支援事業費は、身体機能を補う補装具についての給付や修理費の交付

を行ったものでございます。５９ページから６０ページにかけての地域生活支援事業費は、障

害者総合支援法に基づき、市町村が実施することとされている地域活動支援センターの委託や

日常生活用具の支給など、障がい者が自立した日常生活、社会生活を営むための支援を行った

ものでございます。 

議長（塩野入君） 詳細説明の途中ですが、昼食のため午後１時３０分まで休憩いたします。 

（休憩 午後 ０時０２分～再開 午後 １時３０分） 
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議長（塩野入君） 再開いたします。 

 引き続き、詳細説明を求めます。 

企画政策課長（柳澤君） ６０ページから説明を申し上げます。６０ページから６１ページにか

けての目５人権同和推進費につきましては、節１３では同和対策集会所の管理委託、節１９で

は解放運動団体への補助金交付が主なものとなっております。次に、６２ページにかけての目

６隣保館運営費ですが、職員の人件費と隣保館の運営に係る経常的な経費の支出となっていま

す。この中で福祉の向上と人権啓発の拠点としての窓口相談、各種講座の開催、隣保館ふれあ

いフェスティバルの交流事業を実施しました。 

福祉健康課長（伊達君） ６２ページの目７高齢者対策費でございますが、養護老人ホームへの

入所措置費などが主な経費でございます。 

 次に、目８地域包括支援センター費でございますが、６３ページにかけての地域包括支援セ

ンター一般経費は、臨時職員の賃金、介護予防ケアマネジメント業務の委託が主な経費でござ

います。６３ページの老人福祉センター管理等事業は、老人福祉センターの管理運営を社会福

祉協議会へ委託したものでございます。住宅整備事業は要介護認定３から５の方や重度障がい

者の方が日常生活をしている居室や浴室、トイレなどを改修することに要した経費の一部を補

助するもので、２８年度につきましては重度障がい者の方の住宅改修１件に補助をいたしてご

ざいます。 

 生きがい活動支援事業は、高齢者の寝たきりや認知症予防のための通所事業を、判断能力の

十分でない高齢者の権利擁護のための成年後見支援センターの運営をそれぞれ社会福祉協議会

に委託して実施をいたしました。６４ページにかけての家族介護支援事業では、在宅介護者の

支援として介護慰労金の支給を初め訪問理美容サービスの委託、おむつなど介護用品購入費の

補助などを行い、福祉の向上に努めたところでございます。緊急通報体制整備事業は、独り暮

らし老人訪問員の報酬、あんしん電話の保守委託料が主なものでございます。 

 続いて、項２児童福祉費、目１児童福祉総務費でございますが、６４ページの児童福祉一般

経費は保育園等運営委員さんの報酬のほか事務的経費でございます。６５ページにかけての児

童手当は、中学校卒業までの子供を養育している保護者等に児童手当を支給してございます。

子ども医療費給付事業は、子供の医療費の自己負担分について助成をするもので、２８年度は

新たに１８歳までを対象とし、給付を行ってございます。出産祝金事業は出産に伴い、親御さ

んに対してお祝いとして町の商品券を支給したものでございます。 

 障害児通所等支援事業では、障がい児施設の通所等に係る法定のサービス給付費が主なもの

でございます。 

 続きまして、目２母子父子等福祉費でございますが、母子父子等福祉事業費では、母子や父

子家庭等の児童・生徒に対し小・中学校の入学時、中学・高校の卒業時に激励祝金の支給など
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を行ったものでございます。母子・父子医療給付事業は、母子・父子、それぞれの家庭の医療

費について福祉医療費を給付したものでございます。 

保育園振興幹（小宮山君） 続きまして、６６ページから６７ページにかけての目３保育園総務

費でございますが、主に人件費関係、給食の賄材料費及び給食調理業務の委託料でございます。

また、節１９は他市町村への広域入所にかかわる負担金が主なものでございます。繰越保育園

一般経費は、子ども・子育て支援法施行令改正による保育園利用者の負担軽減にかかわる電算

システムの改修委託を２７年度から繰り越しして行ったものでございます。 

 続きまして、６７ページから７１ページにかけまして、目４南条保育園費、目６坂城保育園

費、目７村上保育園費は、それぞれ保育園の運営にかかわる経常的な経費で、保育教材の消耗

品費、暖房用あるいは給食調理用の燃料費、電気・水道の光熱水費、保育園管理等にかかわる

委託料でございます。通常保育のほか特別保育事業といたしまして障がい児保育や一時預かり

保育等の実施、また地域活動事業では未就園児に保育園を開放するなかよし広場の開催、地域

のお年寄りと交流を図る世代間交流事業を実施いたしました。 

教育文化課長（宮下君） ７１ページから７２ページにかけまして目８児童館運営費、目９放課

後児童健全育成費につきましては、町内３児童館の運営にかかわる経費で、館長、支援員の人

件費等経常的な経費が主なものでございます。それぞれの児童館が工夫を凝らす中で、児童が

健全に過ごせる遊びの場を提供したところでございます。 

 児童館建設事業につきましては、南条児童館建設にかかわる建設委員の報酬、設計委託料が

主な内容でございます。 

福祉健康課長（伊達君） ７３ページ、目１０子育て支援センター事業費につきましては、臨床

心理士や家庭児童相談員などへの報酬や賃金など、子育て支援センターの事業運営にかかわる

経常的な経費で、相談事業や子育て世代の支援の充実に努めてまいりました。 

 続いて７４ページの項３災害救助費、目１災害救助費は、火災等の災害に罹災された方への

見舞金でございます。 

保健センター所長（長崎さん） 続きまして、７４ページから７５ページにかけて款４衛生費、

項１保健衛生費、目１保健衛生総務費でございます。保健衛生一般経費では、人件費などの経

常的な経費が主なものでございます。７５ページの精神保健福祉等事業は精神障がい者を支援

するためのこころのリハビリ教室の開催に係る経費が主なものでございます。 

 次に、７５ページから７７ページにかけての目２予防費でございます。予防費一般経費は、

休日における在宅当番医療体制を千曲医師会等へ委託するとともに、２次救急医療体制として

長野地域において輪番制病院運営事業を実施いたしました。また、上田地域と共同で実施して

いる上田市内科・小児科初期救急センター、信州上田医療センター医師確保事業負担金などで

ございます。 
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 ７６ページの結核関係一般経費は、結核の感染予防を図るため、６５歳以上の町民を対象に

した結核レントゲン検診に係る委託料が主なものでございます。７６ページから７７ページに

かけての乳幼児健診事業は、乳幼児健診における医師手数料、妊婦一般健診の委託料が主なも

のでございます。７７ページの予防接種事業は、予防接種法に基づき感染の発生及び蔓延を予

防するため、各種予防接種を実施したもので、ワクチン等の購入費に係る医薬材料費、医療機

関への予防接種委託料が主なものでございます。 

 次に、７７ページから７９ページにかけて目４健康増進事業でございます。健康増進事業は

健康診査及び各種がん検診などを実施し、疾病の予防と早期発見に努めたところでございます。

また、節目健診の女性にがん検診無料クーポン券を配布し、乳がん・子宮頸がん検診の受診促

進を図りました。７８ページの後期高齢者健康増進事業では、７５歳以上の高齢者を対象に人

間ドックや一般健康診査を実施し健康増進に努めました。７８ページから７９ページの食育健

康づくり推進事業は、食育基本法に基づき食育や健康づくりのための教室を開催したものでご

ざいます。 

 次に、７９ページの目５保健センター管理費につきましては、保健センターの管理に要した

経常的な経費でございます。 

住民環境課長（山崎君） ７９ページから８０ページにかけての目６環境衛生費の主なものでご

ざいますが、環境衛生一般経費では、節１環境衛生委員の報酬。雑排水浄化槽汚泥処理委託事

業は、節１３家庭用浄化槽の汚泥収集、中間処理、堆肥化の委託。自治区環境整備補助事業は、

節１９各自治区の環境浄化整備事業に対する補助。不法投棄ごみ撤去事業は、節１３主要道路、

河川、山林等の公共用地における不法投棄防止パトロール及びごみ撤去委託。狂犬病予防事業

は、節１３獣医師会への狂犬病予防注射などの委託でございます。 

 続きまして、目８環境保全対策費でございますが、主なものは、節１３町内の主要河川等及

び地下水の水質調査に係る委託料でございます。 

建設課長（宮嶋君） 続きまして、目１０合併処理浄化槽設置費につきましては、合併処理浄化

槽設置に係る補助金と小網地区合併処理浄化槽維持管理に対する補助金が主なものでございま

す。 

住民環境課長（山崎君） ８０ページから８１ページにかけての項２清掃費、目１清掃総務費で

ございますが、清掃総務費一般経費の主なものは、節１１毎年全戸配布しております、ごみ・

資源物分別収集カレンダー等の印刷製本費、節１２ごみ指定袋あっせんに伴う自治区への手数

料、ごみ危険物収集所整備補助事業は、節１９区が実施したごみ収集所の整備に対する補助金

でございます。 

 続きまして、８２ページにかけての目２塵芥処理費でございますが、塵芥処理一般経費の節

１１は可燃ごみ・不燃ごみ・事業系ごみの指定袋の作成・購入であります。節１３は可燃ご
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み・不燃ごみ・資源物等の収集運搬処理、ＰＣＢ廃棄物処理等に係る委託料、節１９は長野広

域連合及び葛尾組合の負担金でございます。資源物回収奨励事業はＰＴＡ等の非営利団体が実

施した資源物回収事業の奨励金でございます。ごみ減量化容器等設置補助事業は、節１９個人

で購入した生ごみ処理機等に対する補助でございます。 

 目３し尿処理費は千曲衛生施設組合の負担金、し尿投入手数料に係る負担金でございます。 

産業振興課長（大井君） 続きまして、款５労働費、項１労働諸費、目１労政費でございますが、

８２ページから８３ページにかけての労政一般経費では、職員の人件費、テクノハート坂城協

同組合への運営補助が主なものでございます。 

 ８３ページの移住定住・就職支援事業の主なものは、定住促進のための事業をテクノハート

に委託し、町内在住者や町内企業に勤務している従業員の交流のための事業を行いました。 

 勤労者福祉対策事業は、節１９で更埴地域勤労者共済会への補助金、節２１の貸付金は勤労

者生活資金の貸付預託金として、県労働金庫に５００万円を預託したものが主なものでござい

ます。８４ページの勤労者総合福祉センター管理一般経費では、同センターの管理を一般財団

法人更埴地域勤労者共済会に支出しました。 

 また、繰越労政一般経費は平成２７年度末に交付された地方創生加速化交付金の繰越事業と

して長野地域連携中枢都市圏が実施した移住定住促進事業などへの負担金でございます。 

 次に、款６農林水産業費、項１農業費、目１農業委員会費でございますが、８４ページから

８５ページにかけての農業委員会一般経費では、農業委員１６名の報酬と職員の人件費、農地

基本台帳システムの保守委託が主なものでございます。８５ページの農業者年金業務では加入

手続の事務及び加入推進に向けた経費を支出いたしました。８５ページから８６ページにかけ

ての目２農業総務費農業総務一般経費は、職員の人件費等経常経費でございます。 

 次に、目３農業振興費でございますが、８６ページから８７ページにかけての農業振興一般

経費では、節１９で入横尾、上平の島・小野沢の３集落を対象とした中山間地域直接支払事業

を実施し、４５歳未満の新規就農対策として青年就農給付金を７名の方に、また農地活性化奨

励金として６名の方への補助などが主なものでございます。 

 ８７ページの地域営農推進事業では、節１９で農業支援センターへの補助や地場産直産所へ

の補助を行い、需給調整推進事業につきましては、国の施策である米の経営所得安定対策事業

に基づき、米や野菜などの生産調整等に係る直接支払いの事務費の補助や坂城町農業再生協議

会を通じて生産調整農家へ転作推進補助金を交付いたしました。 

 ８８ページにかけての農地銀行活動促進事業は、町内６カ所のファミリー農園の用地借上料

が主なものでございます。８８ページの農産物加工施設管理費では、農産物加工センターの光

熱水費など施設管理が主なものでございます。 

 さかきブランド推進事業は、町のマスコットキャラクターねずこんによるＰＲ経費や、節
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１９のさかきブランドづくり事業補助金、ねずみ大根まつり補助金の交付が主なものでござい

ます。８９ページのさかきワイナリー形成事業につきましては、ワイナリー形成推進事業検討

委員会における坂城プレミアムワインの試飲や地場産の食材などによるワインに合う料理の試

作や試食にかかった経費でございます。 

 また、有害鳥獣対策事業では、節１３で有害鳥獣駆除を猟友会に委託し、節１９では農産物

を守る電気柵等の設置補助金などを交付いたしました。 

 繰越さかきワイナリー形成事業では、地方創生加速化交付金を活用した繰越事業として、千

曲川ワインバレー広域特区連絡協議会の負担金のほか、町振興公社へワインの商品化や振興に

関する補助、農業支援センターにワイン用ブドウ実証試験圃場の栽培管理に係る補助を行い、

２種類の坂城プレミアムワインが開発されました。 

 ９０ページにかけての目５農地費、農地一般経費では、節１９でこれまでに実施した土地改

良事業に係る農林漁業資金の償還負担金を土地改良事業償還負担金として、また六ヶ郷用水組

合、各土地改良団体の負担金などを支出しました。 

 農道等基盤整備町単事業は、町内６カ所の水路の改修工事が主なもので、町単補助工事では

自治区からの要望を受け、原材料支給や工事に対する補助を行い、１５地区の整備を実施いた

しました。 

 ９１ページの県営かんがい排水事業は、六ヶ郷用水及び埴科用水の改修工事の負担金でござ

います。多面的機能支払交付金事業では、上平緑の里、南条中之条農業資源維持向上管理機構

など合計６団体が行う農地・農業用水の保全管理や、水路・農道等の長寿命化のための補修・

更新活動に対し補助金を交付いたしました。 

 次に、９１ページから９２ページにかけての項２林業費、目１林業総務費、林業総務一般経

費では職員の人件費のほか、県税の森林づくり推進支援金を活用した里山景観整備や、節

１９間伐対策事業補助金として、県が実施する森林造成事業による間伐事業へのかさ上げ補助

が主なものです。 

 ９２ページの目２林業振興費、松くい虫防除対策事業につきましては、総合的な松くい虫防

除対策として伐倒薫蒸及び枯損木処理、有人及び無人のヘリコプターによる薬剤散布を実施い

たしました。また空中散布を実施するに当たり、住民説明会の開催などリスクコミュニケー

ションの実施や薬剤の安全確認調査を行ってまいりました。 

 ９３ページにかけての町有林管理事業は林業委員の報酬や下草刈りや除伐・間伐等作業にか

かわる賃金が主なもので、特用林産振興事業では、五里ヶ峰トンネル横坑前の特用林産物生産

施設に係る光熱水費やお～い原木会に補助金を交付いたしました。 

 ９３ページから９４ページにかけての目３林道事業費、林道事業一般経費は、林道の維持管

理に伴う作業員賃金のほか、節１４、節１６では地域発元気づくり支援金事業を活用し、地域



 

－ 34 －  

住民が林道の舗装整備等を行う際の重機借上料や補修用材料の支援を行いました。 

 次に、９４ページから９５ページにかけての款７商工費、項１商工費、目１商工総務費の商

工総務一般経費ですが、主なものは職員の人件費で、そのほか節１９において中小企業能力開

発学院への補助、また、さかきテクノセンターへ職員派遣団体補助を行いました。 

 ９５ページにかけての目２商工振興費の商工振興一般経費の主なものは、節１９で商工業振

興補助金を３５社に、また商工会の経営改善普及事業及びまちづくり事業への補助や商業店舗

リフォーム補助を５件実施いたしました。 

 次に、中小企業対策事業では、節１９融資に係る保証料の補給を４１件実施し、また町内企

業の受注機会・販路の拡大などを行うため、坂城町出品者協会に補助を行いました。また、節

２１貸付金では中小企業振興資金の貸付預託金３億５千万円を町内４金融機関に支出し、

２８年度の融資実績といたしましては、県及び町制度資金を合わせて４１件、約２億

６，８００万円の融資を実行いたしました。 

 ９５ページから９６ページにかけての中心市街地活性化事業は、中心市街地コミュニティセ

ンター及び商業インキュベーターに係る維持管理費や株式会社まちづくり坂城へのコミュニ

ティセンターの管理委託が主なものです。 

 ９６ページから９７ページにかけての目３観光費、観光一般経費では観光案内用の標示板を

２カ所に整備し、葛尾城遊歩道など４カ所の遊歩道整備を地元区等へ委託いたしました。また

節１９において各種観光団体等へ負担金を支出しております。９７ページの町民まつり事業は、

町民まつり実行委員会への補助でございます。 

 ９７ページから９８ページにかけての目４商工企画費、商工企画一般経費では、Ｂ．Ｉプラ

ザの光熱水費の支出のほか、節１５の工事請負費においてＢ．Ｉプラザの修繕工事を行い、節

１９では工業関係各種団体への負担金・補助金を交付し、節２５では寄附金１００万円をふる

さとまちづくり基金へ積み立てました。９８ページの工業団地整備事業の主なものは、工業振

興施設等整備基金の積立金でございます。また坂城テクノセンター支援事業については、同セ

ンターの運営補助、試験機器の整備、設備等の改修補助でございます。 

 ９９ページの鉄の展示館管理一般経費では、鉄の展示館の管理に係る経費が主なものでござ

いますが、このほか昨年度は特別展として「高倉健と宮入小左衛門行平の絆」、「第７回新作

日本刀刀職技術展覧会」、「第１１回お守り刀展覧会」や季節ごとの平常展を開催し、チラシ

の印刷や展示物の保険料などの経費を支出いたしました。また、節１３の委託料の主なものは、

株式会社まちづくり坂城に施設管理の業務委託を行ったものでございます。 

建設課長（宮嶋君） ９９ページから１０１ページにかけての款８土木費、項１土木管理費、目

１土木総務費につきましては、職員の人件費が主な内容でございます。 

 項２道路橋梁費、目１道路橋梁総務費、道路橋梁総務一般経費は、道路照明灯の電気料と道
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路台帳の保守管理業務に係る委託経費が主なものでございます。町単補助事業は、町内２４区

が実施した土木事業２４カ所に係る補助金でございます。交通安全施設整備事業では、カーブ

ミラー、転落防止柵、路面標示等１５カ所を整備いたしました。 

 １０２ページにかけて目２道路維持費の道路維持一般経費でございますが、節１３は町道の

街路樹の剪定、除草、町内主要幹線道路の除雪、融雪剤散布の委託が主なもので、節１５は道

路、側溝等の維持補修工事費、節１６は道路補修用材料、冬季の道路用融雪剤等の購入費でご

ざいます。 

 １０３ページにかけての目３道路新設改良費、道路改良事業（Ａ０１号線）につきましては、

節１３は金井工区、酒玉工区の用地測量、補償物件算定業務委託、節１５は金井工区、酒玉工

区の道路改良工事費、節１７は酒玉工区の用地購入費、節２２は金井工区、酒玉工区における

建物等の補償費でございます。 

 道路改良事業（舗装修繕）につきましては、節１３は町道Ａ０１号線の境界復元業務の委託、

節１５は町道Ａ０１号線の舗装修繕工事費でございます。 

 繰越道路改良事業（Ａ０１号線）につきましては、酒玉工区の建物等の補償費でございます。

繰越道路改良事業（舗装修繕）につきましては、町道Ａ０１号線の舗装修繕工事費でございま

す。 

 目４橋梁新設改良費、橋梁修繕事業につきましては、節１３はしなの鉄道にかかる跨線橋

２橋の橋梁点検と昭和橋の算定、施工管理業務の委託、節１５は昭和橋と産経大橋の橋梁長寿

命化修繕工事費等でございます。 

 続きまして、項３河川費、目１河川総務費では、河川環境の整備を実施した愛護団体への補

助金交付が主な内容でございます。目２河川改良費、河川改良一般経費では、河川、水路の

しゅんせつ工事と３カ所の河川改良工事が主な内容でございます。 

 １０３ページから１０５ページにかけての項４住宅費、目１住宅管理費の住宅管理一般経費

につきましては、職員の人件費のほか、町営住宅及び改良住宅に係る維持管理修繕の経費でご

ざいます。空家活用事業につきましては、空き家バンクホームページ作成等の委託料、空き家

バンク利用促進補助金が主な内容でございます。目３住宅・建築物耐震改修事業費では、精密

診断実施委託と耐震補強工事に伴う補助金の交付を行いました。 

 続きまして項５都市計画費、目１都市計画総務費、都市計画総務一般経費では、都市計画事

務事業に係る職員の人件費が主なものでございます。１０６ページ目３下水道費につきまして

は、下水道事業特別会計への繰出金でございます。 

 １０６ページから１０８ページにかけての目４公園管理費のうち公園管理一般経費は、びん

ぐしの里公園、和平公園など、さかき千曲川バラ公園を除く公園緑地の管理及び事業費で、節

１３は株式会社坂城町振興公社への公園監理業務の委託と遊具等施設の保守点検及びびんぐし
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の里公園屋外ステージやトイレ等改修事業に係る設計及び管理業務の委託が主なもので、節

１５は、びんぐしの里公園屋外ステージ建設工事、バックヤードトイレ等改修工事のほか、び

んぐしの里公園等公園施設の維持管理・補修工事費で、節１７はびんぐし公園駐車場整備に伴

う用地代、節２５は公園整備基金への積立金でございます。 

 花と緑のまちづくり事業は、さかき千曲川バラ公園の維持管理と都市緑化事業が主なもので、

節７は公園の管理を行っているローズガーデナー等の賃金、節１３はバラ公園、清流公園の剪

定、消毒等の委託費、節１５はバラ公園イベント広場通路舗装工事、手すり設置工事や通路の

排水改修等の工事費、節１６はバラ公園補植用のバラ苗、１１区２団体への苗木の配布等でご

ざいます。 

 １０８ページから１０９ページにかけての項６高速交通対策費、目１高速交通総務費、高速

交通対策一般経費は、節１１需用費のうち光熱水費は坂城駅前トイレの電気料・上下水道料、

高速バス停駐車場やテクノさかき駅の外灯などの電気料、節１３は坂城駅・テクノさかき駅の

管理業務委託費及び町循環バスの運行事業委託費、節１４は循環バス２台のリース料等で、節

１５は１６９系車両塗装工事、町道Ｂ００６号線田町地区の歩道設置工事で、節１９は、しな

の鉄道等各種団体への負担金が主な内容となっております。 

 目２高速交通対策整備事業費、渇水対策事業につきましては、節１１需用費のうち光熱水費

では渇水対策として設置した町内８カ所の井戸ポンプの電気代、節１５は老朽化した梅ノ木送

水ポンプ改修工事でございます。 

 １１０ページにかけての項７地籍調査費、目１地籍調査事業費は、地籍調査事業坂城５区の

調査測量委託費が主な内容でございます。 

住民環境課長（山崎君） １１０ページ、款９消防費、項１消防費、目１常設消防費は、千曲坂

城消防組合及び消防防災航空隊の負担金でございます。 

 １１１ページにかけての目２非常備消防費でございますが、節１は消防団員に係る報酬、節

８は消防団員の退職報償金、節１９は埴科消防協会など関係団体への負担金、消防団員退職報

償金支給責任共済等の共済負担金のほか、分団運営補助金、婦人消防隊運営補助金、消防団員

出動交付金などが主なものでございます。 

 続きまして、１１２ページにかけての目３消防施設費でございますが、消防団詰所、ポンプ

車、積載車等の機械器具や防火水槽・消火栓の維持管理等に関する経費でございます。主なも

のといたしましては、節１１光熱水費は消防団各詰所の電気、水道、ガス代、下水道使用料。

節１８は各分団の更新用として消防用ホース等の購入、また第１０分団の小型動力ポンプを購

入いたしました。節１９は新設１基、修繕３基の消火栓工事負担金、県衛星系防災行政無線設

備更新工事負担金でございます。 

建設課長（宮嶋君） 続きまして、目４水防費でございますが、これは水防用備蓄資材の購入が
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主な内容でございます。 

教育文化課長（宮下君） 続きまして、１１２ページからの款１０教育費について申し上げます。

項１教育総務費、目１教育委員会費教育委員会一般経費は、教育委員の報酬を初め委員会を運

営するための経常的経費でございます。 

 １１３ページの目２事務局費の事務局一般経費は、特別職、一般職の人件費のほか、就学相

談委員会の運営、教育相談等をお願いしている教育コーディネーター、教育心理カウンセラー

の人件費が主なものです。１１４ページの節１３委託料は、教職員の健康診断、小中学校のご

み収集運搬委託料、節１９負担金補助及び交付金は、児童・生徒が加入する災害共済掛金等の

負担金です。節２５積立金は文教施設整備基金への積み立てでございます。 

 教育振興事業については、節１９負担金補助及び交付金では町奨学金、坂城高校振興補助、

特色ある学校づくり交付金が主なものです。節２８繰出金は、奨学基金への繰り出しでござい

ます。 

 小中学生国際交流事業では、当町と友好関係にある中国上海市実験小学校へ小学生１３名が

訪中し、教育・文化交流事業を行い、親善を深めたところです。また、国際交流村事業として

小学６年生・中学１年生を対象に和平キャンプ場で「Ｅｎｇｌｉｓｈ Ｃａｍｐ」を行い、外

国の人々との交流を図り、国際感覚を養いました。１１５ページ、私立幼稚園補助事業は、私

立幼稚園に通う園児の就園奨励としての補助事業や町内幼稚園への振興・運営補助でございま

す。また、第３子以降の多子世帯保育料軽減補助を５件交付いたしました。教員住宅管理事業

は、教員住宅の維持管理に要する経費でございます。 

 学力向上事業では、小学校２年生以上中学３年生までの児童・生徒を対象に相対評価テスト

を実施し、テスト結果を分析し、学力の向上を図りました。また、小学校４年生以上の体力テ

ストを実施し、バランスのよい体力づくりの指導を行うとともにクラスの状況を分析し、学級

運営の向上を図るためＱ－Ｕテストを実施いたしました。 

 大峰教室等自立支援事業は、登校が困難な小・中学生を対象に大峰教室への通室により、学

校生活に復帰できるよう指導員や補助指導員を配置し、学習援助、相談事業などを行ったとこ

ろであります。１１６ページ、児童生徒支援事業では各小・中学校の状況に合わせ、教室で授

業を受けることが困難な児童・生徒などへの支援、医療ケアの必要な児童への支援を行いまし

た。 

 項２小学校費、目１の小学校総務費の小学校総務一般経費では、図書館司書の人件費のほか、

節１３委託料は外国語指導講師の委託料等、節１４使用料及び賃借料は校務支援システムの

リース料等であります。節１５工事請負費は坂城小学校のプール改修工事、村上小学校の体育

館天井改修工事等でございます。 

 １１７ページ、目２南条小学校管理費は、学校運営及び校舎設備の維持管理のための経常的
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経費で、以下管理費につきましては各小学校ともほぼ同じ内容ですので、南条小学校について

申し上げます。節１報酬は学校医、薬剤師の報酬、節１１需用費は燃料費、光熱水費など校舎

管理にかかわる経費です。節１３委託料は、警備保障、電気保安等の設備管理や学校庁務の業

務委託料などとなっております。 

 １１８ページの目３南条小学校教育振興費ですが、教育振興費につきましても各小学校とも

ほぼ同じ内容ですので、南条小学校で説明させていただきます。教育振興費は教科学習にかか

わる費用が主なもので、節８報償費は体験学習やクラブ活動指導の講師謝礼、節１１需用費で

は教科学習用の消耗品と教材用品などを購入しました。節１８備品購入費では理科実験用など

の教科用備品を購入したものです。節２０扶助費は就学援助費等でございます。 

 続きまして１２１ページの項３中学校費ですが、目１中学校総務費では、節１３委託料は外

国語指導講師にかかわる委託料等が主なものです。節１５工事請負費は体育館の非構造部材等

落下防止工事が主なものです。 

 １２２ページの目２学校管理費は小学校同様学校の運営、校舎設備の管理のための経常的経

費で、需用費として消耗品費、光熱水費等、委託料として設備管理委託、学校庁務の業務委託

等が主な内容でございます。１２３ページの目３教育振興費は、節１１需用費では教科学習の

消耗品の購入や教材備品の修理が主なものであります。節１８備品購入費では各教科で使用す

る教材用品等を購入いたしました。節２０扶助費は就学援助費等でございます。 

 続きまして１２４ページ、項４社会教育費、目１社会教育総務費について申し上げます。社

会教育総務一般経費は職員の人件費のほか、社会教育委員、生涯学習審議会委員の報酬、節

１９負担金補助及び交付金は文化協会など各団体への補助でございます。１２５ページ、文化

の館事業は、光熱水費などの経常的経費、駐車場の借上料などでございます。 

 １２６ページ、目２公民館費、公民館一般経費では、節１報酬は館長、副館長、分館役員の

報酬、節１９負担金補助及び交付金は、分館活動費の補助が主なものであります。各種公民館

事業は、節８報償費として公民館講座の講師謝礼ほかで、納涼音楽会、成人式、文化祭の開催、

また体育授業として春のスポーツ大会、町民運動会などを行い、大勢の皆さんにご参加いただ

いたところでございます。節１１需用費は公民館報の印刷費が主なものです。分館施設整備補

助事業は分館活動の基盤となる地区公民館の改修・修繕にかかわる補助を行ったものでござい

ます。 

 １２７ページ、目３図書館費では、一般経費の節１館長の報酬、節７臨時職員の賃金のほか、

節８報償費は「としょかん講座」にかかわる講師謝礼、節１３委託料は館内清掃委託や電気保

安点検等施設の維持管理にかかわるものであります。備品購入費は一般図書の購入費でござい

ます。図書館ネットワークシステム事業として、２市２町１村１大学の図書館及び学校図書館

との連携により、図書の検索、予約、貸し出し等の充実を図りました。システムの保守委託、
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賃借料、共通経費の負担が主なものであります。 

 １２８ページ、目４文化財保護費の文化財保護一般経費につきましては、節１報酬は文化財

保護審議会委員の報酬、節７賃金は一般事務及び作業員の賃金であります。節１９負担金補助

及び交付金は文化財の保護、伝統芸能の保存継承のための保存団体等への補助が主なものです。

また、一般財団法人自治総合センターのコミュニティ助成事業として、新地区の神楽用備品の

整備補助金を交付いたしました。１３０ページ、坂木宿ふるさと歴史館管理一般経費は、施設

の管理運営にかかわるものでございます。村上義清や坂木宿を主体とした常設展示とともに

「第２回坂城のお雛さま展」を共催で実施いたしました。 

 １３１ページにかけての埋蔵文化財発掘調査事業では、開発行為等に伴う立ち会い調査、試

掘調査を行い、遺跡の保存に努めるとともに、節１３委託料では青木下遺跡で出土された金属

製品の保存処理を行いました。 

 目５資料館管理費は、格致学校歴史民俗資料館の管理運営にかかわる経費が主なものです。 

 １３２ページにかけての目６文化センター管理費の一般経費は、文化センターの維持管理に

かかわるものが主なものでございます。節１３委託料では宿日直、清掃、ボイラー業務のシル

バー人材センターへの委託等であります。節１９負担金補助及び交付金は、仮設駐車場整備に

かかわる土地開発公社への工事等負担金でございます。 

 １３２ページ、目７青少年育成一般経費では、子ども会リーダー研修会、青少年健全育成交

流会などを支援し、青少年の健全育成に努めたところであります。 

 目９生涯学習振興費につきましては、さかきふれあい大学を運営し、生涯学習の推進に努め

ました。節８報償費では教養講座、専門講座を開催し、大勢の皆さんにご参加いただきました。

節１３委託料は、ライフステージエコー、小中学生のＩＣＴ講座の開催にかかわる経費であり

ます。 

 １３３ページ、項５保健体育費、目１保健体育総務費の一般経費では、節１スポーツ推進委

員等への報酬や、節８報償費では競技審判、競技役員への謝礼、大会参加賞などであります。

節１９負担金補助及び交付金では町体育協会、スポーツ少年団への補助を行いました。各種ス

ポーツ教室開設事業ではキッズスポーツ教室、スキー・スノーボード教室などスポーツ教室の

指導者謝金が主なものでございます。１３４ページにかけての体育施設整備事業では、節

１３委託料はグラウンド等体育施設の整備委託、節１４使用料及び賃借料は体育施設用地の借

上料でございます。 

 目２武道館管理費の一般経費は施設の管理にかかわるもので、指導者賃金のほか光熱水費な

ど経常的な維持管理経費が主なものとなっております。 

 １３５ページ、目３食育・給食センター運営費につきましては、食育・学校給食センターで

は安全・安心な学校給食の提供を図るとともに、児童・生徒に栄養バランスのとれた給食を提
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供し、心身の健全な発達を促進したところであります。主な支出内容は職員の人件費のほか、

賄材料費、調理業務委託、ボイラー管理や給食配送委託でございます。 

財政係長（北村君） 続きまして、１３６ページから１３７ページにかけての款１２公債費につ

いてでありますが、これは長期債の償還元金とその利子分の支出ということでございます。 

 続きまして、款１４予備費につきましては、公園管理センターの製氷機の故障に伴い、新た

に購入した費用１９万３千円を充当してございます。 

 なお、１４１ページからの財産に関する調べにつきましては、公共施設等総合管理計画策定

の際、精査いたしました土地、建物の面積を反映させていただいております。 

 続きまして、地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づく実質公債費比率につきまし

て、平成２８年度は３カ年平均で８．６％になっており、前年度と比べ１．１ポイント減少し

ております。また、同法に基くその他の財政指標につきましては、主要施策の成果及び実績報

告書の２ページでご報告いたしておりますが、実質赤字比率、連結実質赤字比率、将来負担比

率につきましては、いずれも黒字であり数値は入っておりませんが、参考として括弧書きで黒

字を示すマイナスの比率をお示ししてございます。いずれの指標につきましても、基準に比べ

健全な状況で推移をいたしているところでございます。 

 また、下水道事業にかかわる資金不足比率につきましては、資金が充足されているため、こ

ちらも数値は入りません。 

 以上、歳出総額は６２億１，８３８万５，７２８円で、前年度対比マイナス２０．２％、

１５億７，４３０万３千円の減となっております。なお、予算に対する執行率は、全体で

９６．４％でございます。 

 以上で平成２８年度坂城町一般会計歳入歳出決算の詳細説明を終わらせていただきます。 

議長（塩野入君） 以上で各課長等によるの詳細説明が終わりました。 

 会議の途中ですが、ここで、テープ交換のため１０分間休憩いたします。 

（休憩 午後 ２時２４分～再開 午後 ２時３４分） 

議長（塩野入君） 再開いたします。 

 次に、日程第９「議案第３２号」から日程第１６「議案第３９号」までの８件は、平成

２８年度一般会計及び各特別会計の決算認定案であります。 

 これらについては、地方自治法第２３３条第２項及び第２４１条第５項の規定により決算審

査が実施されましたので、監査委員の審査所見を求めます。 

代表監査委員（大橋君） ただいま議長より発言の許可をいただきましたので、過日実施いたし

ました決算審査の結果についてご報告申し上げます。お手元に配付されております、平成

２８年度坂城町一般会計・特別会計決算及び財政健全化判断比率に関する審査意見書として取

りまとめてあります。 
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 なお、この意見書は８月３０日に地方自治法第１９９条第９項の規定に基づきまして町長に

報告し、議長に提出してございます。 

 まず、審査の概要について。審査の期間は７月２０日から８月１日までと８月１８日に坂城

町役場庁舎内において実施いたしました。審査の対象は地方自治法第２３３条第２項の規定に

より、町長から審査に付されました平成２８年度坂城町一般会計・特別会計の歳入歳出決算で

あります。そこに１ページに記載されております八つの会計がございます。坂城町一般会計歳

入歳出決算、坂城町有線放送電話特別会計歳入歳出決算、坂城町国民健康保険特別会計歳入歳

出決算、坂城町同和地区住宅新築資金等貸付事業特別会計歳入歳出決算、坂城町工業地域開発

事業特別会計歳入歳出決算、坂城町下水道事業特別会計歳入歳出決算、坂城町介護保険特別会

計歳入歳出決算、坂城町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算であります。 

 また、決算審査にあわせまして、次の審査も実施いたしました。地方自治法第２４１条第

５項の規定による基金の運用状況と、地方自治法第１９９条第５項の規定による平成２８年度

に施工しました工事、地方自治法第１９９条第７項の規定による財政援助団体として、本年度

は公益財団法人さかきテクノセンター及び部落開放同盟坂城町協議会の平成２８年度歳入歳出

決算について実施いたしました。 

 また、地方公共団体の財政の健全化に関する法律の規定による健全化判断比率の審査は８月

１８日に実施しております。審査の対象となる法律及び政令で定める決算附属書類は、そこに

記載されております、それぞれについて確認いたしました。 

 審査の方法です。歳入歳出決算書類等をもとに、会計管理者所管の関係諸帳簿と照合すると

ともに計数の正確性を審査し、関係各課等より主要施策の成果及び実績報告書をもとに事業内

容について説明を聴取し、審査を行いました。基金の運用状況の審査については、決算審査に

関連しておりますので、その折々に取り上げて実施しております。なお、例月監査においても、

毎月の基金残高を確認しているところでもあります。 

 また、町が補助金を交付している団体としての公益財団法人さかきテクノセンター及び部落

開放同盟坂城町協議会につきましても関係書類をご持参いただき、担当者から説明を聴取し、

町から補助している金額について、その使途を確認するとともに全体の運営状況について審査

を行いました。 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づく財政健全化判断比率の審査は、その比率

の算定の基礎となる書類、これは膨大な量なんですけれども、それをもとに計数の正確性を審

査し、担当課から説明を聴取して行いました。 

 審査の結果でございます。 

 各会計の歳入歳出決算及び附属書類は、いずれも関係法令の定める様式に従って作成されて

おり、決算の計数は諸帳簿と符合して正確であることを認めました。また、公益財団法人さか
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きテクノセンター及び部落開放同盟坂城町協議会につきましても、いずれも正確に処理されて

おりまして、適正であると認めました。また、財政健全化判断比率及び算定書類は、関係法令

の定める様式に従って作成されておりまして、比率の計数は算定書類と符合して正確であると

を認めました。 

 以上が審査の概要と結果の報告であります。 

 ３ページになりますが、決算の概要についてです。詳細は既に説明されているところであり

ます。ここでは監査委員の立場で適宜決算額に触れ、審査の所見を沿えながらご説明していき

たいと思います。 

 まず総括として全ての会計について取り上げております。平成２８年度の決算について。一

般会計の決算は、歳入総額で６３億１，５１０万６，２７４円となっております。歳出総額は

６２億１，８３８万５，７２８円、歳入歳出差引残高は９，６７２万５４６円となっておりま

す。前年度と比較して、歳入歳出それぞれ１５億５，４２５万９，３２２円と、１５億

７，４３０万２，６３９円とそれぞれ減少しておりますが、歳入歳出差引残高は２，００４万

３，３１７円の増となっております。 

 一方、特別会計は７会計の合計額をもって歳入歳出総額を記載しております。全会計の合計

額について、歳入歳出差引残高は１億６，５０８万５，８０４円となり、前年度と比較して

６，８７２万７，４７９円の増加となっております。この会計の残高に基金の積立残高を加算

しますと、坂城町全体の資金残高がうかがえるわけであります。基金の残高につきましては、

本年度２，４２０万４，２５６円の減少となりましたが、坂城町全体の資金残高は増加してお

ります。なお、この増加金額は高い水準にありますので、今後も引き続き成長を期待しており

ます。 

 次に、財政に関する指標を取りまとめました。四つの指標についていずれも比率をもって評

価するものでありますが、一つの目安として受けとめていただきたい数値であります。まず、

経常収支比率です。これは経常的経費、例えば人件費、公債費、物件費などですが、それに係

る一般財源額について、経常一般財源の総額に対する割合でございます。比率が高いほど、財

政の硬直化が進んでいるという見方になります。本年度は分母となる町税、とりわけ法人税で

すけれども、収入が減少する一方で、分子となる経費はそう減少しなかったことにより、前年

よりも７．５ポイント増の８８．４％という結果となりました。経費の抑制には十分な配慮を

お願いするところであります。 

 次に、財政力指数です。これは基準財政収入額の基準財政需要額に対する割合であります。

それぞれが総務省で定める基準に沿って算定する理論上の指数ということになりますが、この

数値が１に近いほど財源に余裕があると言われています。なお、この基準収入額について基準

財政需要額に満たない場合には、普通交付税が交付がされるという仕組みにもなっております。
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坂城町の状況は、３年平均値において０．０２７ポイントの増となりました。引き続きこの水

準を維持して財政健全化に向けて努めていただきたいと思っております。 

 公債費比率は、地方債元利償還金の標準財政規模に対する割合でございます。なお、当町で

は実施しておりませんが、繰上償還分は除かれることとなっております。また、実質公債費比

率は下水道会計等を含めて計算した数値であります。公債費比率の８．２％、また実質公債費

比率の、これも８．２％は財政に負担のない数値と判断しております。起債をしますと、それ

に伴う元利償還金が増加し、財政に対する負担割合が増す関係にあります。運用には財政規模

との均衡を保ちながら十分留意する必要があると思います。 

 次に、一般会計の詳細についてであります。決算額については省略いたしますが、歳入歳出

差引残高９，６７２万５４６円となり、そのうち３，７００万円を地方自治法第２３３条の

２の規定により基金として積み立て、残額の５，９７２万５４６円を翌年度に繰り越しており

ます。 

 歳入の状況については款別収入状況を表にしてあります。項目として予算現額、調定額、収

入済額、収入未済額、収入率、構成比について記載のとおりであります。 

 また、６ページになりますが、一般会計の歳入のうち、その構成比率が４１．１％を占める

町税について、その収入状況をまとめました。町民税の収入済額は１１億３，７４３万

５，７４７円で、前年度と比較して１８．４％の減となり、中でも法人町民税については、

４億１，９８９万７，１００円で前年より３７．８％の大幅な減少となりました。町税全体の

収入済額では固定資産税、町たばこ税、入湯税がわずかながら減少しておりますが、軽自動車

税については税率の改正に伴い増加している状況にあります。収入済額は２５億９，５６９万

９，３０１円で、前年度比８．９％の減少となりました。 

 一方、収入率について、町税全体では前年度比０．４ポイント向上しており、収入未済額の

残高についても、本年度も多額の不納欠損を処理しましたけれども、前年と比較して

２，２４５万２，２６７円減少しており、徴収の努力の成果が見られます。また、長野県地方

税滞納整理機構への移管による徴収の効果も見られます。未納額の回収には大変ご苦労されて

いるところではありますが、引き続き徴収率の向上に努めていただきたいと思います。なお、

不納欠損の処理につきましては、地方税法の規定に基づくものであり、やむを得ないものとし

て認めました。 

 ８ページになりますが、歳出の状況について。歳出額は前年度に比較して１５億

７，４３０万２，６３９円の減となっております。その多くは教育費の減少が要因となってお

ります。歳入の減少に相応して事業費が縮小しております。健全な財政運営の状態にあると考

えます。 

 款別支出状況を表にしてあります。項目として予算現額、支出済額、翌年度繰越額、不用額、
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執行率、構成比について記載のとおりであります。また、平成２８年度の主な事業を聞き取り

したものをまとめております。各事務事業について誠意取り組まれていると感じております。

引き続き、住民、企業、行政が連携して活力ある地域づくりに取り組まれ、適切かつ効率的な

予算の執行を望んでおります。 

 次に特別会計の詳細ですが、各会計について歳入歳出決算額は表のとおりであります。各会

計ごとに収納の状況及び不納欠損の状況をまとめてありますので、お目通しいただいて説明の

ほうは省略させていただきます。 

 ページが少し飛びます。１２ページですけれども、実質収支に関する調書についてご報告い

たします。決算書のそれぞれの会計の末尾のページに記載されておりますが、いずれも適法に

処理されており、計数は正確であるものと認めました。 

 次に基金の運用状況についてです。一般会計は１５基金、特別会計は３基金となっておりま

す。基金の積み立ては適正な方法により積み立て、基金の取り崩しは一般会計においては基金

名で申し上げますと公園整備基金、文教施設整備基金、びんぐし湯さん館施設整備等基金、工

業振興施設等整備基金、水資源対策・営農推進基金、ふるさとまちづくり基金等々があります

が、また特別会計におきましては、国民健康保険基金があります。それぞれ適正な取り崩しと

認めました。 

 ページでいきますと１５ページになりますが、７月２８日に本年度施工されました工事のう

ち、記載の４カ所について巡検いたしました。工事等検査箇所調書としてまとめてあります。

いずれも計画どおり執行されていることを確認しております。 

 次に、指摘事項でございます。まとめ方として一般会計については各課ごとに、また特別会

計については会計ごとにまとめてあります。過日の決算審査において、関係各課等により事業

内容を聴取する中で、今後の課題として認識するものについて取りまとめました。各課におか

れましては、実現に向けて取り組んでいただきたいと思っております。 

 なお、この記述に至らなかった指摘事項につきましては、その場でその都度口頭にて検討を

お願いしてあります。また、財政援助団体についても、監査の折に内容を伝えて、必要なとこ

ろの改善をお願いしてあります。個々の内容については省略いたしますが、お目通しいただき

たいと思います。 

 最後に財政健全化法に基づく財政健全化判断比率の審査結果についてであります。既に財政

係のほうから、またそれぞれのお立場で報告がなされているところでありますが、お目通しい

ただくことで省略させていただきますが、一つだけちょっと触れさせていただきますと、将来

負担比率が今年マイナスになりました。これは債務の総額から充足額を引いて数字が出る場合

に、それを標準財政規模で割って答えが出てくる、それがプラスで出てくるわけです。今年に

なって、その充足額が債務の総額を超えました。その結果、要するに債務額を満たされたとい
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う結果に町の財政がなったということで、ここ数年ずっと数値が出ておったところ、ここに来

てそれがマイナスとして表示されたと。非常にいい結果と受けとめております。 

 いずれにしても、坂城町の数値は全てにおきまして基準値の範囲内にありますので、引き続

き将来に向けて健全な財政運営を期待しております。 

 以上ですが、平成２８年度の決算報告とさせていただきます。 

議長（塩野入君） 以上で提案理由の説明及び決算認定案に対する代表監査委員の報告が終わり

ました。 

 以上で本日の議事日程は終了いたしました。 

 お諮りいたします。 

 明日５日から９月１０日までの６日間は議案調査等のため休会といたしたいと思います。 

 ご異議ありませんか。 

（異議なしの声あり） 

議長（塩野入君） 異議なしと認めます。 

 よって、明日５日から９月１０日までの６日間は議案調査等のため休会とすることに決定い

たしました。 

 次回は９月１１日、午前９時より会議を開き、一般質問を行います。 

 本日はこれにて散会いたします。ご苦労さまでした。 

（散会 午後 ３時０２分） 
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９月１１日本会議再開（第２日目） 
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    ５ 〃   柳 沢   収 君   １２ 〃   大 森 茂 彦 君 
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    ７ 〃   吉川 まゆみ 君   １４ 〃   塚 田   忠 君 

２．欠席議員     なし 
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６．議事日程 

第 １ 一般質問 

 （１）明るいまちへほか 柳沢  収 議員 

 （２）びんぐし湯さん館についてほか 入日 時子 議員 

 （３）坂城高校存続への取り組みは 山﨑 正志 議員 

 （４）公共施設等総合管理計画についてほか 西沢 悦子 議員 

 （５）ワイナリー形成事業についてほか 朝倉 国勝 議員 

７．本日の会議に付した事件 

  前記議事日程のとおり 

８．議事の経過 

議長（塩野入君） おはようございます。 

 ただいまの出席議員は１４名であります。定足数に達しておりますので、これより本日の会

議を開きます。 

 また、本日から１３日までの３日間、カメラ等の使用の届け出がなされており、これを許可

してあります。 

 本日の議事日程は、お手元に配付のとおりであります。 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

◎日程第１「一般質問」 

議長（塩野入君） 質問者はお手元に配付したとおり、１３名であります。質問時間は答弁を含

めて１人１時間以内でありますので、理事者等は通告されている案件について、簡明に答弁さ

れるようお願いいたします。 

 なお、通告者にもこれには格段のご協力をお願いをいたします。 

 それでは順番によりまして、最初に５番 柳沢収君の質問を許します。 

５番（柳沢君） ただいま、議長より発言の許可をいただきましたので、通告に従いまして一般

質問をさせていただきます。 

 おわかりいただけましたでしょうか。今のは手話でございまして、「私のニックネームはお

はよう議員です」という話をさせていただきました。障がい者支援組織の方からですね、阿部

知事が冒頭にやっているから、柳沢さんもやってよと以前から言われていました。しかし、そ

んな余裕もなかったものですから、やらなかったのですけれども、調べて見ますと、長野県の

阿部知事が記者会見において、「今から会見を始めます、よろしくお願いいたします」と手話

で話されているとのことです。記者会見ですから、その後はですね、手話通訳者の方が手話通

訳をやっておられるわけですが、昨年の３月に長野県議会において長野県手話言語条例が成立

し、県手話言語条例の４番目だそうです。北信越ブロックでは初めてということですが。 
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 その５条にですね、県民の役割としまして、「県民は、基本理念にのっとり、手話に対する

関心と理解を深めるとともに、手話の普及等に関する施策に協力するよう努めるもの」と定め

られております。そんなわけで中途半端なパフォーマンスに過ぎないかもしれませんが、手話

の啓蒙のお役に立てればということで試してみました。 

 今回で１０回目の一般質問になります。前回は地域の明るさ対策ということで、子供たちに

スポットを当てさせていただきました。そこには気になる数字も出てきました。８０人です。

昨年は１００人、一昨年は１２０人、坂城中学校のあいさつ隊に参加する生徒の数です。毎年

減ってきております。今年は大人からのあいさつ運動の日取りも決まっておりません。学校長

を初めとして先生方のご努力には敬服するものがございますが、その努力が生徒たちにどう伝

わっているのか心配するところでございます。町におかれましても他人事とされぬことを望み

ます。 

 少し前に坂城中学校を去られた先生方にお話しを伺って歩き回ってみました。そんな中で、

すばらしい先生はたくさんおられたのですが、限界もかいま見えました。コミュニティスクー

ルの必要性を感じ取ったわけでございます。つまり、坂城中学校のよき伝統は、すばらしい先

生方のお力だけでは未来まで残らないと感じたわけでございます。 

 片や、小学校におきましては大きな進展を見ております。前回は坂城小学校の児童会の本部

役員が大人からのあいさつ運動に参加してくれたとの話をさせていただきました。今度は南条

小学校の児童会です。南条小学校の児童会には、あいさつ歌声委員会というものがございます。

今までは校舎の中であいさつ運動をされていたのですが、前回から校舎の外に出て、しかも自

分たちでつくった青色のたすきをつけて、大人からのあいさつ運動に参加してくれるようにな

りました。金管バンドのハッピーブラスで見覚えのある顔もありましたから、ここでも頑張っ

ているんだなとつくづく感心したわけでございます。 

 大勢の大人たちが集まって、子供たちにあいさつを強要しているように言われる方がいまだ

におられますが、坂城町特有の観念論に捕らわれていないでしょうか。大人からのあいさつ運

動もやりはじめて３年目に入りましたが、子供たちの生き生きとした変化を見るにつけ、やっ

てきてよかったなと参加者は思っているのであります。対話のための対話では意味がないと最

近は言われるようになりましたが、批判のための批判もどれほど意味があるのでしょうか。子

供たちの自己有用感を高める試みに多くの町民が行動して参加する、それが坂城町だ、それが

坂城町の特色だと言われるようになっていくことを希望します。 

 さて、今回は明るいまちへということで、今年度の新規採用職員研修についてお聞きするわ

けですが、このような場に立たせていただいている自分にも新人研修時代がございました。東

京の調布市にあった研修所で３カ月みっちりと、それは厳しい研修でございました。希望に燃

えて入ってきた同期もたくさんやめていきました。時代だったのでしょうかね、今はその研修
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所もなくなり、厳しい新人研修はなくなっていると聞いておりますが、本町における新規採用

職員研修が明るい希望を持たせるものになっているかお尋ねいたします。 

 山村町長の明るさは定評のあるところですが、職員も明るくなければ明るい町にはならない

と思います。そして１０年後、２０年後の坂城町は今年入ってきた人が担っていくのです。そ

のときに事務が正確であれば、それでよしという町になっているのでしょうか。町民を見守る

町になっているかは、今の研修が大きくかかわってくるのではないでしょうか。 

 ２年前の一般質問で小学校を中心とした地域コミュニティーを発展させるために、役場職員

のＯＢ、ＯＧのお力をお借りしたらいかがとお尋ねしたところ、既に役場ＯＢ、ＯＧの方が重

要な役割を担っていただいているとの答弁をいただきました。確かに見渡せば大活躍されてお

ります。そして、２年前には役場職員の育成方針をお尋ねしたときに、町職員の目指す姿勢は

スペシャリストではなく、オールラウンダーだというご回答もいただきました。 

 世の中にはいろんな考え方がございます。少子化や人口減が問題視される中、町民は少なく

てもよいのだという考え方、寡民思想と呼ばれている考え方、こんな考え方もあるようでござ

います。さらには流す情報の質を抑える政策もあるようでございます。もう何が何だかわから

なくなってしまいます。ともかく世の中にはいろんな思想があるわけで、オールラウンダーを

目指す教育がどのようなものであるか、複雑な社会で役立つものであるかは町民が注視すると

ころでございます。そして、この教育を受けた人たちが役場のＯＢ、ＯＧとして大活躍される

坂城町の未来がどんなものであるか知りたいのです。 

 今年度の新規採用職員研修の計画内容がどのようなものであって、実施した結果がどんな効

果があったのか、おわかりいただければ、お教え願いたいと思います。明るい町にしてよ、年

寄りが夢と希望を持てる町にしてよと町議会に送り出されました。お察しいただき、よろしく

お願いいたします。 

 次に今年度の接遇研修についてお伺いいたします。 

 接遇研修は職員全体で行っているということですが、以前の反省点を踏まえて、今年度も特

色のある研修がなされていると思うのですが、反省点の改善は見られたのでしょうか。 

 電話口に出られる方がご自分の名前を言ったり、聞き逃しているのかもしれませんが、言わ

なかったりするのですが、直通電話と交換電話の話法のマニュアルはできているのでしょうか。

交換手対応で相手が名乗ったときは、どのような取り次ぎをしておられるのでしょうか。 

 先日ありました、認知症を正しく理解する講演会で、「認知症の人が共に暮らせる地域を目

指して」とのお話がございました。地域全体で認知症の方を見守る、そんな町に坂城町もなっ

てほしいとのお話がございました。鍵をかけなくても暮らせる町が認知症の人を抱える町とし

て理想とのお話でした。理想の町に近づくようにするには、やはり挨拶に注目しなければなら

ないことだと思います。挨拶もせずに見守る社会って、これは監視社会じゃありませんか。そ
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ういう社会って嫌ですよね。公の場所では対話対話と、対話が必要だという人に限って、日ご

ろ道で会っても横っ面なんです。子供たちは大勢の大人に挨拶をされると恥ずかしくあっても、

嫌なものではありません。挨拶しても無視する大人に挨拶しろと指導されるのが嫌なのです。 

 役場内の挨拶につきまして質問させていただいたとき、無理強いはいけないねなどというお

話もありましたが、道ですれ違ったときに挨拶したらなどと言っているのではありません。こ

のあたりをとり違えてもらっては困ります。ましてや、この辺がですね、間違って町民に伝

わっては困るのであります。道ですれ違うときの挨拶は、見守る社会や子供たちを元気づける

ためのものであって、できるようになればいいねというもので、あいさつ看板などはその取り

組みでございます。 

 役場内の挨拶につきましては、道半ばとか１００点満点はまだまだというようなご感想をい

ただきますが、これはもう坂城中学校生徒会のいうところの「アタリマエ」という範疇の問題

ではないかと思うのであります。民間にいましたときは、社員に対して挨拶「アタリマエ」の

教育指導をしてきましたが、坂城町役場では違うようであります。 

 民間企業もいろいろで、時代も変わりますから、今はどのようになっているかわかりません

が、景気もいまいちだが、役場に行ったら元気をもらったと、そんな町民の声が町の至るとこ

ろから聞こえ、お礼の手紙が届き、役場の職員から元気をもらったと新聞の投稿が載る、その

ような状況が目指すべき方向ではないでしょうか。 

 昨日の新聞にも元気な挨拶、心救われる思いとの投稿が載っておりました。何を好きこのん

で一部の人たちに批判される役場内の挨拶を取り上げるものでしょうか。みんなよくやってく

れている、無理強いはいかんとやっていれば無難ですが、このような質問を続けていかなくて

もよい状況になってほしいものです。都会のど真ん中で挨拶をしたらなどと言っているのでは

ありません。民間デパートの挨拶レベル、これぐらいは「アタリマエ」前に行ってほしいと思

います。 

 町民はこれから坂城町を担っていく若手会議にとても期待しております。今年の会議の状況

はどんなでしょうか。テーマは決まっているのでしょうか。あいさつ看板の塗りかえを検討し

ていただけると、１年前に町長からご答弁をいただきましたが、その後進んでいないようでし

たら、若手会議の本年度のテーマに入れていただきたいと、そして、ぜひ実現させていただき

たいと思います。 

 できることなら何でもやりますなんて言ってですね、冒頭の手話も初めて恥ずかしながらや

らせていただいたわけですが、若者のチャレンジ精神はもっとすごいと思いますので、上手に

育てていただきたいと思います。 

 昨日、金井区の敬老会で坂城手話ダンススクールの皆さんによる熱演を見させていただきま

した。ところが、坂城町には手話通訳者のサークルがないと、障がい者の自立を支援する会合
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でお聞きしました。若い役場職員がチャレンジしていただけると大変ありがたいと思います。

熱き思いをお聞かせください。以上よろしくお願いいたします。 

町長（山村君） おはようございます。ただいま柳沢収議員さんから、１．明るいまちへという

ことで、（イ）から（ハ）までご質問いただきました。私からは全体的な答弁をさせていただ

きまして、その他詳細につきましては担当課長からご説明申し上げたいと思っております。 

 まず、イですけれども、役場職員の新規採用につきましては、毎年採用計画により定年退職

者数や職員の年齢構成等によって募集人数、採用年齢を定め、試験を実施しているところであ

ります。 

 本年度の採用は、一般行政、保健師、保育士としたところでありますが、試験では職種別に

新卒枠に加えまして、社会人枠としても実施しております。特に専門職である保健師、保育士

につきましては、現在の職員年齢構成も考慮する中で、受験資格の年齢に幅を持たせ、保育士

につきましては新卒から保育経験の豊富な３０歳代、４０歳代での採用もしたところでありま

す。 

 さて、（イ）の今年度の新規採用職員研修についてでありますけれども、前提としまして職

種、年齢ともまちまちではありますが、地方公務員としていかにあるべきか、そういった観点

で研修に参加していただいております。まず、採用に当たりまして、３月末には町の組織につ

いてや情報セキュリティー、基幹業務系パソコン、財政関係研修などの内容について、現担当

職員が講師となって行い、町内の公共施設を中心に施設見学などの実地研修も行っております。 

 また、４月上旬には私が学院長となっております坂城町中小企業能力開発学院主催の新入社

員研修に、町内企業に就職した新入社員とともに３日間にわたり、社会人としてのビジネスマ

ナー、人間関係とコミュニケーションなど接遇を中心とした研修のほか、心と体のセルフケア

や人権同和研修等に参加し、今年度は町全体で５７人の受講者となっております。 

 役場職員の中小企業能力開発学院新入社員研修への参加は、以前は後段で実施する人権同和

研修への参加のみでしたけれども、当町の企業へ就職する、坂城町という大きな枠で見れば、

言わば同期生ということもあり、私が町長になった次の年から、ほかの企業の皆さんと同じく

全ての研修に同期生として参加していただくことにしました。 

 なお、中小企業能力開発学院では、新入社員フォローアップ研修として、６月には職場内の

コミュニケーションの基本を習得する研修を実施するとともに、９月末には職場で活躍するた

めの必要な基礎知識を理解するキャリアビジョン編を計画しております。 

 研修に参加することで、坂城町という企業の町の職員として、ほかの企業の皆さんと同じ

テーブルで研修を受けたことは、自治体職員として改めて自覚できる研修会となったと思って

おります。 

 また、市町村職員研修センター主催の研修は、個々の自治体では実施することができない、
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公務員として即戦力となるよう、県内市町村の新規採用職員が一堂に集まり、地方公務員とし

て必要な基礎知識を習得する研修を前期・後期に分けて実施しております。 

 ４月に実施した前期の職員研修は、２日間にわたり、地方公共団体の仕組みと仕事、地方公

務員の心構えと服務のほか、マナーの基本として接遇も含めた研修を行いました。 

 今月６日には、後期研修として現在の自分の強み、弱みを認識し、職務共感やモチベーショ

ンを高め、コミュニケーションのスキルを習得するための研修も行っております。 

 次に（ロ）今年度の接遇研修でありますが、接遇研修につきましては以前お話ししたと思い

ますが、チャレンジＳＡＫＡＫＩのプログラムの一環で職員から提案があり、実現しているも

のの一つであります。「今日からスタート」をキーワードに各課の枠を越え、目標の実現に向

けた取り組みを進めるためのチャレンジＳＡＫＡＫＩは今年で７年目となりました。 

 例えば、子ども医療費の無料化に向けた取り組みですとか、若者・子育て世代の支援パンフ

レットの作成ですとか、ふるさと納税など数々の事業について、これらのプログラムから実現

してまいりました。今後も職員が一丸となって各種施策の実現に鋭意努力してまいりたいと考

えております。 

 とりわけ接遇研修に関しましては、昨年まで実施した接遇研修を踏まえ、電話応対も含め、

より実践的な研修となるよう計画しているところであります。 

 次に、（ハ）の今年度の若手会議の状況はでありますが、若手会議は年齢の若い職員がフ

レッシュな応対をすることで職員全体に波及し、より気持ちのよい接遇が職場内に浸透するこ

とを目的に始まったもので、現在は、採用から５年目までの職員が月１回集まり、接遇のみな

らず、プレゼンテーション能力向上など自主的にテーマを定め、定期的に開催しております。 

 いずれにつきましても、町民の皆さんとの応対は新規採用であろうと、たとえベテランであ

ろうとも坂城町役場職員として、日々前進し気持ちのよい応対ができるよう進めてまいりたい

と考えております。 

 そのほか詳細につきましては、担当課長から答弁いたします。 

総務課長（青木君） ロ．今年度の接遇研修はについてお答えいたします。 

 役場の接遇研修につきましては、チャレンジＳＡＫＡＫＩの中でも取り上げられ、毎年実施

し研修しているものの一つでもあります。 

 昨年は、それまでの接遇研修が職員の中で生かされているか、委託先の研修機関による役場

への問い合わせの電話や窓口応対など、覆面で接遇のチェックや電話応対についても調査した

ところであります。 

 職種柄かたい印象を受けるが、問い合わせに対して丁寧かつ的確に応対しているといった反

面、来庁者への声かけは改善されているものの、庁舎入り口あたりのロビーでは声かけをする

職員が固定化されているのではないかといったことが課題点として研修会では指摘されました。 
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 今年度については、今までの接遇研修に加え、より実践的な窓口や電話応対などのスキル

アップについての研修を計画しております。 

 また、今年度から有線放送電話の通話機能の廃止に伴い、役場庁舎内には各課に直通電話を

設置しております。直通電話は交換手を通して各内線電話をつなげる交換電話方式に対し、各

課の電話が一斉に呼び出し音が鳴り、外線からの直通電話であることがわかるようにしており

ます。 

 直通電話は交換手を通さず、直接外線からとなりますので、坂城町役場、課名、個人名の順

に名乗ってからの応対になるよう心がけているところであり、臨機応変に考え対応したいと考

えております。 

 直通電話や交換電話方式の共通として、相手方の意図をよく聞き、相手の立場に立って応対

することが基本であることは従来から実施してきた接遇研修の基本でありますので、引き続き

啓発していきたいと考えているところでございます。 

 次に、ハ．今年度の若手会議の状況はについてお答えいたします。 

 若手会議につきましては、先ほど町長から答弁があったとおり、チャレンジＳＡＫＡＫＩの

職員接遇研修が発端で、毎月第２水曜日を基本として夕方集まり、毎回テーマを定めて会議を

行っております。 

 今年度の若手会議のテーマはとのご質問でございますが、さきにも答弁したとおり年間を通

してテーマを定めるのではなく、その時々の課題等を若手会議メンバーが自主的に定めて開催

しているところであり、昨年は職員の挨拶に対する標語も若手会議の中で検討し考えたもので

ございます。 

 なお、チャレンジＳＡＫＡＫＩにつきましては、新規採用職員の目線からも毎年提案しても

らっておりますが、プレゼンテーションの研修としても若手会議で事前に発表し、２から５年

目の先輩職員からアドバイスを得たりしております。また、そこから波及し、新規採用職員の

みならず、他の若手会議のメンバーでも話す力を向上させようということでグループをつくり、

スピーチを行い、自分ではわからない話し方や言葉の癖など、アドバイスをお互いに行ったり、

また庁舎外の業務での注意点を話し合ったりしております。常に坂城町役場の職員としての自

覚を持ち、町民の皆さんの目を意識し行動するといったことが話された場面では、頼もしく感

じられたところでもあります。 

 いずれにいたしましても、私と総務係長がアドバイザーとして参加しておりますが、主体は

新規採用職員を含む若手職員でありますので、若手会議の議題は彼らが決めているものでござ

います。 

５番（柳沢君） 丁寧なご答弁をいただきまして、また、その内容につきましても町の企業と一

緒に、あるいはまたほかの自治体と一緒に、しかもですね、いろいろな提案をされて、そして
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もう実現もされていると、こういうお話を伺いました。本当にですね、頼もしいなという感じ

がします。これからもですね、この今の研修体制、こういうものを続けていっていただければ

と、そんなふうに思います。 

 次の質問に移ります。一般的にですね、医療の充実というものは病院の科数とか医師数とし

て語られるのですが、病院が一つもない坂城町における医療の充実という問題ですね、こうい

うことを考えてみなければいけないのではないかと。それがどのようなものなのかと、医療の

充実について考えられておられるかお聞きしたいと思います。 

 一般的に医療の充実度合いは病院の科数やその医師数ではかられているようですが、病院が

一つもない坂城町ではどのように評価されているのでしょうか。最近、移住を考えられている

方は、市町村の医療充実度を見ておられるとのことですが、そのようなランキングのウエブサ

イトがあるのをご存じでしょうか。 

 前回も一般質問で医療の充実ということでご質問をさせていただきましたが、あたかも坂城

町は医療面において完璧なようなご答弁をいただきました。前回の答弁の中で坂城町の医療面

において、もしかすると問題点を聞き漏らしたのかもしれませんので、もしもそのようでした

ら、ご答弁に基づきお示しいただきたいと思います。 

 もちろん、市町村を評価するウエブサイトにおいては、客観的な数字が評価の対象となって

おります。一般質問に対する町の答弁は考慮されないシステムになっていると思います。議会

報告会、すなわちこれからの坂城町を語る会で、町民は町に病院が欲しいと言っておられまし

たが、このような意見は町に届いているのでしょうか。 

 近隣の町を見渡したとき、飯綱町にも信濃町にも、小布施町にも長和町にも、御代田町にも

軽井沢町にも、佐久穂町にも小海町にも病院はあると。かつては上山田町にも丸子町にも、東

部町にも望月町にも病院があったと。ないのは人口が坂城町より少ない山ノ内町、立科町、坂

城町だと。一般質問で何度となくお伝えしてきましたけれども、今も間違いないのでしょうか。 

 そして、今挙げた町の中で信濃町がですね、信濃町立信越病院の建てかえの検討チームを立

ち上げたという情報に接しました。坂城町はこのことをどう考え、町民はどう感じているので

しょうか。９月議会に提出している１６年度の決算案では、３年間で総額３億６千万円の基金

積立を計上しているとのことです。 

 信濃町は、人口が約８，７００人の町だそうです。平成２９年度の一般会計予算額が約

５８億円とのことでもあります。そのような状況の中で、横川町長は人口の減少や高齢化の問

題がある中、時代に即した医療体制を整えると説明しておられるとのことです。坂城町との違

いはどこにあるのでしょうか。 

 坂城町は人口が少ないから、病院を建ててもやっていけないと言われます。では、信濃町さ

んのように人口が坂城町より少ない、こういうところもありますねと言いますと、今度は違う
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理由を持ってきます。そして坂城町では病院は建てられない、こう言うわけです。つまりは、

結論が決まっている町なのですかね。決まった結論を変えようとはしない。それで町民が納得

するのでしょうか。町が努力していると称賛していただけると思われますか。コストの削減ば

かり考えて、必要なものを削っていませんか。よく考えてみませんかということなのです。 

 日ごろから医療に感心をお持ちの方は３割しかいないという調査結果もあるようなので、坂

城町の特徴ではないかもしれませんが、医師にかからないようにして、返って医療費を増大さ

せているということはないでしょうか。町民みんなで考えてみましょう。 

 坂城町に病院はないのですが、入院患者はおられると思います。いるとしたら、どこに入院

されておられるか。そのご家族は大変だと思いますが、どのような対応や生活をしておられる

のでしょうか。入院患者やそのご家族、そして見舞いに行かなくてはと考えている関係者への

配慮は、町レベルで不要な問題でしょうか。 

 長野県は長寿県だそうですが、その秘密などという類の本もたくさん出版されております。

そんな記事を目にするたびにですね、坂城町の女性の平均寿命は県下で最下位であって、しか

も唯一全国平均以下だったよなという疎外感を感じるのであります。 

 昨日もですね、敬老会をいろんなところでやられたと思います。そのときに長野県は長寿県、

日本は長寿だ、長野県は長寿だという話を皆さん誇らしくしていましたけれども、坂城町の女

性が長寿なのかどうか、ここら辺のところをしっかりと情報を持って、そしてどうしたらいい

かということを考えて、そういう敬老会、こういうものも必要ではないかというふうに思いま

す。 

 長野の保健所を訪ねたときに、そうなんですかと、そういえば健康寿命も長くなかったです

よねというお話を伺いました。県レベルなので関心は低くても仕方ありませんが、町の女性の

平均寿命について、町が関心を持たれてもよいのではないでしょうか。山村町政のもとで坂城

町の女性の平均寿命が長くなったと、健康寿命も長くなったという情報に接したいものであり

ます。ご答弁をお願いいたします。 

福祉健康課長（伊達君） ２．医療の充実とはということでご質問をいただきました。まず最初

に、（イ）の坂城町における医療の充実とはについてからお答えをいたします。 

 まず、一般的に医療の充実度合いは何ではかられているかという点でございます。長野県で

は毎年出生や死亡、保健、医療、薬事等の統計を収録した「長野県衛生年報」を発刊しており、

この中には医師等の医療従事者数や医療施設数なども市町村ごとに出しておりますが、これを

もって医療の充実度合いを順位づけしているものではございません。 

 また、民間ベースなどにおいては、医療に限らず、さまざまな市町村のランキングづけのよ

うなものが見られますが、いずれも独自の視点で行われているものと理解をしております。 

 こうしたことから、公的に医療の充実度合いをはかる尺度はございませんが、国が勧める医
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療機関の機能分化や連携が進む中においては、もし医療の充実度合いがはかられるのであれば、

医療圏といった単位ではかられるべきものと考えているところでございます。 

 次に当町の医療の充実の考えでございますが、各都道府県には地域の実情に応じた医療を提

供するため医療圏が設定されており、長野県におきましても医療機能の分担や連携、医療サー

ビスの適正かつ効率的な提供のため、１次医療圏から３次医療圏が設定されております。町と

しては、このような医療圏という枠組みの中で医療機能の分担をし、急性期・回復期・慢性期

のそれぞれの治療に必要な医療を提供できるよう各医療機関が連携し、地域医療の体制を整え

ることが医療の充実に向けて最も効果的な方法であると考えているところでございます。 

 こうした観点に加えまして、当町は長野・上田の両地域に接する地の利を生かし、長野医療

圏における長野広域連合９市町村での病院群輪番制病院運営事業への運営費負担に加え、上田

市、東御市、長和町、青木村の上小医療圏４市町村と共同で上田市内科・小児科初期救急セン

ターの運営費を負担し、町民の皆さんの休日・夜間等における重症救急患者の診療や夜間の急

患に対する体制を確保するとともに、千曲医師会及び埴科歯科医師会のご協力をいただき、休

日当番医事業を千曲市と実施しております。 

 加えて、長野市にあるＪＡ長野厚生連南長野医療センター篠ノ井総合病院や松代総合病院、

須坂市にある県立須坂病院、３次医療を提供する佐久市にあるＪＡ長野厚生連佐久総合病院佐

久医療センターの施設整備に対する財政支援も行っておりますことはご案内のとおりでござい

ます。 

 また、深刻化する医師など医療従事者の不足による医療の質の低下を招かないよう、信州上

田医療センターの医師確保事業に対し、上田地域広域連合の４市町村と共同で医師確保経費に

ついて補助をするなど、町ではさまざまな経費を負担し、町民の皆さんが安心して医療の提供

を受けられるよう体制を整えることにより、医療の充実が図られていると考えているところで

ございます。 

 続きまして、ロの病院の入院状況はについてお答えいたします。 

 入院状況の把握につきましては、患者さんが受けた保険診療について、月ごとに医療機関が

保険者へ請求する診療報酬明細書、いわゆるレセプトでございますけれども、これで把握は可

能であります。 

 しかしながら、町民の皆さんが加入されている医療保険はさまざまで、それぞれの保険者が

管理しているレセプトの状況を町が把握することはできませんので、町が把握できる国民健康

保険加入者と後期高齢者医療保険加入者のレセプトの件数による入院状況を地域別に申し上げ

たいと思います。 

 まず、国保加入者の２８年度実績では、長野市内の医療機関が全体の４５．８％、上田市内

の医療機関が２８．８％、千曲市内の医療機関が１１．７％などとなっております。また、後
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期高齢者医療保険加入者は、こちらは２７年度の実績になりますが、長野市内の医療機関が全

体の３４．３％、上田市内の医療機関が２８．１％、千曲市内の医療機関が３３．３％などと

なっております。いずれにしましても、こうした入院の状況からも、当町周辺には町民の皆さ

んの入院を受け入れる医療機関が数多くあるということがうかがえると思っているところでご

ざいます。 

５番（柳沢君） 非常に丁寧なご答弁をいただいたんですけれども、ちょっと履き違えていただ

いては困るというのは、周りに病院があるから周りへ行っているんじゃなくて、坂城町に病院

がないから周りに行っているんです。坂城町に病院があったら、坂城町の病院に行くんです。

それをですね、よその病院に行っているから、坂城町に病院は要らないという論理にはならな

い。 

 それからですね、医療の充実ということについて、県の統計とかいろいろ出されて、そうい

うものの基準というものはですね、ないというふうなお話をされたんですけれども、よくお調

べいただきましてですね、私は国のレベル、国で言うような充実といっている、そういうもの

の中からですね、医療の充実ということを言っております。県でどのように言っているかとい

うのは、先ほどですね、よくわからなかったということでございますけれども、国の医療の充

実と、ここら辺のところでございます。また次回等においてですね、その辺の知識も深めてい

きたいなと思います。時間の都合もございますので、次の質問に移ります。 

 寄り添う自治ということで、役場の直通回線についてお尋ねします。 

 昨年１２月に代表番号が一つしかない、ＮＴＴの電話番号を増やしていただけないかという

一般質問をさせていただいたところですね、検討していきたいとのご回答をいただきました。

その後、有線放送電話の事情も重なりまして、直通回線を増やしていただいたわけであります

が、ＰＲが十分なのかという問題が発生してきております。７５から始まる直通回線ができた

ときからＰＲを町民に促され、とりあえずメールなどでお知らせしていたのですが、「広報さ

かき」４月号で各課への直通回線が開設されましたとの記事に接したときには、これで町民か

ら役場への情報伝達もスムーズになると喜びました。 

 ところが、５月号から９月号までを待っておりましたが、「広報さかき」に載っているのは

お問い合わせ先として代表電話なのです。４月の広報におかけになりたい課が決まっている場

合には、直通電話番号におかけいただくと、スムーズに電話をお継ぎできますとうたっている

のですから、もっと直通電話回線をアピールしたほうがよいと思います。そしてですね、回線

の増設も検討されたらどうでしょうか。適正回線数が調べられるようであるならば、よろしく

お願いしたいと思います。 

 今までは、ＮＴＴの１０回線のほかに有線の７１回線があったわけで、計８１回線が今は

１０回線に減っております。同僚からもつながらないという話を聞いていたわけですが、私も
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それに当たってしまいまして、「ただいま電話が混み合っております。しばらくそのままでお

待ちください」と言われて、その後ですね、坂城町の歌がずっと流れるわけですね。耐えられ

なくなりまして電話を切って、しばらくしてまた電話をかけ直しても、また、ただいま電話が

混み合っておりますと、こういうことで、その日は電話を諦めました。数日前にもそのような

ことがございました。町民の皆様の中にも、このような事態に遭遇し不快感を持った方がおら

れないか心配であります。 

 また、これは第１の質問にも関連するのでありますが、女性の電話の声が小さく聞き取りづ

らいときがあります。このことはですね、個人差もありますし、またこちらの聴力が弱いのか

もしれませんので、そういう場合、受話器に耳を押しつけるような対応をしております。問題

はそこからでありまして、担当者にかわりますので、お待ちくださいと言われた後にですね、

受話器に押しつけた耳に大音量の歌が流れてくるんですね。ちょっと嫌になってしまいます。

保留中の歌の音量を下げるとかできないものでしょうか。民間であれば即対応していただける

と思うのですが、以上の件につきご答弁をお願いいたします。 

総務課長（青木君） ３．寄り添う自治、イ．直通回線のＰＲをについてお答えいたします。 

 町では有線放送電話の通話機能廃止に伴い、庁舎内については、交換手を通じて内線電話へ

つなげる従来の方法のほか、各課への直通電話をこの４月から開始いたしました。この直通電

話につきましては先ほども触れましたが、課内全ての電話機の着信音が鳴ることで、外線から

直接かかっていることがわかり、どの電話機をとっても対応ができ、交換電話方式で担当者へ

直接つなげる方法と区別ができるようにしております。また、役場内から直接外線に電話する

ことができるようにしたことで、交換手を通す回数を減らし、外線からつながりにくくする

ケースを少なくするようにしております。 

 ご質問の内線電話を載せる意味にはにつきましては、８２局の３１１１は役場の代表番号で

あるため、交換手は要件をお聞きし担当係へつなげておりますが、内線番号を交換手に伝える

ことで担当係へ直接おつなぎできるということで、時間の短縮が図られるというメリットがご

ざいます。 

 また、直通番号につきましては、広報４月号でお知らせいたしましたが、現在は広報や役場

からのチラシなど、代表番号と内線を載せている状況であり、今後は広報や町からのお知らせ、

またはホームページ等に内線番号とあわせて直通電話番号を載せ、町民の皆さんが利用しやす

いように努めてまいりたいと考えております。 

 次に、回線の増設はについてでありますが、現在、役場庁舎は１０回線で電話応対をしてい

るところでありますが、近隣の市町村の状況と比べ、比較的回線数は多い状況となっておりま

す。 

 しかし、役場の一部署へ集中して問い合わせがあったり、代表番号での通話の場合、交換手
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がお客様の問い合わせ内容をお伺いしている間は、どうしても通話中となってしまうこと、ま

た直通電話の際でも少人数の課では回線数が埋まっていなくても、内線電話全てが使用中の場

合は、回線が混み合っていますというアナウンスが流れ、通話ができないということがあるこ

ともあり、１００％通話が可能とは言い切れません。 

 また、保留中に流れている音楽の音量が大き過ぎるというご指摘につきましては、住民の方

などからは、そのようなご意見等はいただいておりませんが、音量調節については可能であり

ますので、調査する中で必要であれば対応してまいりたいと考えております。 

 有線放送電話の通話が廃止し約半年が経過しております。現在、大きな混乱には至っておら

ず、現在のところ、回線数の増設については考えていないところでございます。 

５番（柳沢君） ただいまるる提案させていただいた状況につきましてですね、もう既に担当の

総務課のほうでも考えておられるということでありますので、ぜひですね、この直通回線のＰ

Ｒ、そしてですね、現在はそういうふうな声が聞こえておられないということですけれども、

なかなかですね、言いづらい部分もあったりして、もしかするとですね、この私の一般質問を

境にですね、町民の方からそういえば俺も通じなかったよと、俺も通じなかったよと、こうい

うこともあるかもしれません。ぜひ今後もですね、そういうものを見続けていただきましてで

すね、さらなる改善、そして町民サービスということをやっていっていただきたいと思います。

丁寧なご答弁ありがとうございました。以上で質問を終わります。 

議長（塩野入君） ここで１０分間休憩いたします。 

（休憩 午前 ９時５３分～再開 午前１０時０３分） 

議長（塩野入君） 再開いたします。 

 次に、１３番 入日時子さんの質問を許します。 

１３番（入日さん） 通告に従い一般質問に入ります。 

 １．びんぐし湯さん館について 

 イ．入館者を増やすために 

 びんぐし湯さん館は、平成１４年４月に建設費約６億円をかけてオープンしました。今では

町内外からたくさんの人が利用し愛される温泉になっています。平成１４年度の湯さん館から

町への納付金は５，２６２万９千円で、入館者は２８万４，３９３人でした。 

 １５年度は納付金４，９５６万５千円と、株の配当が２２０万円で合計５，１７６万５千円、

入館者は３０万７，４１９人。 

 １６年度は納付金５，００４万２千円と配当金が２２０万円で、合計５，２２４万２千円、

入館者は２８万８，４４７人。 

 １７年度は納付金３，８７１万円と入湯税６９５万３千円、配当金が１１０万円で、合計

４，６７６万３千円、入館者は２９万２，３７２人。 
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 １８年度は納付金３，０５６万円と入湯税７６４万円、配当金６６万円、合計３，８８６万

円、入館者は２８万５，２７８人。 

 １９年度は納付金２，０５８万円と入湯税７５１万４千円、配当金６６万円、合計

２，８７５万４千円、入館者は２８万６１８人。 

 ２０年度は納付金３３０万円と入湯税７３７万７千円、配当金６６万円で、合計

１，１３３万７千円、入館者は２６万９，８１７人。 

 ２１年度は納付金６５０万円と入湯税７１４万８千円、配当金２２万円、合計１，３８６万

８千円で、入館者は２６万１，２０８人。 

 ２２年度は年間券の値上げもあり、納付金は８１０万円と１６０万円増額になりました。入

湯税は７４３万６千円、配当金は２２万円で、合計１，５７５万６千円、入館者は２７万

１，１９１人でした。 

 ２３年度は納付金１５０万円と入湯税７２６万７千円、配当金２２万円、合計８９８万７千

円、入館者は２６万５，６１９人。 

 ２４年度は開館から１０年が経過したので、リニューアル工事を１億３，５６５万円かけて

行い、休館期間もあったので、納付金は２００万円、入湯税は６７１万円、配当金２２万円で、

合計８９３万円で、入館者は２５万８，１０６人でした。 

 ２５年度は納付金３００万円と入湯税７１４万円、配当金２２万円で、合計１，０３６万円、

入館者は２６万２，２５７人。 

 ２６年度は納付金１００万円と入湯税７１９万８千円、配当金２２万円、合計８４１万８千

円、入館者は２７万４，５５２人です。 

 ２７年度は納付金３００万円と入湯税７０６万４千円、配当金２２万円、合計１，０２８万

４千円で、入館者は２６万８，５８０人です。 

 昨年２８年度は納付金が６００万円、入湯税が６７８万１千円、配当金が２２万円、合計

１，３００万１千円で、入館者は２６万３，９１２人でした。 

 開館当初と比べて、収入は約４分の１に減っていますし、入館者もピーク時と比べると４万

３，５０７人減少しています。日帰り入浴施設は年数がたつとともに入館者が減る傾向にあり、

湯さん館も例外ではありません。そこで、入館者を増やし、より多くの人に利用してもらえる

施設になるよう、何点か提案したいと思います。 

 一つは、議会報告会で町民から要望がありました営業時間の延長です。夏場、特に日が長く

なる４月から９月は朝９時から夜１０時に延長するというのが私の提案です。特に農作業や残

業などで遅くなったとき、夜の９時では８時半に従業員が片づけを始めるので、ゆっくり入っ

ていられないなどの苦情も寄せられています。海外でもサマータイムがあるように、日照時間

に合わせた運営も必要だと思います。 
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 ２点目は、県の観光機関でやっている「信州物味湯産手形」に加入し、全県に施設をＰＲす

ることです。これが「物味湯産手形」なんですが、私も２回ほど購入して、県内の入浴施設を

回りました。「物」は見どころの体験施設を指し、美術館や博物館などで、鉄の展示館なども

対象になります。「味」は字の示すとおり味、食事どころ、町のおしぼりうどんや味ロッジの

バイキング等はよいと思います。「湯」はお風呂で、手形を持っていくと無料で入れるところ

と割り引きのところがあります。 

 ２８年度発行の手形では無料入浴施設が約５０施設あり、このうち１２施設まで無料で入浴

できます。割引入浴施設は５２あります。私が提案したいのは、割引施設として加入したらど

うかということです。割引額は施設が自由に決められるし、ドリンクサービスでもオーケーで

す。「物味湯産手形」に載せるだけでも大いにＰＲになると思います。 

 ３点目は障がい者割り引きです。現在、湯さん館は障がい者割り引きは１００円ですが、障

がい者には年間何枚か無料券を配ったり、障害者手帳を見せれば半額とか無料にしている自治

体が多いです。白鳥園も一般は６００円ですが、身体障害者手帳１級から３級の市民は無料、

４級から６級の市民は３５０円です。精神障害者保健福祉手帳の１級から２級の市民は無料、

３級の人は３５０円となっています。市民以外は２５０円引きです。上田市の日帰り入浴施設

は、障がい者は全て半額になっています。今年５月に開かれた、町の身体障害者福祉協会定期

総会で、山村町長も湯さん館の割り引きについて半額以下か無料にするよう検討するというこ

とを祝辞で述べられたようなので、必ず実現すると期待しています。いつから、どのような割

り引きになるのか、半額なのか無料なのか答弁を求めます。 

 また、消防団の割り引きですが、昨年の３月議会でも湯さん館の入館料を消防団員は半額に

できないかと質問しました。「信州消防団員応援ショップ事業」に加盟したので、消防団員

カードを提示すると１００円引きになるという町長の答弁でした。私は日々、町民の財産と安

全を守るために活動している消防団員への感謝と応援の気持ちを込めて無料にすべきだと思い

ます。そういう町の気持ちが伝われば、消防団に加入する人も増えるし、家族の協力も得やす

いのではないでしょうか。町の消防団員は湯さん館の入館料を無料にできないか、答弁を求め

ます。以上で１回目の質問を終わります。 

町長（山村君） ただいま、湯さん館を毎日ご利用していただいている入日議員さんから非常に

懇切丁寧なご質問をいただきました。入館者を増やすためにということでありますけれども、

私も毎日いろいろ考えております。それから毎月一遍、振興公社の社長としてもですね、経営

会議で何としても入館者を増やすための方策はないかということを検討してもらっております。

ただし、余り採算を度外視しても困るというところであります。 

 今、入日さんから湯さん館が始まってからの毎年の入館者数などご説明していただきました。

私どもで今考えている内容につきまして、振興公社の社長ともよく相談しましたので、これか
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らお答えしたいと思っております。 

 まず、びんぐし湯さん館は心身の健康増進あるいは地域活性化等を図る施設として、先ほど

お話がありました平成１４年４月にオープンして、１０年目の節目となる平成２４年にリ

ニューアルを経て、平成２８年度末で４１３万人、累計ですね、を超えるお客様にご利用をい

ただいております。また、今お話がありました平成２８年度のびんぐし湯さん館の入館者は

２６万３，９１２名となりまして、前年比マイナス１．７％と、前年実績を下回るという結果

になりましたが、いろいろな今までやってきた施策の中で、例えば子育て家庭優待割引事業に

よる利用者については増加しているという面もあります。また、昨年度は町民の皆様に配布し

ている町民割引券を「坂城町町民ファミリー割引券」としまして、年２回発行し配布いたしま

した。これまで割引券１枚でお一人のご利用ということでしたけれども、ファミリー割引券と

したことで、１枚で家族全員がご利用できるように利用枠を拡大し、町民の皆さんがより多く

利用できるような取り組みも行い、さきにも触れましたが、開館以来４００万人を超えるお客

様をお迎えしているというところであります。 

 また、誘客という意味では、食堂におきましても新商品の開発や新たなセットメニューの提

供など、利用促進も図ってまいりました。また、売店につきましても見やすい売り場づくりに

心がけ、新規取引先の開拓や地場産の農産物を中心とした野菜売り場の充実を図り、利用者の

皆さんからは好評をいただいているところであります。 

 このような取り組みを継続させる中で、今年度につきましては新たにファミリー割引券に食

事１００円割り引き券をセットとして、広報とあわせて全世帯に配布し、さらなる利用促進を

図っているところであります。 

 さて、４月から９月の間、営業時間を９時から２２時までに変更できないかというところで

ございますが、窓口、清掃業務等、そして設備の点検等、現状の体制では、すぐに実施するの

はちょっと難しいかなと考えております。当面、利用時間につきましては現行で営業を行って

まいりたいと考えております。 

 また、館内に設置してあるご意見箱等によるお客様からのさまざまなご意見を参考としたり、

また毎月開催する経営会議の中でも、より多くの方々にお越しいただける工夫について話をし

ており、まずはさまざまな利用促進メニューを考え、入館者の増に取り組んでまいりたいと考

えております。 

 具体的な利用促進メニューとしましては、先ほど申し上げましたファミリー割引券プラス食

事１００円割引券の配布のほか、５月末から６月にかけて開催されました第１２回ばら祭りに

あわせて、入館料と食事をセットにした、「さかきばら祭りセット」の提供を皮切りに、７月

２２日から８月末までの間、入館料とソースカツ丼、そして巨峰ワインゼリーをセットにした

湯さん館夏祭りセットや生ビールセットの提供を行い、大変好評をいただいたところでありま
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す。 

 また、今月７日から鉄の展示館で始まりました特別展「大相撲と日本刀」の開催にあわせま

して、入館料とタオル、そしてソースカツ丼をセットにし、通常価格から５５０円割り引きし

た大相撲セットの提供も行っているところであります。今後もさまざまなセットメニューを企

画、検討してまいりたいと考えております。 

 さて、「物味湯産手形」への加入についてのご提案でございますが、この手形につきまして

は、一般社団法人長野県観光機構において取り組んでいる観光促進事業の取り組みでございま

す。この取り組みは長野県が誇る温泉をキーワードに、観光客のリピート化と県民の県内流動

を活性化し、消費拡大を促進するため、平成２５年度より手形の販売を開始し、今年で５年目

の取り組みでございます。 

 平成２９年度版では、対象温泉施設４９のうち、最大１２の温泉施設に入浴できる観光クー

ポン冊子で、そのほか割り引き・特典を受けられる協賛施設が２００施設以上となっておりま

す。これまでも湯さん館ではクーポン券による利用促進事業につきまして、「週刊長野」等へ

の広告掲載によるクーポン券割り引きなどを実施しておりますが、今後、クーポン券による割

り引きも含めたさまざまな利用促進事業を行っていく中で、「物味湯産手形」の取り組みにつ

きましても誘客を図る上で効果的であるかどうか費用対効果も考慮し、しかしながら、加入に

向けて前向きに検討していきたいというふうに考えております。 

 続きまして、障がい者、消防団員割り引きの拡充についてでございます。まず、障がいがあ

る方で障害者手帳を提示された方につきましては、平成２４年から介助者の方２人までを含め

まして、通常５００円の入館料を２割引きの４００円でお入りいただいているところでござい

ます。ほか市町村のさまざまな施設等におきましても、割り引きを実施されているといろいろ

お聞きしておりますけれども、介助者の方２名も含めた入浴施設での割り引きは、近隣の入浴

施設では湯さん館独自のサービスなのかと考えております。 

 今年に入りまして、先ほどもお話がありましたけれども、いろいろご利用をいただくお客様

からのご意見をいただきましたので、その割り引きについて検討を行い、さらに割引率を高め、

介助者２名の方も含めて５割引き、半額の入館料でお入りいただけるよう、湯さん館「ほっ湯

ＨＯＴニュース」での宣伝もさせていただきまして、平成３０年１月からの実施を予定してい

るところでございます。 

 また、障がい等のある皆様にも、より多くご利用いただけるよう、施設面につきましても工

夫をしているところであります。昨年、信州パーキング・パーミット制度による駐車スペース

２台分のスペースを含む、障がい者用駐車場を７台分に拡張したところでございます。障がい

者等用駐車場につきましては、さまざまな事情により歩行が困難な方などが安心して駐車でき

るスペースを確保することで、誰もが気持ちよく外出できる福祉のまちづくりに資するところ
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として、湯さん館としても積極的に取り組んでいるところでございます。スペースには色を塗

り、看板表示もさせていただいておりますので、一般のご利用をいただく皆さんのご理解とご

協力もお願いしたいと考えております。 

 続きまして、消防団員割り引きについてですが、県と県消防協会との協力で実施されている

「信州消防団員応援ショップ事業」で、日夜地域の安全・安心を守るため活動している消防団

員を応援するとともに、消防団活動をより活発にすることを目的に平成２８年から始まってお

ります。県内の消防団員やそのご家族に対して登録された店舗、施設において、料金の割引等

の特典サービスを提供していただくことにより、全県で消防団活動を応援する機運を高めると

ともに、地域の安全に対する関心を高め、地域の防災力向上につなげていくプロジェクトであ

ります。 

 湯さん館といたしましても、この「信州消防団員応援ショップ事業」に加盟し、入館料

１００円引き、団員カードを提示された方を含む５名までを対象に実施をしております。こち

らにつきましては、消防団の活性化、団員確保に資する事業として、また施設といたしますと、

お客様の利用促進につながる取り組みとして実施しておりますが、昨年始まりました制度でも

ございますので、まずは現行制度にてそのＰＲを図っていきたいと考えております。 

 今後、湯さん館をより多くの消防団員の方にご利用いただけるよう、例えば分団等でご利用

いただく際のメニュー等さまざまなサービスの提供について研究してまいりたいと考えており

ます。 

 以上、利用促進を図るためのさまざまな事業に取り組んでおりますが、坂城町振興公社とい

たしましては、今期第１７期の経営方針として、びんぐし湯さん館は「信州一愛される日帰り

温泉施設」を営業目標として取り組んでおります。 

 ＰＲ活動の新たな取り組みといたしまして、びんぐし湯さん館の位置をですね、インター

ネットを利用して検索する際、これまでの施設の内部まではご覧いただけなかったものを、浴

場を初めとする施設内部でもご覧いただけるようにしました。施設の内部、特に露天風呂から

の絶景もご覧いただけるようになっておりますので、眺望のよい温泉施設に多数のお客様が実

際にお越しいただけることを期待しているところであります。 

 また、今年３月には入館者の利便性の向上を図る観点から、無線ＬＡＮ、ＷｉＦｉですね、

このサービスの提供を開始いたしました。ＷｉＦｉ端末をお持ちの方であれば、館内に掲示し

てありますパスワードを入力していただくことで、簡単にどなたでも無料でインターネット通

信をお楽しみいただけますので、ご利用いただきたいと思っております。 

 いずれにしましても、今後も引き続き、明るく清潔な施設づくりに取り組み、お子様からお

年寄りまでがゆっくりと安心しておくつろぎいただけたり、楽しんでいただける施設運営を

行ってまいりたいと考えておりますので、より一層のご愛顧のほどをよろしくお願いしたいと
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思っております。 

 また、平成２８年度の売り上げですけれども、１億８，７００万ありますけれども、昔は始

まったときは１００％温泉の売り上げでしたけれども、現在は温泉よりも物販とか売店とかで

すね、宴会ですね、そちらのほうが売り上げが多くなってきました。これも新たなビジネス構

造が変わってきたということで、いろんな意味で取り組んで、よりよい愛される施設として運

営していきたいと思っております。以上であります。 

１３番（入日さん） ただいまの町長の答弁では、営業時間の延長はとりあえずは考えていない

ということでしたが、消防団で例えばポンプ操法の訓練などでちょっと汗をかいたので、夕方

入りにきたいと思っても、ちょっと９時なので、８時半ぐらいになると片づけを始めるので、

ゆっくり入っていられないと。わざわざ東御市まで入りに行ったりとかしたことがあったので、

もうちょっと時間が長ければ、消防団員等がそういうふうに汗をかいて疲れたときに入ってい

られるのかなと、そうずっと思っていました。それで、特に夏の期間はもうちょっと長くして

ほしいという要望がありましたので今回取り上げましたが、こういうこともまた検討課題の一

つとしていただきたいと思います。 

 それから、「信州物味湯産手形」には一応前向きで検討するということでしたので、よろし

くお願いいたします。 

 それから、障がい者割り引きについては、来年度から、来年の１月からですか、半額にする

ということでしたので、非常によかったと思います。 

 それから、消防団員割り引きですが、現行のＰＲをしてということですが、例えば分団でそ

ういう訓練の後に入りにいったときは半額にするとか、そういう対策はとれると思うんですよ

ね。その辺もぜひ検討していただきたいと思います。 

 先ほど収入を増やす方法もということでおっしゃいましたので、ちょっと私もそのことを考

えたんですが、収入を増やす方法としては、町外の人の年間券や半年券を値上げしたらどうで

しょうかということです。日帰り入浴施設で年間券や半年券を発行しているところは少ないん

ですよね。値段もこんなに安いところはないし、千曲市では千曲市民には安い入浴料が設定さ

れています。６億円の建設費を負担した町民との差があってもよいと思います。 

 ７５歳未満の人が月１７日、年間券で２０４日通えば１回約１６２円ですし、７５歳以上だ

と約１５２円です。月２０日だと約１３８円と１２９円になります。千曲市のかめ乃湯は、公

衆浴場ですが、露天風呂もあり充実しています。千曲市民は２５０円で、一般は３５０円です。

公衆浴場と比べても年間券はお得になっていると思います。湯さん館は先ほど町長もおっしゃ

られましたように、町民の健康と福祉の増進も兼ねて建設されていますので、より多くの町民

に利用してもらえるような施策も必要だと思います。 

 例えば、宴会で使うのに入館料をとるのはおかしいとか、食堂のメニューをもっとおいしく
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してほしいという声が寄せられています。利用者の声に耳を傾け、改善できることは改善して

いく必要があると思います。 

 「物味湯産手形」は、びんぐし湯さん館だけでなく、飲食店やあいさい等の直売所、鉄の展

示館等も加入対象になります。町のいろいろな分野が「物味湯産手形」に加入し、坂城の魅力

を広く発信していけたらよいと思います。そのためにも、こういう取り組みがあることを大い

にＰＲしてほしいと思います。 

 次の質問に入ります。２．健康な体づくりについて 

 イ．妊婦に歯周病検診を 

 以前、私は歯周病の検診の一般質問をして、節目検診を実現しました。今回は妊婦を対象に

質問します。社会文教常任委員会の視察で、７月に上田市の「ひとまち元気・健康プラザうえ

だ」に行きました。その中で、妊婦が歯周病菌を持っていると早産や流産になりやすいので、

無料で検診をしているという話がありました。ネットで調べたら早産、低体重児出産のリスク

が３倍から７倍あるとのことでした。せっかく授かった子供が未熟児だったら、育てるにも大

変な苦労が生じます。そんなことが起こらないような対策が必要ではないでしょうか。丈夫で

健やかな子供を無事出産するためにも、妊婦に歯周病の検診を無料でできないか答弁を求めま

す。 

 ロ．子どもの体力づくりを 

 今の子供たちは生まれたときから車で移動することが多いため、足や体の筋肉が余り鍛えら

れていない気がします。上田市でも背筋が曲がっていたり、腰をおろして座れない子が増えて

いるとのことでした。以前、坂城幼稚園でも子供たちの体力づくりのために信大の先生を呼ん

で、直線歩きやジグザグ歩き、横に転がるなどの運動を取り入れていました。昔は保育園でも

側転などを教える保育士さんもいましたが、今は危険なので余り教えないようです。保育園の

運動会では、跳び箱や平均台、前転などの種目はあります。幼稚園では竹馬でバランス感覚や

敏捷性を養っています。毎年、小学校の運動会も見に行きますが、手をひらひらさせて走った

り、体がふらついてしまう子もいます。今は外遊びをしない子が増えているので、筋力が劣っ

ているのではないでしょうか。 

 全国で実施されている握力、上体起こし、体前屈、反復横跳び、２０ｍシャトルラン、

５０ｍ走、立ち幅跳び、ボール投げの８種目で、坂城町の３小学校５年男子の平均体力合計点

は５８．０６で、県平均５４．２や全国平均５３．９３よりよい成績でした。女子は町の平均

が５５．３で、県平均が５５．２９、全国平均５５．５４で全国平均より劣りました。 

 中学２年男子は、町が４２．６１、県平均が４２．３９、全国平均が４２でした。中学２年

女子は、町が５２．１９、県平均は４８．６５、全国平均は４９．４１で、中学２年生は男女

とも全国平均や県平均を上回りました。 
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 この体力測定の結果だけ見れば、余り問題はないように思いますが、木登りや鬼ごっこ、縄

跳び等の外遊びに明け暮れた世代とは筋力や心臓の鍛え方が足りません。ある調査では、今の

１０代の子供たちの平均寿命は、このまま運動もしないで体を鍛えなければ５０歳ぐらいにな

るのではないかと言われています。もちろん運動量だけでなく、遺伝子組みかえ食品や農薬に

よる汚染等、食べ物から来る要素や放射線などの大気汚染もあります。 

 町でも体組成測定器を使った健康指導を特定健診後に行っているとのことですが、小・中学

生にも体組成測定をして、体のバランスや体脂肪率などを各自で把握してもらい、健康に対す

る関心や運動の大切さを実感してもらうことや、学校でもクラスごとにどんな運動が必要かを

把握し、体育の授業などに取り入れ、早期から健康な体づくりに取り組む必要があると考えま

す。子供たちの体力づくり、筋力をつける取り組みについて、どのように考えているのか、答

弁を求めます。 

 ハ．インターバル速歩の普及を 

 インターバル速歩は１日１５分、週４日以上を５カ月間続けたら、筋力や持久力が向上し、

骨密度が増加し、生活習慣病のリスクの改善が見られたとの結果が出ています。また、１日

３０分、週４日以上続けると肥満解消、筋力アップ、高血糖、高血圧が改善されたとありまし

た。町でも特定健診に力を入れていますが、健診を受けない人の大半が、肥満で言われること

はわかっているという人が多い現状だと思います。 

 １日８千歩から１万歩のウオーキングより、わずか１５分のインターバル速歩のほうが膝の

屈伸の筋肉が１３％から１７％アップし、最大酸素摂取量も１０％以上向上します。酸素摂取

料が上がると、全身の持久力が高まり、心臓の病気や糖尿病などの生活習慣病になりにくい体

になり、動脈硬化を予防する効果もあります。ウオーキングは筋肉を維持することはできても、

筋力をつけることはできません。だからこそ、インターバル速歩が重要なのです。町でも何回

かインターバル速歩の講習会を開いていますが、個人で持つ測定器、いわゆる３分ごとに時間

を知らせる機器がなければ、個人で続けることは困難です。町でも国保会計の負担を減らすた

めに、インターバル速歩をもっと普及するとともに、個人でも続けられるように、講師が来た

ときに、時間を知らせる機器を購入できるような体制がとれないか答弁を求めます。 

保健センター所長（長崎さん） ２．健康な体づくりについてのうち、イの妊婦の歯周疾患検診

をと、ハのインターバル速歩の普及をについて順次お答えいたします。 

 健康増進法に基づく、第２次健康日本２１では、歯及び口腔の健康状況は食生活や社会生活

等に支障を来し、ひいては全身の健康に影響を与えるものとされております。歯の健康を保つ

ことは、単に食べ物をそしゃくすることだけでなく、食事や会話を楽しむなど豊かな人生を送

るための基礎となるものでございます。 

 歯周病が全身疾患や体の状況に影響を及ぼすことがあると、近年の研究により指摘され始め



 

－ 69 －  

ておりますが、これは歯周病による炎症が血流を介して全身に波及されるために起こることと

されております。 

 また、妊娠中はホルモンの乱れなどにより、歯肉に炎症を起こしやすく、つわりの影響など

で口の中の環境が変化し、虫歯や歯周病にかかりやすくなると言われており、妊娠中に歯周疾

患が悪化すると、早産や低体重児の出生のリスクが高まる可能性があるとも言われております。

このようなことから、妊婦の歯科検診の助成を行う市町村が県内でも増えてきております。 

 町では、妊娠中の歯、口腔の健康は大切なことと考えており、母子手帳交付の際に、妊娠中

は虫歯や歯周病のリスクが高まることや、歯・口腔を健康に保つこと、虫歯の早期治療や歯科

医での健診の必要性などの情報提供を行っておりますが、妊婦さんが健康で安心して出産をし

ていただくためにも、妊婦の歯周疾患につきましては、今後実施に向けて検討をしてまいりた

いと考えております。 

 続いて、ハのインターバル速歩の普及をについてお答えいたします。 

 インターバル速歩の普及は速歩きとゆっくり歩きを交互に数分ずつ繰り返して行う運動のこ

とで、信州大学の医学部が考案したウオーキング方法で、一定のペースで歩くよりも負荷が高

く、足の筋肉量や持久力を高め、脂肪を燃焼しやすく、生活習慣病の予防に効果があると言わ

れており、同大学で行った検証では、半年間で肥満度や血圧などの数値が最大２０％改善され

たとの報告もございます。 

 当町でもインターバル速歩につきましては、教育委員会が実施しております、ふれあい大学

の講座として、平成２０年度と２４年度にそれぞれ１回開催しており、保健センターにおきま

しても、生活習慣病の予防と改善、筋力アップを目的に、平成２６年１０月に町の保健補導員

を対象として１回、平成２７年１月から３月に国保の特定保健指導の対象者及び健診未受診者

を対象として３回の講習会を開催した経過がございます。 

 生活習慣病の予防と改善のため、保健センターでは健康づくり講座や生活習慣改善チャレン

ジ教室などを実施しておりますが、インターバル速歩の講習会につきましては、生活習慣病予

防などの各種講座を開催する中で検討をしていきたいと考えております。 

 また、インターバル速歩を行う多くの方は、時計やタイマーなどのほか、スマートフォンの

アプリなどを利用されている方もおいでになりますが、最近では音声で早歩きとゆっくり歩き

のペースを変えるタイミングを知らせることができるインターバル速歩専用活動量計がありま

す。 

 しかしながら、この活動量計の購入に当たっては、現在団体向けの販売が主で、個人販売は

難しい状況とお聞きしております。このインターバル速歩専用活動量計は、特定の商品であり

ますので、インターバル速歩の講習会の際などに、講師等によるあっせんの場を設けることも

一つの方法と考えております。 



 

－ 70 －  

保育園振興幹（小宮山君） ロの子どもの体力づくりをについてお答えいたします。 

 最初に、当町の保育園における体力づくりについて申し上げますと、「心身ともに健康で、

友だちと本気で遊べる子ども」を年間目標といたしまして、子供たちが丈夫な体と豊かな心を

持ち、健やかに成長できるよう保育に当たっているところでございます。 

 主な体力づくりといたしましては、日々の保育の中で散歩や体操、リズム遊び、かけっこあ

るいはマットや跳び箱、鉄棒やはんとう棒などの遊具を使って、体を十分に動かす遊びを取り

入れております。 

 散歩につきましては、年少、年中、年長児クラスでは、長い距離で勾配のある場所を散歩

コースとして行っております。具体的に申し上げますと、坂城保育園では土井ノ入やこんぴら

山までの散歩を、南条保育園では吉野健康広場や小丸山まで、村上保育園では、びんぐし公園

の展望台までをそれぞれ散歩コースとして、また、このほかにも各園の近くにある公園などが

散歩コースとなっております。また、３歳未満児においても、園周辺の散歩を日課としており、

歩くことによって体力づくりを図っているところでございます。 

 また、遠足、園外保育もそれぞれ年２回ずつ実施しておりますが、秋の園外保育では、町内

３保育園の年長児が葛尾城址までの登山を行っております。登山の途中でリタイアするお子さ

んも１人もなく、全員が毎年葛尾城址まで登り切ることができております。 

 また、平成２６年度から年長児を対象に、就学に向けた発達フォロー事業として実施をして

おります、すくすくランドでは、一人一人のお子さんの成長発達や行動改善を促すための運動

プログラムに基づいた活動を行うことを目的として、体のさまざまな機能の働きを促すプログ

ラムを取り入れる中で実施しております。 

 すくすくランドは６月から２月にかけて、９月の運動会、１２月のお楽しみ会の月を除き、

毎月実施しており、プログラムメニューも毎月変え、よりさまざまな運動が行えるよう実施し

ているところでございます。 

 主なプログラムメニューといたしましては、はいはいをして部屋の隅々を動き回ることで全

身運動に結びつくはいはい運動、バランス感覚を養うための平均台渡りやスケボー乗り、目と

体の対応動作を養うケンパー跳び、膝を曲げないで手や指を床につけるロコモチェック体操、

そしてボール投げなど多種にわたるメニューを取り入れております。 

 また、すくすくランドでは、臨床心理士や作業療法士に子供たちの様子を観察していただき、

臨床心理士からは発達面、情緒面等の、また作業療法士からは身体面での指導、助言をいただ

いているところでございます。 

 また、保育園以外では３歳児から５歳児を対象としまして、教育委員会で生涯学習講座の一

つとして、キッズスポーツ教室を行っております。この教室は専門の指導員に委託し、週１回、

年に３０回で、文化センターにおいて跳び箱やマット運動、ボールやリングを使った運動を
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行っております。 

 ご質問にございます体力や筋力、持続力をつけるための運動につきましては、他市町村で取

り組んでいるプログラムと名称や指導者こそ違いはありますが、内容的には子供たちの運動量

を高めるための取り組みを他市町村同様に行っており、今後は日々の保育の中で、また生涯学

習等の講座の中で子供の体力づくりに向け取り組んでまいりたいと考えております。 

教育文化課長（宮下君） 子どもの体力づくりをについてお答えいたします。 

 現在、町においては、子供の体力の状況を把握するため、小学校４年生から中学校３年生ま

での児童・生徒を対象に、新体力テスト及び全国体力・運動能力、運動習慣等調査を実施して

いるところでございます。 

 このうち、全国体力・運動能力、運動習慣等調査では、国のスポーツ庁において、近年の子

供の体力・運動能力等の状況に鑑み、小学校５年生及び中学校２年生を対象として、全国的な

子供の体力・運動能力の状況を把握、分析することにより、子供の体力・運動能力の向上にか

かわる施策の成果と課題を検証し、その改善を図ることを目的に実施しているものです。議員

さんのご質問のとおり、調査の内容といたしましては、小学校５年生では握力等８種目につい

て実施し、中学校２年生では持久走を加えた種目で実施しております。 

 平成２８年度調査の結果としましては、坂城町と県、国と比較しますと、小学校５年生男子

と中学校２年生女子は、国、県と比べて体力度は高い状況にあり、小学校５年生女子と中学校

２年生男子は、国、県とほぼ同等でございます。 

 また、個別の種目で見ますと、坂城町の児童はシャトルラン等の持久的体力が比較的劣って

いることから、各小学校で調査の結果をもとに体力向上プランを作成し、全教職員が各校の課

題を共有する中で、具体的な取り組み内容として、休み時間にスポーツチャレンジとしてクラ

ス対抗の縄跳びを行ったり、各学級にサッカーボールを配り、ボール運動に親しみやすくする

環境を整えたりして、体力の向上に努めています。また、学校行事でマラソン大会を開催し、

持久力向上を図っています。 

 今後におきましても、このような調査結果をもとに坂城町の子供たちの体力向上を目指す中

で、各学校が児童・生徒の体力・運動能力や運動習慣等を把握し、学校における体育・健康等

に関する指導などの改善に役立てていきたいと考えています。 

 また、体組成計の活用につきましては、調査結果を踏まえる中で養護教諭、体育担当の先生、

職員会等で検討してまいりまして、必要に応じ活用については検討していきたいと考えている

ところでございます。 

１３番（入日さん） 歯周病検診については、実施に向けた取り組みを検討したいということで

したので、非常によかったと思います。今みたいに少子化が問題になっている現在では、本当

に一人でも多くの子供たちが健やかに生まれることが大切な課題ですので、ぜひ早期の実現を



 

－ 72 －  

お願いいたします。 

 子どもの体力づくりについては、保育園や学校などでいろいろな取り組みをしていることが

わかりました。また、特に小学校では休み時間などを利用したクラス対抗の縄跳びなどで体力

をつくっているということでしたので、そういうことを続けてもらいたいと思います。 

 それから、インターバル速歩については、今後もいろいろな機会で速歩の講習会を開催して

もらうとともに、こういう機器の紹介もして、一人一人が継続できるような体制づくりをして

いただきたいと思います。 

 それから、運動とともに大切なのが食事で、特にインターバル速歩の後、牛乳を１杯飲むと

いうだけでたんぱく質量がとれて、運動効果も上がると。それから、運動の後のストレッチで

すね、そういうことをやることによって、よりその運動効果が倍増するということがあります。

特に年をとると筋肉が落ちてきて、それを補うのはたんぱく質をとることだと教わりました。

２０歳に比べて７０歳のたんぱく質摂取量は１．２倍必要だそうです。６５歳以上の人に対し

て、たんぱく質量の表を渡して毎日の摂取料を記入し、運動と合わせた指導を行えば、より効

果が上がります。これがたんぱく質量の表なんですけれど、大体体重１ｋｇに対して０．２点

のたんぱく質量が必要で、肉が１００ｇで３点、５０ｇで１．５点、魚が６０から８０ｇで

２点、納豆１パックが１点、豆腐４分の１が１点、牛乳２００ｃｃが１点で、体重が６０ｋｇ

なら１日１２点のたんぱく質量を摂取しなければなりません。 

 私もやってみましたが、なかなかこの１２点取るというのは非常に大変です。でも、栄養の

バランスを考えるよい機会になりました。年をとると、しつこいものや肉を敬遠しがちですが、

筋力を維持し、筋力をつけるためには肉や魚が欠かせない食べ物だということを実感していま

す。 

 このようなたんぱく質量、点数チェック表等も広報や特定健診などで知らせて、運動と食事

のバランスのとれた生活ができるよう指導するのも重要だと思います。多くの人が寝込まない

で、ピンピンコロリと逝きたいと願っています。そのためにも毎日無理のない運動とバランス

のとれた食事は大事です。行政も健康な町民を増やすために積極的に取り組んでいただきたい

と思います。 

 それでは、まとめに入ります。今年７月２５日から３日間、町内９カ所で行われた議会報告

会では１３９人の方が参加してくれ、要望もたくさん寄せられました。それらを取りまとめて、

６項目を町への要望書として９月８日に町長に提出しました。その他の多くの要望は、今後一

般質問などで取り上げたいと思います。 

 さて、ことしの夏は梅雨明け後から梅雨空が続き、農作物への影響が心配されています。地

球温暖化による異常気象はますます増大し、今後が非常に心配されます。この狭い地球の各地

で紛争が起き、環境破壊が広がっています。また、後進国のＣＯ２排出量に歯どめがかからず、
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地球温暖化に拍車がかかっています。何十億年という歳月をかけて誕生した、この美しい地球

が今、紛争や排出ガスなどで傷つき、悲鳴を上げています。世界各地の氷河が物すごい速さで

なくなっています。温暖化で台風も大型化し、竜巻も頻繁に起きています。私たち人類が生き

続けるために、地球温暖化をもたらしている原因を早急に取り除く必要があります。 

 今年、国連の本会議で核兵器禁止条約が１２２カ国の賛成で採択されました。日本は核兵器

廃絶の決議案を出しているにもかかわらず、条約に反対しました。日本は広島、長崎と二度の

核爆弾を受けた世界で唯一の被爆国です。被爆は子供や孫にまで影響を与えました。福島の原

発事故で生活を奪われた人たちは、国も東電も責任はとってくれず、困っています。核と平和

は共存できません。日本もアメリカに翻弄されるのではなく、国民の苦しみや悲しみを二度と

繰り返さないためにも、一日も早い核兵器禁止条約に署名すべきだと思います。そして、一日

も早く平和な美しい地球に戻ることを願って質問を終わります。 

議長（塩野入君） ここで１０分間休憩いたします。 

（休憩 午前１０時５６分～再開 午前１１時０６分） 

議長（塩野入君） 再開いたします。 

 次に、１０番 山﨑正志君の質問を許します。 

１０番（山﨑君） ただいま議長より発言の許可をいただきましたので、通告に従い一般質問を

行います。 

 １．坂城高校存続への取り組みはです。 

 イといたしまして、第２期高校再編に向けて。 

 第２期県立高校再編や高校教育のあり方を盛った学びの改革実施方針（案）づくりに向けて、

県内旧１２学区ごとに地域懇談会を県教委が開催いたしました。坂城町唯一の高校である坂城

高校は、長野市南部から坂城町までの旧第４通学区に属しています。去る８月２８日に千曲市

のあんずホールで旧第４通学区の説明会及び意見交換会が学校関係者や保護者、地域住民など

約２８０人の参加者のもと開催されました。坂城町からも山村町長並びに町会議員、学校関係

者、地域の方々など多くの方々が参加されました。坂城町においての坂城高校に対する愛情が

ひしひしと感じられました。 

 そこで、私からの視点としては、県教委の一方的な意見交換をしたという既成事実をつくろ

うとする姿勢が見てとれましたが、出席された山村町長の率直なご意見をお伺いいたしたいと

思います。 

 次に、坂城中学校の進学状況はどのようになっているかです。坂城中学校は旧第４通学区に

属しているわけですが、隣接する長野地区の第３通学区、上田地区の第４通学区への進学者数

及び坂城高校への進学者数のここ数年の推移はどのようになっているのか。また、第１期高校

再編で手つかずであった旧第４通学区の将来の生徒数の推移はどのようになっているか答弁を
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求めます。 

 そこで、子供の減少に伴い、坂城高校にも存続の危機が迫っている実情を踏まえて、現在の

坂城高校の取り組みについて質問いたします。 

 続きまして、現在行われている坂城高校のレベルアップに対して、町として工業のみでなく、

他業種の企業などとタイアップして、坂城高校の生徒を町の宝として育てる構想はいかなるも

のなのか質問いたします。 

 また、この先行われるであろう第３期以降の県立高校再編に向け、１０年、２０年先を見据

えて坂城高校存続についてどう捉えているか答弁を求めて、第１回目の質問といたします。 

町長（山村君） 坂城高校存続への取り組みはのご質問につきまして、私からは第２期高等学校

再編に係る町の考えはにつきましてご答弁させていただきます。それ以外の質問につきまして

は、担当課長から申し上げます。 

 現在、県教育委員会では平成３０年代の少子化に対応するため、平成４０年ごろまでをめど

とした第２期高等学校再編について検討を進めており、昨年の７月に開催されました県の定例

教育委員会におきまして、第２期再編計画にかかわる今後のスケジュールが示されました。そ

のスケジュールでは、再編計画の基本理念、方針に関する考え方を含む「学びの改革基本構想

（案）」の公表が行われ、パブリックコメントの実施や若手教員、高校生との意見交換後、今

年３月に「学びの改革基本構想」が策定されました。 

 その中で、坂城高校は旧第４通学区では中山間地存立校として位置づけがされております。

山﨑議員さんのご質問のとおり、今年度は基本構想をもとに旧通学区ごとに、地域との懇談や

教育関係者との意見交換を行っており、当町が含まれている旧第４通学区におきましても、先

ほどお話がありました先月の８月２３日に千曲市あんずホールで地域懇談会が開催されたとこ

ろであります。 

 この県立高校再編に伴う「学びの改革基本構想」にかかわる地域懇談会には私も出席しまし

たが、当日は議員各位を初め坂城高校同窓会の皆様方、教育委員や学校関係者、商工会やテク

ノハート坂城協同組合の皆様など大勢の皆様にご参加いただきました。坂城高校存続に向けて

強い関心を示していただいたというところであります。 

 懇談会では、旧第４通学区の坂城高校、屋代南高校、長野南高校などの高校のＰＴＡ・同窓

会の皆さんから、学びの改革にかかわるそれぞれの高校の思いが発言されました。 

 今回の懇談会をどう思うかという質問でございますが、坂城高校につきましては、同窓会顧

問の臼井さんが坂城高校は長い歴史の中で地域とともに歩み、さまざまな地域事業に参画し、

地域との交流を深めており、地域に欠かせない高校であると力説され、ＰＲの場になったので

はないかと考えております。 

 今年１０月には、旧通学区ごとの再編計画の方向性に関する考え方を含む「学びの改革実施
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方針（案）」の公表が行われ、再度地域懇談会の開催等を経た後、来年３月に学びの計画実施

方針が策定されます。 

 そして、３０年度以降、この実施方針により旧通学区ごとに検討が進められ、まとまったと

ころから具体的な再編計画が策定される予定でございます。現時点では、坂城高校の扱いが具

体化されるのは３０年度以降という状況でございます。 

 さて、坂城高校は組合立農蚕、蚕ですね、学校として創立以来１００余年、時代の要請に応

えて、その立ち位置を変化させつつ歴史を重ね、その間１万１千余の卒業生を送り出し、地域

産業、地域社会に貢献する人材を育成する使命を担ってきたところであります。 

 平成２１年度以降におきましては、「３Ｃでいこう」を合い言葉に、この３ＣのＣというの

はコミュニケーション、コラボレーション、キャリアの頭文字の「Ｃ」でございますが、県下

普通高校に先駆けて、「産業社会と人間」を必修科目として教育課程に位置づけ、地域の企業

との連携を活用したインターンシップ事業等のキャリア教育を軸に教育活動に取り組んでおり

ます。 

 また、坂城どんどんやタイ国研修事業等の町事業への参加や保育園・小中学校・地域との交

流を積極的に行っており、地域の高校として重要な役割を果たしているところでございます。 

 坂城高校では、「心を込めて 心を研き 心輝く」を新たな校訓に、地域と社会に貢献する

人材の育成を目指しております。先ほど申し上げましたとおり、現在は企業・地域との連携を

図っておりますが、地域の立地や特性を生かしたキャリア教育のさらなる充実、地域との連携

強化等が学びの改革の目指す方向とされているところから、坂城高校においてもワイナリーな

どの農業関係についての取り組みにつきましても、今後の展望としているとお聞きしておりま

すので、町といたしましても、高校と連携を図る中で協力・支援をしてまいりたいと考えてお

ります。 

 また、現在では明確な再編計画が示されていない現状の中ですが、１０年、２０年先はどう

なるかという話でございますが、何とも言えないところでありますけれども、坂城高校は町に

とりまして重要な高校であると認識しております。今後におきましても、坂城高校を発展させ

る会の皆さんと連携を図る中で、存続に向けた取り組みを推進してまいりたいと考えておりま

す。 

教育文化課長（宮下君） 私からは、ご質問のありました坂城中学校の進学の状況及び坂城高校

の現状、将来の生徒数の推移などにつきまして、順次ご答弁いたします。 

 まず、坂城中学校の進学の状況ですが、平成２６年度が１３８名、平成２７年度が１５０名、

平成２８年度が１２４名となっており、進学率についてはほぼ１００％となっております。ま

た、進学先につきましては、公立高校に約８割が進学し、２割の生徒については私立高校等へ

進学している状況であります。 
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 続いて、旧通学区ごとの進学状況でございますが、旧第４通学区では、平成２６年度は

４９名、平成２７年度は４６名、平成２８年度が３９名となっており、坂城高校にも平成

２６年度は２２名、平成２７年度は１８名、平成２８年度が１０名の生徒が進学している状況

であります。 

 また、他の通学区の入学状況では、上田市を含む旧第５通学区へは、平成２６年度３９名、

平成２７年度６６名、平成２８年度３８名の生徒が進学し、その他長野市を含む旧第３通学区

や小諸市を含む旧第６通学区にも毎年若干名進学している状況であります。 

 現在の旧第４通学区の現状としましては、今年の中学校卒業予定者１，９９０人が県の予測

によりますと、１４年後の２０３１年には旧第４通学区の中学校卒業予定者が、今年卒業する

１，９９０人より４７５人減少し、１，５１５人となる見込みであります。 

 子供の減少に対して、坂城高校を存続させるための取り組みにつきましては、学校・ＰＴ

Ａ・行政・地域等が一体となり、地域や子供たちにとって、坂城高校が魅力のある高校になる

よう、坂城町の特性を生かした特色あるキャリア教育の充実や地域との連携・協働をより一層

図りながら、多面的に取り組んでいく必要があると考えております。 

 坂城高校では坂城高校の学習プログラムの大きな特徴としまして、学習指導要領にない学校

設定科目として「産業社会と人間」という科目を１・２学年が必修で学習しております。これ

は産業カウンセラーによる定期的な支援・指導を受けながら、町や企業との連携を活用した

キャリア教育を軸に捉えた学習であり、企業見学やインターンシップもこの中に含まれます。

まさに工業の町坂城町にある高校としてのメリットを十分生かした学習であり、将来の進路選

択にもつながるものとして力を入れて取り組んでいるとお聞きしております。 

 また、先ほど町長も答弁申し上げましたが、キャリア教育を核として３Ｃの力をつけ、地域

社会から求められる人材を育成することを目標に、教職員の先生方が取り組んでいるとお聞き

しているところでございます。 

１０番（山﨑君） 町長と課長から答弁をいただきました。それでは再質問に入りたいと思いま

す。 

 まず、第１期県立高校再編に当たりまして、坂城高校が多部制・単位制の候補に挙がりまし

た。そのときは署名活動あるいはのぼり旗を立てて、坂城高校を普通科で残そうと町、ＰＴＡ

並びに町当局も含めて大勢の方にご協力いただきました。当時、私は１回目のＰＴＡ会長を

やっていましたので、皆さん方には大変ご協力をありがとうございました。 

 今回のあんずホールで行われた県の説明会及び懇談会において、今回の旧第４通学区におき

まして、屋代南高校が存続に対する危機感から、多部制・単位制の候補として立候補という形

で手を挙げられました。そこで、この多部制・単位制について教育長の見解をお伺いしたいと

思います。 
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教育長（宮﨑君） 多部制・単位制についてお答えいたします。 

 議員さん言われたようにですね、８月２３日の学びの改革の懇談会の中で、しかも最初の説

明段階において屋代南高校の同窓会長さんが多部制・単位制高校の導入を表明されたわけでご

ざいますけれども、正直申し上げまして大変驚きました。この時点で多部制・単位制の受け入

れということでありますので、本来でしたら、もう少し先でもというふうにも考えたわけでご

ざいますけれども、そこに並々ならない決意というものを感じ取ることができました。 

 ご質問については、県立高校のことでございますので、私の立場でいろいろ申し上げること

はできないので、まずご理解いただきたいというふうに思います。しかし、地元の坂城高校に

つきましては、本当に町にとっても大変重要な高校でありまして、この地で存続してほしいと

いうふうに思っています。 

 ただ、先ほどの多部制・単位制の話ということになりますと、現時点の中では東信に東御清

翔高校というものができています。これは東信の中でも比較的北に近い東御市。そういった中

で北信各地域に多部制・単位制についてはつくっていきたいというような意向もあるやに伺っ

ておりますけれども、北信の中でどこを選択していくかというのは、これからということの中

でですね、屋代南高校ということになりますと、これは北信の南になります。坂城高校はそう

いった間に挟まれるということになりますので、やっぱり坂城高校の魅力を高めるために、先

ほど町長からも、あるいは課長からも申し上げましたけれども、この地域を挙げて取り組む必

要があるなというふうに考えているところであります。以上でございます。 

１０番（山﨑君） 教育長のお話のとおり、多部制・単位制というのは今、旧第５通学区ですね、

東御高校から東御清翔高校になったと。第５通学区、第６通学を合わせて、ほぼ東信地区とい

う形だと思うんですね。旧第１、第２、第３通学区が北信地区の今の現在の第１通学区で、旧

第５、第６通学区を合わせたところが第２通学区という言い方になっています。 

 屋代南高校が手を挙げた部分で、よっぽどの危機感があったという形も事実わかっておりま

す。これは質問というわけじゃないですけれども、私の知り合いの中にも東御清翔高校の多部

制・単位制に行っている子がいます。そういう部分で坂中からもそういう子も多分何人か行か

れるパターンになると思いますけれども、その重要性は私も十分わかっております。屋代南高

校が手を挙げましたけれども、立地的には本当は私は前から申していますけれども、長野市の

中心部にできればいいなという考えを私は持っております。 

 坂城高校野球部、９月９日、昨日かな。土曜日かな。ですね、北部高校と軽井沢高校との連

合、３校の連合で須坂創生高校に１０回サヨナラ勝ちしております。これは一応、私の長男が

野球部出身だったので、一応ご報告ということで。今度は単独チームで勝利できるように願っ

ているところであります。 

 私も昭和４９年に１２学区制が敷かれました。そのときの私は１期生であります。坂中が
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ちょうど第４通学区ですから、私はどうしても行くんだったら、生活圏である上田方面に行き

たかったという部分もありまして、受験生としてやきもきしたことを覚えております。前の年

が、４８年はオイルショックで、４９年にそういうことになって１０月ごろに。坂城高校は、

そうやって生活圏が上田方面もあるという形で調整校という形で、第５通学区の受験も許され

た経緯があります。そうやって県立高校へ進学する中学生においても、その選択肢がこうやっ

て高校改革で減ってしまうというのは、とてもいろいろ苦労する部分もあるんじゃないかと

思っております。 

 １４年後には旧第４通学区において、現在よりも４７５人の中学卒業予定者が減少するとい

うデータがあります。単純に４０人学級としますと、１２クラス分もの中学卒業予定者が減っ

てしまうというわけです。 

 坂城高校存続に向けては、今回の再編においては大丈夫なような気がいたしますが、この先、

坂城高校にも高校再編の大波が押し寄せてくることは明白であります。そこで、坂城高校をそ

の大波から守るために、町としてはどのような手を差し伸べていくのか。現在の子供、ワイナ

リー、いろいろな部分で考えていきたいというお話がありました。本当に坂城町の宝でありま

す。その辺を町長としてはどのように考えているのかお伺いしたいと思います。 

町長（山村君） 次の再編は大分先のことでありますけれども、先ほど申し上げましたけれども、

坂城町にとって非常に大切な高校である。なおかつ、地域と密着しております。また、普通高

校としてではありますけれども、いろんな今後ですね、より実践的な町に特化した科、町にい

るから、こういうプログラムができるというものも開発していただいてですね、揺るぎない高

校にしていただければと思っております。 

 先ほど申し上げましたけれども、平成２１年に３Ｃという、これはコミュニケーション、コ

ラボレーション、キャリア、言わば実践面の３Ｃということを学校の中で位置づけて、頑張っ

てきていただきました。私はここ数年ですね、それはそれとして、もっと学校の校是、学校の

モットーとして心にしみ渡る、学生が入った瞬間から卒業するまで、毎日毎日心に刻む言葉を

学校として決めてもらいたいということで、前の田中校長先生、現在の小林校長先生含めてで

すね、つくっていただいたのが「心を込めて 心を研き 心輝く」、これは校歌から一部とっ

た文字でありますけれども、こういう新たな校是、校訓をつくっていただきました。これでで

すね、将来を見据えた志が高い学生が育っていくんじゃないかというふうに大変期待しており

ますので、そういう意味で町を挙げて応援していきたいというように考えております。 

１０番（山﨑君） この議場にも数名の坂城高校のＯＢの方がいらっしゃいます。私も子供４人

が坂城高校を卒業して、まだ現在１名坂城高校に在学中でありますが、昭和６２年生まれの長

男、そして平成３年生まれの次男、平成５年生まれの次女は町内企業に勤めています。平成元

年生まれの長女は埼玉県で小学校の教員をしております。偏差値重視の高校進学ではあります
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が、坂城高校での伸びしろを伸ばす教育は重要だと私も思っております。地域住民などを含め、

町当局とも連携をとり、坂城高校の存続について考えていきたいと思っております。 

 坂城高校を発展させる会でも、この間私もＰＴＡ会長として７月７日でしたかね、ありまし

たね。そのときに司会を務めたわけですけれども、町長並びに議長からもいろいろな意見をい

ただきました。坂城高校を発展させる会、言うまでもなく、第１期高校再編のときに平成

１７年６月２４日に第１期の高校再編が県のほうから出されました。そのときに坂城高校が多

部制・単位制への候補となったときに署名活動を行い、最終的には２万７，０５８筆の署名を

いただき、当時の同窓会長であった高橋さん、そして副会長だった、今顧問をやっている前会

長の臼井さんと県教委のほうにその要請署名を提出したわけであります。その後、発展させる

会として、今まで至っているのが現状であります。 

 当時の県教委の案でも、北信地区の多部制・単位制を２０年度に北信から１校ということで、

屋代南が候補に挙がった事例がありました。坂城高校は皆様のご協力並びに町当局等の連携を

とり、今に至っています。 

 ここで一つ提案というよりも、なかなか難しい話でありますけれども、第２通学区には工業

高校がありません。第３通学区には長野工業高校、第４通学区には上田千曲高校、そして第

６通学区には今は昔の北佐久農業高校が佐久平総合高校に変わって、あと臼田高校と合併して

工業科があります。本当に坂城町にとって工業重視しているのは事実であります。カリキュラ

ムとして、そういう部分でなかなか難しいけど、工業科が設立できると、本当はいいなと思っ

ております。私も知っている方から聞きますと、工業高校でそういう旋盤等の技術を取得する

と、３級の試験に受かって、資格を取ることができるということが言われています。特に工業

の町でありますから、即戦力としての技術というものは工場も企業も欲しいのではないかと思

います。一から教えるよりも、３級を持っていれば次に２級を受けられると、そういう部分で、

できればそういうことができればいいなという感じでいますけれども、なかなか難しい。 

 また、今はＩＴの時代であります。町長もそちらのほうにはたけている部分があると思いま

す。そこで、今企業と連携という話がありました。町長はＩＴの高校での活用、あるいはそう

いう部分での支援というものはどういうふうに考えているのかお伺いいたします。 

町長（山村君） 先ほどから通告もなしでいろいろ質問をしますけれども、それはそれとしまし

てですね、まず今の現状では、まず今度の再編を乗り切るということですから、ここで工業高

校化とかですね、そういう話を出すとごちゃごちゃになっちゃうと思いますから、当面は今の

普通高校で中山間地、それにつこうということで頑張るということであります。 

 しかしながら、昔の工業高校と違いまして、最近はいろんな総合科目といいますかね、ＩＴ

ですとかハードの技術も入れた総合的な学科をつくるというのも、ご存じのようにたくさんあ

ります。坂城町はグローバルな企業がたくさんあります。ですから、単に昔の旋盤技術だけ
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じゃなくて、グローバルな観点を視野に置いた形でですね、どのような高校生がニーズがある

のか、あるいは大学を卒業してから、また坂城で働くためにもニーズがあるのかですね、それ

はじっくり見きわめていきたいと思っています。昔のような一つのプログラム、一つの科では

なくて、総合的な学科、これにはグローバルな要素も必要だと思います。いろんな要素を考え

てですね、町長としても支援していきたいというふうに思っております。以上です。 

１０番（山﨑君） 町長としても坂城高校は町にとって重要な地位にあると。また支援もしてい

く、いろいろなグローバルな観点、いろいろな視野を持って外に出ていける、社会に出ていく

子供たちを育てるためには、支援を惜しまないというお話で、とても前向きな答弁をいただき

ました。 

 これからまだまだ波が来るでしょう。本当に瀬戸際というところにいってしまうかもしれま

せん。でも、それを食いとめるためにも、今から何かしらの手を打って、坂城高校の存続に向

けて皆さんと協力していきたいと思います。以上をもちまして、私の一般質問といたします。 

議長（塩野入君） ここで昼食のため、午後１時３０分まで休憩いたします。 

（休憩 午前１１時４０分～再開 午後 １時３０分） 

議長（塩野入君） 再開いたします。 

 次に、２番 西沢悦子さんの質問を許します。 

２番（西沢さん） ただいま議長より発言の許可をいただきましたので、通告に従い一般質問を

いたします。 

 最初に、１．公共施設等総合管理計画についてです。 

 人口減少や財政状況に見合った公共施設等の更新、統廃合、長寿命化を進めるための第一歩

となる坂城町公共施設等総合管理計画が今年３月策定されました。私もこの策定にかかわらせ

ていただきましたが、今まで当たり前のように利用してきた道路、橋なども含めた公共施設を

維持管理しながら、将来人口、財政規模、住民ニーズに見合った適正配置を図るという難しい

判断が求められる内容です。 

 私は、この計画がまちづくりの基本になるという思いから、平成２６年９月議会以来４回に

わたり一般質問を行ってきました。今回で５回目となります。いよいよ計画が策定され、個々

の施設の個別施設計画を進める段階になりました。この計画は平成４２年までの１４年間とな

りますが、個別施設計画について住民合意を得ることが成功の鍵だと思います。計画策定の経

過の透明性を高め公開し、住民とともにつくるという考えで進めてほしいと思います。そこで、

次の項目について質問いたします。 

 イとして、その内容はです。 

 県内自治体の公共施設縮減に向けた数値目標の設定状況が８月１５日の新聞報道で発表され

ました。県内自治体の６割に当たる県と４８市町村が縮減数値目標を設け、２９市町村は説明
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なく設定をすると混乱を招く、また住民全体で議論してほしいなどの理由から数値目標の設定

を見送っています。それぞれの市町村の考え方により、建築物の延べ床面積、また維持費、更

新費、あるいは施設全体を対象に縮減の数値を設定しています。当町は２０３０年、平成

４２年度までに建築物の延べ床面積を１０％削減とする目標を設定していますが、その根拠に

ついてお尋ねします。 

 また、この縮減の数値目標を設定するに当たり、平成４２年の将来人口、将来人口推計の

１万３，３７２人をもとにしていると思いますが、最近よく耳にするのが、国も含めて全ての

自治体の人口ビジョンは甘過ぎるのではないかという意見です。とはいえ、これは目標値です

ので、ある程度とはとも思いますが、１４年後の人口が１万３，３７２人を超えているか、あ

るいは大きく下回ってしまうかは予想のつかないことです。計画が動き出すと、変更はなかな

かできないというのも事実です。人口推計の見直しについて、どのように考えているでしょう

か。 

 次に、この計画を取り組むために、施設の情報、更新、改修の計画等の情報を一元管理し、

適切に維持管理が実施できる体制をつくるということですが、具体的にどのような庁内体制に

なるでしょうか。また、最終的には住民合意がされ、初めて計画が実行されるわけです。この

計画の内容について、今までに住民に対して、どのように説明をしてきたでしょうか。 

 次にロとして、今後の計画はです。 

 今年度の計画では個別施設計画策定に向けて基礎資料を作成し、住民とのワークショップを

開催する予定ですが、その進捗状況についてお聞きします。 

 次に、公共施設等総合管理計画の中で、用途廃止し速やかに除去するとした旧学校給食セン

ター、南条集会所についての状況をお聞きします。また、除去する際には、本年度総務省が創

設した有利な起債制度、公共施設等適正管理推進事業債を充てることができるのかどうかにつ

いてもお尋ねいたします。 

 次に、町営住宅につきましては老朽化、耐震性が確保できない、また今後居住予定がない住

宅など問題点は明らかで、適正な維持管理が難しく、すぐに取りかからなければならない状況

です。町営住宅の今後の計画については、個別施設計画の中で検討するのではなく、別の検討

組織を立ち上げ、すぐに計画に入るべきと思いますが、お考えをお聞きします。また最後に、

平成３０年度より個別施設計画に入る予定となっていますが、現在の状況で間に合うのかどう

かについてもお聞きいたします。以上で１回目の質問といたします。 

町長（山村君） ただいま、西沢議員さんから公共施設等総合管理計画についてということでご

質問をいただきました。本テーマは非常に重要であり、また長期にわたるテーマであります。

私からは全体的な考え方についてお答え申し上げまして、詳細につきましては、担当課長から

答弁申し上げます。 
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 公共施設等総合管理計画は、公共施設等の老朽化対策が課題となっている中で、人口減少等

により施設等の利用需要が変化していくことが予想されることを踏まえ、公共施設等の全体の

状況を把握し、長期的な視点を持って更新、統廃合、長寿命化などを計画的に行うことにより、

財政負担の軽減と平準化を進め、最適な配置を目指すものであります。 

 当町は、文化センターなどの文化系施設、小・中学校などの学校教育系施設、保育園・児童

館などの子育て支援施設、役場庁舎などの行政系施設など、大分類１１類型で延べ１１０の公

共建築物のほか、道路、橋梁、下水道といったインフラ施設を保有しております。 

 計画の策定に当たりましては、施設ごとに建築年度、延べ床面積、構造などを精査する中で、

公共施設等の全体の状況を把握するとともに、当町を取り巻く現況や将来の見通しを分析し、

これらを踏まえた公共施設等の管理の基本的な方針を取りまとめ、坂城町の公共施設等総合管

理計画として平成２９年３月に策定いたしました。その内容につきましては、町のホームペー

ジ、「広報さかき」によりお知らせをしてきたところでございます。 

 また、計画の策定段階で、各施設を管理する担当課から施設の状況、維持管理の状況、管理

に関する基本的な考え方を聴取し、素案として取りまとめ、西沢議員さんにもご協力いただき

ましたが、町内各種団体や産業関係者などによる計画策定委員会の意見を踏まえ、まとめたも

のとなっております。 

 計画期間につきましては、国の指針において、少なくとも１０年以上の期間とすることが要

請されており、町の最上位計画である総合計画との整合を図っていくため、第６次総合計画の

最終年次に当たる平成４２年度までの１４年間として設定しております。 

 この計画期間における数値目標につきましては、公共建築物保有量の縮減目標として、施設

保有量を今後１４年間で１０％削減を目指すことといたしました。 

 公共施設等の数量の適正性、品質の適正性、コストの適正性といった観点から、施設の利用

需要や配置なども考慮する中で、施設の更新、統廃合、長寿命化、除去等を計画的に進め、公

共施設等の最適化に努めてまいりたいと考えております。 

 また、計画期間において、社会情勢や国の施策などの変化があった場合には、必要に応じて

計画内容を見直すこととしておりますが、町の第６次長期総合計画の策定にあわせ、人口動向

や施設の管理状況について再確認を行い、総合計画との整合を図ってまいりたいと存じており

ます。 

 今後は、公共施設等総合管理計画の次のステップとして個別施設計画の策定を進めていくこ

とになります。個別施設計画は、施設ごとの特性や維持管理などに係る取り組み状況を踏まえ

つつ、計画期間、対策内容や実施時期などについて定めていくことになりますが、策定に当

たっては住民の皆様の意見やニーズを踏まえたものとするため、現在、長野大学の松下先生に

もご協力いただく中で、公共施設に関する住民向け冊子の作成と町民によるワークショップの
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開催に向けて準備を進めております。 

 国からは平成３２年度までに個別施設計画の策定を求められておりますが、各施設の現状を

踏まえ、効率的・効果的な管理運営に向けて、速やかに策定作業に取り組んでまいりたいと考

えております。 

企画政策課長（柳澤君） 公共施設等総合管理計画について、イ．その内容は、そしてロ．今後

の計画はについて順次答弁申し上げます。 

 まず、公共施設等の管理の数値目標についてでございますが、公共建築物保有量の縮減目標

として、施設保有量を今後１４年間、平成４２年度までに１０％の削減を目指すこととしてお

ります。 

 この数値目標は、将来的に町民１人当たりが負担する施設の維持更新費を抑制するため、施

設総量を段階的に削減していこうということで、町民１人当たりが保有する公共建築物の延べ

床面積を指標として設定しており、平成２７年国勢調査人口１万４，８７１人、平成４２年将

来推計人口１万３，３７２人、現在町が保有する公共建築物の延べ床面積の合計７万

４，５１１．１４ｍ２をもとに算出いたしたところでございます。 

 町民１人当たりが保有する公共建築物の延べ床面積は、平成２７年度が５．０１ｍ２、目標

年次の平成４２年度は推計ですが、５．５７ｍ２となり、その差が１０％となることから、町

民１人当たりが負担する施設の維持費等について、現状維持をしていくために必要な目安とし

て設定したものでございます。 

 なお、道路、橋梁、下水道などのインフラ施設につきましては、生活に必要不可欠な施設で

あり、総量の削減や廃止は現実的でないことから、数値目標は設けておりませんが、計画的な

点検、修繕、更新等を行い、長寿命化を図ることで、維持管理におけるトータルコストの縮減

を目指すことといたしました。 

 平成４２年の将来推計人口につきましては、町の人口ビジョンにおける将来展望人口を用い

ておりますが、その動向によっては、目標設定など計画を見直さなくてはいけない状況も考え

られます。 

 社会情勢や国の施策などの変化があった場合には、必要に応じて計画内容を見直すこととし

ておりますので、町の第６次長期総合計画の策定にあわせて、人口動向を初め計画内容の検証

を行ってまいりたいと存じます。 

 庁内体制につきましては、施設の基礎情報のほか更新や改修に関する中長期的な計画などの

データを管財部門である企画政策課で一元管理し、所管課ごとの縦割りではなく、各課と連携

を図る中で、公共施設等のマネジメントに必要な情報が全庁的に共有できる仕組みや適切な維

持・更新等の管理を実施することができるように、全庁横断的な推進体制の構築を進めてまい

りたいと考えております。 
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 住民への計画の周知につきましては、町ホームページに計画書と概要版を掲載しているほか、 

「広報さかき」４月号において、計画の目標と公共施設の管理に関する基本的な考え方につい

てお知らせをいたしたところでございます。 

 住民とのワークショップの開催に向けた進捗状況につきましては、個別施設計画の策定に向

けた基礎調査業務として、今年度、長野大学に公共施設に関する住民向け冊子の作成と住民と

の合意形成に向けたワークショップの開催について業務委託をしております。 

 今回、住民との合意形成を図る一つの手段としてワークショップに取り組みますが、単に町

民の皆さんから意見を聞く場ということではなく、現在の公共施設等に関する課題を町民の皆

さんと共有し、ともに解決策や方向性を見出せる場にしていきたいと考えております。 

 そのためには、町民の皆さんの公共施設に対する意識の変革が求められ、相当ハードルが高

くなると思われますが、そこを大学の知見にて利用者と管理者の相互理解や話し合いでの論点

整理といったサポートをお願いすることといたしました。 

 現在、町の公共施設等総合管理計画の策定にも携わっていただいた環境ツーリズム学部の松

下准教授にご協力いただく中で、長野大学の学生たちが若者視点で町の公共施設の現状や計画

を町民にわかりやすく伝えるツールとして、冊子などの資料の作成を進めており、ワーク

ショップについては、１２月の開催に向けて準備を進めているところでございます。 

 続きまして、旧給食センターと南条集会所の除却でございますが、南条集会所につきまして

は、今年度実施いたします南条児童館の建設にあわせて除却をいたします。一方、旧給食セン

ターにつきましては、土地の後利用を検討していく中で、平成２９年度から３１年度の実施計

画において、平成３１年度での除却を位置づけているところでございます。 

 次に、公共施設等適正管理推進事業債につきましては、今年度新たに創設された事業債で、

これまでの集約化、複合化、あるいは転用、除却に加えまして、長寿命化、立地適正化、市町

村役場機能緊急保全といった事業も対象とされており、期間は平成２９年度から平成３３年度

までとされております。 

 事業区分により要件は異なりますが、除却事業に関しては充当率９０％で、公共施設等総合

管理計画に基づき行われる事業が対象とされておりますので、町の計画に掲載されている施設

の除却であれば対象となるものでございます。 

 個別施設計画は、来年度から本格的に策定作業に着手してまいりますが、町長から答弁もご

ざいましたが、速やかに策定作業に取り組み、利用者ニーズを捉える中で、最大の効果が得ら

れるように施設ごとのあり方について検討してまいりたいと考えております。 

建設課長（宮嶋君） ロ．今後の計画はの町営住宅についてお答えいたします。 

 現在、町の公営住宅につきましては、平成１３年に建設しました旭ヶ丘ハイツや、平成

２０年に建設しました中之条団地は、昭和５６年の建築基準法施行令の新耐震基準に基づき設
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計・施工されておりますので、耐震性は十分確保されておりますが、旭ヶ丘、網掛、戌久保、

上平団地と横尾団地の一部を含めた団地につきましては、耐用年数の３０年を超えている状況

でございます。また、昭和５６年以前の建設であり、新耐震基準を満たしておらず、耐震化が

されていない状況でございます。 

 このような状況から、町では平成２２年度に坂城町公営住宅等長寿命化計画を策定し、その

計画に基づきまして長期的な視野に立った計画的な修繕を実施してまいりました。 

 耐用年数が過ぎた耐震性を確保できない住宅については、団地内での集約化の推進を考慮し、

これからの跡地利用を含め、計画的に用途廃止、削減を検討しているところでございます。 

 現在、坂城町の公営住宅等のストックにつきましては、民間賃貸住宅の増加や住民ニーズの

多様化により、空き部屋が若干目立っている状況でありますが、今後の需要や地域バランスな

どを勘案いたしまして、既存ストックの適正な維持管理に努めてまいりたいと考えております。 

 個別施設計画は、来年度から全庁的に本格的な策定作業に着手していくこととなりますが、

町営住宅につきましては、坂城町公営住宅等長寿命化計画に基づき、管理等を進めているとこ

ろであり、個別施設計画の策定に当たっては長寿命化計画の再検討、見直しを行い、個別施設

計画に反映させるとともに、国の制度など関連する事業などを取り入れ、安全かつ安心な町営

住宅を提供するよう、町営住宅の長寿命化と適切な維持管理に生かしてまいりたいと考えてお

ります。 

２番（西沢さん） ２回目の質問をいたします。最初に情報を一元管理し、適切に維持管理がで

きる庁内体制というところで、全庁横断的な体制であると。情報管理は企画政策課のほうで行

うというようなお話でございましたが、これ具体的に横断的という、その辺のところは具体的

にどういう考え方なのでしょうか。お聞きしたいと思います。 

 それから、推計人口の見直しにつきましては、第６次長期総合計画の中でというようなお話

ですが、そうしますと第６次長期総合計画のときまでは見直しをしていかないのか。それとも

状況によっては見直しをしていくのかという、その辺の考え方をお聞きします。 

 それから、住民への説明というところで、長大の松下先生にいろいろお願いして、住民向け

の冊子をつくる、またワークショップなども業務委託されているということですが、このワー

クショップに参加する住民、町民は、どんな方法でどんな規模で選ばれるのかどうか。 

 それから、旧学校給食センターについてですが、旧学校給食センターにつきましては、議会

報告会の中でも町民の皆さんから要望が寄せられ、ほかの５項目の要望とともに、この８日、

町長宛てに正式要望したものであります。その中で、有利な起債という面でちょっと私聞き漏

らしてしまったんですが、今年総務省で発表した、その起債は使えないということでしょうか。

ちょっと確認をさせてください。 

 それから、現場を見ていただければ、これはいろんな状況がわかると思うんですけれども、
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計画は３１年計画ということでございますが、後利用については検討は始まっているのかどう

か。 

 それから、維持管理についてですが、これは教育委員会の担当だと思いますが、今の状況を

どのように見ているでしょうか。以上お伺いいたします。 

企画政策課長（柳澤君） 第２回目の質問に順次お答えをしてまいりたいと思います。 

 まず、総合管理計画の推進にあたりまして、全庁的な横断的な組織という部分でございます。

施設の管理につきましては、基本的にはやはり関係課のほうで分担してやっていくような状況

になりますけれども、そういった部分を取りまとめを企画政策課のほうで行いまして、情報共

有といった部分を進めていきたいという考え方でございます。 

 それから、人口推計の見直しといった状況であります。この部分につきましては、基本的に

まず一番近い見直しが間もなく策定となります平成３３年度からの計画になります、第６次長

期総合計画になってこようかと思います。それまでの間でありますけれども、人口ビジョンと

いった部分の様相もあります。また、現在、町の人口でありますけれども、企業活動の状況、

あるいはまた町の各種の政策によりまして、今年に入りまして転入超過の月が続くといったと

ころで、人口減少抑制が進んでおりまして、いい傾向ではあるんですけれども、そういったと

ころを踏まえまして、まずは第６次長期総合計画に向けての見直しというところを第１番目と

考えているところでございます。 

 それから、住民の皆さんが参加するワークショップといった部分の考え方であります。先ほ

ど第１回目の議員さんの質問からもあったとおり、これまで公共施設、皆さん方は便利にご利

用がされてきたと思います。そういったところなんですけれども、今後につきましては、統廃

合あるいは複合化といった考え方を持っていただくというような状況をお示しをしていかなけ

ればいけない状況になってこようかと思います。そういった意識改革というところをやってい

く機会にしたいというふうに考えておりますけれども、当面、ワークショップの参加者につき

ましては、各施設の利用のご代表といったところをまずちょっとご説明をして、情報共有と

いった部分で進めていきたいというところでございます。 

 それから、起債の部分であります。起債につきましては先ほど少し触れましたけれども、今

年度から整備がされました地方債が活用できようかと考えております。除却事業に関しまして

は充当率９０％というところで、公共施設等総合管理計画に基づいて行われる事業が対象と

なってきますので、そこに書かれている事業に関しましては起債の対象になるという考え方で

ございます。 

教育文化課長（宮下君） 旧給食センターの後利用はというご質問でありますけれども、ご案内

のとおり、旧給食センター用地は町道と町道の間で段差もあります。また、中学校に隣接して

いるという場所でもあります。例えば造成して払い下げるとか、中学校の敷地として活用する
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などといったことも考えられるところであります。今後、解体時期も踏まえまして、町全体の

公共施設等管理計画を進めていく中で検討してまいりたいと考えているところでございます。 

 また、旧給食センターの維持管理でございますけれども、食育学校給食センターの所長、ま

た必要によって課員も一緒になり、草刈り等行っております。また、必要に応じて修繕等も行

い、維持管理に努めているところでございます。 

２番（西沢さん） 推計人口の見直しにつきましては、近いところで平成３３年の第６次長期総

合計画に向けてという内容でございます。計画の基礎になるのは人口ですので、人口動向を細

かくチェックして、正確な数字を反映させていただきたいと思います。 

 それから、住民への説明というところで、今までの計画について、例えば文化センター、保

健センターについては老朽化であるとか維持管理、町民ニーズの点から、今後どうしたら一番

いいでしょうかと、そのようなことを考える計画が始まりますという、そういう具体的な計画

の内容を説明されてきたかというところがちょっと疑問に感じました。 

 そしてワークショップについて、まず利用者の代表の方ということですが、この利用者の代

表の方々だけの話では多分まとまらないと思いますけれども、その後のまとめていく過程では、

どういうお考えでいらっしゃるかお伺いいたしたいと思います。 

 それから、これは計画について一番初めにお聞きすればよかったと思うんですが、町全体の

グランドデザインをどのように考えていくかということです。町内公共施設や町有地などにつ

いて、町民の皆さんからはいろいろな意見をお聞きしています。まずその全体の構想を考えた

上で、個々の公共施設の計画に入るほうが、それが順序ではないかというふうに思うんですが、

この点については、どのようにお考えでしょうか。 

企画政策課長（柳澤君） まず、住民の合意という部分であります。先ほども少し触れましたけ

れども、これまで個別に施設利用をされてきたというような状況があります。そういった部分、

現在、人口の減少は抑制されている傾向ではあるんですけれども、将来的にはやはり高齢化が

着実に進みまして、生産年齢人口が減少していくことから、財政の面での影響が懸念され、そ

の一方で、施設管理の維持管理には必ず費用がかかってくる、こういったところをまず住民の

皆さんに説明をする中で、理解を得ていきたいという考え方でございます。 

 ワークショップは当面、今年度につきましては行いますけれども、次年度以降個別計画の策

定といった中で、必要に応じまして公共施設等総合管理計画で行いましたような外部の方々の

有識者の方々にお集まりをいただいて、説明をしていきたいというふうに考えているところで

ございます。 

 それから、全体構想という部分であります。公共施設等総合管理計画の部分でありますけれ

ども、町の将来の最適化をどのように行っていくのかという部分で、これからの公共施設につ

きまして更新をしていくのか、長寿命化による維持管理を図るのか、また機能を集約できる施



 

－ 88 －  

設について統合などをする全体構想を描く中で、効率的な住民サービスの提供が必要と考えて

いるところであります。 

 この部分でありますけれども、どの施設につきまして大規模改修などで長寿命化によりまし

て管理をしていくのか、あるいは数ある施設のどの施設を統合、複合化していくのか。特に町

には文化施設あるいは社会教育、学校教育施設、また保健福祉施設ですとか子育て支援の施設

といったいろんな分野の施設がありますので、どの分野を統合あるいは複合化していくのかと

いうような部分、さまざまな組み合わせがございますので、その方向づけもかなりハードルの

高い作業となるような状況でございます。これにつきましても、個別施設計画の策定にあわせ

まして、まず庁舎内の関係各課、全体と連携を図りながら、構想を描いてまいりたいと考えて

おります。 

２番（西沢さん） 済みません、もう一つ。町営住宅についてお伺いいたします。今のご答弁で

町営住宅等長寿命化計画の中で集約化、用途廃止を検討していくというお話でございましたが、

それも平成３２年までに個別施設計画が策定されるのに合わせて、その辺を完了させていくの

かどうかという、その点についてお伺いいたします。 

建設課長（宮嶋君） 再質問についてお答えいたします。坂城町公営住宅等長寿命化計画につき

ましては、この計画をもとにですね、個別施設計画のほうに移行するような形で検討しながら、

その中に繰り入れて、再度検討して見直しを図っていきたい、そういうことでございます。 

２番（西沢さん） 個々の公共施設につきましては、それぞれに利益、不利益、使う人にとって

もありますし、意見集約というのはとても難しいことだと思います。経過の透明性を高めて、

住民合意を図りながら進めることが大切だと思います。非常に労力のかかる計画ですが、最後

まで計画が完成できるようにお願いしたいと思います。 

 次に、２としてがん対策についてお伺いいたします。 

 今、国民の２人に１人ががんにかかり、毎年およそ１００万人が新しくがんと診断されると

言われています。そして、あらゆる病気の中で最も死亡率も高く、死因の第１位を占めていま

す。このような状況の中で、がんを一つの病気と捉えるのではなく、町民の健康対策の一番の

柱として取り組んでほしいとの思いから、この質問をいたします。 

 イとして、がん予防についてです。 

 国民の誰もがかかる可能性のある病気ですが、がんの危険因子を減らすために、まず予防が

大切です。町の健康づくり計画では、がん予防のために生活習慣の改善が必要とした上で、が

ん予防に努める人を増加させる。また、その対策として健康教育、健康相談の場面を通じて指

導するとしていますが、この健康教育、健康相談の具体的な取り組みについてお聞きします。

また、その成果についてもお尋ねいたします。 

 次にロとして、がん検診についてです。 
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 「広報さかき」９月号にも保健センターだよりの中でがん検診を取り上げています。最近の

医療の進歩は目覚ましく、早期発見、早期治療により、およそ９割以上の人が治ると言われて

います。初期にはほとんど自覚症状がないことから、検診による早期発見が重要なことは誰で

も承知していることと思います。 

 「血液１滴、がん１３種診断。体への負担少なく、早期発見で医療費削減」新聞記事のこの

見出しを見て、がん検診技術もついにここまでと思いましたが、実際に検査法として利用が始

まるのは数年先になるようです。現在のがん検診は受けるのが苦痛、また痛みを伴う、お金が

かかるなどの理由でなかなか受診率が上がらない現状があります。 

 そこで、受診率向上に向けて質問をいたします。初めに、当町の検診の状況についてお聞き

します。２８年度の各種がん検診の状況について、受診率とがん発見数は。また精密検査を要

する人で、受診しなかった人はいたのでしょうか。 

 次に、過去３年間で受診率がアップしたものについて、その理由をお聞きします。次に乳が

んについて、罹患率のピークが４０代後半で、ほかのがんと比べて若く、働き盛り、子育てと

女性にとって一番忙しい時期と重なるため、検診を受けることについて特に３０代、４０代の

女性にはハードルが高いのではないかと思います。この年代の女性も含めて、特別に配慮した

受診勧奨が必要と思いますが、乳がん検診の受診勧奨について、３５歳の節目検診のほかどの

ような方法があるでしょうか。 

 次に、がん検診全体の受診率向上の取り組みについて具体的にお聞きします。ハとしてがん

教育についてです。 

 文部科学省は平成２６年より、がん教育のあり方に関する検討会を設置し、がんは誰でもが

かかる可能性のある病気、タブー視することなく正しい知識を学ぶべきとして、モデル事業を

実施してきました。その背景には家族のがんを子供にどう伝えたらいいかという、実際に現場

の声があったと聞いています。そしてその目的は予防と早期発見であります。 

 また、次期学習指導要領に取り扱いが明記されると聞いております。神戸市の中学校で行わ

れた、がん専門医による授業の一部がテレビで放映されました。「健康な大人の体の中では毎

日数千個のがん細胞が生まれている。そのうち自分の免疫をくぐり抜けた細胞ががん化し、

１年でおよそ１００万人のがん患者が生まれるが、早期発見による早期治療により、９割以上

が治る」との話が印象的でした。この授業を受けた生徒の中には、「両親に検診を受けてほし

いと話す」また「自分も受診できる年齢になったら、検診を受けるつもり」などとコメントを

していました。 

 このように、がん教育はがん予防対策に大きな効果があると思います。町内小・中学校の取

り組みについてお伺いいたします。以上で１回目の質問といたします。 

福祉健康課長（伊達君） ２．がん対策について、私からは、（イ）のがん予防についてと
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（ロ）のがん検診について順次お答えいたします。 

 厚生労働省によりますと、我が国のがんによる死亡者数は年間３０万人を超え、３人に１人

ががんにより亡くなっているという統計が示されております。当町におきましても、平成８年

以降、町民の死亡原因の１位はがんとなっており、がんの予防と早期発見、早期治療が重要と

考えているところでございます。 

 また、国立がん研究センターなどの研究により、生活習慣とがんの関係が明らかにされ、生

活習慣の改善で多くのがんの予防ができるとの報告もされております。 

 町の健康づくり計画「すこやかさかき２１」では、がん予防として生活習慣を改善し、がん

予防に努める人を増加させるための対策として健康教育、健康相談を通じて指導を実施すると

しております。 

 ご質問の健康教育、健康相談の具体的な取り組みにつきましては、健康教育としまして生活

習慣の改善で多くのがんが予防できることから、生活習慣の予防・改善の大切さを知っていた

だくために、平成２６年度、２７年度に地区健康づくり講座を町内全地区で開催し、平成

２８年度におきましては、生活習慣の予防・改善のきっかけづくりを目的として、生活習慣

チャレンジ教室を年８回開催いたしました。 

 この教室開催の成果といたしましては、受講された方へのアンケート調査で、８９％の方が

教室で学んだ減塩や運動を実践していると回答され、また、５６％の方が健康状態がよくなっ

たと回答されており、ご自身の生活習慣の見直しができ、健康意識の向上が図られているもの

と考えており、今後も引き続き生活習慣を改善し、がん予防に努める人を増やすために、がん

予防とがんの早期発見の重要性の啓発に努めてまいりたいと考えております。 

 また、健康相談につきましては、ただいま申し上げました地区健康づくり講座や生活習慣

チャレンジ教室において、受講後などに個別の相談にも応じているほか、さらに特定健診の結

果報告会や保健センターへ直接お電話をいただくなど、個別の相談にも対応をしているところ

でございます。 

 続きまして、（ロ）のがん検診についてお答えいたします。 

 平成２８年度のがん検診受診率とがん発見数につきましては、胃検診が受診率７．２％、が

んの発見者数は１人。大腸検診が受診率２５．３％、がんの発見者数は３人。子宮がん検診が

受診率１８．８％、がん発見者数はゼロ。乳房検診が受診率２１．２％、がん発見者数は２人。

肺がん検診が受診率２２％、がん発見数ゼロ。前立腺がん検診が受診率２２．５％、がん発見

者数は１人でございました。 

 また、要精検者で再検査を受診されなかった人数につきましては、胃検診が４３人中６人、

大腸検診が６９人中１４人、乳房検診は２７人中１人、肺がん検診が４６人中４人、前立腺が

ん検診が２５人中７人で、子宮がん検診での未受診者はおりませんでした。 
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 過去３年間で受診率がアップした検診につきましては、前立腺がん検診と乳房検診でアップ

をしており、その要因といたしましては、国・県・町などによる予防と早期発見のための啓発

活動に加え、前立腺がん検診は町の特定健診や一般健診の集団健診の際に行われる検診で、血

液検査でがんの可能性を調べることができるため、その手軽さも受診率の向上につながってい

ると考えております。また、乳房検診につきましては、最近のマスコミ報道などにより、一層

関心が高まったことも要因の一つと考えております。 

 また、国立がん研究センターの統計によりますと、乳がんの罹患率は３０歳代から増加し、

４０歳代後半から５０歳代前半がピークとなり、その後は減少傾向にあります。 

 このことから、当町では３５歳の節目年齢の方は超音波検診による乳房検診の自己負担を

２，２００円のところ１，２００円で受けられる受診券を配布しているほか、４０歳の節目年

齢の方には、国の補助事業を活用してマンモグラフィー検査による乳房検診の自己負担を無料

とするクーポン券を配布し、受診勧奨を行っております。 

 また、４０歳代の女性は子育てや仕事などで検診に来られない方もおられますので、受診時

間を予約制とし、極力お待たせをすることのないよう、受診される皆さんのご希望の時間をお

聞きしながら受診しやすい体制づくりに努めているところでございます。 

 また、今後休日や夕方の時間帯の検診についてのご要望がありましたら、委託先であります

長野県健康づくり事業団と検討してまいりたいと考えております。 

 次に、がん検診全体の受診率向上の取り組みにつきましては、町民の皆さんの健康意識の向

上に向けた健康づくり講座などの実施や広報紙、町ホームページ、有線放送などで広報・啓発

活動を行うのに加え、今年度から大腸検診を胃検診の際にも行えるセット検診や町内の医療機

関と委託契約を締結し、町内医療機関で個別に大腸検診ができるようにいたしました。 

 また、がん検診未受診者への受診の勧奨通知を送付するなど、受診率の向上に向けての取り

組みを進めてまいりたいと考えております。 

教育文化課長（宮下君） 私からは、がん教育の小中学校での取り組みについてお答えいたしま

す。 

 現在の学校におけるがん教育にかかわる健康教育では、生涯を通じてみずからの健康を適切

に管理し改善していく資質や能力を育成することを目指して実施されているところであります。

小学校の現行の学習指導要領では、保健の授業の中で病気の予防について理解できるようにす

ることを目標としており、がんなどの生活習慣病などの生活行動が主な要因となって起こる病

気の予防や、がんの原因とされる喫煙、飲酒などの行為は健康を損なう要因となることなどを

学んでいます。 

 また、中学校においても、同じく学習指導要領の中で健康な社会と疾病の予防について理解

を深めることができるようにすることを目標に、がんに関係があるとされる生活習慣病や飲酒
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や喫煙の影響について授業で取り扱っており、保健の授業のほかに道徳教育でも「いのちの教

育」として、個人の健康は、健康を保持増進するための社会の取り組みと密接なかかわりがあ

ることを学んでいます。 

 がんは一生のうちに日本人の２人に１人がかかり、死亡原因の第１位を占める体の病気です。

家族はもとより、子供自身ががんに冒される可能性も少なくありません。そのようなことから、

次期学習指導要領には中学校の保健分野で生活習慣病のがんを取り扱うことが明記されました。 

 町といたしましても、日本人の死亡原因として最も多いがんについて、がんそのものの理解

やがん患者に対する正しい理解を深めるため、学校教育においても、がんについて学び、正し

く理解し、適切な態度や行動をとることが求められていることから、健康と命の大切さを育む

という視点に立って、引き続きがん教育の指導に取り組んでいきたいと考えております。 

２番（西沢さん） がん対策について、２回目の質問をいたします。今、ご答弁の中でちょっと

驚いたというか、要精検の方で精密検査を受けておられない方が胃検診では４３人中６人、大

腸検診では６９人中１４人と、かなり多い方が受けていないということなんですが、こういう

方々についてどのような働きかけをしてきたでしょうか。 

 それから、もう一つは乳がん検診の受診者の年齢構成について、わかる範囲で結構ですので、

お答えいただきたいと思います。 

 それから乳房検診、マンモグラフィー検査の結果報告について、前回一般質問を行ったとき

に検査結果の報告は長野県健康づくり事業団に委託をしていて、その内容は異常なし、要精検

に加えて乳腺密度が濃く、マンモグラフィー検査では十分な所見を読み取れません、超音波を

用いた詳しい検査を受けられることをお勧めしますという３種類でお知らせをしているという

ことでした。国ではようやく高濃度乳房と判定された受診者にその内容を知らせる体制を整備

するという方針ということですから、比べて当町の取り組みは本当に先を行っていると思いま

す。この高濃度乳房と判定された受診者には、再度超音波による検査が受けられるよう、受診

料の助成も含めて、その制度をつくってほしいと思いますが、お考えをお聞きします。 

福祉健康課長（伊達君） ２回目のご質問にお答えいたします。まず、要精検者で未受診者の方

についてでございますけれども、私どものほうで把握できた時点で再勧奨ということでご通知

を差し上げているところでございます。 

 それから、乳房検診受診者と年齢構成ということでございますけれども、年代別に２８年度

の受診率を申し上げます。３０歳代が１３．５％、４０歳代が２９．５％、５０歳代が

１８．７％、６０歳代が２６．１％、７０歳代が１１．１％、８０歳代が１．１％ということ

でございますので、がんの乳がん罹患者のピークとなる４０歳から５０歳代の方が全体のおよ

そ半数という形になってございます。 

 マンモグラフィーの高濃度乳腺とされた方への対応ということでございます。今、ご質問に
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ありましたように、私どもでは高濃度乳腺の方にはお知らせとして、検査では十分所見を読み

取れなかったということを記載するとともに、要精密検査ということをお伝えして、できるだ

け早く受診をしていただくようお勧めをしているところによりまして、検査のほうは保険適用

ということでお受けいただけるかと思いますけれども、その自己負担分に対する助成というこ

とについては、今後ちょっと課題とさせていただきたいと思っております。以上でございます。 

２番（西沢さん） 乳がん検診について３０代、４０代が１３．５、２９．５ということですの

で、もう少し受けていただきたいなと思うのが気持ちです。 

 それともう１点、がんリスク検査ということで、血液中アミノ酸濃度測定検査というもので、

がん発症リスクがあるかないかを判断するというものですが、これは１回５ｃｃの採血で男性

は４種類、女性は５種類のがんリスクを評価するものです。平成２７年に私は一般質問を行い

ました。そのときのご答弁の中で、県内では３医療機関が取り扱っているので、一般的ではな

いということと、その後扱っている医療機関が増えればというようなお話でございましたが、

現在、長野県内ではどの程度の医療機関がこれの取り扱いをしているかということをお聞きし

たいと思います。 

福祉健康課長（伊達君） ご質問の件でございますけれども、これは１回の採血で６種類のがん

リスクの予想が可能と言われている血液中のアミノ酸濃度の測定検査ということだと理解して

おりますけれども、今、議員さんおっしゃったように、平成２７年度においては３医療機関が

取り扱っているということでございましたが、現在私どもで把握している状況ですと、県内で

６医療機関ということであります。徐々にということでありますけれども、広がっているとい

うことがうかがえるかと思います。 

２番（西沢さん） がんリスク検査の取扱医療機関が６医療機関ということでございます。この

６医療機関が実際に一般的に認知されているかどうかということは、また見方があるところだ

と思いますが、がんを発見するその検査と、がんにかかるリスクを発見する検査と、この二つ

を合わせて今後がん対策の柱として検討をしていただきたいというふうに思います。それにつ

きましては今後の検討課題ということで、これから先々検討をしていっていただきたいという

ふうに考えております。 

 まとめとして、今回の質問の中で感じたことを申し上げたいと思います。毎日混沌とした世

界情勢や経済状況、また気象状況でも記録的短時間大雨情報、また５０年に一度の記録的な大

雨に関する情報など頻繁に耳に入ります。このようなとき、この町の将来、未来が誰もが住み

続けたい町であるために、今何をしたらいいかと考えるときに少し焦りにも似た気持ちがござ

います。公共施設にしても健康なまちづくりにしても、一歩ずつ前へ進むしかないというふう

に思います。以上で私の一般質問を終わります。 

議長（塩野入君） ここで１０分間休憩いたします。 



 

－ 94 －  

（休憩 午後 ２時２８分～再開 午後 ２時３８分） 

議長（塩野入君） 再開いたします。 

 次に、４番 朝倉国勝君の質問を許します。 

４番（朝倉君） ただいま議長より発言の許可をいただきましたので、通告に従い一般質問をし

たいと思います。 

 当坂城町は戦後の高度経済成長の波に乗り、大勢の企業家の努力が実りまして、製造業の町、

ものづくりの町として発展し、現在に至っております。また、当地は中山間地に位置すること

から、坂城町は田園工業地帯であることを合い言葉に農・工・商のバランスのとれたまちづく

りを標榜し、現在に至っているということも言われております。 

 しかし、時代が変わりまして、現在は少子高齢化の時代となり、人口減対策がどの市町村で

も真剣に考え、それを克服するためにあらゆる施策を用いて生き残りをかけた競争が熾烈に展

開されている現況でございます。 

 我が坂城町におきましても、この競争に打ち勝ち継続して発展をするためには、いろいろな

施策の展開が必要と考えているところでございますが、その施策が町内外の皆様から支持して

いただくことが大変重要なことだというふうに思っております。優秀な技能、技術集団である

ものづくりの町としての魅力や、先人が築かれましたブランドでありますリンゴ、ブドウ、バ

ラ、ねずみ大根、お米等が手入れされた圃場、そして豊かな里山の原風景の中で子育ての完備

した町、この要素がマッチングすることで、他市町村との違いを表現し、継続して魅力ある坂

城町の構成ができ、活性化につながっていく必要を強く感じるところでございます。 

 その中で中山間地に立地する我が町としては、農業の持つ多岐にわたる機能を有効に活用し、

住むことが心地よい環境の維持が極めて重要であると思います。農業は極めて地味な産業でご

ざいますが、坂城町の魅力をアップしたり、あるいは構成する基礎を担っているものと考えて

おります。幾ら工業の町で発展しても、あるいは、子育て支援が充実している町であっても、

周囲の田畑や里山の荒廃が多くなれば、町外の皆様から支持が得られません。特に今盛んに叫

ばれている少子高齢化時代の進展する中では、その感を強く、繰り返しになりますけれども、

持つものでございます。このような考え方から、今回は農業の振興について重点的に２項目に

絞って質問させていただきたいと、こう考えます。 

 第１の質問は、ワイナリー形成事業であります。 

 ワイナリー形成事業は山村町政となり、町の将来の夢に向けた事業として展開をされていま

す。今近隣の他市町村でも盛んに地方創生あるいは村おこし、町おこしといった言葉の中でワ

イナリー形成事業が千曲川ワインバレー構想というようなことで、本当にいろいろな市町村が

競争でこの事業の成功を担いながら活動しております。 

 そういう中におきましては、やっぱり町もぜひ名乗りを上げた以上、他市町村に伍してこの
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競争に勝っていく必要があります。それには町としての特色や独自性というものを確立してい

かなければ、この競争には勝ち残れないという感も強く持つものでございます。 

 そこで、ワイナリー形成事業も一応１０年間というふうな大きな時代の期間の設定をして推

進をしているわけでございますが、植栽を始めてから今年で５年を迎え、一応事業の中間点に

差しかかろうとしています。そういう面ではいろいろな実験を経ておりますので、一応将来を

想定できるんじゃないかというようなことから、以下の質問に入りたいと思います。 

 イといたしましては、５年間の実証栽培試験をまとめてですね、栽培技術として坂城町にお

いては一番特色がある品種は何か。そして栽培技術上もいろいろ課題はあると思うんですけれ

ども、栽培技術上あるいは採算性を含めて推奨できる品種は何か。大まかに赤系、白系とあり

ますけれども、それらを含めて見解を伺いたいというふうに思います。 

 ロといたしましては、ワイナリー形成事業の後半に向けての方向づけでございます。 

 現在、坂城町には私どもの出身者でございますイトーヨーカ堂の伊藤会長さんがいらっしゃ

いまして、生食用のブドウでは坂城のブドウということで、巨峰ということで、本当に大都会

でブランド化に成功しております。そういう面では現在、生食用の栽培農家が大変多いわけで

ございますけれども、一方、高齢化もしております。そしてまた後継者も十分な充足率はござ

いません。あわせて、これから省力栽培によって大規模化ができるワイナリー事業が進んでき

ているということになりますと、坂城町のブドウ栽培の産地形成について、生食用とワイナ

リーをどんな形ですみ分けをさせて振興していこうとお考えになっているのか。特に上沖土地

改良区の中沢会長の言葉をお借りしますと、あと三、四年で生食用の重立った栽培農家がほと

んどリタイアするというふうに書いてございます。ということになりますと、その引き受け等

がということが、これから坂城町にとっては大変関心の多いところでございます。そういうこ

とについて、町として振興策をどうしようとしているのか、考え方をお聞きしたいと思います。 

 ハといたしましては、小規模ワイナリー向けの機器の開発についてというテーマでございま

す。 

 坂城ならではの付加価値の高い、しかも特色のあるワインをつくるということにつきまして

は、大規模ではなくて小規模でワインができる機器が必要じゃないかというふうに考えます。

今、青木村のワイン工場を見てきたこともあるんですけれども、本当にヨーロッパから輸入し

ている機械でございますので、そこで醸造をやっている技師の方にお聞きしても、こんなにで

かい機械は要らないんだと。もっと小さくて小回りのある機械がいいんだというふうなことも

おっしゃっております。特にこの千曲川ワインバレー構想をしているところでも、この地域で

ワイナリーを開設しようとすると、そんなに大きな規模の機械じゃなくて手ごろな機械がいい

んじゃないかなというふうに、私は専門じゃないので、そう思うわけですが。 

 そうなってきますと、やはり坂城町はものづくりの町ということもございますので、町の製
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造業の皆様のご協力をいただいて、機器の開発をする考えがないかどうか、これについてもひ

とつご見解をいただきたいと思います。 

 あわせてもう１点、この機器の開発については提案をしたいと思うんですが、果樹ですね、

ブドウ酒をつくる場合はブドウジュースとそれから糖分を入れるワインというものがあるんだ

そうですけれども、果樹がこれだけ盛んな地域でございますので、ジュースの加工設備がぜひ

欲しいというふうに思っておるわけです。私も毎年ブドウジュースをつくって、販売はしてい

ませんけど、個々の皆さんにお配りしたりしているんですが、今自分のブランドで発売する

ジュースをつくるには、この近辺では飯田の小池先生のところにお持ちしていかないと販売で

きるジュースはできないんです。 

 そういうことからすると、ジュースの果汁を搾る、ジュースをつくる機械もワイナリーの機

械の前半の部分をカバーする機械があれば、ジュースが加工できますし、その機械ができます

と、はね出しのようなリンゴやブドウや果樹もですね、ジュースとして販売できる。農家の付

加価値の向上になるというようなこともございますので、あわせてこの辺の機器の開発をした

らどうかということをご提案し、あわせて見解を求めたいというふうに思います。 

 ２でございますが、今年町内の若い起業家の皆さんがワイナリーを始められるという、大変

うれしいニュースが入ってきております。そうしますと、やっぱりまだこの地域でワイン文化

の形成という言葉、大変まだ緒についていないというふうに私も判断しております。できるこ

とならば、そういう皆さんの応援をするというようなことで、町を挙げて乾杯条例のようなも

のをつくればよろしいんでしょうけれども、それもちょっとまだ時期尚早というふうなことも

ございまして、ワイン文化を形成する施策として、何か町で計画する事項があるかどうか、こ

れもあわせてご質問をしたいと思います。第１回目の質問については以上であります。 

町長（山村君） ただいま朝倉議員さんからワイナリー形成事業ということで、イからニへ大変

幅広く多岐にわたって質問をいただきました。若干お時間をいただきまして、順番に私のほう

から答えたいと思います。 

 今お話がありましたけれども、当町の農業環境は特産である巨峰ですとかシャインマスカッ

トなどのブドウやリンゴなどの果樹栽培を筆頭に、水稲や施設園芸による花卉など、地理的要

件を生かした多彩な農業生産が展開される一方、高齢化や担い手不足などの影響で荒廃農地が

増加しているという現状がございます。 

 こうした状況の中で、ワイナリー形成事業につきましては、将来的なワイン用ブドウの産地

化など１次産業にとどまらず、ワインによる６次産業化、他産業への波及とあわせて、町の活

性化につながることを目的として、平成２３年度に関係団体の皆様で構成する検討会の中で、

今後の取り組みについて検討を開始いたしました。 

 ２年目となる平成２４年度には、ワイン用ブドウの品種適性の実証と栽培技術の習得などを
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目的といたしまして、四ツ屋地籍に試験圃場を設けるとともに、ワイナリー形成事業に伴う農

業の担い手を公募し、２名を選考いたしました。 

 以降、農業支援センターさんとともに担い手などと連携し、サントリーワインインターナ

ショナル株式会社の技術指導のもと、ワイン用ブドウの栽培管理などの事業を進めてまいりま

した。 

 また、この年より、ワイン文化の浸透を図る目的として、坂城産の巨峰を使用した巨峰ワイ

ンを国内で唯一ワイン学科のあります山梨大学の日本ワインの権威で名教授が社長を務められ

たフジッコワイナリーに醸造をお願いして、坂城町振興公社により商品化をいたしました。 

 商品には、ロゼのほかスパークリングワインもラインナップに加え、継続販売を行っており、

現在では坂城産巨峰ワインシリーズとして広く定着しつつあります。 

 スパークリングワインは本格ワインとして評価が高く、またロゼにつきましても毎年改良を

加える中で非常に好評をいただいており、今後もワイン普及啓発の一翼を担う商品になると考

えております。 

 さて、実証試験の３年目を迎えました平成２７年度は、約７００ｋｇのワイン用ブドウを収

穫する中、当初より栽培指導を行っていただきましたサントリーに試験醸造を委託し、でき上

がったワインを平成２３年度に組織をいたしました検討会や関係者の皆さんにご試飲いただき、

感想やご意見をいただくとともに、醸造元のサントリーからブドウ及びワインの分析と品質評

価を実施していただきました。 

 サントリーの評は、まだ若木ではあるけれども、ほかの有名な産地と比較して全く遜色のな

いレベルで、潜在能力も十分あり、成木になったときが非常に楽しみであるという、高い評価

をいただいたところであります。 

 また、実証試験の４年目を迎えた昨年度、平成２８年度につきましては、約１，３００ｋｇ

を収穫する中、引き続きサントリーに醸造をお願いし、坂城町振興公社により、赤・白、２種

類のワイン「坂城プレミアムワイン」を商品化し、販売を開始いたしました。 

 今年３月には、この坂城町振興公社と町が連携を図り、さかきワイナリー形成推進事業検討

委員会を開催する中、坂城プレミアムワインの試飲にあわせまして、地元食材等を使用したワ

インに合う料理の試作及び試食を行いました。 

 また、町内での具体的な動きといたしまして、担い手を含むワイナリー創業を計画する若者

が法人を設立し、事業を展開する意向があることから、その計画及び今後の展望などをご説明

いただきました。会議では委員会メンバーからも応援していく声が数多く出されました。 

 この若者たちは、これまでの５年間の試験圃場における実証試験のデータなども参考に、生

産規模や事業形態など工夫をする中で、採算性につきましても十分期待が持てると考えている

ところであります。 
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 同席していただいたサントリーからは、試験圃場での実証試験を含めたこれまでの取り組み

とともに、ブドウの分析結果、及びワインの評価についてのご報告をいただきましたが、その

中で赤系の品種であるカベルネ・ソーヴィニヨンは、長野県内でも坂城町が一番良質なブドウ

が栽培でき、産地として有名になることも十分可能であるとの具体的な評価もいただきました。 

 また、白系の中のリースリングという品種につきましては、ほかの産地とは違った坂城町の

特徴が出ており、独自のブランドとして確立できる要素があるという評価をいただいておりま

す。このリースリングというのはドイツ系の高地でつくられる白ワインですね。 

 また、以前から申し上げておりますが、サントリーにつきましては、世界的に見ても高品質

なワインづくりに取り組んでおられます。特に産地にこだわり、国産ブドウを使用したジャパ

ンプレミアム産地シリーズは、輸入ワインとは別格の位置づけの商品として提供しておられま

す。また、世界各国の名門ワイナリーの経営に携わるなど、グローバルなワインビジネスを展

開しております。 

 このように、国際的にもレベルの高いワインづくりをしておられるワインメーカーと直接か

かわり、国際レベルの視点を持って、今回特定の品種について具体的に評価いただけたことは、

今後の産地化に向けた取り組みを含め、ワイナリー形成事業を推進していく上で大きな原動力

になるものと考えております。 

 ワイナリー形成事業の今後の展開につきましては、先ほど、担い手を含むワイナリー創業を

計画する若者が設立した法人について申し上げましたが、今年度中にワイナリーとレストラン

の施設整備に着手し、来年の収穫時期までには創業予定と聞いております。 

 レストランでは、坂城産の食材を積極的に使用するというお話もいただいており、ワイナ

リーで醸造したワインについては、レストランで提供するほか、広く販売を予定しており、坂

城町をＰＲしていきたいというお話も伺っております。 

 また、近い将来、坂城町の品種であるリンゴを使ったシードルの製造も予定しており、用途

に合わせた設備投資も計画しているということで、ワインのブランド化、６次産業化を含めた

ワイナリー形成事業の中心的存在になると考えております。 

 こうした動きのある中で、町の施策にて必要なこととして、ワイナリー創業に関する支援策

の展開があります。創業の際は資金調達が必要となりますことから、これまで融資制度の相談

など、人的な支援を行ってきたところであります。 

 融資以外の資金調達の方法といたしましては、インターネットを媒介する、いわゆるクラウ

ドファンディングの利用も可能なことから、新たな創業支援策として、今年度よりクラウド

ファンディング活用支援補助事業を創設いたしました。この制度につきましては、ワイナリー

だけではなく、中小企業や個人事業主等の創業や新規事業開拓にかかる支援策としてもご利用、

ご活用いただけるものとなっております。 
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 また、ワイナリー形成事業を進めていく上で最も重要であることは、ワイン用ブドウの産地

化であると考えております。町内でのワイン用ブドウは、当初、試験圃場がある四ツ屋地籍だ

けでしたが、これまでに中之条、南日名、入横尾に広がり、現在２．８ｈａが整備されており

ます。 

 町では産地化を目指し、生産者の発掘やワイン用ブドウの苗木及び棚の敷設など、資材等の

購入補助などをこれまで行ってきましたが、新たな支援策を講ずることとして、今年度より、

荒廃農地や低利用農地を対象として農地再生や土壌改良を実施するための荒廃農地等再生利用

補助事業を創設したところであります。 

 これらの支援や助成制度等を有効にご活用いただくことで、高齢化や担い手不足などの影響

等により増加した荒廃農地の解消や栽培面積の面的な広がり、生産者の確保などにつながって

いくことを期待するところであります。 

 また、町の農業の基幹である果樹栽培の中でも、生食用のブドウにつきましては、巨峰のほ

かシャインマスカットやナガノパープルなどの生産意欲が高く、農業の農産物販売額全体の

６割を占めるほどでありますが、地域で培ったブドウ栽培の技術力はワイン用ブドウ栽培に

とっても必ずや生かせるものと思われます。また、今後の情勢や生産者の動向によりましては、

将来的に省力化や経営規模拡大の取り組みが可能なワイン用ブドウへの転換も見込まれるとこ

ろであります。 

 また今回、ワイナリー創業を計画する若者が法人をつくり、事業を展開するという仕組みで

農業に参画する手法がとられますが、法人化へ移行する取り組みは将来的に地域農業を維持す

るためにも期待されるところであります。 

 続きまして、ワインの醸造やジュース加工などができる機器の開発についてでありますが、

本町は中小企業が集積する工業を中心とする、「ものづくりのまち」として産業振興とともに

発展してきたところであります。 

 ワイナリー形成事業につきましても、ものづくり技術の高度化、高付加価値化や技術を生か

した新たな視点での産業といった観点から、町内の工業技術、たくみのわざを生かした参画や

連携などを考える中で、ワイン用ブドウを搾るための搾汁機等の開発につきましても、企業の

皆様にもご相談をしてきたところでもあります。 

 町内の産業連携を見える形で具現化するというストリー性や町内企業のＰＲにもつながるこ

と、また、町内にとどまらず、ワイナリー創業に関連した周辺市町村などからの需要も見込ま

れるところですが、一方で需要の数量というところでは、やや課題もあるかと思われるところ

であり、そういった部分も踏まえながら引き続きご相談していきたいと考えております。 

 また、ワイン文化の形成ということですが、これまで坂城産の巨峰を使った巨峰ワインシ

リーズにつきましては、町内外のスーパーやコンビニエンスストア及び町内企業販売を進め、
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坂城ワインを皆さんに広げてまいりました。 

 また、ばら祭り、あるいは「あいさい」でのねずみ大根まつり、坂城駅前でのふーど市、農

協のぶどう祭りなどでは、主催するお祭りの実行委員会やあるいは商工会等のご協力をいただ

き、お披露目や試飲販売を通して、ワインを意識していただくとともに、町外においても東御

ワインフェスタや千曲市のうまいもの物産展などで坂城ワインのＰＲを行い、町内外にワイン

文化の浸透を図ってまいりました。 

 また、町と振興公社が連携を図り、独自に開発したワインセミナーやプレミアムワインの販

売にあわせまして、テイスティングとマリアージュ、これはワインと食べ物を組み合わせると

いうことですけれども、マリアージュの基本についてのセミナーの開催などのほか、千曲川ワ

インバレー特区連絡協議会でのワイン講習会や交流会なども行う中、町民の皆さんにもご参加

いただいたところであります。こうした機会には、より多くの町民の皆さんに参加いただくこ

とで、ワイン文化が一層広がっていくものと考えておりますので、今後も引き続き取り組んで

まいりたいと考えております。 

 ワイナリー形成事業につきましては、ワイン用ブドウの生産から醸造、販売などさまざまな

産業が結びつく事業展開となり、多くの時間や工夫が必要となります。今後も産業と地域の活

性化を図るため、ワイナリー形成事業を通じ、将来に向けて「ワインのまち 坂城」が形成で

きるよう事業展開を図ってまいりたいと考えております。 

４番（朝倉君） いろいろなお話をありがとうございました。再質問をさせていただきますが、

ワイナリー形成事業の機器の開発のことで、これから前向きに検討していきたいというふうな

話がありましたが、私は提案としてですね、今、埼玉工業大学、金沢工業大学、信州大学、長

野大学というような大学といろいろな連携を含めて、いろいろな取り組みをしております。坂

城町にはテクノセンターという一つの機関もございますので、ぜひ私はこの際にですね、産学

官合同で何か形のできることをやることも、町としては非常に重要なことだというふうに思っ

ておりますし、ワイナリー形成事業ということをこれから始めていきますと、新しい商業の展

開も視野に入ってくるんじゃないかというふうなこともございますので、ぜひお願いしたいこ

とは、今提携している大学とですね、強力にこの問題について連携して、何か新しいことにぜ

ひチャレンジしていただきたいというようなことを考えているんですが、町長の見解をいただ

きたいと思います。 

町長（山村君） 私はワインを始めたらどうですかと、皆さんと相談し始めた平成２３年、

２４年、そのころから町の企業経営者の１人は、このワインというものは非常に裾野の大きな

ビジネスで、部品点数も数万点を超えるようになると、いろんな種類のができると、それでな

おかつほとんどの人がイタリー製とかオーストリーとか海外の大きな設備を輸入をせざるを得

なくて、輸入すると、それを整備するのにまた誰か頼まないといけないということで、もう
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ちょっと小型のものをつくってですね、それで極端にいえば、トラックに乗っけて、近隣の市

町村を回っていくということもできるのではないかということは前から申し上げていました。 

 多分それはですね、そのとおりで、いろいろご相談していきたいと思っているんですけれど

も、いきなり新品でやる、新しいもので始めるってなかなか厳しいものがありますので、ワイ

ナリーができてですね、あと関連の設備が必要になってくるということで、その段階でですね、

非常に大きな裾野がありますので、進めていきたいと思っております。 

 それから、例えばワインの関連するものといっても、ワインオープナーから初めいろいろな

ものがあります。それも含めて考えていきたいと思っております。それから食文化との関係も

ありますので、さっき言われた連携している大学などとですね、どういうところで何ができる

のか、また興味をどの大学がどういう特色を持っているのかということを、これはまた大学と

相談しながらですね、連携プログラムの中に一つでも二つでも入れていければなというふうに

思っております。以上です。 

４番（朝倉君） それでは、２点目の質問に移ります。２点目の質問につきましては、水田農業

の振興についてであります。 

 農業の持つ多面的機能は前段の話の中でも申し上げましたように、とりわけ長野県、私ども

のような中山間地の地域では、その機能を疲弊させますと、町の活性度が云々されるというふ

うな事態にもなりかけてくる、大変なことだというふうに思っております。特に近年ですね、

米の消費量の落ち込みや食生活の変化により、長年にわたりまして政府として減反政策を進め、

一方、栽培農家の高齢化、担い手の不足、後継者の不足、それから一番重点的にダメージを受

けているのは、米価の下落がですね、米栽培農家によりましては、まことに厳しい環境に今直

面をしております。 

 我が坂城町におきましては、特に水稲栽培に関しては民間の業者さんに全てお任せというふ

うなことで、委託栽培や作業委託等をお願いしたり、あるいはまた自分でこんなようなものを

食べたいということで兼業でやられている皆さんというようなことがあるわけですけれども、

大体約半分以上は数人の専業の業者がご担当されて、本当にその方々は大変な努力をされて、

水田の耕作を維持して、そんなに荒れているところもなくて、今の原風景が形成されるように

考えております。 

 先ほど申し上げましたように、大幅な米価の下落が現実の中で、輸出に数を求めようとする

動きもあるんですけれども、それもですね、そんなに経営の今の大変なところを、激変するよ

うな要素はございません。したがって、今後経営の安定化を専門のメーカーさんが図るという

ことについては、本当にいろんな本人の努力は無論でございますけれども、やっぱり今課題と

して考えられることは、農地の集約、集積、それから賃借料が米価が高いときに設定されてい

るところが大変あるものですから、こういうようなことが専業農家さんのみではなかなか個々
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の農家との調整が難しく、経営を厳しくし、経営原価を圧迫しているということで、安定する

には道半ばの状態であります。 

 今、水田専業農家が抱えているこのような課題をですね、ＪＡやあるいは町、専業農家が連

携を含めて今から対応していきませんとですね、例えば専業農家も１件ダウンしてしまうと、

本当に誰がやるんだいというふうな本当に難しい情勢に陥るというふうなことでございまして、

農業委員会の中でも、一部の委員からはちょっと今の米づくりをお願いしている専業メーカー

さんの何かトラブったときにどうするのか、何か考えていかなきゃいけないんじゃないかとい

うような声も出てきているような状況でございます。 

 そんな状況を踏まえましてですね、まず１として、中間管理機構、ＪＡ、町の連携による農

地の集約・集積、賃借料の平準化等原価の低減、軽減の合理化に資するような方策について、

町としてお考えがあるかどうかお聞きしたいというふうに思います。 

 ２点目といたしましては、原価低減や県営の合理化の施策として、新技術の普及が近々とい

いますか、将来必要と考えておりますけれども、まだまだ苗を育てて、田植えをして、稲刈り

をするという昔ながらの経営をしているところでございますので、この辺について何か町とし

て考え方はおありかどうかお聞きしたいと。 

 それから３点目でございますけれども、農業の農家は手取りを増やしたり、家畜の飼料も外

国に依存していることが多いので、お米を使って飼料米という施策がですね、国の農業再生協

議会のテーマとしても上がってきておるんですけれども、まだ当地のＪＡについては、ほとん

ど手がつけられないというような状況でございます。これらについてもですね、来年減反政策

というものも国の手から離れそうなんですが、まだ続くというお話もございます。そういう中

で坂城町も飼料米というものについては、一つの将来に対する大きなテーマではないかという

ふうに考えておりますので、この辺の普及についてのお考えについてどう考えているか、３点

についてお伺いしたいと思います。よろしくお願いします。 

産業振興課長（大井君） 水田農業の振興策について順次お答えをいたします。 

 初めに農地の集積・集約化のご質問でございますが、国の米政策につきましては、米の価格

安定を図ることや食糧安全保障、食料自給率の確保を図ることなどを主たる目的として実施を

されております。また、米の価格は需要と供給のバランスによって保たれておりますが、需要

量自体も全体で年間８万ｔずつ減少していることから、国は需給調整を効果的に推進するため、

各都道府県にその年の生産できる米の量を生産目標数量として配分し、経営所得安定対策交付

金による助成を行い、食料自給力や自給力の向上のため、麦、大豆、飼料用米など戦略作物に

よる産地化を図ることとしております。 

 その中で、国は平成３０年産米以降、生産数量目標の配分は廃止し、国が策定する需給見通

し等を踏まえつつ、行政による生産目標数量の配分に頼らずとも、生産者、集荷業者、農協な
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どが中心となって需要に応じた生産を行うことを求めております。 

 これを受けて、県農業再生協議会は全国の需要動向等を踏まえた主食用米の生産数量目安値

を地域協議会に提示し、需要に見合った米の生産の実現に向けた取り組みを推進する方向で現

在検討が進められております。 

 このような情勢の中、当町の水稲農家は、自家消費をする米を生産する飯米農家と米を出荷

する販売農家がおいでになります。販売農家の中でも特に大規模水稲農家については、経営資

源となる農地と労力及び農業機械の効率的な利用を図るため、農地の集積・集約化は最も重要

な課題となっております。そのため、個々の農家による自助努力はもちろんのこと、地域全体

としても農地の集積・集約化を図るために協力、連携していくことは、地域農業を維持してい

く上でも必要なことであると考えております。 

 現在、町では農業委員会において農地のあっせんや農地利用調整の取り組みを通じた農地集

積・集約化を実践しているほか、農業支援センターを主体として、将来にわたって地域の中心

となる農家と、その農家に貸しつける農地を有機的に結びつけるため、「人・農地プラン」を

実践しております。 

 この「人・農地プラン」は、全国的にも高齢化や後継者不足、耕作放棄地の増加などで、

５年後、１０年後の展望が描けないといった現状を踏まえ、地域農業の将来像を地域で話し

合って、合意形成を図り、プランとして取りまとめ、農地の再編を進めることで、効果的に地

域農業を維持することなどを目的としております。 

 また、農地の集積や集約化を行うに当たり、制度として活用するものが農地中間管理機構に

よる農地の流動化であり、農業をリタイアする農家の農地や飛び地になっている農地を集積・

集約化したり、規模を拡大したい農家の意向などを助成制度を有効に活用しながら橋渡しをす

る役割を担っております。 

 町といたしましては、これらの制度を活用しつつ、特に大規模水稲農家を中心とした地域や

農家同士の協議を踏まえ、農業の集積・集約化の進展を図ってまいりたいと考えております。 

 続いて、稲作の新技術のことについて、専門的に水稲直播栽培、いわゆる水稲、お米の直ま

きの栽培に対するご質問だと思いますが、この水稲直播、直まき栽培につきましては、稲作農

業の担い手が不足する中で、米づくりの労力の４分の１を占めるとされる育苗、苗づくりや田

植えの作業が不要となることで省力化が図られ、低コスト化、作業労力の平準化やさらなる水

稲の経営規模の拡大など、さまざまなメリットがあるものとして全国的にも注目されておりま

す。 

 また以前、千曲市において直播栽培、直まき栽培を行った際に、もみから芽が出る時期に鳥

の食害や用水が流れていない期間に、直まきを行うための水利確保、また早い段階から周辺の

水田へ水が流入する可能性があることや直まき用の機械導入などが課題とされておりますが、
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新たな栽培技術を導入するメリットも大きいことから、県下でも水稲地帯を中心に栽培が普及

している状況でございます。町といたしましては、農協とも連携の上、機械導入支援や経営規

模の面的拡大などを通じて、水稲の直まき栽培への取り組みを推進してまいりたいと考えてお

ります。 

 次に、飼料用米等の普及についてのご質問でございますけれども、一般的に家畜の飼料とし

て水稲を利用する場合、稲の茎や葉を利用する青刈り稲や、稲の実る前に穂と茎や葉を同時に

収穫し発酵させ、牛の飼料用にする稲発酵粗飼料、また実ったもみを使う飼料用米といったも

のに分けられておりますが、その中でも全国的に作付面積が急増しているのが飼料用米でござ

います。 

 この飼料用米について、ふだん米として食べられている稲を使用する場合、作付前にあらか

じめ家畜用の飼料として栽培することで、稲作全体の需給バランスが図られ、米価安定につな

げることができ、またトウモロコシなどの飼料用輸入穀物のかわりに利用することで、輸入飼

料の高騰による畜産農家の生産コストの変動リスクを抑制し、耕作を行わなくなった農地の増

加に対する水田の有効活用を図ることなどが期待されております。 

 また、飼料用米が増加している背景として、従来、米として栽培されている品種も用いるこ

とができるため、農家の栽培に対する不安が少ないことや、栽培するための農業機械なども従

来使用している農機具で対応できること、また生産量に応じた国の支援が受けられることなど

がございます。 

 また、農協の上部組織であるＪＡ全農（全国農業協同組合連合会）では、飼料用米の前年実

績が４８万ｔであったものを、２９年産米については２５％増の６０万ｔを生産目標として、

全国産地に飼料用米の生産協力を求めていることなどが挙げられております。 

 一方、飼料用米の生産については、収量はもちろん、生産コストの抑制や独自の地域内流通

及び販売先を確保していなければ、必ずしも農家の所得向上にはつながらないことのほか、家

畜の飼料として米をつくることへの農家の抵抗感が強いことも懸念されております。 

 町では、水稲の需給調整と水田活用による産地づくりを担う坂城町農業再生協議会において、

国の産地交付金を活用しながら、飼料用米を転作作物として定着させる取り組みを推進し、今

後、実需ニーズに応じて交付金の活用による飼料用米の作付を図る一方、地域普及のための検

討を進めてまいりたいと考えております。 

４番（朝倉君） いろいろとお考えをお伺いして、ありがとうございます。回答は要りませんけ

れども、果樹についても水稲栽培についてもですね、現在、坂城町で農地を中間管理機構を通

して貸借というのは１件もないわけですね。将来、農業経営の安定化というのは中間管理機構

を通して農地の集積・集約ということは、全体避けて通れない課題でもありますし、特に賃借

料というものもですね、平準化ということが大変私は中間管理機構の果たす役割は大きいよう
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な気がするんです。そういう意味からして、ぜひ町の絶大なご支援をいただいて、これが進ん

でいくように、ぜひお願いしたいということと、もう１点ですが、昨日農業新聞を見ましたら、

全国的にですね、先ほど私がくどいほど申し上げていますように、農業の多面的機能を失った

ら、大変町が疲弊してしまうということで、積極的に動いている農協ではですね、農業法人の

設立がすごく盛んに今やっているんです。農業法人がなぜできるかというと、担い手がいない

ということなんですよ。やっぱり、農業法人にして、そこで働く人を確保して、自分たちで

やっぱりその地域を守るということをしないと、もう農業もやっていけないという社会的な環

境になってきているというふうなことを見まして、ああそうかなということを痛感しました。 

 私どもの地域でもですね、どうも農協さんが農業に関してはちょっと民間任せというところ

が多いわけでございますので、町としてもいろいろそこへ入ることが難しい要素がありますけ

れども、中間管理機構ということを動かすことによって、やっぱり農協と町と、それから経営

する専業農家がですね、一体となって地域農業を活性化していく。それで経営が安定してもう

かる農業をつくるということは、本当にくどいようですけど、坂城町が本当に地域の人に住ん

でみたいな、坂城町に行けば、あんなにきれいな畑や田んぼがあったり、原風景があったり、

工業の町だなということを思って住んでいただくような、そんなまちづくりのために、ぜひ地

味な作業でございますけれども、農業については格段のご配慮をお願いしたいと、こういうふ

うに思います。 

 それから３点目の質問でございますが、先ほど同僚議員から同様の質問がなされまして、町

の回答として前向きに検討したいという答弁がありました。同じ質問でございまして、かぶる

ところがあるかと思いますけれども、短時間で話をしていきたいと思います。 

 いずれにしても、今は少子高齢化の時代の中でございますので、本当に少子高齢化じゃなく

ても子供は国や町の宝でございます。本当に大事にして、町や国をしょって立つ子供たちがす

くすくと成長できる社会、これはどうしても必要不可欠なものだというふうに思います。 

 最近ですね、歯科医師会におきましては妊娠中に虫歯や歯周病に感染していると、早期低体

重児出産や心疾患、糖尿病、骨粗しょう症、誤嚥性肺炎等を発生するということが歯科医師会

の中で問題提起をされ、何とかこれに対する手だてをしなければいけないということで、現在

歯科医師会が中心となって妊婦の歯科検診の提唱をしております。 

 近隣でもですね、平成２７年長野市で実施され、翌２８年には上田市、千曲市で実施されて

いるそうでございます。坂城町でも子育て日本一を目指している町でございますので、少子高

齢化の中で子供の誕生ということは大変喜ばしいことでございますので、早期にこの歯科検診

が導入されることを提案したいというふうに思います。お考えをお聞きしたいと思います。 

保健センター所長（長崎さん） ３．妊婦の歯科検診についてお答えいたします。 

 妊婦の歯科検診につきましては、午前中の入日議員さんのご質問にもお答えしましたが、歯
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や口腔の健康は、豊かな人生を送るための基礎となるものでございます。 

 近年の研究では、歯周病による炎症が血液を介して全身に波及し、歯周病が全身疾患や体の

状況に影響を及ぼすことがあると指摘もある中、町におきましても、歯を失う大きな原因とな

る歯周疾患の予防と早期発見を推進し、高齢期においても健康を維持し、食べる楽しみを享受

できるよう、４０歳、５０歳、６０歳、７０歳の節目年齢の方に歯周疾患検診を実施している

ところでございます。 

 また、特に妊娠中は体調や口腔環境の変化により、虫歯や歯周病にかかりやすくなると言わ

れており、ご質問にありましたように、妊娠中に歯周疾患が悪化すると、早産や低体重児の出

生のリスクが高まるとも言われております。 

 こういったことを受け、町でも妊婦さんに対しては母子手帳交付の際に、妊娠中は虫歯や歯

周病のリスクが高まることや歯、口腔を健康に保つこと、虫歯の早期治療や歯科医での検診の

必要性などを情報提供を行っておりますが、今後さらにその必要性に鑑み、妊婦の歯周疾患検

診につきましては、実施に向けた検討をしてまいりたいと考えております。 

４番（朝倉君） 前向きなご答弁ありがとうございました。ぜひ一日も早く、この提案が実るこ

とをお祈りして、私の質問を終わります。ありがとうございました。 

議長（塩野入君） 以上で本日の議事日程は終了いたしました。 

 明日９日は、午前９時から会議を開き、引き続き一般質問を行います。 

 本日はこれにて散会いたします。 

 ご苦労さまでした。 

（散会 午後 ３時３１分） 
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９月１２日本会議再開（第３日目） 

 

１．出席議員     １４名 

    １番議員  塩野入   猛 君    ８番議員  塩 入 弘 文 君 

    ２ 〃   西 沢 悦 子 君    ９ 〃   塚 田 正 平 君 

    ３ 〃   小宮山 定 彦 君   １０ 〃   山 﨑 正 志 君 

    ４ 〃   朝 倉 国 勝 君   １１ 〃   中 嶋   登 君 

    ５ 〃   柳 沢   収 君   １２ 〃   大 森 茂 彦 君 

    ６ 〃   滝 沢 幸 映 君   １３ 〃   入 日 時 子 君 

    ７ 〃   吉川 まゆみ 君   １４ 〃   塚 田   忠 君 

２．欠席議員     なし 

３．地方自治法第１２１条第１項の規定により説明のため出席した者 

 町 長  山 村   弘 君  

 副 町 長  宮 下 和 久 君  

 教 育 長  宮 﨑 義 也 君  
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 保 育 園 振 興 幹  小宮山 浩 一 君  

 産 業 振 興 課 長  大 井   裕 君  

 建 設 課 長  宮 嶋 敬 一 君  

 教 育 文 化 課 長  宮 下 和 久 君  

 収 納 対 策 推 進 幹  池 上   浩 君  

 まち創生推進室長  竹 内 祐 一 君  
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企画政策課長補佐 
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堀 内 弘 達 君  

 保健センター所長  長 崎 麻 子 君  

４．職務のため出席した者 
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 議 会 書 記  竹 内 優 子 君  
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６．議事日程 

第 １ 一般質問 

 （１）婚活支援についてほか 吉川まゆみ 議員 

 （２）国保の県への移行についてほか 大森 茂彦 議員 

 （３）里山整備についてほか 塚田 正平 議員 

 （４）防災力向上に向けてほか 滝沢 幸映 議員 

 （５）町内総合防災についてほか 中嶋  登 議員 

７．本日の会議に付した事件 

  前記議事日程のとおり 

８．議事の経過 

議長（塩野入君） おはようございます。 

 ただいまの出席議員は１４名であります。定足数に達しておりますので、これより本日の会

議を開きます。 

 本日の議事日程は、お手元に配付のとおりであります。 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

◎日程第１「一般質問」 

議長（塩野入君） 最初に７番 吉川まゆみさんの質問を許します。 

７番（吉川さん） おはようございます。ただいま議長より発言の許可をいただきましたので、

通告に従い一般質問を行います。 

 １．婚活支援について 

 当町では、町の将来像を地域の活力と暮らしの豊かさを創生する坂城町と掲げ、「坂城町ま

ち・ひと・しごと創生総合戦略」の中で４項目の基本目標を定め、その達成に向けさまざまな

事業を展開してまいりました。その全ては坂城町に住みたい、住み続けたいと思えるまちづく

りが目標であり、将来展望である２０４０年に人口１万３千人、２０６０年には１万２千人を

維持することを目指しての取り組みであります。町長の招集挨拶にもありましたが、移住定住

策を打ち出し、既に今年度、町外からの補助金申請が３件あったということで、その効果に大

いに期待を寄せております。 

 さて、移住定住、これは人口増には最も大事ですが、それ以前にもっと大事なのが婚活であ

ります。現在、結婚・出産や家庭を持つことに対する価値観、個人のライフスタイルが多様化

する中で、未婚化・晩婚化が急速に進行しております。未婚者の９割近くが結婚の希望を持っ

ている一方で、男女ともに適当な相手にめぐり会わない人が多い状況です。 

 さて、長野県ではハピネスナビ信州として次世代サポート課が平成２５年７月に婚活の応援

を始めました。県内の婚活に関する情報を一元的に発信するポータルサイトです。そこには、
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ながの結婚・子育て応援宣言が発信され、その内容は、「長野県の人口は、今後、長期にわ

たって減少が続き、２０年間で約３０万人もの減少が見込まれています。こうした状況認識を

県民が共有し、結婚や出産について、個人の考え方や価値観を尊重しつつ、社会全体で次の世

代を育むための環境づくりや支援に取り組むことが必要となっています。結婚や子育てを応援

し、確かな暮らしが営まれる美しい信州を創るために、次の取組を連携して進めていくことを

ここに宣言します。」とありました。 

 そして、その中に、１番に上げてあったのが出会いの機会の拡大（婚活支援）でありました。

またその上で、長野県では市町村や民間団体、企業と連携し、オール信州で婚姻件数を増加さ

せるための拠点として、長野県婚活支援センターを昨年の１０月オープンいたしました。いよ

いよ県も本腰を入れて、このように目に見える形で結婚への環境づくりや支援を始めました。 

 では、当町ではどうでしょうか。総合戦略の中の基本目標②の中の具体的事業として、婚活

応援事業があります。その内容は、若者の結婚を支援するため、結婚相談コーディネーターに

よる結婚相談や町内の若者の出会いの機会、場づくりを拡充すると定義しております。そして、

平成３１年度末までに１５組の成婚のカップル誕生を目指しています。 

 そこで、これまでの取り組みとその成果、また課題について幾つかお尋ねをいたします。 

 イとして、ヤングヒューマンネットワーク事業について。 

 町では、婚活支援事業をヤングヒューマンネットワーク事業として町社会福祉協議会に補助

をする中で行っています。とりわけ、この取り組みに期待がかかるわけですが、では平成

２８年度の事業の内容とその成果はどうだったでしょうか。その点と、また相談事業ですが、

２８年度、２９年度の登録者数と、そして相談件数、またお見合いの件数についてもお尋ねい

たします。 

 ロとして、出会いサポートの取り組みについて。 

 以前、２７年１２月の質問でも、この婚活支援の充実について行ったわけですが、その折に

課長の答弁の中で、テクノハート坂城協同組合に支援を行う中で、企業の皆さんの婚活支援を

充実する方向で検討を進めていく、そして多くの出会いの場を提供し、１人でも多くの方が成

婚されるよう支援を行ってまいりますとおっしゃっておりました。そこで、これまでの取り組

みの状況はどうでしょうか。その点についてお尋ねいたします。以上で１回目の質問を終わり

ます。 

町長（山村君） おはようございます。ただいま吉川議員さんから、１．婚活支援について、そ

れから、ヤングヒューマンネットワーク事業について、あるいは出会いサポートの取り組みに

ついてというお話がありました。私からは婚活支援につきまして全般的にお答えしまして、詳

細につきましては、いろいろの施策を打っておりますので、担当課長のほうから答弁させます。 

 さて、町では昨年３月に策定しました坂城町人口ビジョンに基づく人口の将来展望の実現に
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向け、「坂城町まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、雇用や人の流れ、結婚・出産・

子育て、地域づくり・暮らしといった観点から施策の展開を図っているところであります。ま

た、今年も年明けにですね、坂城町として、「イクボス・温かボス宣言」などもしたところで

ございます。 

 いろいろなこういう取り組みによりまして、減少傾向が続いてきました転入と転出の差、い

わゆる社会動態が、本年３月から８月までの間、７月のマイナス１を除きプラスに転じており、

特に５月はプラス２４、直近の８月にはプラス２７人と大きく改善してきております。 

 一方、出生と死亡の差となる自然動態、これは長くマイナスの状況が続いております。しか

しながら、先ほど申し上げました社会動態と自然動態の計、いわゆるこれが人口の増減になる

わけでありますけれども、これも４月１日と９月１日を比較しますと、プラス１９人というこ

とで、長らくずっと減る一方だった人口も増えてきたというところであります。しかしながら、

いずれにしましても、町としても、とにかく出生数の増加というのを大きな課題として捉え、

婚活を支援する事業にも力を入れているところであります。 

 町の社会福祉協議会で実施しているヤングヒューマンネットワーク事業も、結婚専門相談

コーディネーターによる各種相談やお見合いのほか、婚活パーティーの開催など、結婚を希望

する方に出会いの機会の提供やきっかけづくりをお手伝いする事業として、町でも補助金を交

付し事業の支援を行っております。特に平成２６年度からは町の事業補助を増額する中で、町

単独での婚活イベントを別に実施し、町の職員も運営スタッフとして参加するなど、婚活支援

の取り組みの強化を行っているところであります。 

 また、このほか、町の新たな取り組みとして、平成２６年度からは、スポーツ推進委員の皆

さんが中心となって、気軽なスポーツを通じて出会いのチャンスをつくる「スポーツｄｅ婚活

スポこん！」や、平成２８年度からは、テクノハート坂城協同組合が主に町内企業に勤務する

方を対象とした交流会をそれぞれ開催するなど、新たな交流機会の拡大に向けた取り組みを

行っているところであります。 

 昨年度、平成２８年度におきましては、残念ながら日程の調整がつかず、スポこんの開催は

見送りとなりましたが、テクノハート坂城協同組合主催による交流会は大変多くの方にご参加

いただく中で３回開催し、５月は軽スポーツとバーベキュー、１０月は軽スポーツと昼食、

１２月はコンサート鑑賞とクリスマスディナーを通じて、日ごろ別の企業の方とは交流の機会

が少ない町内企業に勤める皆さんが交流を図ったところで、大変好評をいただいているという

ところであります。 

 結婚への第一歩は出会いから始まります。まずは、こうした出会いの場を創出するとともに、

結婚・定住・出産・子育て、それぞれのプロセスに切れ目のない支援を行うことで、町内で生

まれ育つ子供たちを増やしてまいりたいと考えております。 
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福祉健康課長（伊達君） 私からは、（イ）のヤングヒューマンネットワーク事業について、そ

の事業内容や成果、相談事業の状況などについてお答えをいたします。 

 平成２８年度のイベントの関係といたしましては、坂城町と千曲市の両社会福祉協議会が連

携して、計３回の婚活パーティーと、セミナーを１回開催し、また町社協単独でも婚活パー

ティーを１回開催しております。 

 婚活パーティーの状況ですが、平成２８年９月に行った「恋するビアガーデン」には、男性

２７人、女性２３人の計５０人が参加し、このうちカップルとなったのが１０組。１２月に行

いましたクリスマスパーティーには、男性２４人、女性２４人の計４８人が参加し、カップル

となりましたのが５組。２月に行いましたスプリングパーティーには、男性２３人、女性

１４人の計３７人が参加し、カップルとなったのが７組となっております。また、本年３月に

は町社協単独で婚活パーティーを実施し、男性１３人、女性９人の計２２人のご参加をいただ

き、４組のカップルが成立しており、２８年度においては婚活パーティーを通じて計２６組の

カップルが誕生しています。 

 次に、結婚相談事業の状況についてでございますが、結婚相談所には、２８年度末、また現

在も同数となりますけれども、男性１４名、女性３名の１７名が登録されております。相談件

数といたしましては、２８年度が４９件、今年度は７月末までで３３件ということで、昨年度

より多い状況で推移をしているところでございます。結婚相談所では、ご本人やその親御さん

からの相談をお受けしたり、お見合いのコーディネートなどを行っており、２８年度は２１件、

本年度はこれまで５件のお見合いを調整するなど、結婚を希望する方が１件でも多く成婚され

るようサポートを行っているところでございます。 

７番（吉川さん） ２回目の質問をいたします。ただいま町長より今までの当町での婚活の取り

組みについて、また課長より具体的な報告をいただきました。町では千曲市、町社協とともに、

セミナー、婚活を行っていただき、また町単独でも行っていただく中で、２６組のカップルが

誕生したということで、これはすごいことだと思います。 

 そして、何点かその取り組みについてお伺いしたいと思います。ヤングヒューマンネット

ワーク事業では、イベント開催から相談事業と幅広く手がけていただいているわけですが、担

当は何人で行っていただいているでしょうか、これが１点。 

 それから、このイベント開催をやっているわけですが、この中で、こんなことで困惑してい

る、苦慮していること等ありましたらお答えください。 

 また、相談事業、現在、２９年度は３３件ということで、かなりのペースで件数が増えてお

りますが、この中で登録者が少ないということ、また昨年度、相談件数が少なかったわけです

が、このことについてどのように捉えているか。この３点についてお伺いしたいと思います。 

福祉健康課長（伊達君） 再質問にお答えいたします。まず、ヤングヒューマンネットワーク事
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業、こちらを担っている担当者ということでございますけれども、こちら現在、メーンで担当

している方、お一人ということでお聞きをしてございます。 

 また、イベント開催等で苦慮している点ということでございますけれども、こちらのほうは、

まずは参加者数をおおむね男女の均衡を図らなければいけないという部分が挙げられるかと思

います。また、男女の年齢構成の調整、参加者のプライバシーの保護など、数多くの配慮が必

要となるというところが挙げられるかと思います。特に、実際やっておりますと女性の応募が

少ないという場合が多く、こうした場合には広い範囲で参加を呼びかけているということで対

応しているということでございます。 

 また、参加者の皆さんからいただいたアンケートの中には、話をする時間がもう少し欲しい

ですとか、フリータイムがなかなか苦手だという方もいらっしゃいます。また、シャイな人へ

の工夫が欲しいといった感想も寄せられておりますので、今後のイベントを開催していく上で

の課題になってこようかと思っております。 

 もう１点、結婚相談事業の関係でございます。先ほど申し上げましたとおり、今年度、これ

まで３３件ということで、昨年度よりは多い状況でございますけれども、結婚相談につきまし

ては、経験豊かなコーディネーターに、ご本人の希望などをじっくり相談することができる場

所ということで、プライバシーも守られることから、イベントなどでは、なかなかなじめない

という方にも大変有効な事業だと考えております。また、こちらへの登録者が増えることで、

マッチングの機会も増えるということでございますので、結婚を希望する方にはなるべく多く

登録をしていただきたいと思っております。 

 今後は町社会福祉協議会とも連携をする中で、例えばイベントに参加される方にＰＲをした

りですとか、町内企業への周知、また親しみやすい名称への変更、登録要件等々について、町

社会福祉協議会とともに検討をしてまいりたいと考えているところでございます。 

７番（吉川さん） 現在、担当者は１人でやっていただいているということで、私も聞き取りを

させていただいたわけですが、大変多忙な中で、このイベント開催を担っていただいておりま

した。そして、今も相談事業も増えてきているというお話が課長のほうからもありましたが、

またイベントもやはり男性は多く集まる、ところが、女性を探すのに大変苦慮しているという

お話をお聞きしまして、もう少し厚くしていただけたらと思いました。 

 そして、１点、お伺いしたいわけですが、２４年度がこのイベント開催の中で、婚活の中で

成婚された方が２組、２５年度が１組、そして２６年度が２組と以前お聞きしておりますが、

２７年度から今回この１５組を目標にしているわけですが、成婚数はどのような結果が出てい

るでしょうか。また、それに対する評価はどのように捉えているでしょうか。 

 そして、今もＰＲがというお話があったわけですが、私も最初にお話しいたしましたが、

オール信州で長野県婚活支援センターと連携をとれるようになっております。そういう中でも、
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もっともっと連携をして、情報を得る手段をとっていけるんじゃないかと思いますが、その点。 

 それから、もう１点、婚活支援センターの中には婚活サポーターの育成を今、行っておりま

す、県で。この講座を受けますとサポーターになれまして、そして地域でグループをつくって、

おせっかいをやいていくというわけですか、要するに間に立っていくということで、今、県下

で取り組みが始まっております。そのサポーターの養成講座への、町でも、もっともっと声を

かけて、ここに参加する方を増やしていかれたらと思いますが、その点についての見解を伺い

たいと思います。 

福祉健康課長（伊達君） まず、２７年度以降の成婚数と、またその評価ということでお答えを

いたします。婚活イベントや結婚相談事業を通じて、成婚者数でございますけれども、２７年

度が３組、２８年度が４組、また本年度、既に３組ということでございます。こちらが成婚さ

れたということで、一連の婚活支援の取り組みによりまして、一定の成果があらわれていると

思っているところでございます。今後も１組でも多く成婚されるよう期待をしているというと

ころでございます。 

 それと、県の婚活支援センターの関係でございます。先ほど吉川議員さんのほうからもお話

がありましたとおり、県の婚活支援センターでは、個別相談のほか、出会いイベントの情報を

発信するハピネスナビ信州やデータベースを使った「ながの結婚マッチングシステム」、また

婚活サポーターによるお見合いのお世話など、さまざまな角度からの婚活支援を行っていると

いうことでございます。当町でもハピネスナビ信州により婚活パーティーなどの情報発信を

行っているところでございますけれども、今後についても積極的な活用を図る中で、情報発信

のより効果的な媒体として活用してまいりたいと考えております。 

 また、婚活支援センターの婚活サポーターでございますけれども、当町でも現在４名の方、

登録をされておられ、結婚を希望される方への支援をしていただいているということでござい

ます。 

 町でも、サポーターの皆さんの支援により多くの方の成婚に結びつけられるよう、機会を捉

えてＰＲをしてまいりたいと思います。また同時に、お世話をしていただけるサポーターの登

録についても、ぜひお勧めをできればと思っております。また広報等、機会がありましたら、

そんな周知も図ってまいりたいと考えているところでございます。 

７番（吉川さん） 先ほどの情報発信についてなんですけれども、この婚活、登録すること自身

がなかなかご存じじゃないという方も町民の中にはいらっしゃると思います。なかなか社協の

冊子といいますか、来ますね、社協だよりが来るわけですが、それを手にとって見る若い方は、

なかなかいないと思うんです。そういう意味でも、もっともっと周知をしっかりとやっていた

だきたいと思っています。 

 それで、１点、先ほど課長の中からも「ながの結婚マッチングシステム」というお話が出た
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んですが、これがマッチングシステムというものでありまして、ここに登録をいたしますと、

長野県中の方の情報が、一覧が全部見られるわけです。そうしますと、例えば今ですと町内の

今、登録されていた１７名でしたか、男性１４、女性３人でしたか、その方の情報しか見られ

ないわけです。そういう意味で、マッチングシステムに、ぜひ登録を、うちの自治体としても、

自治体としてもといいますか、相談所として登録をしていただきたいと思います。これは要望

です。これは、やはり登録することによって、データをいつでも見られるようになりますので、

利用する方が常に見に来るわけです。そうしますと、それを管理する方がいなきゃならないと

いう意味で、今の状況ですと大変厳しいかなと思いました。ですので、その辺をもうちょっと

厚く体制強化をしていただくように要望しておきたいと思います。 

 では、先ほど、スポこんと若者交流会のお話がありました。今回、今もお聞きした中で、か

なりの方がアンケートでもいい反応の回答をいただいておりました。これからもきっと続けて

いかれるかと思うんですが、このアンケート調査をされた中で、その結果からどのような手応

えがあったか、またこの開催の成果はどうだったか、この点についてと、今後どのようにこれ

から交流会、またスポこんについては取り組んでいくのか、その点についてお聞きいたします。 

教育文化課長（宮下君） 私からは、「スポーツｄｅ婚活」についてお答えいたします。「ス

ポーツｄｅ婚活」につきましては、平成２７年３月７日に第１回「スポーツｄｅ婚活」を開催

し、この９月１０日には、３回目となる「スポーツｄｅ婚活」を開催したところであります。 

 「スポーツｄｅ婚活」を始めた経緯でございますが、当町にはスポーツ推進委員が１０名お

り、平素より住民のスポーツの推進に努めております。スポーツ推進委員が活動していく中で、

スポーツを題材にした講座などでは、なかなか若者が集まらないといった問題を抱えておりま

した。スポーツ推進委員の中で、若者にスポーツに触れてもらうにはどうしたらいいか、どう

すれば集まっていただけるかを話し合う中で、レクリエーションスポーツを通じて出会いの場

をつくってみてはどうかということから、スポーツと婚活をあわせてやってみようということ

になり、企画をしたところでございます。このスポこんは、スポーツ推進委員のアイデアから

生まれたものであり、スポーツ推進委員もみずからの自主事業と捉え、推進委員が中心となり

取り組んでおります。 

 スポこんの開催状況ですが、平成２７年３月に開催しました第１回においては、男性が

２４名、女性が２４名、総勢４８名の参加があり、スポーツ交流では、「ワンバウンドふら

ばーるバレー」やスマイルボウリングを行い、第２部の交流パーティーでは、一定の時間内で

お互いをＰＲし、順次交代していくといったお見合い回転寿司等を行い、参加者からは楽し

かったという声もいただいております。 

 平成２８年３月には第２回スポこんを開催し、男性１４名、女性１６名、計３０名の参加を

得ております。第２回目は、幾つもの種目を取り入れたために時間がかかり過ぎ、みんなが疲
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れてしまったという前回の経験を生かし、スポーツ交流では、「ワンバウンドふらばーるバ

レー」を行い、交流パーティーでも大いに盛り上がっていたようでございます。第２回では、

お帰りの際にアンケートにご記入いただいており、「ふらばーるバレー、楽しかったです」や

「久しぶりに体を動かして楽しかった」といったご意見や、「想像していたよりフランクな雰

囲気の会で楽しめました」、「次回も参加したいです」などといったうれしい意見もいただい

ております。 

 第３回目は先日の９月１０日に開催し、男性１５名、女性１７名、合計３２名が参加し、ス

ポーツ交流では、みんなの緊張をほぐしながら自己紹介などの情報を提供するアイスブレイク

を取り入れ、前回、前々回と好評でありました「ワンバウンドふらばーるバレー」を明るく楽

しい雰囲気の中、開催することができました。交流パーティーでは、１対１のお見合い形式で

はなく、グループで情報交換を行うなど、気軽に話し合い、笑い声の絶えない楽しい時間を過

ごすことができたようです。 

 「スポーツｄｅ婚活」も今回で３回目となったわけですが、今回は社会福祉協議会のご協力

もいただく中で、県のホームページにも掲載し参加者の募集を行うなどＰＲに努めたところで

ありますが、出会いを求めている皆さんに、いかに情報の提供ができるかが今後の課題となっ

ているところであります。 

 「スポーツｄｅ婚活」につきましては、会社のレクリエーションや仲間で集まったときなど

に活用していただくなど、スポーツ推進の一助にしていただくとともに、「スポーツｄｅ婚

活」に参加した皆さんが友達になり、やがてはその中から意中の相手を見つけて結婚、そして

坂城町に住んでいただくことを期待するところであります。今後も若者に出会いの場を提供で

きるよう、多くの皆さんに参加いただける企画を計画してまいりたいと考えております。 

産業振興課長（大井君） テクノハートによる交流会についてお答えをいたします。平成２８年

度の成果につきましては、移住定住促進事業において、町内在住の方や町内の事業所に勤めて

いる方々の交流の場を提供することにより、出会いや交際のきっかけとなり、結婚を契機に坂

城町に移住・定住していただくため、合計３回の交流会を実施いたしました。 

 昨年５月に開催した交流会には、男性３８名、女性２１名の合計５９名の方にご参加いただ

いております。また、１０月の交流会には、男性１８名、女性１６名の合計３４名の方に参加

していただき、内容といたしましては、それぞれ軽スポーツで一緒に汗を流していただいた後

に、バーベキューなどの交流会を行い、企業の枠を越えて大勢の方に交流を図っていただきま

した。さらに、１２月２３日には、第３回となる交流会を開催し、男性２０名、女性３０名の

合計５０名の方にご参加をいただき、クリスマスパーティーを開催いたしました。初回や２回

目とは趣向を変えて、当町出身の川島亜子さんをお招きし、サクソフォーン演奏を聞きながら、

当町在住のシニアソムリエ成澤篤人さんによる坂城産ワイン及び坂城の食材を使用したイタリ
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ア料理を堪能していただき、楽しいひとときを参加者の皆さんと過ごしていただくことができ

ました。 

 また、参加者の反応につきましては、第２回、第３回の交流会の際、アンケートを実施して

おり、その内容は、「参加された方々が親切で話しやすかったのでよかった」との意見や「レ

クリエーションが楽しかったが、体力的につらかった」、「おいしい料理をいただきながら楽

しい音楽を聴けて楽しい時間が過ごせた」、「いろいろな方と交流会ができて有意義な週末に

なった」など好評な意見が多く、参加者の皆さんの交流が深められたと考えております。 

 また、今後につきましては、来月、１０月１４日に第１回目の交流会を計画しており、今回

は信州の代表的な料理であるそばをテーマに、参加者にそば打ち体験をしていただくことで参

加者の一体感を深め、みずから打ったそばを食べながらの交流会を予定しております。また、

１２月にはクリスマスディナーとして、昨年大変好評でありました川島亜子さんによる演奏を

聞きながら、おいしい料理を食べ、参加者の皆さんに楽しい時間を過ごしていただく交流会も

予定しております。 

 この交流会により、参加者同士の交流が、交際、結婚につながり、坂城町に住んでいただけ

るよう、参加者の声を反映し、大勢の皆さんに参加していただけるよう工夫してまいりたいと

考えております。また、多数の皆さんにお集まりいただく機会ですので、町の魅力や子育て支

援の施策など、ＰＲもあわせて行ってまいりたいと考えております。 

７番（吉川さん） 今お聞きした中では、大変好評だったと、手応えがあるということで、参加

者もかなりの方が、企業の皆様、町外からの皆様も参加していただいております。本当に計画

をしていただく中で、大変な思いの中で、この何回か計画して実行していただきましたが、本

当に町にとっても、これはすばらしい取り組みだと思います。 

 そこで、１点、今も課長のほうからも情報の提供がこれからのネックだというお話がありま

した。私はこの婚活について、なかなか見えてこない部分、一生懸命やっていただいているん

ですが、町として皆さんご存じかどうかという点がちょっと疑問に思いまして、そこで当町の

婚活支援全体の情報発信の中心はどこにあるんでしょうか。 

 その点と、担当課がそれぞれイベントごとに違うわけですが、ぜひ町のホームページにもこ

の婚活情報のサイトを一括で見られるようなものを掲載していただけないかということをお願

いしたいと思いますが、その点についての見解をお伺いしたいと思います。 

福祉健康課長（伊達君） 町の婚活イベントの情報発信ということで、お答えをいたします。現

在、町の婚活イベントなどは、今お答えをしましたとおり、福祉健康課、産業振興課、教育文

化課というところがメーンになって、それぞれが周知、参加の募集などを行っているという状

況でございます。 

 ご指摘のように、こうした情報を集約する中で発信していくということで、より多くの方が
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情報に触れ、ご自分に合ったイベントを選択していただけるということにもなりますし、より

多くの方にイベント等にご参加をいただけるということにもなるかと思います。 

 こうしたことを踏まえまして、中心ということではないんですけれども、事業を実施する各

担当課及び町の総合的な情報発信を担う企画政策課を交える中で、情報の共有をするとともに、

婚活支援の全体的な情報を最も効果的にお伝えする方法についても調整を図ってまいりたいと

考えているところでございます。 

７番（吉川さん） 今もお話しいただいたように、見える形で、ぜひこのいい取り組みをしてい

るのに、町民全体でやはり共有をして、そしてオール坂城でこの婚活を進めていかなければい

けない大きな課題だと思いますので、ぜひお願いしたいと思います。そして、先ほども申しま

したが、ながの結婚マッチングシステム、このサイトをぜひうちでも取り入れていただくよう

に、そのためにどのような体制をとらなきゃいけないかということも出てくると思いますが、

これも要望としてお願いしておきたいと思います。 

 それでは、次の質問に移ります。利用者のための公共交通とは。 

 イとして、循環バスについて。 

 先日、大きな手術をされた７７歳の婦人の方から、こんな電話がかかってまいりました。今

までは車に乗っていたので感じなかったけれども、初めて整骨院に行くために循環バスに乗っ

た、歩けば２０分かかるのに３分で着いた、とてもありがたかった、そして、その後、でも、

いつ乗っても私１人で、このままだと廃止になってしまうんじゃないかと心配ですという言葉

が返ってきました。また、買い物に行くのはいいけれど、帰りの時間がうまく合わないので結

局タクシーをお願いするようになってしまうと言っておりました。このごろ私のところにはこ

のような循環バスについての声が多く寄せられています。それだけ生活に欠かせない地域の足

を必要とする方が増えてきているということだと思います。 

 その中でお尋ねいたします。循環バスについて、１点。２６年度から現在までの利用者の数

と１日平均の利用者の状況はどうでしょうか。また、２７年度にニーズ調査を実施されました

が、その後、改善された点についてもお尋ねいたします。 

 ロとして、デマンド交通についてです。 

 当町では、循環バス、平成１３年から民間委託をして行っております。そして、停留所も

６０カ所以上と多くの場所を設け、住民サービスを図っていただいてきました。利用者のニー

ズについて考えますと、そろそろデマンド交通システムについても検討が必要かと思いました。

このシステムについては、以前からお話もありますのでご存じかと思いますが、１点違うのは

個人が予約をして利用するという点でございます。このデマンド交通システムは平成１４年

１月、福島県の小高町を皮切りに全国の自治体で利用されております。 

 それでは、このデマンド交通システムの導入についてもご意見を伺いたいと思います。これ
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で１回目の質問といたします。 

建設課長（宮嶋君） 利用者のための公共交通とは、イ．循環バスについてから順次お答えしま

す。 

 坂城町循環バスの平成２６年度から現在までの利用状況につきましては、現在運行している

北回り、南回りの年間乗車総数は、平成２６年度は２万１，７０５人で、１日平均７４人。平

成２７年度は１万８，８２４人で、１日平均６４人。平成２８年度は１万８，３７４人で、

１日平均６２人。平成２９年度は４月から８月までの集計で６，８９４人で、１日平均５５人

という状況でございます。 

 次に、ニーズ調査後の改善された点についてでございますが、平成２７年度に、より優しい

地域公共交通を目指して、循環バス運行に対しましてのアンケート調査を実施いたしました。

調査はご利用される方を対象に、運行時間に合わせ午前７時から午後６時までの終日、運行し

ている北回り、南回りのバスに職員が乗り込み、乗車されている方から直接聞き取りにより調

査を行いました。 

 調査の内容は、年代、性別、居住地等の基本的な情報に加え、利用目的、利用時間、信州上

田医療センターまでの利用経験の状況を初め、循環バスの運行等に係る要望などをお聞きいた

しました。 

 調査の結果は、びんぐし湯さん館、役場等公共施設、医療機関、買い物等へのご利用が多く、

利用状況につきましては、ほぼ毎日や週３日から４日の利用で、午前９時から１１時ごろの利

用と午後１時から４時ごろの利用が多い状況でありました。利用者は女性の方が多く７１％、

年齢別では６０代の方が２７％、７０歳以上の方が６４％で、循環バスを利用される９１％以

上の方は６０歳代以上の方でありました。信州上田医療センターまでの利用経験者は２４％と

いう状況でありました。 

 循環バスの運行についての要望といたしましては、電車との接続の改善をしてほしい、車両

を大きくしてほしい、小型化してほしい、どこでもとまれるようにしてほしいといった要望や、

アリオ上田店行き便が欲しいなどの要望がありました。また、特に１台の車両については、乗

りおりするステップを低くしてほしい、次のバス停がわからないので案内表示をしてほしいな

どのご要望がありました。 

 アンケート調査の意見、要望に対しまして、平成２７年度からリースにより新たにもう１台

の車両を更新し、乗降時の電動格納式補助ステップや乗降口左右に手すりを取りつけ、次にと

まるバス停を示す表示機及び音声案内など装備した車両を配備いたしました。電車との接続に

ついては、例年、しなの鉄道のダイヤ改正にあわせ、できる限り改善し、循環バスの時刻表を

改正いたしております。 

 また、この４月からは、日名沢・北日名・南日名間で、路線上のどこからでも乗車が可能と
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なる、「どこでもノレール」の社会実験を実施し、運行を導入し開始いたしました。この「ど

こでもノレール」でございますが、利用者に押しボタン送信機を貸与し、決められた循環バス

の路線上でバスが見えてきたところで送信ボタンを押し、運転手に知らせ乗車するといった内

容のものでございます。運転手に停車を知らせる押しボタン送信機は、小型、軽量で携帯して

もかさばらない大きさで、首にかけることも可能になっております。また、送信機は１００ｍ

先まで電波が届きますので、バスが見えたらボタンを押し、早めに運転手に知らせることがで

き、安全に利用者の待つ場所に停車することができます。 

 今回、交通量の多い国道や県道、産業道路、市街地などは除き、運行に安全な区間として日

名沢から南日名区間に限定し実証実験を行い、利用者の皆様からご好評をいただきましたこと

から運行を開始しております。 

 今後、大勢の皆様にお知らせし、「どこでもノレール」の運行区間の拡大や乗りおりが可能

となるよう協議・検討し、さらなる利便性の向上を目指し、利用しやすい循環バスの運行に努

めてまいりたいと考えております。 

 続きまして、デマンド交通について、住民のニーズや地域の実情に即した例とデマンド交通

の導入ということでございますが、デマンド交通は従来の路線バスのように定期的に運行する

定時・定路線型の交通システムとは違い、事前予約によりルートを選定したり、起終点間の経

路を自由に運行したりする、需要に応じて運行を行う交通システムであります。このシステム

の特徴は、利用者が事前に予約し、それに伴ってバスの乗降場所、運行時間などが変わる仕組

みになっており、乗り合いタクシー、予約が必要なバスのようなイメージであります。 

 デマンド交通のメリットは、バス停まで歩く必要がなくなる。事前予約により、利用者がい

る場合のみ運行する。予約が入った停車地のみ経由するので、目的地まで短時間に着くことが

できる。また、戸口から戸口への輸送が可能で、高齢者に優しい輸送手段であることなどであ

ります。 

 デメリットは、利用者にとって予約が必要である。利用したくても予約の状況で利用ができ

ないことがある。乗降地の異なる利用者を乗り合いで輸送することから、目的地の到着時間が

異なる場合がある。車両がマイクロバスより小さいことから、一度に乗車できる人数が制限さ

れる。また、事前に登録が必要となるなどが挙げられます。また、デマンド交通の運行に際し

ては、予約受付システム、受付センターやオペレーターなどの運行経費や車両の購入のほか、

ステップや手すりの取りつけや、ラッピングなどの改造費用もかかり、運行経費の増加が課題

となってまいります。 

 先ほどご答弁申し上げましたが、今年度から路線上のどこからでも乗車が可能となる、「ど

こでもノレール」の社会実験を実施し、運行開始し、地域の皆さんの利便性が図られており、

さらに運行区間の拡大をしてまいりたいと考えております。 
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 また、高齢者等の交通事故防止と免許返納者の方の移動手段の支援施策として、運転免許証

を自主返納し、運転経歴証明書の交付を受けた町民の方が、この９月から循環バスを利用する

際に、運転経歴証明書を運転手にご提示いただくと運賃が無料となるようにいたしました。 

 町といたしましては、当面、現状のマイクロバス２台の体制の維持を基本としながら、新た

に始めた運行や支援などの充実を図り、高齢者や障がい者を初め一般の方にも大いにご利用い

ただけるよう、ソフト・ハード面から利用しやすい運行を目指してまいりたいと考えていると

ころでございます。 

７番（吉川さん） ご丁寧な説明、ありがとうございます。時間がなくなってしまいました。私

からは３点ほどお願いしたいと思います。今、自主返納の方にも町長がこの９月１日から無料

ということで、すばらしい、なかなかない施策を打ち出していただきました。本当にこれが利

用者増へつながることを望みたいと思いますが、１点ですね、今、循環バス、今後も続けてい

くというお話でしたが、現在、２８年度は約２，５００万をかけて循環バスの運行を行ってお

ります。それに対して利用している方からの運賃収入が１０３万円ということでございました。

住民サービスですので、それはそれということで、言ってしまえばそれまでなのですが、この

点についてどうお考えかということが１点。 

 それから、デマンド交通ですが、私も佐久穂町に行ってまいりましたが、最初は大変だった

そうですが、このデマンド交通、利用者には大変喜ばれているということでありました。その

中で、今後この取り組みとして、ぜひ全町的にアンケートを実施していただき、今の循環バス

と、そしてまたデマンド交通についてご説明をしていただく中で、町民の皆様がどのように今、

地域の足についてお考えいただいているか、このアンケートを実施できないか。 

 それから、今も今後このままいくと言いましたが、このデマンド交通システム、箇所を決め

て、今すぐでなくてもいいのですが、地域を決めて実施できないか。この３点についてお伺い

いたします。済みません、簡潔に答弁をお願いします。 

建設課長（宮嶋君） 委託料と利用状況から見て、その費用対効果はというようなことの内容の

ご質問について、まずお答えしたいと思います。循環バスの委託料は、議員さんがおっしゃる

とおり約２，５００万円ほどかかっております。また、運賃もそのような状況でございます。

また、１日平均６０人ぐらいという状況ではございますが、こういった動向から見ますと循環

バスの費用対効果は余り芳しくないかなと思います。しかしながら、この循環バスはそういっ

たことじゃなくて、費用対効果を満たすというためじゃなくて、交通弱者、買い物弱者、ある

いは小学生、通学者の交通のために運行しているという内容でございますので、今後も新たに

始めました運行支援の充実を図り、より利用しやすい運行を目指してまいりたいと考えており

ます。しかしながら、費用対効果も上がるように努めてまいりたいと考えております。 

 次に、住民ニーズ調査についてでございますが、２７年度に行いました。次回のアンケート
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調査には、そういったことも含めて調査できれば、お聞きできればと考えております。 

 それから、もう１点、デマンド交通の今後についてでございますが、実証実験等につきまし

て等ありますが、町につきましては、今後、交通システムのあり方についてどのような方法が

坂城町に適しているかというようなことも、研究、検討しながら考えてまいりたいと思ってお

ります。 

７番（吉川さん） 公共交通は多くの利用者のために役立たなければ意味がありません。そのた

めには利用に対する調査も大変必要かと思いますし、抜本的に改善もしなければいけないこと

もあるかもしれません。今も今後このまま継続をしていくというお話がありましたが、今年も

町地域公共交通会議が来年度の利用に向けて開催されると思いますが、しっかりとその点につ

いて、その会の中で協議をして、どんな点を改善して、そして町民の皆様が少しでも多くの方

が、六十何人でなくて利用していただけるようになるかという点をしっかりと協議していただ

きたいと思います。 

 そして安曇野市でも、このデマンド交通、導入しておりますが、ここは社会福祉協議会が中

心となって行っております。それはどうしてかといいますと、社会福祉協議会が中心になるこ

とで、乗っている方の状況が全部把握できるということでございます。これから乗られる方は

高齢者がどんどん増えてくるわけですが、社協が運営することで一人一人の状況が手にとるよ

うにわかるということで、もしこれからご検討していただく中では、ぜひ社協が運営主体とな

るような形で検討をお願いしたいと思います。 

 では、３点目のセカンドブック事業について。 

 イとして、親子の絆を深めるセカンドブックを。 

 当町は平成１６年１１月からファーストブック事業、いわゆるブックスタートを始めました。

生後７カ月の健診時に図書館司書の方が読み聞かせや絵本の楽しさなどについてお話をしてい

ただき、そして１０冊の絵本の中から２冊を選んで読み聞かせについて、コットンバックに入

れてパンフレットとともにプレゼントされております。昨年度も７５名の乳児に贈呈されたと

伺いました。このファーストブック事業、そして現在、ほかの自治体でも今、セカンドブック

事業を取り入れております。 

 現在、若い世代を取り巻く生活環境が大きく変化しておりまして、若いお母さんが早くから

働きに出ております。そういう中で、３歳のときに３歳の健診が保健センターで最後の健診と

なります。そういう意味でも、３歳というこの貴重な時期に、ぜひ当町でもセカンドブックを

プレゼントしてはと思いますが、それについての見解を伺います。 

福祉健康課長（伊達君） セカンドブック事業についてお答えいたします。町では、お子さんが

小さいころから本に親しみ、豊かな感受性を育むとともに、読み聞かせなどを通じて親子のき

ずなを深められるよう、平成１６年度よりブックスタート事業を実施しており、昨年度までの
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１３年間で１，３４４人のお子さんに絵本のプレゼントをしてまいりました。 

 ご質問いただきましたセカンドブック事業は、お子さんがある程度の年齢に達したところで

本をプレゼントするということでありますけれども、何よりもこうした時期に子供の成長に合

わせて身近に多くの本に出会える環境づくりが重要だと考えているところでございます。 

 町では、子育て支援センターや町立図書館の絵本などの充実に努めており、子育て支援セン

ターでは絵本を６２０冊、紙芝居を１５０冊所有しているのに加え、町立図書館より２７０冊

の絵本と５０冊の紙芝居を借り、３カ月に一度は本の入れかえを行っております。また、町立

図書館には１万１，１００冊の絵本の蔵書があり、昨年度は４９０冊の絵本を購入し、また

座ってお話ができるスペースもございます。いずれも常に新しい本に出会えるという環境を整

えているということでございます。 

 幼児期は、豊かな感性とともに好奇心や探求心、思考力を養う大切な時期であり、読書だけ

でなく子供同士の交わりや仲間とのかかわり、家庭以外の環境に触れることも、こうした力を

培う大きな要素になると考えており、まずは常に絵本に触れることができ、ほかの人とも交流

もできる子育て支援センターや町立図書館に足を運んでいただけるよう、ＰＲを図ってまいり

たいと考えているところでございます。 

７番（吉川さん） 新しい本に出会う環境を整えていますという答弁でありました。この読み聞

かせ、私も最近では膝の中に１歳の孫を入れて体験しておりますが、この読み聞かせは赤ちゃ

んの体の発育にミルクが必要であるように、赤ちゃんの言葉と心を育むために愛情に包まれた

抱っこの温かさの中で言葉と心を通わせる時間が大切であると言われています。このブックス

タート事業の効果についてどのように捉えているでしょうか、お願いいたします。 

福祉健康課長（伊達君） ブックスタート事業の効果ということで、お答えをいたします。ブッ

クスタート事業につきましては、本の贈呈後、アンケ一卜などでの確認はしておりませんけれ

ども、この事業により絵本が好きになったといった声などをお聞きしているところでございま

す。子育て支援センターでの絵本の貸し出し状況を見ましても、利用者数、貸出冊数は年々増

加傾向にあり、ブックスタートをきっかけに絵本を借りに来るといったこともあるのではない

かと考えているところでございます。 

 ブックスタートは単なる読書支援でなく、親子の愛着形成の手段ともなっておりますので、

子育て支援、また親子への支援の重要な事業として今後も取り組んでまいりたいと考えている

ところでございます。 

７番（吉川さん） 環境を整える中で、子育て支援センターに足を運んでいただく若いお母さん

たちが増えていけばいいわけですけれども、中にはなかなかそういう場所に出向けないという

家族も、また子供さん、親御さんがいらっしゃると思います。そんな意味でも、この点につい

てこれからも検討していただきたいわけですが、軽井沢町では、やはり３歳児健診時にボラン
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ティアの方が大型の絵本の読み聞かせをして、そして５冊の絵本の中から１冊プレゼントして

いると伺いました。図書館に行けば絵本がある、また保護者みずから購入することは、そう難

しいことではないと思いますが、ここで大事なのは、あえて行政がこれを実施する、この事業

の意義や思いを保護者の方に伝えていく、この活字離れの中で、そのことが大きな意味がある

と思っております。小さな取り組みですが、その子の人生の中で大きな意味を持つ取り組みだ

と思いますので、今後の施策の中で検討を願いたいと思います。 

 今日は大変、時間が足りなくなってしまいました。さて、この自然豊かな坂城町、子育て世

代からお年寄りまで、この町はいいなと口々に言っていただけるよう、私もこれからも皆さん

の声を粘り強く届けてまいります。以上で私の一般質問を終わります。 

議長（塩野入君） ここで１０分間休憩いたします。 

（休憩 午前１０時００分～再開 午前１０時１０分） 

議長（塩野入君） 再開いたします。 

 次に、１２番 大森茂彦君の質問を許します。 

１２番（大森君） ただいま議長より発言の許可をいただきましたので、一般質問を行います。 

 １．国保の県への移行について 

 これは６月議会に続き、今回２回目の質問となります。来年４月、社会保障制度の中で医療

にかかわる国保、介護保険、障がい福祉の三つの分野が大きく見直されます。国保については、

これまで２回の試算では市町村独自の法定外繰り入れが含まれず、国保税が最大７割以上にな

る、これは毎日新聞で埼玉県の事例を出しておりました。というところや、県下の泰阜村でも

１．５倍などの試算が出ており、住民からの不安と怒りが、その声が上がっておりました。今

回、第３回の試算の最大の特徴は、厚労省が制度移行に伴う保険料あるいは保険税負担の急変、

これを極力避ける姿勢を明確にしたことであります。 

 イといたしまして、第３回目の試算結果はどうであったか。 

 第３回試算では、平成３０年度の公費拡充分、これは１，７００億円のうち１，２００億円

の充当分や医療費の伸びが低かった平成２９年２月診療分までの実績が反映されております。

さらに２８年度に法定外繰り入れや基金取り崩し等で保険税増加を抑制した市町村は同額を、

同じ金額を２９年度に繰り入れた上で試算していいことになっております。長野県が行った坂

城町の試算結果、これについてどうであったかご答弁願います。 

 二つ目に、市町村ごとの実際の１人当たりの保険税額、そして世帯当たり保険税額との比較

も求めることになっております。坂城町のそれぞれの額はどうであったのでしょうか。 

 次に、厚労省は都道府県及び市町村が試算結果を公表することも認めており、町として公表

すべきと思いますが、これについてどうか。以上、３点について答弁を求め、１回目の質問と

いたします。 
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町長（山村君） ただいま大森議員さんから、１としまして国保の県への移行について、（イ）

で第３回目の試算結果はというご質問がありましたけれども、私からは（イ）の第３回目の試

算結果についてお答え申し上げます。 

 国民健康保険は、平成３０年度の制度改革により財政の運営主体が県に移行されます。そこ

で、県では県下全体の保険給付費を賄うために、各市町村がそれぞれ被保険者の皆さんに納め

ていただく国民健康保険税を主な財源として県に納める国民健康保険事業納付金、いわゆる納

付金を算定し、提示することとなります。 

 第３回目の試算に関しましては、８月中をめどに県から示されることになっておりましたが、

現時点におきましては、まだ県から提供されていないという状況であります。県に確認しまし

たところ、スケジュールとしますと今月の中旬ということですので、間もなく市町村に示され

る予定で、県ではこれをもって今月下旬に県の国保運営協議会に諮ることとされております。

なお、県の国保運営協議会は公開されますので、結果的に県内の試算内容に関しまして公にさ

れるものと思われます。 

 納付金の試算につきましては、これまでにも昨年度に２回行われましたが、試算の趣旨が新

体制に移行する３０年度以降の納付金の配分方法や激変緩和条件の検討などを目的としている

ため、あくまでも内部的な参考値として捉えているところであります。 

 今回示される第３回目の試算では、これまでの試算とは異なり新制度を前提に行われ、例え

ば、保険料の伸びが急増する場合の激変緩和措置を本年度の保険料率に対して試験的に当ては

めたり、医療給付費等が自然に増加する一定割合をパターン化して推計し計算されるなど、こ

れまでの試算よりは制度改革以降実際に算定される形に近づくものと思いますが、これをもっ

て来年度の実際の数値になるものではございません。 

 また、納付金算定の基礎となる数字を推計するに当たって用いられる国の各種係数に関しま

しても、２９年度予算ベースのものを用いているため、実際の３０年度の納付金額算定に関す

るものは今後改めて示されていくということとなっております。 

 県から示される試算内容としましては、主に町が納めるべき納付金の総額と同時に、市町村

が本来その加入者に対して賦課すべき標準保険料率として、当町を含む多くの市町村で用いら

れている所得割・資産割の料率と均等割・平等割の金額による４方式と、資産割を除いた３方

式との二つの保険料率が示されることになります。 

 町といたしましては、示された試算結果に用いられたデータや算出の根拠等内容を精査し、

将来的な医療費等の推計と賦課する保険税について、町の国保運営協議会のご意見をいただく

中で検討してまいりたいと考えております。 

 また、公表につきましては、県の国保運営協議会での審議の経過を見る中で、適切に対応し

てまいりたいと考えております。 
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１２番（大森君） 残念ながらまだ公表されないということですけれども、厚労省はですね、全

国の県に対して８月までに厚労省へ報告するようにというふうに提出を求めております。そう

いう点で、もう月半ばになってきておりますので、今、町長からの答弁で県は中旬に知らせる

ということで、近々のうちに報告が来るかというふうに思うわけであります。 

 １点お尋ねしたいんですが、保険料率の計算方式で、４方式、特に資産割等が含まれた内容

についてと、それと、それを外した内容ということでの計算が出されると思うんですが、これ

については当町はどのような方向、あるいは県はどういう方向で、どちらを採用して行うのか。

あるいはそれぞれの自治体が自由に選択してできるのか。その点についてはどのようになって

いるでしょうか。 

福祉健康課長（伊達君） 税率の賦課の方法、今おっしゃられたように４方式と３方式というパ

ターンが示されるということでございます。本件におきましては、医療給付費分については、

ほとんどが４方式という状況でございます。今お尋ねにあった資産割、資産税割についても、

こちらのほうは料率がですね、かなり市町村によってばらつきがあるという中であります。基

本的には４方式にするか３方式にするかというのは市町村の中の決めという形になるかと存じ

ますけれども、県のほうでは参考として３方式によるものも示すということになっております。 

１２番（大森君） 県が公表しなければ何の議論も今回進まないということになるわけですが、

６月議会で制度全体について一般質問を行わせていただきまして、そこでの制度的な内容につ

いては明らかになってきておりますけれども、やはりこれは県からそれぞれの自治体へ通知が

あった場合に審議会を開いて検討して公表していくということですので、速やかに公表を求め

ていきたいというふうに思います。それでは、次の一般質問に入ってまいります。 

 ２といたしまして、誰もが安心して暮らせる町に。 

 町は「ともに生きる福祉と健康のまちづくり」を目標に、坂城駅にエレベーターの設置を初

め、グリーンベルト化やバリアフリー化などを進めてきております。一方、国は平成１５年度

に法定の障害福祉サービスは措置から利用料が発生する支援費制度をスタートさせました。こ

れは福祉の市場化であり、営利事業体、株式会社の参入を可能といたしました。平成１８年

４月には障害者自立支援法が施行、この内容は、身体・知的・精神の３障がいの支援を一元化

するということで、それぞれの障がいの支援が見えにくくなりました。平成２５年４月には障

害者総合支援法に改め、介護保険優先原則の導入が行われました。平成２８年５月には障害者

自立支援法の改正法が成立しました。そして、これは来年４月から施行となります。この改正

法に基づいて今回の町障害福祉計画第５期計画を策定することになります。これを踏まえて質

問に入りたいと思います。 

 イといたしまして、これまで行われてきた第４期障害福祉計画の現状は。 

 ３点についてお尋ねいたします。一つは、第４期計画における成果と残された課題はどんな
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ものがあるでしょうか。 

 二つ目には、障がい者の地域移行について。特に精神についてでありますが、２９年度末ま

でに千曲市と連携して千曲・坂城地域の地域資源を活用した機能分担による面的な整備を目指

すとして、町内にある空き家のグループホームへの活用検討など基盤確保についても研究する

とのことですけれども、この進捗状況はどうなっているでしょうか。 

 三つ目には、私は２年前、２７年９月議会において第５次長期総合計画後期計画の見直しの

中で、グループホームを初めサービス基盤の整備について、事業所等への支援も含め検討する

ことや、長野市との連携中枢都市圏構想の検討の中でも精神障がい者地域生活支援コーディ

ネーターの共同設置も協議すると、このように町長は答弁されておりました。この経過につい

ても答弁を求めるものであります。 

 ロといたしまして、第５期計画策定におけるサービスの創設と拡大についてであります。 

 これについても３点についてお尋ねいたします。自立生活援助の創設が行われますが、これ

はどんなサービスの内容になるんでしょうか。 

 二つ目に、就労定着支援の創設、これも新たにつくられます。この内容はどうでしょうか。 

 三つ目に、重度訪問介護の訪問先が拡大されますが、これはどのようなサービスなのかお尋

ねをいたします。 

 ハといたしまして、障がい者サービスの介護保険サービスへの移行の問題。これについてで

すが、障がいのある人が６５歳になると障害福祉から介護保険制度へ移行させられ、サービス

が切り下げられるものもあります。介護へ移行した方の人数は何人でしょうか。 

 次に、厚労省は一律に介護保険を優先させないこと、介護保険で十分なサービスが受けられ

ない場合は、それに上乗せして障害福祉サービスを受けられるように適切な運用をするよう通

達を出していると言いますが、町の対応はどのようになっているのかお尋ねをして、１回目の

質問といたします。 

福祉健康課長（伊達君） 誰もが安心して暮らせる町にということで、（イ）の第４期障害福祉

計画の現状はから順次お答えをいたします。 

 障害福祉計画は、障がい者が地域で安心して暮らし、自立した生活を送ることができる社会

を実現していくために、障害者総合支援法に基づいて、障害福祉サービス等の提供体制確保の

ために、国が定める基本指針に即して都道府県、市区町村が作成するもので、３年を１期とし

て平成１８年度から策定されており、本年度は平成２７年度を初年度として策定された第４期

計画の最終年度ということになっております。 

 第４期障害福祉計画は、平成２５年の障害者総合支援法の施行を踏まえ、障がい者が地域で

暮らせる自立と共生社会の実現を基本理念とし、施設入所者の地域生活への移行、地域生活支

援拠点等の整備、福祉施設から一般就労への移行を成果目標として目標値を設定しております。 
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 これまでの成果と課題ということでございますが、まだ計画期間中でございますので途中経

過としてお答えをいたします。まず、施設入所者の地域生活への移行についてでございます。

今年７月に１名の方が入所施設を退所されました。目標値は計画期間中に３名の方が地域生活

への移行を、また施設入所者数としては１名の削減を見込んでおりますので、最終年度となり

ます今年度の今後の状況について確認をしてまいりたいと考えているところでございます。 

 先ほどご質問にありました千曲市との連携における地域資源を活用した面的な整備を目指し

ていく地域生活支援拠点等の整備につきましては、国の指針において整備期間を平成３０年度

から始まる次期、第５期計画期間まで延長する方向を示しております。しかしながら、坂城・

千曲圏域におきましては、既存資源の活用による面的な機能確保をベースとして、千曲・坂城

地域自立支援協議会等との連携を図る中で、なるべく早い時期に体制整備ができるよう、継続

して協議を進めているところでございます。 

 また、福祉施設から一般就労への移行についてございます。就労移行支援事業の利用者数は、

２７年度末が１３名、２８年度末が４名、今年度は現段階で３名となっており、年度により利

用者数に差はありますが、一般就労に移行した方は、平成２７年度で１名、２８年度で３名と

なっており、今年度においても８月から１名の方の一般企業での就労が決まるなど、成果目標

値であります３名を上回る状況となっております。 

 障がい者の方が自立して生活をするためには、就労ということも一つの大きな要素となりま

す。就労移行支援などのサ－ビスにより、就労に必要な知識や能力を身につけ、数多くの方が

一般就労につながるよう、相談支援事業所、サービス提供事業所と連携して支援を継続してま

いりたいと思っております。 

 次に、精神障がい者の地域移行についてですが、精神障がいを初め、３障がいに対応した相

談支援機能の充実を図るとともに、地域移行支援を行う一般相談支援事業所との連携や緊急時

の相談、受け入れなど、障がい者の地域移行を総合的に支援していく地域生活支援拠点につい

ては、先ほどお答えしたとおり整備に向けた協議を進めているところでございます。 

 空き家のグループホームへの活用につきましては、利用者が共同生活を行うことから、居室

の状況やプライバシーの確保、設備等の課題があり、町で紹介できる物件がなく、活用には

至っていないという状況でございます。 

 また、第５次長期総合計画後期基本計画の中でも位置づけられているグループホームなど障

がい者支援施設の整備につきましては、坂城・千曲圏域での基盤の充実という観点から、町で

も建設補助を行う中で、今年度、精神障がいの方を受け入れるグループホームが新たに上山田

地区に開設されたところで、当町からも現在お一人の方が利用されているという状況でござい

ます。 

 特に長期入院中などの精神障がい者を初めとする障がい者の地域移行支援につきましては全
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国的な課題となっており、長野圏域においても長野地域連携中枢都市圏ビジョンの事業として、

２８年度より専任のコーディネーターを圏域で設置し、長期入院している精神障がい者の方の

病院と地域への橋渡し、退院へのアプローチ支援が行われております。 

 町といたしましても、精神障がいの方が自分の選んだ地域で自分らしく生活するための社会

復帰や社会活動への参加の促進のため、関係機関と連携して必要な支援を行ってまいりたいと

考えております。 

 次に、（ロ）の第５期計画策定におけるサービスの創設と拡大についてのご質問にお答えい

たします。第５期障害福祉計画につきましては、平成３０年度から３２年度の３カ年を計画期

間とし、国の理念、基本指針を踏まえた成果目標と、必要となるサービス提供量の見込みを活

動指標として設定し、今年度中の策定に向けて準備を進めているところでございます。第５期

のスタートである平成３０年４月には、障害者総合支援法等が改正・施行され、障害福祉サー

ビスに新たに自立生活援助、就労定着支援の二つのサービスが創設され、重度訪問介護サービ

スの訪問先も拡大されることになります。 

 自立生活援助は、障がい者施設やグループホーム等で生活していた障がい者が、ひとり暮ら

しを始めたときに定期的な訪問などを行い、日常生活上の課題や地域住民との関係などを確認

し、必要な助言や支援を行うことで、地域移行を支援するものとなっております。 

 就労定着支援は、就労移行支援などの障害福祉サービスを利用し、一般就労に移行した障が

い者について、就労した企業等への定着を目的として、就労に伴う環境変化により生じる生活

面の課題解決に向け、企業と連携し、働く障がい者の支援を行うものとなっております。 

 重度訪問介護の訪問先の拡大は、これまで居宅だけとなっていた訪問先を、障害支援区分が

６の状態にあり、日常的に在宅で重度訪問介護を受けている方が医療機関に入院した場合は、

入院先にも訪問先を拡大することで、障がい者それぞれが必要とする介護特性を入院後の医療

機関においても継続して保つことを目的とするものとなっております。 

 第５期障害福祉計画においては、これらの創設、拡充された新たなサービスを見込み量に加

えて策定してまいるということになっております。 

 次に、（ハ）の障害者サービスの介護保険サービスへの移行の問題についてお答えいたしま

す。障害福祉サービス及び介護保険サービスの利用に当たっては、障害者総合支援法により介

護保険優先の原則が規定されており、障害福祉サービスを利用されている方も６５歳に到達さ

れた際には、障害福祉サービスに相当する介護保険サービスがある場合は、介護保険の認定調

査を受け、認定段階に応じたご負担をいただく中で介護保険サービスを利用していただくこと

になります。 

 しかしながら、利用していたサービスが行動援護、同行援護、自立訓練、就労移行支援、就

労継続支援など障害福祉サービス固有のものである場合は、６５歳以上も継続した利用が可能
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であり、車椅子などの補装具についても身体の状況により、障害福祉サービスでの購入ができ

る場合もございます。また、施設やグループホームを利用している場合など、障害福祉サービ

スで受けていた支援に相当するサービスを介護保険で受けることが難しいと判断されるときは、

入所を継続する対応や、在宅で居宅介護を受けていた障がい者の方が介護保険への切りかえ後、

介護保険サービスのみでは不足するといった場合には、障害福祉サービスを上乗せ支給するな

どの判断を行っております。 

 障害者総合支援法が施行された平成２５年度以降の町の状況について申し上げますと、

２５年度は６５歳以上で障害福祉サービスを受給されていた１５名のうち、１４名がそのまま

障害福祉サービスを継続し、１名の方が介護保険に移行されました。２６年度以降は、介護保

険サービスのみの利用に移行した人はおらず、２６年度は１７人のうちお一人、２７年度は

２２人のうちお一人、２８年度は２６人のうち３人の方が介護保険サービスを利用するように

なりましたが、あわせてサービスの不足分について障害福祉サービスを上乗せしており、利用

者のご意向や状況を踏まえる中で適切な運用をしているところでございます。 

 今後も、障害福祉サービスから介護保険サービスに移行にしたことで、障がい者の日常生活

などに支障が生じることのないよう対応を図ってまいりたいと考えているところでございます。 

１２番（大森君） それぞれご答弁をいただきました。第４期計画における成果と課題という点

で、特に障がい者の皆さんに対する共同生活等を行うグループホームということが一番大きな

課題として残されてきているのかなというふうに思うわけですけれども、共同生活するために

プライバシーの問題だとか、あるいは施設、空き家の構造的な問題等、やっぱりあるかと思う

んですが、そういう点では千曲・坂城内で探すということになれば、それだけの物件、なかな

か見つからないということがあるかもしれませんが、やはりもう少し財政的支援もしながらで

すね、そういう施設運営をする団体に対して、やはり早急な対処をとっていくということが必

要ではないかというふうに思います。このことができて初めて第５期の計画が進められるとい

うふうになると思うんですが、この点についてはどんなような方向性でこれまでに行われるん

でしょうか。それ１点、ちょっとお尋ねしたいと思います。 

福祉健康課長（伊達君） グループホームに関してのご質問でございますけれども、先ほどのご

答弁の中でも申し上げましたように、本年、上山田地区にグループホームが１軒開設したとい

うことでございます。こちらは精神障がい者の方も受け入れる施設ということで、これについ

ては町のほうでも財政援助をしているということでございます。 

 こうしたようにですね、必要に応じてですね、町のほうでも財政支援をしてまいるという形

になろうかと思いますけれども、事業者等の意向を踏まえる中で、また千曲・坂城圏域という

ことになりますと千曲市さんとの調整も当然出てまいりますので、そうした点を踏まえながら

今後においても対応を検討してまいるということになるかと存じます。 
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１２番（大森君） 長野地域連携中枢都市圏構想ということで、障がい者地域コーディネーター

の共同設置ということで動き始めたということでありますが、これについては長野市との動き

もありますので、ぜひ長野市の方向性も踏まえながら、また町の要望、あるいは意見等も出し

ていただきながら進めていっていただきたいというふうに思います。 

 次に、ハの障害者サービスの介護保険の移行の点ですけれども、全国の自治体で行われてい

るのは、結構強制的に介護保険に移行させるという形があるんですが、人数的に介護保険へ移

行の人数を見ますと、それほどでもないんですが、これについては介護保険でのサービスの内

容提供できるものが、そんなにないというような判断でよろしいでしょうか。それについてお

尋ねいたします。 

福祉健康課長（伊達君） サービスの介護保険への移行ということでございます。当町におきま

しては、先ほど申し上げたとおりの移行者の状況ということでございますけれども、介護保険

の場合は、その認定される介護度によって当然受けられるサービスの回数ですとか量が決まっ

てまいります。その中ではどうしても足りないという場合は、これは当然ながら障がいのほう

でカバーをしていくということであります。また、そもそも介護保険、やはり障がいの方はそ

れぞれ固有の特性を持っていらっしゃるということに鑑みまして、ご本人のご意向ですとか、

ご家族のお話をよく聞く中で、介護保険に移行することで障がいの部分が削られてしまうとい

うことのないように私どもは留意してやっているということでございますので、今後もそのよ

うな対応をしてまいりたいと考えているところでございます。 

１２番（大森君） 介護保険でない、足りない分については上乗せして、あるいは障害者福祉支

援のほうで実施されるということですので、今後もその点については利用者のご意向をきちっ

と受けとめて実施していっていただきたいということを願っております。 

 次に、来年４月から始まる第５期計画策定についてでありますけれども、３点が大きく、

２点が創設され、１点が拡大ということであるんですが、自立生活支援ということでは、障が

い者施設だとか、あるいはグループホーム等からのひとり暮らしを進めるという、こういう

方々に対しての支援をしていくわけですけれども、サービスの利用についてですね、いろんな

条件があるわけですが、具体的な対象者としては障がい者支援施設等の対象、グループホーム、

精神病院等の医療機関を退院した者であって、障がいに起因する疾病等により入院していた人

というふうに条件でなっていまして、しかし、退院から３カ月以内の者に限るというのが定義

されているわけです。この点について、特に精神の場合、サービスを利用していて、その後、

再発したという場合にですね、こういうときに退院から３カ月以内、まず短過ぎるんではない

かということや、自立支援サービスを利用する、再度これを利用することができるのかどうか。

こういう点についてもですね、やはり明確に利用しやすいように延長できるような、そんな方

向性がとれるのかどうかお尋ねいたします。 
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福祉健康課長（伊達君） お尋ねのありました自立生活援助を含めた新たに創設されるサービス、

それと重度訪問介護の訪問先の拡充といった新たな仕組みの部分につきましては、法の大きな

体系の中では決まっているということになろうかと思いますけれども、具体的な運用ですとか

基準については、まだ私どものほうに明確に示されておらないということでございます。先般、

県のほうに確認しましたところ、県のほうにも国から特段細かい指示は今のところ来ていない

ということでございますので、今後そのような情報の中で、どういった仕組みになっていくの

か、細かい部分については精査をしていきたいと考えております。 

１２番（大森君） 今のご答弁いただき、あと２と３、質問してもしようがないということにな

るかもしれませんが、それでも障がいの皆さんも気にされていることでありますし、また国の

ほうへですね、一応の案が出てきたところでは若干の、例えば退院から３カ月以内とするとい

う者に限るというのをですね、半年に延長するぐらい程度でおさめるということもあるわけで

すから、大体大筋はこの線で行くという内容だというふうに思うんです。これまでのいろんな

施策や法律等もあっても、本当に若干の手直しということで、どこが変わったんだろうかとい

うことすらわからないような手直しぐらいしか出ていないということから考えればですね、こ

の退院から３カ月以内の者に限るという、この期間も半年あるいは１年以内ということになっ

てですね、その後は悪く言えば放り出すという形になるんじゃないかというのを心配するわけ

です。 

 次に、就労定着支援の創設ということで、これまでも就労支援ということは行ってきており

ます。特に今回、定着ということが創設として大きな点であるというふうに思うわけです。こ

れは本当に日常生活等、いろんな点で障がいを持っている方、スムーズに移行できないという

ことや、時間を決めたり時間どおりに出勤したり、決められた作業をするというようなことが

なかなか大変だというふうに思うわけですけれども、こういう支援が定着するような支援がで

きるということは非常にいい方向だなというふうに感じたわけですが、これについてのですね、

こういう支援を受けるサービスの利用期間というのは、１年ごとに支給決定期間を更新して

３年間となっているということです。障がいを持っている方においては、生活面の課題につい

て、３年間も当然必要がない方もいらっしゃると思うんですが、それ以上支援が必要な方もい

るんではないかというふうに思うわけです。この３年間という期限を切るということでは、や

はり問題ではないかというふうに思います。これについても厚労省からまだ何とも来ていない

と、通知来ていないということですので、これについても答弁求めてもやむを得ないなという

ふうに思うんですが、やはりこれについても手直しとしたら５年とかという期限になってくる

ということで、やっぱりある程度無期限というのが原則的に必要ではないかというふうに私は

考えます。あるいは県なりからの意見聴取があった場合には、やはりこの点についてきちっと

指摘していっていただきたいというふうに要望したいというふうに思います。 
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 次に、３番目の重度訪問介護の訪問先が拡大されるということで、これまでは重度訪問介護

事業所はですね、居宅との関係だけで行われていたんですが、今度は病院とか施設へ入所ある

いは入院する場合にも、こういう方々が利用されている場合には、ヘルパーを引き続き病院等

へも派遣できて、そして、そのニーズを的確に医療従事者に伝えるということで、障がいをお

持ちの方の精神状態あるいは体の状態、これらについても医療従事者と心通じ合ったことで支

援していくということで、これについては非常に拡大されて、いい内容になるのではないかと

いうことで期待するところでございます。 

 次に、ハとしまして障害者サービスの介護保険の移行の点ですけれども、これについては先

ほど質問いたしましたね。申しわけございません。 

 それでは、先ほどの期限等について、あるものについてですね、私が提案した、無期限とは

言いませんが、ある程度５年とか、あるいは１０年とか、こういう期限も相当長期の支援とい

うのが必要だというふうに思うわけですが、それについて県への意見聴取の場合には、県への

そういうような意向を要請してほしいということですが、それについてはどのようにお考えで

しょうか。 

福祉健康課長（伊達君） サービスの利用期限のお尋ねでございます。サービスについては、こ

れ法定で行われるものでございますので、その中の裁量としてどのぐらいできるかという問題

はございますけれども、もしそういう意見聴取のような機会があれば、そんなご意見があると

いうことでお話はしてまいりたいと考えております。 

１２番（大森君） ぜひそのように改めていただくということで、強く求めていきたいというふ

うに思います。 

 次に、３番目の枯損木処理についてお尋ねいたします。６月議会において、同僚議員からも

枯損木処理についての問題を取り上げられました。また、今回ほかの議員さんも里山等の整備

も含めて質問がありますので、今回、私はピンポイントで質問をいたします。 

 国道１８号線からしなの鉄道葛尾トンネルの間の大宮地区の急峻な斜面の松枯れがひどく、

枯損木の多くが斜面の下方に向いて倒れているのが確認できます。この直下に住んでいる方は

枯損木の落下で被害が出るのではないかと心配されております。６月議会の報告でも、町は今

年度この箇所について落石防止対策工事を予定しているという答弁がありました。この工事と

あわせて枯損木の撤去も必要ではないかと思うのであります。 

 最近の異常気象はどこでも土砂災害が起きる状況となっています。また、国道を行き交う車

からでもよく見えるところであります。町が進める定住・移住促進の上からも、また町の景観

としても、いいイメージではありません。そして、これから秋の長雨も心配されるところであ

ります。枯損木撤去についての答弁を求めます。 

産業振興課長（大井君） 枯損木の処理のご質問についてお答えをいたします。初めに、枯損木



 

－ 133 －  

は立ち枯れし白骨化した樹木のことですが、町内においても全般的な広がりが見られ、そのま

ま何も手をつけないでいると倒木のおそれとなるため、その対応に苦慮しているところでござ

います。 

 この枯損木は松林に多く見られ、その原因は松くい虫被害によるもので、町では守るべき松

林を明確化し、伐倒駆除を初め空中散布の実施など防除対策を進めておりますが、全て被害木

を処理することは困難で、枯損木が増加している状況でございます。 

 ご質問の大宮地区の森林につきましては、保安林に指定されており、以前より県が主体と

なって国の補助金を活用し、落石防護柵等の治山工事が実施されてきたところでございます。 

 今回の工事につきましては、斜面の岩に亀裂が入っていたり浮き石があることから、県に対

し落石防止の工事を要望し、平成２６年度に工事に着手したものですが、その後、国の予算配

分が行われず、工事が一時中断しており、しなの鉄道からも強く要望され、また昨年度、

２８年度に２件の落石が発生したこともあり、本年度、再開されることとなったものでござい

ます。 

 工事の施工方法といたしましては、大きな岩をワイヤロープで固定し、浮き石等に網状のワ

イヤネットをかけるといった内容となります。また、今年度は県の工事計画全体の予算措置が

なされていないため、来年度以降も引き続き工事を施工するよう県に要望を行ったところでご

ざいます。 

 この工事にあわせて枯損木の処理ができないかということでございますけれども、実際に被

害が出ており、より危険な落石防止のための工事を優先して実施してまいりたいと考えており

ます。また、この大宮地区の森林は守るべき松林に指定され、重点的に松くい虫被害対策を実

施する森林ではございますが、ご質問のとおり非常に急峻で伐倒駆除が困難なため新たな松く

い虫の被害木も発生しており、枯損木が増加している状況となっております。この急峻な場所

で枯損木の処理作業を実施した場合、新たな落石を誘発するおそれがあり、通常の搬出処理が

非常に困難な箇所でもございます。そういった状況でございますので、落石防止工事完了後、

治山工事での対応を県に要望してまいりたいと考えております。 

１２番（大森君） この地域について、ご答弁では保安林の指定があり守るべき松林であるとい

うことで、非常に大切な、また景観上も大切な松林ということになるわけですが、実際に倒木

して倒れている木についてですね、横に倒れていればまだ元気な木の間でですね、ぐっと頑張

ることができるかもしれませんが、国道から見ても下に向いて木が倒れているという状況が、

もう何本もあるわけです。落石防止だけでは、やはり処理できないということ、処理というの

は安全を確保できないということもあるんですが、それよりも治山という点での落石防止工事

がですね、２６年度に着手して、まだ橋をかけてあるようですけれども、これ中断していると

いうことと、また、しなの鉄道からもやはり何とかしてほしいという要望が出ているわけです
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から、県の、しなの鉄道も県とのかかわりが非常に強いところであるわけですから、ここにつ

いてはですね、やっぱり早急な対応が必要だというふうに思います。 

 県に対しても、やっぱりここのところは、事故が起きてからは何とも言えないというか、事

故が起きるまで何もしないということでなくて、事故が起きる前に未然に防いでいくという、

こういう防災対策というのが必要だというふうに思います。これについてですね、やはり県が

本当にどこまで本気でここの公共交通機関の鉄道を守り、そして町民の生活を守っていくかと

いう点はですね、もっと強力に要求し推し進めていってほしいというふうに考えるわけですが、

もう一度それ、決意のほどをちょっと求めたいというふうに思います。 

産業振興課長（大井君） 倒木等のお話でございますけれども、まず先ほども申し上げましたけ

れども、落石が発生しておりますので、まず落石の防止の工事を優先してまいりたいというふ

うには考えてございます。 

 また、県が主体となって治山事業を行っていただいておるところでございますけれども、打

ち合わせ等については綿密に行っておりますが、具体的にどのぐらいの意気込みでやるかとい

うようなことではお伺いしてございませんので、そこら辺については何とも申し上げられない

ところですが、治山事業として県が主体となって進めていっていただくということで打ち合わ

せをし、現在も今年度も事業を進めておるというところでございます。 

 また、町としてもそういった倒木の危険防止、もしくは景観の関係もございますので、今後、

県に治山事業として、その後の倒木処理についても進めていっていただくように要望してまい

りたいというふうに考えてございます。 

１２番（大森君） 決意のほどをお伺いいたしました。そのような方向で、ぜひご努力願いたい

というふうに思います。 

 いつも時間ぎりぎりになりますので、後回しにしておったんですが、特に今回、医療・社会

保障にかかわる３点の計画、制度が見直されるということでありまして、これについて特に国

保についてですね、追加で私の考えを述べたいというふうに思います。 

 国保の都道府県化は国保を抱える構造的な問題の解決と国は言っておりますが、この解決と

いうよりも医療費の適正化と収納強化のためであるということは明らかではないでしょうか。

２０１３年に出された社会保障制度改革国民会議の最終報告書は都道府県化の狙いについて、

医療提供体制の主体と国保給付の主体を都道府県に一体的に担わせることで効率的な医療費抑

制ができるようになり、医療提供水準に見合う保険料も検討が可能になってくると、このよう

に述べ、医療費抑制であるということをストレートに明記しているわけであります。医療提供

体制の管理は都道府県の仕事というふうになりますが、国は再構築を掲げ医療機関ごとの

２０２５年の医療の必要量を示す地域医療構想を都道府県に策定をさせて、都道府県ごとの医

療費抑制を競わせております。 
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 政府は２０１５年当時の病床、ベッド数ですが、約２０万床を削減し、２０２５年時点で

１１５万から１１９万ベッドにするという計画を示しております。２０２５年までに３３万

ベッド数が削減されることになるわけであります。長野県では２０１５年時点の１万

９，７６９のベッド数から、２５年には１万６，８３９ベッドにするということで、

２，９３０ベッドの削減計画を策定しております。 

 そして、国保では調整交付金、納付金、保険者努力支援制度、国保運営方針などを使って制

度の中に医療費抑制の仕組みを組み込ませています。医療提供体制だけでなく、保険給付との

両面から効率よく医療費抑制を推進しようとすることが都道府県化の一番の狙いではないかと

私は考えております。誰もが安心して受けられる医療制度、一つは誰もが払える保険税である

こと、二つ目は保険証１枚でいつでもどこでも誰でも必要な医療が受けられる制度にしてほし

いものであります。 

 また、最後に要望でございますが、本当は質問に入れなきゃというように思っていましたが、

ちょっと落としましたけれども、今、おたふく風邪が結構はやっております。特にこれは子供

さんの場合、片耳だけの難聴になりやすいということで、親のほうはなかなか難聴になったの

は気がつかないということで、やはり予防接種、これが必要だというふうに思うんですが、こ

れは要望としてですね、助成等も考えていただければということを要望いたしまして私の一般

質問を終わります。 

議長（塩野入君） ここで１０分間休憩いたします。 

（休憩 午前１１時０６分～再開 午前１１時１６分） 

議長（塩野入君） 再開いたします。 

 次に、９番 塚田正平君の質問を許します。 

９番（塚田君） ただいま議長より発言の許可を得ましたので、通告に従い一般質問を行います。

２年ぶりの質問ということで大変緊張もして、新人議員の皆さんから大変なプレッシャーを受

けての一般質問を行います。 

 世界気象機関ＷＭＯは、今年の東半球の５月、６月の気温は記録的で、パキスタンで５４度、

アラブ首長国連邦では５０度と、観測史上最高を記録するなど地球温暖化に伴う現象としてい

ます。温暖化は漁獲量の減少や農作物の生育異常、干ばつや洪水、局地的豪雨の多発など深刻

な影響が指摘されております。アメリカのトランプ政権は温暖化対策の国際的枠組み、パリ協

定の離脱を宣言しました。そのアメリカ南部を襲った大型ハリケーンは史上最多の豪雨を記録

し、大きな被害を出したところです。温暖化対策は一国の課題ではなく、パリ協定の温室効果

ガス削減目標の達成は全ての国々の人々の暮らしにかかわる問題であります。 

 今年の日本の夏は記録的な豪雨により九州北部や秋田県では水害により甚大な被害が相次ぎ

ました。また、関東や東北地方の長雨は東京都心で１６日間、仙台では３５日間降雨の連続記
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録など、今まで経験したことのない大量の雨による土砂崩れや河川の氾濫などを見るにつけ、

改めて水田や山林の保水力と環境の保全に果たしている役割に感心するものであります。質問

に入ります。 

 １．里山の整備について 

 国土の７割を占める森林、坂城町は６８％。木材供給を初め国土の保全や水源の涵養など多

面的な機能を有する緑の資源であり、地球温暖化の防止と広く恩恵をもたらす一方、木材価格

の採算悪化と担い手不足による森林の荒廃は危機的状況であります。 

 初めに、イ．耕作放棄地の森林編入事業について。 

 森林・原野化した耕作放棄地は野生鳥獣の温床と森林整備の足かせとなっています。森林地

域調査の結果と非農地化の実施状況を伺います。 

 ロ．森林・林業再生プランについて 

 安定的な林業経営の基盤づくりの指針を定めた再生プランは平成２３年から１０年間である

事業であり、この進捗状況を伺います。 

 ハ．森林税について 

 県は健全な森林づくりの推進を目的に平成２０年に長野県森林づくり県民税を導入し、間伐

事業を初め松くい虫被害木の伐倒駆除、鳥獣害対策の緩衝帯整備等に活用されたところであり

ます。当初は５年間に限定した超過課税でしたが、１期目から使った額が税収より大幅に下回

り、２期目が終了する２９年度末には残高が６億円に達する見込みであります。過大な森林税

を使い切るために起きた大北森林組合による補助金不正事件では、組合の不正受給のうち森林

税分だけでも２億２千万円余りに上っております。 

 １．森林税による事業内容と結果は 

 １．大北森林組合補助金不正受給を受けての緊急点検と実施状況は 

 １．市町村アンケートの内容と結果は 

 以上で１回目の質問といたします。 

産業振興課長（大井君） 里山整備について順次お答えをいたします。初めに、イの耕作放棄地

の森林編入事業についてお答えを申し上げます。平成２１年度の農地法改正により、管内農地

の有効活用を図るため農地利用状況調査の実施が義務づけられました。本年度の調査につきま

しては、８月２１日から３１日にかけ農業委員と産業振興課職員で８班編成を組み、いわゆる

農地パトロールとして実施をいたしました。 

 調査結果につきましては、現在、県へ報告に向け集計中でございますが、昨年度、平成

２８年度の状況を申し上げますと、Ａ分類の再生可能な農地につきましては３２ｈａ、Ｂ分類

の再生困難な農地につきましては２４３ｈａとなっております。Ｂ分類のうち山間地にある農

地について、今後、森林として植林等の整備を行うためには、農業委員会の議決により農地台
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帳より記載を外す必要がございます。 

 現在、森林として整備が可能になるよう、昨年度と、また今年度の利用状況調査のデータを

踏まえ、非農地の判断をするための事務手続を進めているところでございます。山間地という

ことから所有者不明農地もありますが、所有者が明確な農地からそれぞれの意向を確認し、ま

た町の農業振興地域整備計画との関連等を総合的に勘案する中で、年次ごと計画的に進めてま

いりたいと考えております。 

 次に、ロの森林・林業再生プランについてお答え申し上げます。森林・林業再生プランは、

林業経営の効率化を図るため、森林整備事業を大規模化し木材利用を活性化するため、平成

２１年１２月に国が策定し、あわせて補助事業の見直しが行われたものでございます。これに

より、補助金を受けるためには搬出間伐を主体とした一定規模以上の森林経営計画を作成する

ことが義務づけられたものでございます。 

 これを受けて、長野県では平成１７年度に策定した長野県森林づくり指針を改定し、平成

２３年度から３２年度までの１０年間を期間とする新たな指針を策定いたしました。さらにこ

の指針を実施するため、例えば間伐面積につきましては、指針策定前年度となる平成２２年度

末の現状の値２万２，１９６ｈａを計画期間の１０年間で累計１８万４千ｈａにするなど数値

目標を掲げ、平成２３年から２７年度を前期、２８年度から３２年度を後期とした長野県森林

づくりアクションプランを策定し、これに基づいて森林整備事業が進められております。 

 このアクションプランの進捗状況について、平成２３年度から２７年度の前期分が終了して

おりますので、その進捗率を申し上げますと、間伐面積が２万２，１９６ｈａから累積で

１０万８，７００ｈａにするという目標を設定し、約９万９千ｈａが整備され進捗率は９１％

となっております。また，間伐材搬出量を１４万３千ｍ３から１７万１千ｍ３にするという目

標に対して、平成２７年度の実績は１７万５千ｍ３で、１０２％の進捗率となっております。

また、作業道の延長を１，９９７ｋｍから２，９８５ｋｍにするという目標に対して、

２，７８８ｋｍが整備され９３％の進捗率となっております。林業就労者数は２，５６７人か

ら２，７６７人にするという目標にしておりましたが、世代交代が進み若い就業者の採用も

行っておりましたが、危険性の高い業種であるため、就労していただく人材の発掘がなかなか

進まず、実績は１，７８９人で、進捗率といたしましては約６５％となっております。 

 続いて、ハの森林税についてお答えいたします。長野県森林づくり県民税、いわゆる森林税

につきましては、おくれていた間伐を推進するため、平成２０年度から２４年度まで期間を

切って導入された県民税ですが、平成２５年度からさらに５年間延長されたものでございます。

毎年徴収する森林税の総額の約２割が森林づくり推進支援金として市町村に配分されており、

当町へは平成２５年度から２８年度までの４年間で合計３９７万２千円が配分され、平成

２９年度、今年度は１１２万９千円の見込みで、５年間の合計は５１０万１千円が交付される
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予定となっております。 

 また、森林づくり推進支援金を原資として町が実施いたしました事業内容や効果について主

なものを申し上げますと、初めに、間伐材として範囲を決めて一定規模の森林を整備した事業

所へ支援金を活用して補助金を交付することで事業所による間伐が行われ、森林所有者の負担

軽減が図られております。次に、国庫補助などの対象とならない里山において地域住民が行う

やぶ払いや搬出間伐などの里山整備に支援することにより景観が整備され、搬出した木材の有

効活用が図られております。また、町が実施する松くい虫防除事業の対象とならない森林等に

ついて地域住民が伐倒処理を行う事業を支援し、景観の保全、危険防止が図られております。

次に、小学生の県産材を使用したマイ箸やコースター、ブックエンド等の作成活動を支援する

ことで、将来地域を担っていく子供たちが森林への興味を持つためのきっかけづくりになって

いるとも考えております。 

 続きまして、大北森林組合の補助金不正受給を受けて、長野地域振興局管内に同様の案件が

ないか、平成２６年度から２７年度にかけて当時の長野地方事務所が平成２２年度から２５年

度に実施した１，８１１件のうち３７０件を抽出調査したところ、不正案件はなかったとのこ

とでございました。また、町内で県の補助事業により森林整備事業を実施している長野森林組

合に確認をしたところ、補助金申請事務などについて内部チェックをより厳格化して対応して

いるとお伺いしております。 

 次に、森林づくり県民税に関するアンケート調査につきましては、みんなで支える森林づく

り県民会議等において今後の森林づくり県民税のあり方を検討する資料とするため実施された

ものでございます。調査の対象といたしましては、県民を初め企業や市町村などに行ったもの

で、調査期間は本年６月中旬から７月中旬にかけての約１カ月間で実施されたものでございま

す。 

 ご質問のアンケート調査の主な内容と調査結果について申し上げますと、複数回答とされて

おりますが、現在、森林づくり県民税活用事業のうち大切な取り組みについてとの設問に対し、

県民及び企業の６０％以上、市町村等においては約８５％が間伐事業と回答しております。次

に多かったものは、県民及び企業の約６０％、市町村等の８５％が市町村独自の森林づくりへ

の支援と回答をしております。このほか、県民及び企業においては木材利用の促進、市町村は

間伐材の搬出となっており、また平成３０年度以降の森林づくり県民税の存続につきましては、

市町村は既に市長会及び町村会を通じて存続の要望を県に提出しておりますので、県民並びに

企業に対して実施したアンケートでは、現行のまま継続、新しい取り組み内容を加えて継続、

全く新しい取り組みとして継続といった継続賛成の回答を県民の７２．５％、企業の

７８．１％が回答しております。一方、継続すべきではないとする継続反対の回答は県民が

８％、企業においてはゼロ％でございました。また、わからない、無回答は県民が１９．５％、
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企業は２２％といった調査結果となっております。 

９番（塚田君） ２回目の質問に入りますが、今の答弁は要するに森林編入事業、また再生プラ

ン、これについて県のことなんか私は聞いていないんですよ、町のことを聞いているんですよ。

町の進捗状況はどうかと。そして、今、集団化している町の里山、この間伐状況を聞いている

んです。それわかりますか。だから、県のことを私は聞いているんじゃないと。町の状況を聞

いているんです。だから、今まで答えられたことは全て県の集約したものですよね。違う。

じゃあ具体的な町の間伐の状況を伺います。 

 そういう中で、森林税によるこの事業が、今アンケートも言われました。アンケートは、そ

れは県民アンケートですよね。私が聞いたのは市町村アンケートの内容はどうだったかと、そ

の結果を聞いているんです。県民アンケートの結果は私はわかっていますから。 

 そして、森林税について、県の税制研究会は森林づくり推進支援金、これは非常に使い勝手

のいい支援金で市町村は大変有効に使っているというわけですが、この研究会では、この支援

金は補助金のような厳格な審査がないということで、どんな目的でどんな成果があったかとい

うことは非常に疑問だと。これは県民アンケートの中でもやっぱり森林税の使われ方がわから

ないと、そういうことが多く７３％の方が回答しているわけであります。そして、２期目の継

続の前提条件として、要するに５年前ですよね、この森林税を継続するに当たっては搬出間伐

が十分進んでいないということなんですよ。一番はこの森林税が有効に使われないという中身、

６億円も基金が残ってしまうということは、一番大きな事業である搬出間伐集団化がされてい

ない、おくれているということであります。ですから、今最初に言いましたように、町内の搬

出間伐集団化の今の現状と進捗状況をちょっと伺いたいと思います。 

 それで、あと長野森林組合の更埴支所、機械設備と人材など経営規模と間伐、松くい虫伐倒

駆除の実績を伺います。これは、森林整備はほとんど森林組合が受け持っておるわけです。町

内でも民間の事業者はなしと、千曲市に１件ありますかね。ですから、坂城町の場合は、ほと

んど松くい虫の伐倒駆除と間伐の事業については森林組合が全て行っているわけです。その内

容を伺いたいと。そして、区有林、民有林の里山整備の相談と依頼状況を伺います。 

 次に、登山道と遊歩道の整備、また町境界と防火帯の整備については、私、７月の南条小学

校の鏡台山の登山にサポートとして参加しました。このときに、せっかく登った鏡台山から坂

城町が見えないんですよ。前に千曲市と防火帯の整備をして、この鏡台山からの見晴らしをよ

くしたというようなことも聞いております。昔、埴科郡１７町村の小学校が鏡台山で約２千人

が集まって運動会を開いたと言われるような面影は今ありません。このように遊歩道とか登山

道、防火帯の整備についてはどのように考えているのか。 

 また、国の森林環境税の内容につきましては、今現在３７府県が森林税を導入しております。

この導入している中で、新しい国の森林環境税が導入された場合に、非常に事業内容が似通っ
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ていると、その整合性と二重課税になるという、そういうおそれも指摘されています。そのよ

うな中で、国の森林環境税の内容を伺って２回目の質問とします。 

産業振興課長（大井君） 幾つか再質問をいただきましたので、順次お答えをさせていただきた

いと思います。 

 町内の搬出間伐の状況についてという、まずご質問でございましたが、こちらについて推進

支援金等を活用する中で実施をしてまいってきたところでございますけれども、何せ交付額が

決定されて配分が決まっておりますので、その範囲の中で順次実施をしておるというところで

ございます。 

 次に、長野森林組合の状況でございますけれども、当町におきまして主に実施していただい

ているところは更埴支所となりますけれども、更埴支所が実施した森林組合の間伐と松くい虫

の被害木の伐倒駆除等の状況でございますけれども、平成２５年から２８年度までの４年間で

当町での実績を申し上げますと、間伐につきましては４９．１ｈａを実施いたしました。また、

松くい虫被害木の伐倒駆除は、県の補助金を活用し長野森林組合が独自に実施した松くい虫伐

倒駆除が１，８７３ｍ３でございます。また、町が平成２５年から２８年度に発注した伐倒駆

除３，０２８ｍ３のうち、１，５３５ｍ３を長野森林組合が受注をしており、合計

３，４０８ｍ３の伐倒駆除を実施してございます。 

 次に、区有林、民有林の里山整備についてのご相談等につきましては、産業振興課農林整備

係のほうへお問い合わせをいただく中で対応してまいりたいというふうに考えてございます。

また、産業振興課だけでは対応が困難な場合などは長野地域振興局林業普及指導員や長野森林

組合等と対応してまいりたいと考えております。相談実績といたしましては、中之条区や上五

明区から間伐の相談を受け、県の林業普及指導員に積極的に対応していただいた結果、集団的

な間伐を実施することもできてございます。 

 それから、森林環境税のご質問でございますけれども、国で平成３０年度に税制改正におい

て結論を得るとされている（仮称）森林環境税につきましては、地球温暖化対策の一環として

市町村の森林整備を支援することを目的として、現在、国において検討がなされているところ

でございます。しかし、長野県の森林税のように地方で超過課税されている事業とのすみ分け

についても検討課題となっており、詳細についてはいまだ示されておりませんので、今後の国

の動向を注視してまいりたいと考えてございます。 

 長野森林組合更埴支所につきましてでございますけれども、機械、設備については搬出間伐、

作業員用の高性能林業機械３台を配属しており、本年度新たに１台を導入する予定となってご

ざいます。また、職員につきましては、事務職員が正規職員３名、嘱託職員２名、合計５名で、

現場作業を行う通年雇用の技能職の職員は９名体制といった中で、町内の森林整備を実施して

いただいてございます。そういった中で、この長野森林組合において鏡台山等の山林について
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も整備等、順次行っていっていただくというような状況になってございます。 

９番（塚田君） 時間がないから３回目の質問はしませんけれども、今お答えの中でないもので

集団化による搬出間伐、これについては今現在、和平と横引と上平が進んでいるはずです。こ

れは平成２６年度から３１年度の予定で進んでいるから、その状況は今どのくらい進捗がある

かということを私は聞いたんですが、結構です。 

 それで森林組合、実働部隊が９人ということでありますけれども、これは更埴支所、千曲市

と坂城町の管轄であります。そして今、高性能機械で間伐を行う場合には作業道を設けて、そ

して高性能機械で間伐をしないと搬出ができないと、そういう中で機械化も相当進んでいるわ

けです。また、実働の作業員も９人ということでありますけれども、この９人が果たして千曲

市と坂城町をカバーできる数字かどうかと。また、搬出間伐が進まない原因として所有者がわ

からないとか、そういうことがありまして、なかなか手間取っていて、今計画どおり進んでい

ないと、そういうことをまず申し上げたいというふうに思います。 

 それでは、次の質問に入ります。長野広域ごみ処理についてですが、２０１５年の長野県民

が１人１日当たりに出した可燃ごみの量が全国最少で２年連続の１位でありました。全国平均

が９３９ｇに対して長野県は８３６ｇであり、その特徴は農村部での家庭ごみの自家処理が多

いことだと言われています。 

 ところで、坂城町は９７２ｇと全国・県の平均を上回り、隣の千曲市、上田市よりもはるか

に多い結果であります。町はごみ減量化に向けて平成３２年までの５年間の一般廃棄物処理基

本計画を策定して、２７年度実績で１０％、４３９ｔの削減目標であり、そのうち厨芥類、生

ごみは１６％、５０ｔ、町民１人当たり５ｇであります。食品ロス削減においては宴会などの

３０１０運動の周知もうたわれております。 

 初めに、イ．葛尾組合のごみ処理状況について伺います。 

 ２２年のごみ袋有料化により、ごみ量は大幅に減少したものの、その後はリバウンドしたご

み量の推移、また町の広報による２８年度自治区などのごみ減量と資源化の懇談会の開催もあ

り、前年比１５１ｔの削減が図られたとのことですが、ごみ減量化の取り組みを伺います。ま

た、葛尾組合の３０年以降のごみ処理は広域全体の問題でありますが、町長の招集挨拶にも

あった町民説明会の趣旨を伺います。 

 ロ．Ｂ焼却施設について 

 長野広域連合２月議会において、連合長よりＢ焼却施設は地元合意が得られず、大幅におく

れるとの見通しが示されました。町議会では、これまで２４年の東日本大震災に係る災害廃棄

物の受け入れ処理に関する要望書と、今年３月の広域連合長宛てのＢ焼却施設の早期稼働に関

する要望書を提出したところであります。千曲市の建設地が環境アセスメントを受け入れてか

ら５年、３月末に建設地の隣区がようやく地元合意しました。千曲市に建設されるＢ焼却施設



 

－ 142 －  

の建設計画と稼働年度、また稼働のおくれによる影響を伺って１回目の質問といたします。 

町長（山村君） 塚田議員さんから久しぶりに厳しいご質問をいろいろいただいております。

２番目の質問ということで、長野広域ごみ処理についてでありますけれども、これも塚田議員

さんが長野広域の議員さんとしても参加されておりますので、もうご存じの内容だと思います

けれども、整理しまして、イの葛尾組合ごみ処理状況、それから、ロのＢ焼却施設について全

体的な状況をお話し申し上げまして、詳細につきまして担当課長から答弁させていただきます。 

 先ほどもお話ありましたけれども、長野広域連合が整備を進めているごみ処理施設の整備に

つきましては、平成１２年３月に策定されました長野地域ごみ処理広域化基本計画により、既

存のごみ処理施設を集約し、ごみ焼却施設を長野市、これはＡ焼却施設と、千曲市、Ｂ焼却施

設に、最終処分場を須坂市に整備することが決定され、関係市町村等で連携して事業が進めら

れてきたところであります。現時点の計画では、この３施設とも施設の稼動目標年度は平成

３０年度中とされております。 

 さて、本町のごみを搬入する計画であるＢ焼却施設につきましては、千曲市において平成

２１年８月に屋代地区が建設候補地に決定され、以降、地元区である屋代五区及び屋代六区と

の協議を経て、平成２８年３月には屋代五区から建設について基本同意を得られたところであ

りますが、引き続き協議が行われ、平成２９年３月、屋代六区から建設に係る基本同意が得ら

れたところから、同月２９日に屋代五区、屋代六区、千曲市、長野広域連合により建設に関す

る基本協定が締結されたものであります。 

 一方、葛尾組合焼却施設の状況につきましては、長野広域連合で整備を進めているＢ焼却施

設の平成３０年度中の稼動目標を受け、平成３０年度までの稼動に向けて施設の維持管理・改

修計画を立て、保守点検や定期的な整備、補修等を行い、適正なごみ処理を進めてきたところ

であります。このことから、かねてより長野広域連合には、計画どおり平成３０年度の稼動を

目指し最大限の努力をいただくよう要請してきたところであります。しかしながら、現在、正

式にスケジュールは示されておりませんが、新聞報道等によるとＢ焼却施設の稼動は平成

３２年度中の稼動を目指すとされているところであります。 

 ご質問にありましたＢ焼却施設の稼動のおくれによる影響でございますが、稼動がおくれる

間、葛尾組合の組合長といたしまして、坂城町と千曲市のごみを、町長としては当然のことな

がら坂城町のごみをどう処理するかが最大の課題と考えております。おくれに伴うごみ処理に

つきましては、長野広域連合圏域のほかの施設へ搬入する方法、民間の焼却施設等へ処理を委

託する方法、葛尾組合のごみ焼却施設を継続する方法などが考えられるところでありますが、

いずれにつきましても、住民の皆さんに対するサービス低下がないようにしていかなければな

らないものと考えております。 

 つきましては、招集挨拶でも申し上げましたが、まずは長野広域連合、坂城町、葛尾組合主
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催により９月２９日午後７時より坂城町文化センターで開催する町民説明会において、施設整

備に係る経過や今後の予定等をご説明し、町民の皆さんのご意見をいただいた上で、Ｂ焼却施

設の稼動がおくれる間のごみ処理について長野広域連合と協議してまいりたいと考えておりま

す。 

 また、ごみ焼却停止後の廃炉につきましては、Ｂ焼却施設へ移行後に焼却施設の解体、撤去

を行う予定となっておりますが、跡地の利活用等につきましては、今後、葛尾組合を中心に検

討されていくものと考えております。 

 いずれにしましても、今後も一日も早いＢ焼却施設の稼動に向け、長野広域連合に最大限の

努力をいただくよう要請してまいりたいと考えております。 

住民環境課長（山崎君） （イ）ごみ処理状況についてお答えいたします。本町におきましては、

葛尾組合と連携を図る中で、平成３年に新聞、雑誌、段ボールの分別回収開始、平成６年に可

燃ごみ指定袋の導入、平成８年に瓶、缶の分別回収開始及び不燃ごみ指定袋の導入、平成９年

からはペットボトルの収集開始など、ごみの減量化、資源化を図るための取り組みを進めてま

いりました。しかし、排出されるごみの中には、紙類や布類などの多くの資源物が含まれてい

ることなどから、これらの分別を徹底し、一層のごみの減量化とリサイクルを進めるために、

平成２２年４月よりごみ処理の有料化を開始したところであります。 

 有料化後のごみ量の推移はとのご質問でございますが、町の家庭系可燃ごみの排出量は、有

料化前年の平成２１年度は２，７７１ｔでしたが、有料化後の平成２２年度は２，６０１ｔで

前年比１７０ｔの減、平成２３年度は２，６１５ｔで同じく前年比１４ｔの増、平成２４年度

は２，６２３ｔで８ｔの増、平成２５年度は２，５４６ｔで７７ｔの減、平成２６年度は

２，５７２ｔで２６ｔの増、平成２７年度は２，５７５ｔで３ｔの増、平成２８年度は

２，４６０ｔで１１５ｔの減でございます。ごみ処理有料化導入に伴い一旦減少した後、増減

を繰り返しながら減少傾向となっております。 

 次に、ごみ減量化の取り組みにつきましては、瓶、缶、ペットボトル、紙類等の資源物を収

集日に出せない方々の利便性を図るため、平成２２年度より毎月１回のサンデーリサイクルを

開始し、その後、平成２６年度からはさらなる利便性を図り、可燃ごみを減らし資源物の回収

を進めるため月２回へと増設し、年間約５０ｔの資源物を回収しているところであります。ま

た、平成２６年５月より、サンデーリサイクルにあわせ小型家電リサイクルを開始し、年間約

１０ｔの使用済み小型家電を回収し、大切な資源としてリサイクルを推進してまいりました。

平成２５年度、平成２８年度には全２７区においてごみ減量化・資源化懇談会を開催し、再度

ごみの分別徹底等の周知を図り、ごみの減量化等に向けて町民の皆さんのご協力をお願いして

きたところであります。引き続き、町民の皆さんのご理解、ご協力をいただく中で、一層のご

みの減量化、資源化を進めてまいります。 
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９番（塚田君） ２回目の質問をしたいと思います。ごみ減量化については、長くいろんな取り

組みの中で徐々に減ってはきているんですが、この前の私の質問に対する答弁の中で、ごみが

２００ｔ減れば処理経費が４００万円浮くということで、ごみ減量化は非常に大切だなという

ことを私は感じて今回の質問に入ったわけですが、ごみの減量化の取り組みについて質問しま

す。 

 家庭ごみが減少している反面に、事業系のごみが増えているんですよね。今、報告の中では、

ごみ全体の量が報告されておりますけれども、事業系のごみが増えていると。そして、事業系

のごみは産業廃棄物以外のごみとしていますが、このごみの内容はどんな内容でしょうか。ま

た、事業所等における減量化の取り組みと指導について。また、ものづくりの町のごみ量の特

徴と課題について伺います。 

 それと、じゃあもう一つ、広域連合による町民説明会について。２４年度、文化センターで

の町民説明会で、私は事務局の説明では説明責任がとれないじゃないかと。そのとおり３０年

の稼働延長も今回責任をとれないというふうな状況であります。そのような中で、私は連合長

の出席を求めました。今回の説明会では連合長は来られるのか、またどのような説明委員が来

られるか、その辺をお願いします。 

住民環境課長（山崎君） 最初に再質問にお答えいたします。最初に事業系ごみの件でございま

すけれども、坂城町の事業系ごみでございますが、徐々に減少傾向にございます。平成２６年

度でございますけれども、１，８７３ｔ、前年度１３ｔの減、２７年度につきましては

１，８２１ｔ、５２ｔの減、２８年度につきましては１，７４５ｔで７６ｔの減という状況で

ございます。 

 事業系ごみの減量の対策はでございますけれども、事業系一般廃棄物の処理につきましては、

廃棄物の処理及び清掃に関する法律及び町条例において事業活動に伴って生じた廃棄物は事業

者みずからの責任において適正に処理することが定められております。現在、葛尾組合におき

ましては、家庭から排出される廃棄物の処理に影響を及ぼさない範囲として事業系ごみの受け

入れを行っているところであります。 

 事業系廃棄物の処理でございますけれども、１、葛尾組合へ自己搬入する、２、許可業者に

処理を委託する、３、小規模事業者は管理者である区長さんが認めた場合に町のごみ収集所を

特別に利用する、そのいずれかの方法で行われております。もとより事業所におきましては、

環境を管理する仕組みであるＩＳＯ１４００１の取得や、中小事業者等が自主的に環境配慮に

対する取り組みを行うエコアクション２１の取得など、既にごみの減量化、資源化に取り組ん

でいただいているところでございますが、本年３月には年間の排出量が多い上位２０事業所に

職員が直接訪問し、事業系ごみのさらなる削減についてご協力をお願いしているところです。

そのほか町ホームページや広報などにおいても削減に向けて啓発を行っております。引き続き
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事業所の皆さんのご協力をいただき、事業系ごみの排出量削減に向け進めてまいりたいと考え

ております。 

 次に、今月２９日の町民説明会の件でございますけれども、その当日につきましては長野広

域連合の連合長がお見えになってご説明をするという予定になってございます。千曲市の市長

も出席して説明をするという予定になってございます。 

９番（塚田君） 今、事業系のごみの答弁がありましたけれども、長野広域連合の調べによりま

すと、この事業系のごみ、坂城町では４５％を占めると、そういうふうに言われています。

４５％、ほとんど半分、町のごみ。一般家庭のごみを本当に町民の皆さんが一生懸命資源化に

したり削減をしても、この事業系のごみの多さ、これは非常に大きな問題になると。 

 それで、私がちょっともう１点聞きたいのは、このごみ量によって長野広域、今、Ａ焼却施

設が２８年度から建設されていますけれども、建設は今、借金でやっていると思うんですけれ

ども、この返済のときに、このごみ量が大変大きく影響すると。そして、この稼働後も管理運

営についても、ごみ量が大きな比重を占めると。それが町民の負担になるということでありま

すけれども、この建設にかかわるごみ量が９０％、そして人口割が１０％と。Ａ焼却施設の借

り入れの返済はいつ始まるんでしょうか。それについては、前の答弁では前々年度のごみ量に

よって計算されるということでありますから、２８年度は私は非常に大切な年であったという

ふうに思いますけれども、その辺はどうでしょうか。 

住民環境課長（山崎君） ご質問にお答えをいたします。ごみ量割でございますけれども、ごみ

量につきましては、前々年度のごみ量が基準になるというものでございます。ですから、

３０年度事業につきましては２８年度のごみ量割が基準になるということでございます。 

 起債の償還でございますけれども、既に２８年度建設分につきましては償還は２９年度から

償還が始まっております。そういう状況で、最終が予定では、長野広域連合からもらった資料

によりますと平成４５年度が最終という予定でございます。 

９番（塚田君） 今、長野広域連合の建設されているＡ焼却施設が２９年度から建設費の償還が

始まるということであります。そうすると２７年度のごみ量が２９年度の返済からかかわって

くると。そして、２８年度分は３０年度ということであります。今度この建設費の償還とあわ

せて、３０年度３月ですか、Ａ焼却施設が稼働すると、そうすると稼働における管理運営費、

これもごみ量１００％ということですよね。ですから、今後ともこのごみ減量については厳し

くしていかないと我々の償還負担が非常に多くなるということでありますから、その辺をお願

いしたいというように思います。 

 次に、副町長にお伺いします。今まで声を聞いたことがないから。副町長に聞くというのは、

長野広域連合では事務方と、そしてその次に副市町村長会があります。そして、その後、理事

会というふうな段取りで、それから議会が開催されるということであります。私たちは最終処
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分場も含めまして、Ｂ焼却施設については特に今は微妙な段階だと、こういうふうな報告を受

けていたから、私たちは表立って千曲市が今どうなっているのかと、そういうことを言うこと

を控えておったんです。でも、現実にこのようにだらだらと延びてきた経過も、これは事務方

と、また副市町村長会がそれぞれの地域の事情はある中でも大筋の調整をする場であったと私

は理解しております。加盟団体がそれぞれの抱える実情や課題は共有し、そしてまた、その中

で方針を決められなければならないというふうに思っています。しかし、実際は広域連合の中

で理事会が終わった翌日には新聞報道されて、もうＢ焼却施設はだめだとかいいとか、すぐ報

道されちゃうんですよ。 

 だから、この点についても広域連合の議会ではいろんな情報が全然入ってこない中で、事務

方とか理事会で決定したことが、もう全て決定のようにとされてきたと、そういう点では議会

軽視ではないかというふうにやっぱり言われている所存であります。そういう上でも、事務方

と副市町村長会の情報の共有と意見交換などについて、どのようにされているのか。そして、

どのように決定されているのか。その辺をお伺いしたいと思います。 

副町長（宮下君） ただいま長野広域連合の副市町村長会に多大なご評価をいただいたというこ

とですけれども、現実的に副市町村長会で大方の方針を決めるというようなことは現実的には

ございません。状況としまして、副市町村長会というのは確かにございますし、その上に理事

会があって首長さんたちの集まり会、そして議会という形になりますし、私どもの前のときに

は事務連絡会という形で課長等、事務方の会議というものがございます。 

 現実的に開かれたので言いますと、例えば今年４月には正副市町村長会というのがありまし

て、これは年度が始まるときになりますので、顔合わせという部分もございますが、ここでや

るのは４月の議会、臨時会にかけられる議案についての検討といいますか報告がございました。

これは長野市の黒田副市長さんが退任されてということに係る人事の関係等でございます。

７月にもございまして、７月には副市町村長会でございますが、これは今、議員さんがおっ

しゃったように理事会、それから議会、７月臨時会にかかわる案件についての報告を受ける場

でございます。 

 議員さんといたしまして、先ほど説明ありましたが、長野広域、立派な事務局を用意してい

るという状況でございますので、例えばＢ施設の事務事業を推進するに当たっては広域連合の

環境推進課が中心になって行います。そこに千曲市の廃棄物対策課がサポートに入るという状

況でございまして、個々の内容について、ああだこうだという形のものが私どものところで報

告されることはないということでございます。 

 今、議員さんがおっしゃったとおり、Ｂ施設に対しては非常に微妙な問題があるということ

で、余り発言も私どももしてこなかったのは事実であります。ですけれども、町長が組合長を

しておりますので、葛尾組合の議会の招集挨拶等におきましても、町長として組合長として断
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固として３０年の３月以降についてはやらないというようなことも言ったのは、それは千曲市

の議員さんたちに葛尾組合の議員さんたちも力になってくれというようなことをお願いする部

分もございますし、そこでも組合長は、私は組合長として坂城の町長として必要があればＢ施

設の千曲市の説明会にも出席しますというようなことまで言っている部分は、千曲市に対して

の牽制球でもあり、長野広域への牽制球でもあったというふうに考えております。 

 今、現実的におくれるという状況の話の中で、先ほど議員さんもおっしゃったけれども、理

事長が見えないと説明責任ができないじゃないかということで、それはもちろん組合長である

町長も広域の理事会において、これは加藤市長さんに、ぜひ坂城に来ていただかなきゃならな

いということで申し上げて、今回、言い方おかしいですけれども、坂城の町長、長野市の市長、

そして千曲市の市長ということで、３人の首長さんの日程を調整するのは大変厳しい状況であ

りますけれども、今月の２９日に開催できるということであります。 

 これにつきましては、私たち坂城町の住民が出すごみの処理、そしてもちろん今おっしゃっ

たけれども、事業系のごみ、大変多うございますので、これについてもこの処理をどうするの

かと大変大きな問題であります。少なくとも私どもが町民の皆様の、要するに負担をいかに少

なくするかと、今後、要するにＢ施設が開設するまでの間どうやって少なくするかということ

も考えなきゃならないということでありますし、もう始まっていますＡ施設、Ｂ施設の負担の

割合というものも毎年見直しをされるわけですので、今後ごみをどうやって減量させていくの

かというのは事業系を含めてご協力をいただかなきゃならない。ですから、事業系のごみのあ

り方というものにつきましては、十数年前から長野広域の中で問題として取り上げてきていま

すので、今後引き続き、そういう点につきましては注視して注文をつけてまいりたいというふ

うに考えております。 

９番（塚田君） 時間がありませんので、今、副町長に答弁を求めたのは、最終処分場の須坂、

これが地元合意されてから、またすったもんだして、今度は用地買収に入ればまた進まないと。

だから見切り発車で建設が始まっていると。そういうことが、地元合意されたら本来ならば即、

設計から建設に入る段取りだと、そういうふうに思いますけれども、地元合意されても、また

また何かもめていると。そこら辺は、そういう副市町村長会ではいろんな情報がなかったのか

と、そんなことがあったもんで、そういう質問をしました。 

 時間がありませんから、まとめに入ります。日本の地球温暖化対策はＧ２０、２０カ国の中

で最低のランクであります。住宅の省エネ水準は高い反面に、二酸化炭素を大量に排出する石

炭エネルギーの供給が全体の３０％を占めるのが原因であります。英国とフランスは国内全て

の石炭火力発電所の閉鎖を決め、また温室効果ガス排出量１位の中国は開発途中を含め石炭に

よる火力発電所約１００基の廃止を決めております。温暖化対策は全ての国の人々の暮らしに

かかわる問題であります。私たちは省エネと資源に関心を持ち、ごみの削減など環境に配慮し



 

－ 148 －  

た生活を心がけたいものであります。以上で私の一般質問を終わります。 

議長（塩野入君） ここで昼食のため午後１時３０分まで休憩いたします。 

（休憩 午後 ０時１６分～再開 午後 １時３０分） 

議長（塩野入君） 再開いたします。 

 次に、６番 滝沢幸映君の質問を許します。 

６番（滝沢君） ただいま議長より発言の許可をいただきましたので、通告に従い一般質問いた

します。 

 当町でも毎年この時期、防災週間に合わせ総合防災訓練を実施しておりますが、日本列島で

発生する多くの災害を目の当たりにしまして、私たちは必ず自分に降りかかることとして捉え、

常日ごろから防災への意識を持ち続けなければと思うところです。 

 さて、近年の雨の降り方は局地化、集中化、激甚化しており、ますます地域住民、自主防災

会、消防団、行政とのハード・ソフト面の正確な情報網の強化と連携、そして何より迅速な行

動が求められるときであります。 

 さて、ハザードマップが昨年度改定されたのと本年７月の九州北部豪雨、議会報告会での意

見、要望、懸念を受けての質問といたします。 

 １．防災力向上に向けて 

 イ．防災ハザードマップについて 

 １．土砂災害警戒区域、特別警戒区域における土石流、急傾斜、地すべりの各警戒区域の分

布状況と箇所数は。 

 改定されたハザードマップの警戒区域の凡例は、土砂災害警戒区域と特別警戒区域として分

類されておりますが、それぞれ内容を伺います。 

 ２．町はハザードマップから災害の危険度をどのように捉えているでしょうか。 

 土砂災害特別警戒区域、いわゆるレッドゾーンですが、ここに大きな不安があります。浸水

想定区域の広がりと浸水深１０ｍ未満地区の面積も増えています。改定版から町の現状をどの

ように捉えているでしょうか。 

 ３．町内河川の砂防ダム、河川周辺樹木の状況は。 

 議会報告会で不安と懸念の意見も出されましたが、九州北部豪雨では樹木の流出が大きな災

害につながったわけです。また、砂防ダムも満杯の状況があります。現状をお聞きいたします。 

 ４．「まるごとまちごとハザードマップ」、土石流センサーとハード面の対策は。 

 「まるごとまちごとハザードマップ」は平成２７年１２月議会で新たにハザードマップが改

定された際に検討するとの答弁がありました。その後の対策への考えはどうでしょうか。これ

も議会報告会で提案があった件です。土石流センサーは土中の水分量から土砂災害を予知でき

るとして塩尻市が採用しておりますが、当町の場合、考えはどうでしょうか。 
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 ５．警戒区域内の避難所、消防詰所、非常食備蓄庫の今後の対応は。 

 改定版では警戒区域・浸水想定区域内に多くの重要施設が存在しております。災害を想定し

た場合、今後の対応をお聞きします。 

 ６．防災講座の開催状況は、また今後の推進は。 

 災害の危険度は各区で想定されるレベルが違うわけです。地域で把握している部分もあると

思いますが、再認識、再確認することと、行政もその現状を共有し、災害時の心得を発信する

必要があると思います。町民の防災力向上に向け重要な取り組みと考えますが、対応はいかが

でしょうか。 

 次に、ロ．情報収集と発信について伺います。 

 １．各警戒情報の取得方法と、それによる町の対応は。また、風水害による災害対策本部設

置基準は。 

 ２．避難指示レベルでの各区及び町民への情報伝達手段と方法は。 

 町はどのような手順で各警戒情報を得るのでしょうか。そして、その情報によりどのような

体制、対応を図るのか。また、対策本部設置は２７年１２月議会の答弁で、各情報から警戒態

勢をとり、課長会議による配備検討会、町内パトロール、危険箇所の状況把握と気象情報を総

合的に判断し本部を立ち上げるとしていて、避難勧告、避難指示も対策本部設置後、本部長よ

り発令とあります。しかし、近年の豪雨災害を見ましても局地に集中し激甚化しており、対策

本部立ち上げ後の情報伝達では大きなおくれをとることが予想されます。改定版のハザード

マップ及び近年の豪雨災害を勘案し、新たな対応の必要が迫られていると考えます。町民への

情報伝達手段とあわせ答弁願います。 

 ３．近隣市町村、県との連携は。 

 災害時は広域的な被害に及ぶことが想定されます。有事の際の連携について伺います。以上、

１回目の質問をいたします。 

町長（山村君） ただいま滝沢議員さんから、１の防災力向上に向けてということで、詳細にわ

たりましてご質問をいただきました。私のほうからは全体的な考え方をお答え申し上げまして、

担当課長から個々に詳細については説明させていただきます。 

 坂城町の防災ハザードマップにつきましては、約７年ぶりに改定し、平成２８年にＡ１判で

すね、折り込んでＡ４判の形の防災ハザードマップを全戸配布いたしました。また、公共施設

や公民館、学校、避難所、従業員５０人以上の町内事業所などには、見開きＡ３の冊子版の防

災ハザードマップを配布いたしました。この２種類の防災ハザードマップにつきましては、町

のホームページにも公開してあり、必要に応じてダウンロードをすることもできますので、ご

活用いただければと思っております。また、坂城町へ転入されてこられた方につきましても、

転入届の手続の際に住民環境課の窓口においてお渡ししております。 
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 今回改定いたしました坂城町防災ハザードマップは、千曲川河川事務所より公表された千曲

川浸水想定区域や、ため池決壊による浸水想定区域などを新たに取り込んでおります。特に、

千曲川浸水想定区域は、これまで１００年に一度の確率の降雨を想定し作成されておりました

が、平成２７年に改定された水防法に基づき、想定し得る最大規模の千年に一度の確率の降雨

を想定し作成されたため、これまでの浸水想定区域をはるかに上回る広範囲の区域が浸水区域

となっております。 

 近年では、東日本大震災や長野県北部地震、御嶽山噴火や神城断層地震など大規模災害が発

生したことから、これを契機に各自主防災会においても災害に備えた防災活動を実践していた

だいているところであります。 

 県では、個人の防災意識を高め、家庭や地域を中心にして、自助・共助を基本として地域防

災力の向上のため、「地域の防災力をアップしよう！」という出前講座を実施しております。

講座には、災害への備えや自主防災活動に関する講義、また、地図を囲み、皆で地域の情報を

共有し議論しながら災害対策を考える実践型講義、避難所運営講座等があり、既に網掛区、上

五明区、御所沢区において出前講座が開催されております。町では毎年、区長会の際に出前講

座についてのご案内をしておりますが、町といたしましても、さかきふれあい大学において災

害時の心得についての出前講座を開催しておりますので、地域での防災活動の一環としてご活

用いただければと思います。 

 また、各自主防災会が行う防災訓練の際には、消防署職員や地元消防団に講師をお願いし、

避難誘導訓練、初期消火訓練等を実施している区もございます。防災訓練の実施方法や講師の

派遣等に関しまして、不明な点がございましたら、住民環境課へご相談いただければと思いま

す。 

 さて、現在、町では「つながる あんしん 坂城町」をキーワードに、トータルメディアコ

ミュニケーション施設整備事業を進めており、防災対策の一環としてデジタル防災行政無線整

備工事を進めているところでございます。屋外スピーカーにつきましては、一部、高性能ス

ピーカーを導入し、各小学校や公民館など避難場所に指定されている施設を主要な設置場所と

して、役場を含め２５カ所に整備予定でございます。 

 また、町民全ての皆様に情報伝達が行える手段といたしまして、戸別受信機を全戸及び事業

所に無償貸与にて配布する計画でございます。今年度中をめどに有線放送加入世帯への配布を

行い、来年７月ごろには全戸及び事業所への配布を完了する予定でございます。今後、詳しい

配布方法などにつきましては、「広報さかき」、町のホームページでお知らせするほか、説明

会を開催する中で、ご説明させていただく予定であります。 

 戸別受信機の機能といたしましては、町からのお知らせなどを放送するほか、緊急放送の際

には、普段は音量をオフ、または小さく設定してありましても自動的に最大音量となり、ほか
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の放送より優先して放送が流れる仕組みとなります。また、ほかのメディアと連携させること

により、戸別受信機や屋外スピーカーだけでなく、町のホームページ、緊急速報メール、登録

型のさかきまちすぐメール、上田ケーブルビジョンのＬ字放送等へも自動で配信するシステム

となっております。 

 Ｊアラートによる情報が受信された際は、自動起動装置が作動して防災行政無線と連動し、

これらの通信媒体に自動配信することから、職員が手動で情報発信を行うことなく、町民の皆

さんへ直ちに情報伝達を行うことが可能となります。 

 なお、８月２９日のミサイル発射に伴い、全国瞬時警報システムＪアラートを通じて国から

伝達された緊急情報を、さかきまちすぐメールの配信とＬ字放送が連動しなかった事案につき

ましては、原因を究明し至急改善を行いました。今後、このようなことが起こらないよう徹底

を図ってまいります。 

 また、新しく整備される本システムは無線方式ですので、有事の際なども断線の心配もござ

いませんし、役場庁舎の親局及び屋外スピーカーには停電時でも機能するよう長時間対応の

バッテリーを搭載し、確実に機能するよう施設整備を進めております。 

 続きまして、近隣市町村、県との連携はでございますが、災害時の広域的な連携は必要不可

欠なものとなっております。町ではこのような事態を想定し、物資の供給、医療救護、情報伝

達、人的な支援等の各種応急復旧活動に関する応援協定を県や近隣市町村、民間事業者と締結

しております。先月も隣接する青木村で発生した断水事故の際は、ペットボトルの飲料水とあ

わせて応急給水栓をお届けしてご利用いただいたところであります。 

 また、７月２６日に県庁において県企業局が給水している長野市、上田市、千曲市、坂城町

と水道管理者である県企業局との間で、災害時の応急活動の連携に関する協定を締結いたしま

した。この協定は、関係市町と県企業局の情報共有に関すること、災害時の応急給水活動に関

すること、応急給水活動において水を補給する施設の相互利用に関すること、広報活動の協力

に関することなどで、役割分担を明確に定めて、関係機関が連携して応急活動を迅速かつ的確

に実施する体制を整えるものでございます。 

 情報共有では、町から避難所の開設状況、道路の被災状況等を連絡し、県企業局から上水道

の被災状況、断水状況、復旧見通し等の連絡を受け、住民の皆様に必要な情報を屋外スピー

カーや、すぐメール、ケーブルテレビ等により効果的に広報してまいります。 

 また、協定にも位置づけられております上水道の応急給水拠点となる「安心の蛇口」の坂城

町第１号が完成し、８月２４日に坂城町文化センター体育館東側駐車場でお披露目式がとり行

われ、利用できるようになりました。この「安心の蛇口」は、長野県企業局が、地震などの災

害が起きてもそこに行けば水が飲める、水が出る蛇口として管内市町の中核避難所となる施設

に設置を進めているもので、応急給水栓を接続すると１０個の蛇口から水を出すことができま
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す。今後、坂城小学校、南条小学校、村上小学校の３小学校に追加整備される予定となってお

り、応急給水訓練に利用するとともに、断水発生時の応急給水拠点として利用してまいります。 

 災害時等の断水発生状況により、町は長野県企業局と近隣市町村と連携して県企業局の給水

車を配置する避難所や、安心の蛇口等施設の相互利用も含めた応急給水活動の調整等を行い、

迅速な応急給水が可能となりました。今後は、協定に基づいて実践的な合同訓練を実施するな

ど、災害対策の強化、向上を図ってまいります。 

建設課長（宮嶋君） イ．防災ハザードマップについて、順次お答えいたします。土砂災害警戒

区域、特別警戒区域における土石流、急傾斜、地すべりの各警戒区域の分布状況と箇所数でご

ざいますが、土砂災害の警戒区域は土砂災害防止法に基づき指定する区域で、土砂災害警戒区

域と土砂災害特別警戒区域に分類されております。 

 土砂災害警戒区域は、長野県が土砂災害により被害を受けるおそれのある場所の地形や地質、

土地の利用状況などの調査により指定されており、土砂災害が発生した場合、住民の生命また

は身体に危害が生ずるおそれがあると認められる土地の区域であり、イエローゾーンと呼ばれ

ている区域でございます。 

 また、土砂災害特別警戒区域は土砂災害警戒区域のうち、土砂災害が発生した場合、建築物

に損害が生じ、住民の生命または身体に著しい危害が生ずるおそれがある区域となっており、

レッドゾーンと呼ばれている区域でございます。 

 町内の土砂災害警戒区域につきましては、平成２２年に千曲川右岸側に急傾斜地の崩壊

２５カ所、土石流２５カ所が指定され、平成２３年に千曲川左岸側に急傾斜地の崩壊１５カ所、

土石流１４カ所が指定され、平成２８年には地すべり１カ所が新たに指定されたところでござ

います。合計いたしますと、急傾斜地の崩壊４０カ所、土石流３９カ所、地すべり１カ所と

なっております。なお、そのうち土砂災害特別警戒区域につきましては、千曲川右岸側は急傾

斜地の崩壊１４カ所、土石流２０カ所、千曲川左岸側は急傾斜地の崩壊１５カ所、土石流８カ

所となっております。 

 続きまして、町は防災ハザードマップから災害の危険度をどのように捉えているかでござい

ますが、先ほど町長の答弁でもお答えいたしましたとおり、今回改定いたしました坂城町防災

ハザードマップには、千曲川浸水想定区域が想定し得る最大規模の千年に一度の確率の降雨を

想定し作成されております。これまでの浸水想定区域をはるかに上回る広範囲の区域が浸水想

定区域となっており、浸水深もより深くなっているので、より一層の防災・減災対策を高めて

いかなければならないと思っているところでございます。 

 そのため、町では災害発生の未然防止と軽減を図ることを目的に、重要水防箇所や土砂災害

の危険箇所につきまして、毎年、千曲川河川事務所、千曲建設事務所などと合同巡視を実施し

点検を行っております。 
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 防災・減災には対策工事に莫大な費用がかかり、また町単独の事業では非常に難しい状況で

あるため、警戒箇所、危険箇所などにつきましては、毎年、国土交通省や北陸地方整備局、県

などに要望活動を実施し、早期に防災対策工事に着手し整備していただけるよう働きかけを

行っております。 

 また、今回、改定された防災ハザードマップをご覧いただき、ご自宅周辺にどのような危険

性、災害の発生しそうな場所があるのか、ご自宅から一番近い避難所はどこか、その避難所ま

での一番安全なルートはどこかなど、万が一に備え、ご家族や地域の皆様と話し合い、ルール

などを決めていただくことも必要なことでありますので、ぜひご活用いただきたいと思ってお

ります。 

 有事の際は安全な避難場所へ素早く移動できるよう、区や関係団体と連携し、避難誘導訓練

など防災訓練を行い、住民の皆様の災害に対する知識や意識の高揚を図ることにより、みずか

らの命を自分で守れる行動を即座に起こし、被害を最小限にとどめるよう努めていくとともに、

防災・減災対策のより一層の強化、充実に取り組んでまいりたいと考えております。 

 続きまして、町内河川の砂防ダム、河川周辺の樹木の状況はでございますが、町内の土砂災

害警戒区域の防災対策として、土石流につきましては町から県に要望し、平成２４年度から千

曲建設事務所において、洞岩沢川及び名沢川の砂防河川の上流に土石流を防ぐための砂防堰堤

の新設工事に着手していただき、洞岩沢川においては平成２８年度に１基の砂防堰堤が完成し

たところでございます。 

 洞岩沢川、名沢川に建設される新たな砂防堰堤は、堰堤の中央部に透過部がある透過型砂防

堰堤が採用されており、通常は下流へ土砂を流下させ、大きな出水時には、流出土砂の抑制・

調整及び流木を食いとめる働きを持っている堰堤となっております。また、砂防堰堤新設工事

の際は、樹木の流出などにより大規模な災害に至らないよう、砂防堰堤上の土砂が堆積する範

囲の樹木の伐倒処理を行っております。 

 一級河川及び砂防河川などの町内主要河川につきましても、堤防の築堤や河川内の土砂撤去、

樹木の伐倒、除草及び護岸の新設など、地元からの要望や現地の状況等を確認の上、千曲川河

川事務所及び千曲建設事務所などに要望し、災害の予防的保全に努め、減災対策を図っており

ます。 

 続きまして、「まるごとまちごとハザードマップ」、土石流センサー等ハード面の対策はで

ございますが、「まるごとまちごとハザードマップ」につきましては、国土交通省が平成

１８年に新たな取り組みとして始めたもので、町なかの電柱などに標識等を張り出すことに

よって、河川が氾濫したときに予想される浸水の深さや洪水時の避難場所をわかりやすく表示

するもので、歩きながら自分の町の危険性を体感できるだけでなく、避難所の場所を日ごろか

ら知ることなど、いざというときに的確に行動するための知識を得られることが特徴となって
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おります。 

 坂城町防災ハザードマップは、千曲川河川事務所より公表された千曲川浸水想定区域に改定

いたしましたが、ため池決壊による浸水想定区域も加えたことから浸水想定区域がより広がっ

ている状況となり、どの避難所へ避難をするか、どのルートを使用し避難所まで逃げるのか

迷ってしまうような状況となっております。 

 町内全域に、「まるごとまちごとハザードマップ」の標識等を設置いたしますと多額の設置

費用がかかりますが、有事の際、避難のおくれ等により多くの住民が孤立してしまうことを防

止し、また避難所等に関する情報を生活空間である町なかに表示することにより、防災に対す

る知識の普及・浸透を図り、命を守るために非常に有効な手段であることから、関係各課及び

関係機関も含め、今後さらに設置に向け検討してまいりたいと考えております。 

 続きまして、塩尻市に設置したという土石流センサーでございますが、塩尻市では市内の

３カ所に設置しており、いずれも土石流の土砂災害特別警戒区域内で、過去に土砂災害が発生

した箇所に設置しているとお聞きしております。 

 従来の土砂災害の危険度の推定は、土中にどの程度水分が含まれているのかを主に雨量デー

タなどから推定しておりましたが、斜面にセンサー端末を設置したことにより、雨がどの程度

浸透したのか、浸透していく水分量を定期的に測定し、ネットワークを用いてサーバーに集積

し、土砂災害の危険度を判定できるようになったとのことです。 

 また、センサーを設置したことにより、土砂災害危険度につきまして、今まで気象データや

雨量データなどをもとに推定して、避難準備情報や避難勧告、避難指示などの発令を検討して

おりましたが、従来と比較し広域に多深度のデータを測定できるようになったことから、気象

データや雨量データに加え、サーバーに集積されたデータの数値により検討できるようになり、

避難勧告・避難指示等に関する判断基準が明確化されたとお聞きしました。 

 坂城町につきましては、ここ数年、大規模な災害は発生していないものの、昨今のゲリラ豪

雨や台風など、災害はいつどこで発生するかわからない状況でもあることから、土石流セン

サーの設置等につきましては今後研究してまいりたいと考えております。 

 次に、防災に関する町内のハード対策でございますが、河川に関する工事といたしましては、

平成２７年度及び２８年度には、網掛区と上平区の境にあります入川や上平の権現沢に土石流

などを防ぐ渓流保全工事を千曲建設事務所に着手していただき、権現沢につきましては既に工

事が完了しております。同じく平成２８年度に北日名の日名沢川の中央橋下流において、千曲

建設事務所発注の県単河川改良工事により河川の護岸工事を実施していただき完成しておりま

す。 

 土砂災害関連工事では、土砂災害警戒区域の急傾斜地の崩壊に指定されました網掛地区につ

きまして、平成２７年度より、十六夜観月堂下の山裾に土砂崩落被害を防ぐための重力式擁壁
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の設置工事を千曲建設事務所に着手していただいているところでございます。 

 続きまして、防災講座の開催状況は、また今後の推進はについてでございますが、県や町に

よる出前講座、消防署職員を講師に行う避難誘導訓練や初期消火訓練などを実施しております

が、そのほか県が事業主体となり、地区の防災ハザードマップのデータ作成までを支援する住

民主導型防災マップ支援事業を実施しております。 

 平成２８年度には、その事業を活用いたしまして、上平地区において上平地区独自の防災ハ

ザードマップを作成いたしました。防災ハザードマップの作成には、区長さんを初め区の役員

や常会長の皆様、毎回おおむね４０名にお集まりいただき、３回の住民懇談会を開催し、上平

地区の防災ハザードマップ作成に向けて検討を重ねました。 

 住民懇談会では、防災の知識を高めるためのＤＶＤの視聴による学習や、過去の災害発生箇

所の抽出による危険箇所マップの作成、避難所になり得る場所、避難経路の検討、地域独自の

自主避難基準の設定などについても話し合いをしていただき、平成２９年５月に上平地区防災

ハザードマップが完成し、全戸配布されました。今年度は、上平地区と同じ住民主導型防災

マップ支援事業を活用し、金井地区において防災ハザードマップを作成中でございます。 

 このような県の事業も活用しながら、地区の防災ハザードマップ作成支援や、住民一人一人

の防災知識・意識の向上を目指し、住民主導型避難態勢を支援していきたいと考えております。 

住民環境課長（山崎君） （イ）のうち警戒区域内の避難所、消防詰所、非常食備蓄庫の今後の

対応はについて、お答えいたします。さかきまち防災ハザードマップに記載されている避難場

所・避難施設５０カ所のうち、浸水想定区域内にあるものは１９カ所、土砂災害警戒区域内等

にあるものは１２カ所でございます。また、消防団詰所は１２カ所ございますが、そのうち浸

水想定区域内が７カ所、土砂災害警戒区域内等が４カ所ございます。防災倉庫につきましては、

坂城地区、村上地区、南条・中之条地区の計３カ所ありますが、２カ所が浸水想定区域内にご

ざいます。 

 坂城町は、千曲川が中央を流れ、集落が千曲川の周囲や扇状地の端などに形成されておりま

す。そのような区域の多くは浸水想定区域や土砂災害警戒区域の指定がされております。各区

の集会所や公民館、学校等の避難所、消防団詰所、防災倉庫につきましては、当然のことなが

ら、ほとんどが集落の中に配置がされておりますので、その多くが浸水想定区域内や土砂災害

警戒区域内に存在していることになります。 

 災害には、風水害や地震災害、大規模火災などさまざまな種類がございます。例えば、豪雨

や台風により千曲川の氾濫が予想される際には、浸水想定区域外の避難所への誘導や、地震や

長雨により土砂崩れのおそれがある場合には、土砂災害警戒区域外の避難所へ避難していただ

くなど、気象庁や県などから発表される情報や現場の状況を確認する中で、状況に応じた的確

な避難勧告、避難指示等を行うことで対応してまいりたいと考えるところでございます。同様
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に、消防団詰所につきましても、災害の種類により、災害に巻き込まれる危険性がある場合に

は、詰所以外を拠点とした活動を指示いたします。また、備蓄庫につきましては、一部が浸水

想定区域内にあることから、今後、備蓄保管のあり方について研究してまいりたいと考えてお

ります。 

総務課長（青木君） ロ．情報収集と発信についてお答えいたします。最初に、各警戒情報の取

得方法とそれによる町の対応はにつきましては、大雨の場合には長野地方気象台等の気象情報

のほか、県防災行政無線から各種注意報・警報、国土交通省による千曲川生田地籍における水

位観測をしている川の防災情報などを総合的に取得し、対応することとしております。 

 特に台風による大雨につきましては、日本に接近する前から情報把握ができますので、気象

予報土の資格を持つ職員からの情報等をもとに課長等による配備検討会を開催し、台風の進路

等を注視し情報共有する中で対応することとしております。 

 しかし、近年のゲリラ豪雨等は突然発生し、災害のおそれがある雨量が局地的に達すること

も多くなってきていることも事実であり、さきの情報収集の方法とは別に長野県河川砂防情報

ステーションによる雨量予測情報、これは局地的に発生する豪雨等を時系列で予測するもので

すが、加えて洪水予報、土砂災害危険度雨量予測等も併用して情報入手しているところでござ

います。 

 それらの情報を総合的に入手し、災害が発生するおそれがあると判断した場合は、災害対策

本部を設置する前段階として警戒態勢をとることとしております。その後、配備検討会を招集

し、横断的に連絡がとれる体制を強化し、職員による町内パトロールを実施する中で危険箇所

の把握をしておりますが、広範囲に達する場合は職員の人数にも限りがあり、区長さんを初め

町民の皆さんからの情報が必要となりますので、改めて情報提供などご協力をお願いするもの

であります。 

 なお、防災行政無線の整備にあわせ、南条・中之条地区、坂城地区、村上地区に新たに雨量

計を設置するとともに、千曲川など河川監視ができるよう監視カメラを町内４台設置し、あわ

せて河川に水位計を３カ所設置することで、リアルタイムで各地域における局地的な情報も入

手することとしております。 

 次に、風水害による災害対策本部設置基準はについてお答えいたします。風水害による災害

対策本部設置の時期といたしましては、町長は、災害が発生し、または発生するおそれがある

場合で、町長が必要と認めるときは災害対策基本法の規定により坂城町災害対策本部を設置す

るとされ、設置基準としては、暴風、大雨、洪水等の警報の一つ以上が発表され、応急対策の

必要が認められたとき。国土交通大臣または県知事が水防警報を発表し、応急対策の必要が認

められたとき。災害が広範囲な地域にわたり、または拡大するおそれがあるとき。災害救助法

が適用されたとき。その他激甚な災害が発生し、または発生するおそれがあるときとされてい
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ます。 

 なお、避難勧告や避難指示につきましては災害対策本部設置後に災害対策本部長から発令さ

れますが、災害に関する広報活動につきましては、災害発生前から災害の規模や動向、今後の

予想を検討し、これに対処するため災害防止に必要な事項をわかりやすくまとめ、広報車や屋

外告知放送等を利用し実施することとされ、町民の皆さんへ迅速かつ的確な情報を伝達する情

報伝達活動を行うこととなっております。 

 次に、避難指示レベルでの各区及び町民への情報伝達手順と方法はについてお答えいたしま

す。まず、Ｊアラートは大地震等大規模災害や武力攻撃事態等が発生した際に、国民の保護の

ために必要な情報を通信衛星を利用して瞬時に全国の地方公共団体に伝達するとともに、緊急

情報を国民へ迅速に伝達するシステムとなっております。 

 坂城町では、Ｊアラート機器で受信した情報は、自動起動装置を介して緊急速報メールや登

録型のさかきまちすぐメール、上田ケーブルビジョンのＬ字放送で町民の皆さんに伝達する仕

組みになっており、先日の連動しなかった事案につきましては改善を行ったところでございま

す。 

 また、現在、町では有線放送設備の老朽化に伴い、デジタル防災行政無線の整備を進めてお

りますので、整備完了と同時にＪアラートと接続し、各家庭に配布する戸別受信機や屋外ス

ピーカーを介して皆さんに情報を発信する予定となっております。 

 有線放送電話による屋内及び屋外のスピーカーから情報伝達のほか、広報車による周知も図

り、加えて町ホームページにおいても情報の発信を行うことで、緊急時には町民の皆さんへ確

実な情報が伝わるよう、二重三重の情報伝達手段を講じてまいるところでございます。 

 次に、近隣市町村、県との連携はについてお答えいたします。近年は大地震による家屋の倒

壊や土砂崩れ、大規模な河川の氾濫等、甚大かつ広域的な被害が発生し、災害時の広域的な連

携が必要不可欠であり、物資の供給、医療救護、情報伝達、人的な支援等の各種応急復旧活動

に関する応援協定を県や近隣市町村、民間事業者と締結しております。 

 まず、県内の市町村において災害が発生し、市町村単独での災害対応ができない場合に市町

村間で応援を行う長野県市町村災害時相互応援協定がございます。 

 協定の内容ですが、食料、飲料水、医薬品、被災者救出に必要な資機材等の供給や人員の派

遣を市町村間で相互に行うものであります。応援体制につきましては、県内を１０ブロックに

分け、そのブロック間で相互応援を行うこととなっており、坂城町は、長野市、須坂市、千曲

市、小布施町、信濃町、飯綱町、小川村、高山村で構成される長野ブロックに属しております。 

 また、県内の消防本部においても相互応援協定を締結し、消防応援、救助・救急応援等を互

いに行う体制がつくられております。ほかにも千曲医師会と災害時の医療救護についての協定

を締結し、災害発生時には医療救護班の派遣要請を行う中で被災者の医療救護活動をしていた
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だくことになっており、郵便局とは被災状況や被災住民の避難先の情報提供についての協力協

定を、町建設業災害防止協会とは災害時における応急処置に関する協定を締結し、町からの要

請により、必要とされる人員、資機材等の調達をしていただくことになっております。 

 さらに、ＪＡや生活協同組合コープながのによる食料、飲料水の供給、北陸コカ・コーラボ

トリング株式会社及びサントリービバレッジサービス株式会社との自動販売機内の飲料水の無

償提供、県ＬＰガス協会との災害発生時の緊急点検、仮設住宅及び避難所へのガスの供給、県

石油商業組合との避難所への石油類の優先供給など、各種団体と応援・協定等を締結しており、

有事の際に対応できる体制づくりに努めているところでございます。 

６番（滝沢君） ただいま町長、各担当課長より大変ボリュームのある丁寧な答弁をいただきま

した。そして、町の防災に関しての取り組み、多岐にわたりましたけれども、確認をさせてい

ただきました。そして、押さえておくべき重要なポイントが非常に多かったなということであ

ります。ちょっと所見のほうが時間の関係で個別にちょっとできませんが、やはり一番重要な

のが来年度導入されます防災行政無線ですね、やはりこれは全町民に向けて正確で迅速な情報

発信のためには、これは一日も早い導入が待たれるわけです。関係課におかれましては、引き

続き計画の遂行をお願いしたいと思います。 

 それと、もう１点は、いろいろありましたけれども、やはり町民の方にですね、やはり同じ

情報を共有するという意味で、やはり防災講座ですね、今、上平のほうでは独自で防災ハザー

ドマップをつくられたということで、非常に先進的な取り組みをされていると思うんですけれ

ども、やはりほかの地区でも同じような状況があるところがあると思いますので、この間の

８月１１日、県北部の局地豪雨が発生した際にですね、２万２千人余りの方に避難勧告が発令

されたわけですが、実際に避難されたのは６名という記事がございました。中には区長さんで

避難勧告は考えていなかったというような方もいらっしゃったわけです。ですから、やはりそ

ういう区長さんというのは坂城町でも毎年かわる方が多いと思うんですが、やはりいろんな機

会を通じて防災講座を含め、それから区長会等を通じてですね、そういう周知を、これはもう

繰り返し、やはり町のほうから発信をしていただく必要があるんじゃないかなというふうに

思っております。 

 あとＪアラートですが、やはりこれは今度、防災行政無線と連動されるということでありま

すので、やはりこれは危機管理上重要な情報発信手段だと思いますので、確実な運用をお願い

したいと思います。 

 その上で、３点、再質問させていただきます。情報収集と発信ということですが、町と自主

防災会、それと区長さんということを先ほども言いましたけれども、この情報収集、情報交換

ということで、やはり双方向できる、そういう確立した手段というのが今後求められると思う

んですが、今後、双方向可能な防災行政無線の導入の計画等について伺います。 
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 ２番目、来年度、防災行政無線が導入されますが、各区ごとの情報発信ですね、これ今まで

ページング放送ということですが、これの対応は防災行政無線導入の際にはどういう対応をさ

れるんでしょうか。登録何人できるのか、それから区民全員に漏れなく情報発信できるかとい

うようなことをお聞きしたいと思います。 

 それとですね、火の見やぐら、これ町に幾つかあると思うんですが、実は先ごろ御所沢区の

火の見やぐらを撤去して、ここに屋外スピーカーを設置するということを聞いております。火

の見やぐらは地域防災のシンボル的な位置づけと、半鐘はハザードマップでは打鐘にて防災情

報の伝達をするということもあります。質問としては、現在、町内に何基の火の見やぐらが

あって、また今後ですね、ほかの箇所の火の見やぐらを撤去して屋外スピーカー設置への動き

があるのかどうかお伺いをしたいと思います。 

住民環境課長（山崎君） 再質問の一つ目、双方向可能な防災行政無線の導入計画についてでご

ざいますけれども、現在、町には車載型や携帯型の移動局と役場との間、または移動局同士で

通信を行う移動系防災行政無線がございます。この移動系防災行政無線は昭和５８年に整備し

たアナログ式のものであり、既に導入から３０年以上が経過し老朽化も進んでいることから、

町では、現在、移動系防災行政無線のデジタル化への移行を検討しているところでございます。

災害時には移動系防災行政無線が、町と各区自主防災会とを結ぶ確実な情報伝達手段の一つに

なるものと認識しておりますので、今後、無線デジタル化への移行を検討する中で、あわせて

研究をしてまいりたいと考えております。なお、現在整備を進めている同報系防災行政無線に

おきましても、双方向可能な子局が７カ所設置される予定でございます。 

 次に、火の見やぐらについてでございますが、火の見やぐらは現在、町内に２７カ所ござい

ます。同報系防災行政無線整備に伴う屋外スピーカーの設置につきましては、御所沢区につき

ましては、ほかに屋外スピーカーを設置する場所がなく、火の見やぐらの老朽化も進んでいる

ことから、地元区長さん、消防団と協議をした結果、火の見やぐらを撤去し、その箇所にス

ピーカーを設置することにしたものでございます。ほかの地区で火の見やぐらを撤去し屋外ス

ピーカーを設置することは現在のところ考えておりません。 

企画政策課長（柳澤君） 現在、整備中のデジタル防災行政無線同報系に関する地区別放送機能

についてお答えをいたします。これまで有線放送電話でもご利用いただいておりました、区長

さんが区民の皆さんに対してお知らせなどを放送する地区別放送と同様の機能につきまして、

防災行政無線でも整備する予定でございます。有線放送電話の場合につきましては、区長宅や

公民館の有線の電話機を使用しておりましたが、新しく導入するシステムでは、区長さんなど

複数の役員の方で事前登録をいたしました電話番号の携帯電話または固定電話から専用ダイヤ

ルに電話をかけていただき、放送内容を予約していただく方法となります。あらかじめ登録し

た電話番号ごとに放送を流す地区を設定しますので、対象となる地区全部の戸別受信機に放送
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できる仕組みを予定しているところでございます。 

６番（滝沢君） 再度のご答弁いただきました。ちょっとまとめということで、させていただき

ますけれども、地域の防災・減災のためにはですね、今後とも自主防災会、消防団、行政、各

関係機関のご尽力をお願いするところであります。それから一番肝心なのは、やはり先ほど町

長も言われましたが、自助・共助、やはりそれに備えて自分の身を守るということが一番重要

ではないかということを一番感じた次第でございます。 

 また、防災行政無線ですね、これにつきましては、今後説明会も開催されるということをお

聞きしておりますので、その際もですね、ぜひとも災害時の情報伝達ということで、きめ細や

かな説明をお願いしたいと思います。 

 では、次の質問に移りたいと思います。町ではさまざまな子育て支援策を実施されておりま

す。その中で、ある金融機関の試算で保育園から大学卒業までの１９年間の教育費の総額は国

公立、私立の場合で１，１８０万円から２，６００万円、大学だけの費用を見ましても国公立、

私立で６８０万円から９４５万円とのデータがあります。さまざまな選択肢はあると思います

が、１人のお子さんでこれだけ多くの資金が必要なわけで、２人、３人となるとさらにその額

は増し、保護者の負担も大きくなっていくわけです。 

 町も保育料を３人目から無料と打ち出しているということは、なるべく多くのお子さんを産

み育ててほしいとの思いがあるはずです。しかし、義務教育が終わり高等教育へと進むと考え

たとき、３人、４人の子供の教育費を果たして準備できるだろうかとためらってしまう場合も

あると思います。そんな将来への不安を少しでも軽減できる施策があれば、これから高校、大

学へと進路を考えているご家族も、出産、子育てへと夢を持っているご家族も安心して道を開

いていけるのではないでしょうか。 

 そこで今回、中所得者層向けに新たな奨学金制度導入をということで提案させていただきま

す。 

 ２．定住促進策について 

 イ．Ｕターン促進に向けて 

 １．町奨学金の内容と実績は。 

 まず町の制度の内容と過去３年間の実績をお聞きします。 

 ２．新たな奨学金制度の導入を。 

 昨年、視察研修をした奈義町でも取り組んでおりましたが、今回、下仁田町の定住促進策と

して、高校生と大学生を対象とする新たな奨学金制度について取り上げます。まず、保護者は

町内四つの金融機関いずれかと学資ローンを契約し、ローンは保護者が金融機関に返済します。

町は四つの金融機関と包括連携に関する協定を結びます。そして、子供が卒業し町に戻って定

住すれば町がローン返済費用として、最大、高校生月額３万円、大学生月額５万円で、毎年
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４月末日までに実績報告書と請求書を町長に提出し補助を受けることができます。本年４月か

ら導入し現在６０名ほどの方が申し込んでいるということで、財源はふるさと納税の寄附金

２千万円と企業版ふるさと納税の寄附金５００万円の計２，５００万円を基金としております。 

 当町の場合、ここ数年の中学校卒業数は、山﨑議員の答弁がありましたが、県のデータで昨

年の大学進学率４８．９％から換算しますと６０名から７４名程度の方が坂城町から大学へ進

学されていることが予想できます。この新しい奨学金制度がＵターン促進として、より多くの

子供たちが帰ってきてくれることを私は期待していきたいと思っております。町の見解を伺い

ます。 

教育文化課長（宮下君） 初めに、町奨学金制度の内容と実績についてお答えいたします。町で

は、義務教育を終えて進学し、能力があるにもかかわらず経済的理由によって就学が困難な者

に対して奨学金を給与することを目的とし、その事業運営のために奨学基金を設置し給付型の

奨学金制度を実施しております。 

 奨学金の給与については、坂城町奨学基金の設置、管理及び処分並びに奨学金の給与に関す

る条例及び坂城町奨学金給与規則の規定に基づき給与しております。出願手続といたしまして

は、卒業した学校長または在学する学校長等の推薦を受け、願書に推薦調書を添えて提出して

いただくことになっております。要件的には、所得や他の奨学金を利用していないことなどが

要件となっており、奨学金の給与額は月額５千円以内とし、年額に換算すると６万円以内と

なっております。 

 奨学金の給与件数の過去３年の実績でありますが、平成２６年度については高校生３名、大

学生２名、大学院生１名の計６名、２７年度は高校生６名、大学生１名、大学院生１名の計

８名、平成２８年度が高校生８名、大学生１名、大学院生１名の計１０名となっております。

また、平成２９年につきましては、現在、高校生１０名、大学生１名の計１１名から申請がさ

れております。 

 新たな奨学金制度の導入はというご質問ですが、坂城町では昭和４６年度より給付型の奨学

金制度を行っておりますが、日本学生支援機構や市町村などの奨学金制度の多くは貸与型であ

り、近年、雇用環境の変化等に伴い、貸与型の奨学金の返済などにかかわる諸問題がクローズ

アップされております。そうした状況下、国においては、所得制限等の要件があり対象者が限

定されたものではありますが、給付型の奨学金制度を２０１８年度から本格スタートすること

としています。また、既に制度化されている無利子奨学金についても、給付条件の見直しを行

う中で、予算増を図ったところでもあります。 

 ご質問のありました群馬県下仁田町などで行われている奨学金制度は、地元の金融機関と連

携を図る中で、卒業後の住所要件により奨学ローンの元金と利息相当額を基金から補助をする

というものですが、その原資は行政だけでなく町民や事業者からの寄附やふるさと納税などが
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充てられているとお聞きしております。地域全体で子供たちを応援するという観点からすると、

いい制度であると思いますが、果たして中長期的に財源の確保ができ、継続的に基金運用がで

きるのか、住所要件での補助はあるが、奨学ローンであるなど、もう少し研究する必要がある

と考えております。現在、実施している市、町の状況を見る中で、今後、研究はしていきたい

と考えております。 

 いずれにしましても、奨学金の給与、貸与も受けられず、勉学に熱心で熱意のある若者が進

学を断念せざるを得ない状況は、今後の坂城町を担う人材育成の観点からも課題ではないかと

考えるところであります。坂城町では、先ほども申し上げましたように、４０年以上前から先

駆的に給付型の奨学金制度に取り組んでおり、昨年までに２６２名に給与しているところでご

ざいます。今後、国で始まる給付型の奨学金制度の動向を見る中で、原資である基金残額、給

与状況を勘案し、給付額や要件等の検討をする中で、まず現行制度の拡充などに向けて研究を

していきたいと考えております。 

６番（滝沢君） ただいま担当課長よりご答弁いただきました。町の給付型給付金制度がですね、

今お話しのように４０年以上前から既に実施されていたというのは驚嘆をいたしまして、非常

に多くの方が利用されていたということを、この場で知ることができました。今、答弁にもあ

りましたけれども、国の給付型の奨学金の動き、それから町内でもある企業で育英奨学金制度

を実施されている企業がございますけれども、今これから、いろんな観点から研究をされてい

くということでありますので、ぜひそこら辺も勘案していただいて検討をしていただければと

思います。 

 ちょっと時間があれですが、町長にですね、最後一言お伺いしたいんですけれども、先月

１５日、成人式で成人代表の方がですね、私は将来、坂城町に帰って貢献したいという力強い

発言がありました。私たちにとって、これほどうれしい言葉はないと思います。私は実感とし

て、やはりこれは目に見える施策であること、それから人への投資という目的でですね、イン

パクトのある有効な施策とは思っているんですけれども、この奨学金制度について、もしお考

えがあれば、ちょっとご一考いただきたいんですが。 

町長（山村君） もう時間がありませんので、簡潔に申し上げたいと思います。今、担当課長か

ら申し上げましたように、坂城町は昭和４６年から給付型を始めていると、これはすばらしい

ことだと思います。教育基金を設定してという話なんですけれども、私は必ずしもですね、Ｕ

ターンを目指すために大学か高校か、学校を出て戻ってきたら元本と利子返してやるというの

は、ちょっとどうかなという感じはします。それよりはやっぱり給付型、坂城町で始めている

ものを課長も充実したいと言っていますので、金額を増やすか数を増やすか、そういう方向で、

若いころは自由に外へ行って頑張ってこいと、いずれ戻ってくるような方向がいいかなという

ふうに思っております。いろいろ検討したいと思っております。 
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６番（滝沢君） いろんな方向から、ぜひともですね、検討いただいて、これは実現するかどう

かまだこれから私も研究をしてまいりますが、検討のほうをよろしくお願いいたします。以上、

私の一般質問を終わります。 

議長（塩野入君） ここで１０分間休憩いたします。 

（休憩 午後 ２時３０分～再開 午後 ２時４０分） 

議長（塩野入君） 再開いたします。 

 次に、１１番 中嶋登君の質問を許します。 

１１番（中嶋君） ただいま議長より発言の許可をいただきましたので、通告に従い一般質問を

させていただきます。 

 さて、去る７月２５、２６、２８日と、まさに節目となる第１０回目の議会報告会が開かれ

ました。思い起こせば十数年前、議会改革が日本で一番進んでいる北海道の栗山町へ研修に行

き、よいことはすぐ取り入れるようにと私も提案した１人でありました。数年後、長野県で一

番議会改革が進んでいるということで、市町村会より坂城町議会、軽井沢町議会、小布施町議

会、３町村議会が表彰されたことが昨日のように思い浮かびます。例年のことではありますが、

定着した議会改革の中の議会報告会の中で、町民の皆様より質問されたことを中心に今回の一

般質問を行うものであります。 

 ①町内総合防災について 

 去る８月２７日に町総合防災訓練が旧坂城地区を中心に坂城小学校で開催され、約８００人

の町民が訓練に参加されたことは皆様ご周知のとおりであります。私の友人である、ある区の

区長さんが言うには、坂城どんどんのときよりも多くの区民が集まってくれたと話しており、

防災訓練の大切さが周知されてきたあらわれであり、ありがたいとも言っておりました。 

 （イ）各区の自主防災会の実状は 

 今回のＪアラート問題、そして３．１１以来、町民の防災意識が向上していることは大変よ

いことであり、町内各区で自主防災会をつくったり、また区内の避難マップを作成したり独自

の工夫をしている区もあると聞きますが、この実情をお尋ねするものであります。先ほど申し

上げましたように、今の防災ということで、町民の皆さんがいろんな意味で真剣に取り組んで、

先ほども滝沢議員、そして昨日の入日議員、同じようにやっぱり今、防災関係が大事だという

ことでの取り組みだと思います。ましてや先ほど町側からもご答弁がありました、本来

１００年に一遍だなんていうことがですね、いよいよ千年に一遍と、とんでもないことですよ

ね。でも、そういうことを想定して防災意識を高め、万が一のときにはそういうことに対峙を

していかなければいけないということでの私はあらわれで、ある意味これも大切なことであり、

場合によっては、ちょっと言葉が悪いかもしれませんが、いいことだと思っています、この時

代。 
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 （ロ）安心カプセルの普及は 

 この問題は二つの会場から質問が出て、町民の関心の高さが感じられました。私も何度も質

問をしておりますが、カプセルの町内配布の状況を、普及が町内で一番うまくいっている四ツ

屋方式を参考に町のお考えをお尋ねするものであります。なお、せんだって町の広報に全戸配

布で更新用の用紙を入れていただいたこと、町民ＰＲも含めてありがたく思っております。で

きれば２年か３年に一遍ぐらいはこういうことをお考えいただければ、なお私はありがたいと

思うものであります。 

 （ハ）中之条区へ備蓄庫を 

 坂城町を四つの行政区として考えた場合、旧坂城地区、村上地区、南条地区には防災用の備

蓄庫が数年前に整備されましたが、坂城町の中心であり、先ほども町長答弁がございました、

まさにせんだって町長の肝いりでつくっていただいた安心の蛇口、中之条の区民は大喜びです、

いいものを町長つくってくれたと。こんなお言葉も私は聞いておるわけでありますが、残念な

がら中之条区には、いまだに防災庫などが整備されていないということであります。区民要望

も以前から多く出ており、一刻も早く整備していただきたいと思いますが、町のお考えをお尋

ねしたいと思います。以上で１回目の質問とさせていただきます。 

住民環境課長（山崎君） （イ）各区の自主防災会の実状は及び（ハ）中之条区へ備蓄庫をにつ

いてお答えいたします。 

 自主防災会は、自分たちの地域は自分たちで守るという考えや連帯感に基づき地域住民によ

り結成された組織であり、災害による被害を予防し軽減するために、地域の方々が連携し防災

活動を行う共助の中核を担っていただいております。特に大規模な災害が発生した際には、電

話の不通や道路の途絶、電気・水道などのライフライン被害により、行政や消防など公的機関

の応急活動に支障を来すおそれがあります。そのような事態に備え、住民が連携して地域の被

害を最小限に抑えることが自主防災会の主な役割となっており、現在、町内の自治区に設置が

されております。 

 各区の自主防災会の実情でございますが、自主防災活動の一環として町の地域づくり活動支

援事業を活用して防災マップ等を作成した区はこれまでに１２区あり、今年度に防災マップの

作成に取り組んでいただいている区もございます。また、いざ災害となった場合には、負傷者

の救護、初期消火、住民の避難誘導、避難所の運営などに従事していただくことから、町総合

防災訓練への参加はもとより、各自主防災会においても積極的に独自の防災訓練や防災講座を

開催していただいているところでございます。 

 今までに県の防災に関する出前講座を開催した区は３区あり、また、今年、消防署職員や地

元消防団員を講師に、消火訓練、通報訓練、消火訓練等の防災訓練を実施した区は１２区ござ

いました。災害の未然防止、被害の軽減を図るためには、行政機関のみならず、地域住民の皆
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さんにおかれましても日ごろから災害に対する備えをしていただくとともに、災害時における

自主防災会の防災活動が重要なものとなってきております。 

 町といたしましては、各地域の自主防災会の活動を支援し、行政、消防機関等が連携しなが

ら、安全で住みよい災害に強いまちづくりに努めてまいりたいと考えております。 

 次に、（ハ）中之条区へ備蓄庫をでございますが、町で備蓄品を保管している備蓄庫につき

ましては、坂城地区については第７分団詰所に併設されている町防災センター、村上地区につ

いては第１０分団詰所に併設の村上地区備蓄庫、南条及び中之条地区については第３分団詰所

に併設される備蓄庫の計３カ所がございます。 

 備蓄品につきましては、大規模災害が発生した際の避難者数を人口の約１割、災害発生から

救援物資が届くまでの日数を２日と想定し、食料品は長期保存が可能なクラッカーなどを

９，６００食、飲料水は１．５リットルのミネラルウオーターを６，４００本を計画的に備蓄

しております。その他、簡易トイレや毛布、ブルーシートなどの災害用資機材、土のう、ス

コップなどの水防資機材を各備蓄庫に分散して保管しているところでございます。 

 中之条区へ備蓄庫をとのご質問でございますが、先ほどもご答弁申し上げましたが、南条地

区及び中之条地区に１カ所ということで、南条第３分団詰所に設置してございます。災害に備

えて食料品や飲料水などを保管するスペースの面では、現在の町内３カ所の備蓄庫で足りてい

るものと考えております。 

 しかしながら、災害時には必要な物品を迅速に避難所等に届けるという面では、その立地場

所等も重要になってまいりますので、備蓄のあり方について地域の現状や地理的な状況等を踏

まえる中で、今後、研究してまいりたいと考えております。 

企画政策課長（柳澤君） ロの安心カプセルの普及はについてお答えいたします。救急医療情報

キット、通称安心カプセルにつきましては、あらかじめ本人が救急医療時に必要な情報を容器

に入れておくことで、緊急時に本人が救急隊へ既往症等の説明をすることができない場合でも、

迅速かつ適切な対応を受けることが期待できることから、地域づくり活動支援事業などをご活

用いただく中で、平成２５年度時点で４区の自主防災会が既に導入してございました。 

 こうした状況の中、全町的な導入、配布に向けての支援についてのご要望をいただく中で、

平成２６年度から２８年度にかけまして希望数の取りまとめを行う中、各自主防災会への配布

を行ってまいりました。導入当初は、各自主防災会の判断により要介護世帯や高齢者世帯を

メーンに配布を行っていた自主防災会もございましたが、毎年全世帯配布を呼びかける中、昨

年には町からの配布も含めまして、全２７区の自主防災会、約５，１００世帯への導入が完了

したところでございます。 

 導入に当たりましては、配布をして完結するものではなく、各家庭の世帯状況やご家族の持

病、かかりつけの病院や常備薬の種類、緊急時の連絡先といった不測の事態に備えて、必要な
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情報を安心カードにご記入いただき、保管場所の設置の徹底など、いざというときにその効果

を発揮することができる状況にしなければならないところでございます。 

 ご質問にありました四ツ屋区につきましては、町の地域づくり活動支援事業補助金を活用し、

防災マップの作成や案内板の作成など防災体制の見直しと区民の防災意識の高揚に取り組まれ

ました。この活動と連携し、救急医療情報キットの説明会や設置状況の調査の実施、戸別訪問

による救急医療情報キットの保管状況の確認等を行うなど、きめ細やかに対応をされておりま

す。また、ご家族の常備薬の種類や持病など、記載内容を最新の情報にしておく必要性につい

ても機会があるごとに広報など、フォローアップにも力をいただいております。 

 こうした四ツ屋区の取り組みは、昨年の２月の区長会において四ツ屋区で主体的にかかわっ

ていただいた方から事例報告を行っていただき、区長の皆さんに活動をご紹介させていただい

た経過がございます。一部の区では、四ツ屋区の取り組み事例を参考に、配布状況や保管状況

の確認などの取り組みを行っていると聞いておりますが、各区の自主防災会において組織体制

が異なることから、全ての自主防災会が一律で同じ取り組みを行うことは厳しいものと考えて

おります。 

 町といたしましては、区長会などを通して各世帯への設置状況の確認、配布時の説明の徹底

等、働きかけを行ってまいりましたが、引き続き、こうした働きかけや事例紹介等の機会を設

けることなどの対応としてまいりたいと考えております。 

 また、安心カードにつきましては、ご記入いただいた情報が年々古くなることから、定期的

に情報の更新が必要になると考えられます。町が配布を始めてから３年が経過していることか

らも更新の時期と考えまして、今月の「広報さかき」９月号に、カード更新の説明及び記入例

とともに、安心カードの用紙について、とじ込み印刷という方法で掲載させていただいたとこ

ろでございます。なお、各区の自主防災会に対しましては、８月定例区長会におきまして「広

報さかき」への掲載の説明をするとともに、改めまして区民の皆様への説明や対応についてお

願いをしてきたところでございます。 

 今後につきましても、区長会などを通しまして転入者への救急医療情報キットの配布や安心

カード更新の際の対応などを支援していくとともに、適切な場所への保管などについてＰＲを

していきたいと考えております。 

１１番（中嶋君） ただいま両課長よりご答弁をいただきました。今お話をずっと聞きますと、

先ほど私ちょっと申し上げましたけれども、やはり防災に対しては各区も本当に真剣に取り組

んできているな、いいことだなというふうに思います。２７区がある区の中で、どこもいろん

な知恵を絞りながら、先ほども課長からございました、多少やっぱり温度差はあるんでしょう。

そうは言いましても２７区みんな、１２区でマップつくったよとか、それから出前講座なんか

も、えらいやっていただいているなんていうようなお話も聞いてびっくりしました。こんなに
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やっぱり各地区、各区で区長さんたち本気でやっているなということがよくわかりました。 

 そこで、中之条区においては先ほども、南中という考え方もありますから、消防の場合は。

それはそれでいいんですが、できれば、最後にはまた今後考えていくよというようなご答弁を

課長からいただきましたので、それでいいのかなと私は思っております。 

 なぜ私そういうことを言うかといいますとですね、特に中之条は自主防災会の関係の中で、

土のうをですね、今の大水ついたりとか、それから国道は大分、国で直していただきましたか

ら、よくなったんですが、中之条、中條神社の近辺のところが湖になった時代があったんです。

それで、ゲリラ豪雨なんか来ますとですね、下町のほうが水浸しになって、床上までは行かな

かったんですが、床下浸水が１０カ所ぐらいあったようなこともございました。 

 あれはちょっとここで話せば皆さんに怒られるかもしれませんが、実は床下のときに３千円

だか５千円出たんですよね。それを知らないでいて、え、おい、ちょっと町の法律の中にあっ

たぞなんていうようなことで、急遽それをですね、私が中之条の床下浸水のうちへみんなお話

をしてあげて、町へ請求出しておくんなと。町の職員もすぐ速やかに行って見ていただいて、

うちの下のところへちょっと潜ってもらって、この辺まで水来ているわななんていうようなこ

とで、あの当時お金を七、八軒のうちへ出していただいて、大変感謝されたなんていうような

こともありました。 

 でありますので、そんな流れから考えますと、どうも中之条はどうしてもやっぱり今の爆弾

低気圧、ゲリラ豪雨のときに水が入るというようなあれがありましてですね、自主防災会、自

分が中之条の会長やっているから偉ぶって言うわけじゃないんですが、４カ所にですね、土の

うを自由に持っていってくださいと、そんなようなことをやってみました。そうしたら、皆さ

んやっぱり自分のうち、もちろん大事です。そんなことは当たり前の話ですが、そんな中で大

勢の皆さんが自分のうちへ大水つかないように土のうを、うちの入り口のところにずっと並べ

るように、ざっくりではございますが、２００ぐらいの土のうは皆さんお持ちになって、そう

は言いましても、一ところまた２０ぐらいの土のうを全部置いてあります。それで、私も土の

うのところへ書いておいたんですが、ああいうものを持っていくときに、人に見られたら嫌だ

なんて、きょろきょろして持っていくようじゃ、私はいけないと。だから、そこへこういうよ

うに書けと、自由にお持ちくださいというようにしたら、もう中之条のもんちきょろきょろし

ないで正々堂々とみんな持っていくような、そんな配慮もして２００ぐらいかと。当然これは

町のご協力も得ての話でありますので、その部分では大変ありがたく区民も思っております。 

 そんな中で、先ほどのまた話が戻りますが、課長からもご答弁がありました。そうは言いま

しても、これから考えていくようなお言葉をいただきましたので、ぜひまたひとつ、その辺は

よろしくお願いをしておきたいと思います。 

 それから、今の安心カプセルでありますが、これも私もいろいろ、ここで一般質問させてい
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ただいたり、いろいろしたんですが、今の課長のお話を聞くと、２６年から２８年にかけて全

町にいよいよカプセルが波及したといいましょうか、行き渡ったと、これもありがたいことで

す。２７区、５，１００世帯、全部行き渡ったと、これはよかったと思っております。１人で

も多くのやっぱり私は命を助けたい、こういうことでありましたので、ある意味、私の念願が

かなったかなと。 

 先ほども、これも私も言いましたし、課長からもご答弁あったわけでありますが、今のただ

カプセル配っただけじゃだめだよと。更新の用紙を書いていかなきゃいけないと。それに対し

てもきちっとした判断をいただきまして、３年に一遍というようなことになったので、今回は

全部、全戸に入れたよということを今おっしゃられたわけですが、これがありがたいことなん

です。大変いいことを町は、私はやっていると思います。ですから、これは継続して、さっき

も言いましたが、少なくとも３年に一遍ぐらいは同じようなことをして、町民に対してですね、

啓蒙活動を行うとともにですね、町民の命を守ると、そういうことで今後ともよろしくお願い

をしておきたいと思います。 

 さて、２番目の質問に入ります。 

 ②今後の消防団について 

 （イ）団員確保は 

 少子高齢化の影響をもろに受けて、全国的にも消防団員確保は難しい時代であり、私もこの

問題は何度も一般質問したり、いろいろな提案もしてきましたが、今の町の現状をお尋ねする

ものであります。なお、成人式の日にも文化センターロビーにおいて団員増員のため、初めて

の試みかと思いますが、消防主任みずからはっぴをまとい、分団長とともに行動を行っていた

ことに、まさに私は敬意を表するものであります。 

 （ロ）活性化計画は 

 この案件もですね、議会報告会で、これは元分団長よりご提言がございました。どういうこ

とかと申しますとですね、中野市では去年から６年計画で消防団活性化計画が進められている

が参考に欲しいと、このようなことを元分団長の町民の方にお話を伺いました。早速、私も中

野市の消防課の担当者にお話を伺いました。そうしましたらですね、パソコンから落とせると

のお話でしたので、早速、中野市消防団活性化計画書をコピーして確認をさせていただきまし

た。 

 魅力ある消防団にしていくため、若い団員を増員していくなど地域との協力、企業との協力、

市の大幅な援助、消防体制の充実など実情を踏まえて未来志向的な、なかなかうまくまとまっ

た計画書でありました。それで、ここにございます。これが中野市でつくられたものでござい

ます。１３ページぐらいの冊子で、ちょっとあれなんですが、一瞬この中の理念をちょっとご

報告しておきたいと思います。 
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 今申し上げましたように、１３ページにわたっているわけでありますが、第１章から第５章

まであります。第１章は中野市消防団活性化計画の概要、第２章は消防団を取り巻く環境、第

３章は基本構想、第４章は消防団活性化対策、第５章が進行管理、それから資料が中野市消防

団の現状が入ったものの冊子でございます。特に第４章のですね、消防団活性化対策というの

は、１として消防団員の確保、２として女性団員の拡充、３として処遇の改善、４として組織

体制の強化、５として施設・装備の充実、６として教育と訓練の充実、７として地域との連携

というようなことを事細かに書いてあるということであります。 

 時間もありますので、理念をちょっと読ませていただきたいと思います。策定に当たり、こ

んな考えなんだよというような中野市の消防局の考え方であります。 

 「消防団は『自分たちのまちは自分たちで守る』という精神に基づき、普段はそれぞれに職

業を持つ地域住民を中心に構成された組織であり、近年全国各地で頻繁に発生している大規模

災害では、地元消防団員が自らも被災者である厳しい状況の中で、住民の生命や財産等を守る

ため不眠不休の懸命な災害活動が行われ、住民の消防団に対する信頼・信用・安心、そして期

待は更に大きくなっています。一方、社会経済の変化に伴い、被雇用者の占める割合の増加、

平均年齢の上昇等が進み、少子化、人口減少社会への移行等もあって、消防団を取り巻く環境

は大きく変化し、団員の確保が難しく消防団活動を十全に果たせなくなることが懸念されます。

また、東日本大震災を機に平成２５年１２月には、『消防団を中核とした地域防災力の充実強

化に関する法律』が制定され、地方公共団体は、消防団への加入促進、団員の処遇改善、装備

の充実、団員の教育訓練の充実等に関して、必要な措置を講ずることとされました。このよう

なことから、今後の消防団の方向性を定めるとともに、消防団の活性化を推進するため『中野

市消防団活性化計画』を策定することとしました。」という理念が書かれて、ここからいろん

なお話がこの冊子には書かれておるということでありますので、まさに我が町も魅力ある未来

型消防団づくりを見据えですね、坂城町消防団活性化計画書を私は作成するべきと思いますが、

町のお考えをお尋ねいたします。以上であります。 

町長（山村君） ただいま中嶋議員さんから、２番目としまして今後の消防団についてというお

話でご質問いただきました。各自治体がいろいろな工夫を今取り組んでいるということかと思

いますが、また中野市の事例などをご披露いただきまして、いろいろ参考にしていきたいと

思っておりますが、坂城町の今後の消防団についてというご質問でございます。現在の取り組

み、いろんなことをやっております。それを含めましてご回答申し上げます。 

 まず初めに、招集挨拶でも申し上げましたが、坂城町消防団におきましては、去る７月

３０日、中野市運動公園で開催されました長野県消防ポンプ操法大会に埴科代表として第２分

団が出場し、２７年ぶりに見事５位入賞を果たされたということであります。また、６月に町

内で発生した行方不明者の捜索では、行方不明者を無事発見した功績が認められ、千曲警察署
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長から感謝状をいただくなど、昼夜を問わない活動に感謝を申し上げるとともに、その功績に

大きな評価をいたすところでございます。 

 それではまず最初に、イの団員の確保についてでございますけれども、お話もありましたよ

うに、近年は少子化や就労形態の多様化ですとか社会環境の変化等により、新入団員の確保が

非常に困難になってきております。このような状況は当町のみならず、県内あるいは全国の消

防団においても大きな課題となっているというところでございます。 

 さて、新入団員数でございますが、平成２８年度は１８人でございました。そのうち３名が

女性団員。平成２９年度は、８月末現在で９名で、そのうち５名が女性団員でございます。ち

なみに今までいた女性も含めますと、現在、女性団員は９名になっているということで、年々

増えているということであります。 

 これまで新入団員の勧誘活動は、分団長を中心に各分団が家庭を直接訪問されるなどして実

施しているほか、区長会への協力依頼、成人式でのチラシ配布、町民運動会・交通安全町民大

会での消防団ＰＲなどを行ってきていただいております。今年度は、分団長が成人式の日に文

化センターロビーに、先ほどお話ありましたけれども、ロビーで成人をお祝いするとともに、

直接消防団のＰＲを実施したところ、お二人の新成人から、今は大学生であり県外にいるが、

卒業後は坂城に戻り入団するという大変ありがたいお話もあったと聞いております。また、役

場住民環境課内に新入団員募集の表示をしたり、庁舎玄関に消防団員募集に関するのぼり旗を

掲出したところ、これから高校を卒業する子に紹介するので、チラシ等はないかと声をかけく

ださる方もいらっしゃいます。 

 消防団の新たな取り組みといたしまして、消防団長、副団長、分団長の消防団幹部の皆様が

新入団員の確保は大変難しいという共通認識を持つ中で、価値観の多様化が進む今日において

若者が消防団のどのようなところに魅力を感じるのか、どういった消防団であれば入団したい

と感じるのかを知り対応するために、入団後間もない団員から意見を聞く場を設けるともお聞

きしておりますので、町としましても支援してまいりたいと考えております。 

 また、消防団員やその家族を支援する信州消防団員応援ショップ事業、これは県内の消防団

員やその家族が県内各地の登録店舗において団員カードを提示することにより、店舗が独自に

定めたサービスを受けられるものでございます。町内では現在４店舗が応援ショップの登録を

していただいておりまして、びんぐし湯さん館では団員やその同伴者に対して入館料の割引、

これ５００円を４００円ということでありますけれども、を実施しているほか、ローンの金利

優遇や、積み立ての新規契約に対し図書カードを進呈する金融機関、ガソリン・灯油等の値引

きをするガソリンスタンドがございます。店側にとっても新たな顧客拡大と社会貢献に取り組

む店舗としてのイメージアップになり、消防団員の加入促進にもつながるものでありますので、

町内の店舗の皆さんに呼びかけ、登録店舗を増やすとともに応援ショップ事業のＰＲに努めて



 

－ 171 －  

まいりたいと考えております。 

 また、従業員が消防団員として原則２名以上入団しており、消防団活動に協力している事業

所に対し表示証を交付し、事業所が社会貢献を果たしているということを広く知らせる消防団

協力事業所表示制度には、町内５社に登録いただいております。この制度にご登録いただくこ

とによりまして、事業者は法人事業税、個人事業税の減税を受けられるというメリットもござ

いますので、より多くの事業所に呼びかけ、従業員が消防に入団しやすく活動しやすい環境づ

くりを進めてまいります。 

 団員の確保につきましては家族の理解が何より大事であります。加えて地域や事業所の協力

が不可欠でもありますので、今後も消防団の活動や活躍を皆様にご理解いただけるようＰＲし、

団員の確保に努めてまいりたいと考えております。 

 続きまして、ロの活性化計画でございますが、先ほどご紹介ありました、ご質問のとおり、

中野市では中野市消防団活性化計画を平成２８年１１月に策定いたしました。この計画は消防

団を取り巻く環境の変化や現状を分析し、消防団の目指す将来像を設定した上で、どのような

活性化施策が必要かを定めたものであり、消防団員の確保など目標値を設定した七つの施策を

掲げております。 

 事業の主なものとしましては、消防団協力事業所表示制度の推進、結婚支援事業の実施、女

性団員の活動分野の拡充や活動しやすい環境の整備、信州消防団員応援ショップ事業への参加

推進、組織のあり方等についての研究、施設や車両・資機材等の計画的な整備、研修や訓練の

拡充等となっております。 

 消防団独自の活性化計画を作成し、それぞれに目標値を設定していることは評価いたすとこ

ろでございますが、内容的には当町でも既に消防団活性化のために取り組んでいるものが多い

というふうに理解しております。 

 坂城町でも消防団活性化計画を策定したらどうかというご質問ですけれども、坂城町におき

ましては、長期総合計画、まち・ひと・しごと創生総合戦略において、消防団を地域防災力を

高める上で不可欠なものと位置づけておりまして、総合戦略では女性消防団員を３１年度まで

に５名に増やすという評価目標を設定しており、また新入消防団員数も評価目標に加えていき

たいとも考えております。加えて、消防団応援ショップや消防団協力事業所の登録についての

目標設定等につきましても、今後さらに検討してまいりたいと考えております。 

 消防団員は地域住民の生命・財産を守ることを目的とし、また、自分たちの地域は自分たち

が守るとの消防精神のもと、火災等の出動はもとより、水防訓練、総合防災訓練、救命講習等

の各種訓練や、毎月１日と１５日に行う火災防止巡回広報、３月から５月にかけて行う山火事

防止広報、年末特別警戒などさまざまな活動を実施していただいております。 

 町としましても、消防団の活性化が図られるよう、また魅力ある消防団となるよう消防団と
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の連携を深め、積極的な支援策をこれからも進めてまいりたいと考えております。 

１１番（中嶋君） 町長から今、ご答弁ございました。先ほども私、申し上げましたように、よ

かったです。成人式のときに、うまくやったですね。２人も入っていただいたようなお話を聞

きまして、ちょっと言葉は悪いですが、してやったりと、うまくいったぞと。また、来年、再

来年と同じようにやって、若者たちにお願いをして、消防団員確保を余計お願いしておきたい

と。 

 ただいま、町長がおっしゃっていましたが、団員募集に関してはいろんなルートを使ってで

すね、今一生懸命やっているんだと、そういうことがよく伝わってきまして、１８人である

９人である女性が３人、６人と大勢入ってきたと。いい方向に向かっているのかなと思ってお

ります。油断しないでですね、しっかり取り組んでいっていただければありがたいかなと。 

 それから、今も中野市の消防団の活性化計画のお話を申し上げたんですが、これはうまくま

とまっていましたので、これなかなかいいなと思ったんですが、今、町長おっしゃるように、

割合、おらっちもこれ既にやっているぞと、こういうような部分もここに幾つかありました。

それで、町長はきっと必ずや、これ町長もパソコン上で、得意でありますから、中野市のこれ

引っ張り出して読んだと思いますが、その中でですね、我が坂城町は長期総合計画等の関係で

きちっとしたものを作成しておるわけですが、今、町長おっしゃられたように、新団員のとこ

ろがどうだとか、言うなれば中野市のいいようなところを取り組んでやっていこうというよう

な、私、いうふうに受けたもんで、それならいいなと。何もよそのうちのそっくりまねするこ

とは、私はないと思っています。ただ、私よくいつも言うんですが、いいことはまねしようよ

と。やって同じことだったら、まねすることないんだから、場合によっては坂城のほうが進ん

でいる場合もありますから、そんなふうな評価でございますので、そうは言いましても、こう

いうものを研究しながら他町村のいいところをまねしたり、自分のところでやっていることは

どんどん先へ進んでいっていただければ、私はありがたいものだと思います。 

 今、町長からもいろいろご答弁いただいたんですが、一つ、町長、ちょっと提案がありまし

て、実はこれは昨日、入日議員からも提案があった件でありますが、実はですね、私もある分

団長よりこんな提言をいただいたわけです。実は冬の火事で、いてつく寒さの現場で消火活動

をして終わった後、寒い自宅に帰ってきたときにむなしさを感じると。何なんだと。そんなと

き、この分団長が言うには、全分団員でびんぐし湯さん館へ全員を連れていって、そのときに

できれば無料にしていただきたいなと。せめて体をぬくめさせてあげたいと、こんなことを

言っておりました。そして、これはちょっと皮肉めいたこともちょっと分団長、言っておった

んですが、そして、消防団員になった人でなきゃわからないわいと、こんなことを言っており

ました。 

 ですから、実は私はもう、私も消防団、本気でやっていた時代がありました。１０年連続郡
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大会優勝したなんていうような実績を持っております。四十数年前のことを思い出しました。

ああ、それではと。分団長にこんな話をしました。余り分団長たち本気でやっているのに過去

の栄光でもって、俺はおまえたちとは違うわ、俺らのころはこうだったわなんていうことは、

私は余り言いたくないほうでしたが、そのことは一言ちょっと、こんな話をしました。 

 俺も昔の東京農産、今のロビニアです、あの火事のときは夜１１時ごろから次の朝８時ごろ

まで９時間消火活動をしたときのことを思い出した。はっぴががちがちに凍って、もちろんこ

れ真冬の１月か２月ごろだったんですよ。はっぴががちがちに凍ってしまい、もう既に寒いを

通り越しまして、体中の感覚がなくなっても、前に火があれば水かけていますという、俺もそ

んな思い出あるわと。もちろん、そのときに工場は全焼でした。全部燃えてしまいました。 

 それで、撤収するときにホースが巻けないんです、がちがちに凍りまして。私は当時、今は

４分団ですが、第２分団の自動車を分団長に言われて持ってまいりまして、自動車の後ろのほ

うへホースを皆さん長いままひっかけるような格好をして、消防車へつけました。１０本、

２０本のホースつなげたんですが、それを全部持ってまいりまして、それで先ほども火の見や

ぐら、いろいろ問題になっておりましたが、火の見やぐらも実は当時とっても大事なものであ

りまして、私も何度か上へ上って半鐘をたたいたこともあります。それから、逆にそうじゃな

くて今言ったように、ホースをあそこへかけなければならない。それが大変だったです。がち

がちに凍っているやつですから。それを何とか１時間、２時間かけて、分団長や班長たちに怒

られながら、私、若いころでしたから一番上へ上れと言われまして、高いところへ上って、か

ちかちのホースを引き上げてやったなんていうようなことがありました。そんなような私の経

験があったもんで、分団長の言っていることはよくわかるというような話をいたしました。 

 そして、町長、今回の質問となったわけであります。ですから、先ほども信州消防団員応援

ショップ事業で、たしかびんぐし湯さん館も１００円だか５０円だか、まけるような割引券も

つくってあるようでありますが、町長ご答弁いただきたい。こんなときぐらい無料にできない

かお尋ねをいたします。 

町長（山村君） どんな形でできるかですね、ちょっと考えます。消防団の方が寒い作業が終

わって、びんぐし湯さん館やってる、夜ですね、そこでみんなで宴会しようかとか、懇親会や

ろうかといったときの割引をちょっと考えます、どうするか。びんぐし湯さん館の社長とも相

談して決めます。消防団割引の何かセットを考えるようにできればと思います。検討します。 

１１番（中嶋君） 町長、すばらしいですね。即答でお答えいただきました。消防団のためにい

ろいろ考えてくれていたと。ぜひお願いしておきたいと思います。びんぐし湯さん館の社長に

も、ひとつよろしくお伝えくださいませ。 

 まさにまとめられませんが、今回の質問は、総合防災に関する質問でありましたが、タイム

リーというと、これは不謹慎であるが、北朝鮮問題であります。町長の招集挨拶でＪアラート
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と、さかきまちすぐメールが発動しなかったことに関してはおわびの言葉がありましたが、今

後は絶対にこのようなことがないよう全町民にかわりお願いをしておきたいと思います。 

 私も六十数年生きてきて、まだ信じられません。こんなことが今起きているんですね。まさ

に２０１７年８月２９日早朝６時２分、うちの３台ある携帯が聞いたことのない音が鳴り響き、

驚いて目を覚まして携帯を見ると、「ミサイル発射。ミサイル発射。北朝鮮からミサイルが発

射された模様です。頑丈な建物や地下に避難してください。」これ総務省ですよね。自衛隊関

係かと思いましたら、しかも消防庁ですよ。これが真っ先に届いた全文でありました。 

 その後、１２分ぐらいたったら、またエリアメールが入りました。「ミサイル通過。ミサイ

ル通過。先程、この地域の上空をミサイルが通過した模様です。不審な物を発見した場合には、

決して近寄らず、直ちに警察や消防などに連絡して下さい。」総務省、同じく消防庁です。何

という国ですかね、日本は。誰が守っているんでしょうかね。防衛省どうなっているんだと。

自衛隊どうなっているんだと。わけわからない国です。今お話し申し上げたように、今これが

第２回目の全文でありました。 

 ミサイルが発射されて１２分間の間に自分の命を守り町民の命を守るために、我々町会議員

は何をしたらいいんでしょうか。どうするんですか。今、起きているんだよ、この時代に。と

んでもないことですよ。私なんかは、もういい年ですから、あともう少しだなと思って、こん

なことはないなと。第二次世界大戦が終わってから、私、生まれた人間ですから、戦争を知ら

ない子供たちですよ。どうですか。えらいことじゃないですか。 

 今まではアメリカの核の傘のもとで守られているという安心感、長崎・広島の被爆国であり、

非核三原則を守る国であった。何よりも不戦の誓いであり、平和憲法の９条を大切にする国で

あった。しかしながら、現実はお隣の金正恩の国である朝鮮民主主義人民共和国、これは北朝

鮮でありますが、日本全土を射程距離とするミサイルを保有し、原爆はもとより水素爆弾まで

開発し、世界で一番威張っている、あのアメリカまでも脅かす存在となり、我が国日本も今ま

でのように安閑とはしていられない事態に私はなりつつあるものだと思っております。日本も

現実逃避をしていて、たっぷり平和につかっており、まさに平和ぼけになっていたのか、北朝

鮮はえらいところまできちゃった、えらいことになっている。 

 これは私、昨日少し書いた文章でありますから、国連の安全保障理事会、安保理での北朝鮮

制裁採決で、どのようなことが決定するかわからないが、いろんな考え方が世界中あるようで

す。でありますが、私に言わせれば金正恩がですね、暴走しないように、もう祈るのみであり

ます。そして、１２月議会では我々は坂城町の議員であります、核シェルターをつくるような

議論を行わないよう、これまた祈るのみであります。何という世界になってしまったのでしょ

うか。 

 そしてまた、町長、町としてどのように対処していくのか。町民の安心・安全を一番に考え、
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的確な情報収集をしていただきまして、きちっとした坂城町町民の方向づけを、私は、町長、

定めていってほしいと思うものであります。最後に一句添えます。 

 平和ボケ大きなツケを誰払う 平和ボケ大きなツケを誰払う 

 これにて私の一般質問を終わりといたします。ありがとうございました。 

議長（塩野入君） 以上で本日の議事日程は終了いたしました。 

 次回は明日１３日、午前９時から会議を開き、一般質問及び一般会計決算案総括質疑、各特

別会計決算案総括質疑等を行います。 

 本日はこれにて散会いたします。 

 ご苦労様でした。 

（散会 午後 ３時２９分） 
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９月１３日本会議再開（第４日目） 

１．出席議員     １４名 

    １番議員  塩野入   猛 君    ８番議員  塩 入 弘 文 君 

    ２ 〃   西 沢 悦 子 君    ９ 〃   塚 田 正 平 君 

    ３ 〃   小宮山 定 彦 君   １０ 〃   山 﨑 正 志 君 

    ４ 〃   朝 倉 国 勝 君   １１ 〃   中 嶋   登 君 

    ５ 〃   柳 沢   収 君   １２ 〃   大 森 茂 彦 君 

    ６ 〃   滝 沢 幸 映 君   １３ 〃   入 日 時 子 君 

    ７ 〃   吉川 まゆみ 君   １４ 〃   塚 田   忠 君 

２．欠席議員     なし 

３．地方自治法第１２１条第１項の規定により説明のため出席した者 

 町 長  山 村   弘 君  

 副 町 長  宮 下 和 久 君  

 教 育 長  宮 﨑 義 也 君  

 会 計 管 理 者  塚 田 陽 一 君  

 総 務 課 長  青 木 知 之 君  

 企 画 政 策 課 長  柳 澤   博 君  

 住 民 環 境 課 長  山 崎 金 一 君  

 福 祉 健 康 課 長  伊 達 博 巳 君  

 保 育 園 振 興 幹  小宮山 浩 一 君  

 産 業 振 興 課 長  大 井   裕 君  

 建 設 課 長  宮 嶋 敬 一 君  

 教 育 文 化 課 長  宮 下 和 久 君  

 収 納 対 策 推 進 幹  池 上   浩 君  

 まち創生推進室長  竹 内 祐 一 君  

 
総 務 課 長 補 佐 
総 務 係 長  

関   貞 巳 君  

 
総 務 課 長 補 佐 
財 政 係 長  

北 村 一 朗 君  

 
企画政策課長補佐 
企 画 調 整 係 長  

堀 内 弘 達 君  

 保健センター所長  長 崎 麻 子 君  

 代 表 監 査 委 員  大 橋 房 夫 君  

４．職務のため出席した者 

 議 会 事 務 局 長  臼 井 洋 一 君  

 議 会 書 記  竹 内 優 子 君  

５．開  議   午前９時００分 
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６．議事日程 

第 １ 一般質問 

 （１）特定健診と医療費についてほか 小宮山定彦 議員 

 （２）道路用地についてほか 塚田  忠 議員 

 （３）介護保険制度はどうなるのほか 塩入 弘文 議員 

第 ２ 議案第３２号 平成２８年度坂城町一般会計歳入歳出決算の認定について 

第 ３ 議案第３３号 平成２８年度坂城町有線放送電話特別会計歳入歳出決算の認定につ

いて 

第 ４ 議案第３４号 平成２８年度坂城町国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定につ

いて 

第 ５ 議案第３５号 平成２８年度坂城町同和地区住宅新築資金等貸付事業特別会計歳入

歳出決算の認定について 

第 ６ 議案第３６号 平成２８年度坂城町工業地域開発事業特別会計歳入歳出決算の認定

について 

第 ７ 議案第３７号 平成２８年度坂城町下水道事業特別会計歳入歳出決算の認定につい

て 

第 ８ 議案第３８号 平成２８年度坂城町介護保険特別会計歳入歳出決算の認定について 

第 ９ 議案第３９号 平成２８年度坂城町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定に

ついて 

７．本日の会議に付した事件  

  前記議事日程のとおり 

８．議事の経過 

議長（塩野入君） おはようございます。 

 ただいまの出席議員は１４名であります。定足数に達しておりますので、これより本日の会

議を開きます。 

 なお、会議に入る前に、教育長、宮﨑義也君から本日午前中、欠席の届け出がなされており、

これを許可してあります。 

 本日の議事日程は、お手元に配付のとおりであります。 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

◎日程第１「一般質問」 

議長（塩野入君） 最初に３番 小宮山定彦君の質問を許します。 

３番（小宮山君） ただいま議長より発言の許可をいただきましたので、通告に従い、一般質問

を行います。今回は二つのテーマについて質問します。 
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 一つは、このところ毎回取り上げている国民健康保険です。４回目になります。特定健診と

医療費及び健診料の自己負担分無料化に焦点を当てて質問いたします。 

 もう一つのテーマは、昨年９月、１年ぶりにワイナリー形成推進事業の進展状況についてお

聞きします。 

 １．特定健診と医療費について 

 人口の高齢化に伴い、国全体の医療費は年々増加し、数年前に４０兆円を超えました。平成

元年の国民医療費に比べ、その約２倍になるとのことです。すさまじい医療費の伸びです。こ

のままだと、世界に誇る国民皆保険制度が維持できるか、危ぶまれております。また比較的大

きな企業の社員が加入している健康保険組合は全国で約１，４００組合あり、約２，９００万

人の人が加入しているそうですが、財政難で２０２５年までに４分の１が解散するとの予測が、

最近新聞報道されました。昨日の大森議員の一般質問にもありましたが、国民健康保険、いわ

ゆる市町村国保も財政運営が来年度より県に移管されます。そうした状況の中で、国民健康保

険制度について、イ、ロ、ハの順に質問します。 

 イ、国民健康保険、以下略して国保と言います、国保特定健診について、基本的な事柄を

２点お聞きします。国保特定健診の受診率と、特定保健指導の実施率が当町においてこのとこ

ろ向上しているようですが、２７年度と２８年度の数値をもう一度教えてください。あわせて、

県平均と、県下７７市町村における順位もお願いします。 

 次に当町の特定健診の検査項目と、保健指導を実施した人数とその内容はどのようなものか

お聞きします。 

 次にロの、１人当たり医療費については、１点目として国保被保険者１人当たり医療費の金

額と県平均、県内順位をやはり２７年度と２８年度についてどうであったか。 

 ２点目は、当町には医療費が高額な患者数が多いのか、その割合がほかの市町村と比較して

多いのか。また国保被保険者の中で、高齢者の占める割合が高いと３月の答弁にありましたが、

データでお示しいただきたいと思います。 

 最後にハの、国保特定健診の健診料の自己負担についてですが、特定健診が始まった平成

２０年度からこの１０年間、集団健診では心電図検査費用を含めて２，５００円、医療機関で

受ける個別健診では心電図検査なしで２，６００円で、それは変わっていないと聞いています。

ほかの市町村では、途中で見直しがあるところが多いのですが、当町ではかつて一度も見直し

がありません。そこで、健診料の自己負担額は毎年どのようにして決まっているのかお聞きし

ます。また自己負担額を無料にした場合と、千円にした場合、それぞれ財政負担増はどのくら

いと試算されるかお聞きします。確定値の出ている２７年度の当町の受診率５４％でどうなる

か、国で出している２９年度までの達成目標値６０％、また当町の目標値６５％それぞれの場

合についてお願いいたします。第１回目の質問は以上です。 
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町長（山村君） おはようございます。小宮山議員さんから、特定健診と医療費についてという

ことで、イからハまでご質問をいただきました。私からは全般的なことをお答えしまして、詳

細につきましては担当課長から答弁させます。 

 特定健診につきましては、高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、平成２０年度より各

保険者において実施することとされ、国民健康保険の保険者である町においても４０歳から

７４歳の国保加入者を対象として実施しております。 

 特定健診は健康で自立した生活を送るために、早期から生活習慣病の発症予防、重症化予防

を図るとともに、医療費の適正化につなげるためにも重要な事業として、町でも特定健診の受

診率を６５％を目標に、さまざまな取り組みをしております。 

 受診率向上を図るための取り組みといたしまして、平成２６年度からは、特定健診開始年齢

である４０歳スタート健診で補助を開始し、これに加えて今年度からは５０歳節目健診の健診

料金補助を行う中で、健診の受診勧奨と健康意識の啓発を図っております。 

 また、集団健診では、受診しやすい健診の体制づくりとして、平日の昼間に受診できない方

等を対象としまして、夜間健診や休日健診も取り入れ、平日に受診できない方への利便性の向

上または未受診者への個別勧奨など、受診率の向上に努めております。 

 こうした取り組みにより、平成２７年度の受診率は５４．１％に向上し、初めて５０％を超

え、生活習慣病の発症リスクが高い方に行う特定保健指導の実施率は７９．７％と、県平均に

比べ高い水準になっております。 

 また４０歳スタート健診対象者の受診状況としましては、平成２７年度の実績でございます

が、対象者２６人中１１人が受診され、４２．３％の受診率となっており、４１歳から４４歳

までの方の受診率２８．７％に比べ、戸別訪問などによる受診勧奨により、高い受診率となっ

ておりますが、４０歳スタート健診をきっかけに毎年受診をしていただけるよう、今後も勧奨

してまいりたいと考えております。 

 また、国民健康保険の１人当たりの医療費につきましては、平成２８年度の速報値が県内で

高いほうから７番目となっており、特定健診や特定保健指導を粘り強く進めることで、病気の

早期発見と重症化の予防を図ってまいります。 

 当町で実施しております特定健診につきましては、当町の国保加入者の心疾患罹患率が高い

ことに鑑み、集団健診では実施当初の平成２０年度より、心電図検査を含めた健診としており

ます。受診される方には、心電図検査の費用を含め２，５００円の自己負担をいただいており

ますが、特定健診につきましては、各市町村で検査項目も異なるため、ほかの市町村との単純

な比較はできないものと考えております。 

 特定健診の自己負担額につきましては、国保特別会計の財政運営とも密接にかかわる問題で

ありますので、予算編成過程において決定をしております。また、国民健康保険は来年度から、
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財政運営の主体が県に移行するという大きな変革期にある中であります。特定健診の自己負担

額につきましては、制度改正が町の国保に及ぼす影響を見きわめつつ、総合的に判断してまい

ります。先ほどお話ありました財政負担状況ですね、それもよく鑑みて検討していきたいとい

うふうに思っております。 

 今後も国民健康保険の加入者の皆さんに、健康な生活を送っていただけるよう、特定健診の

受診率の向上を図るとともに、保健師などによる保健指導等の早期介入などにより、生活習慣

病の予防・改善を支援し、健康増進を図ってまいりたいと考えております。 

福祉健康課長（伊達君） 特定健診と医療費について、（イ）の国保特定健診についてから、順

次お答えしてまいります。 

 特定健診の受診率及び特定保健指導の実施率、長野県平均、また県内順位につきましては、

平成２７年度の当町の特定健診受診率は５４．１％で、県内市町村国保の平均値４５．２％を

８．９ポイント上回り、県内順位では２６位ということになってございます。また２７年度特

定保健指導の実施率、こちらは当町が７９．７％で、こちらも県内市町村国保の平均値５２％

を２７．７ポイント上回り、県内順位は１９位となっております。 

 ２８年度でございますが、手元にある最新の速報値でございますけれども、当町の特定健診

の受診率は５１．９％で、県平均の４４．１％を７．８ポイント上回り、県内順位が２９位、

また特定保健指導の実施率は、当町が３６．４％で、県平均の２３．1％を１３．３ポイント

上回っており、県内順位は３０位となっております。今後も特定健診の受診率及び特定保健指

導の実施率向上に向け、特定健診の受診勧奨と、町民の皆さんの健康意識への啓発を、また特

定保健指導の対象者につきましては、定期的な面接相談等を実施し、生活習慣の改善状況を確

認しながら、継続的な支援に努めてまいりたいと考えております。 

 次に、特定健診の検査項目についてでありますけれども、町の保健センターで行う集団健診

につきましては、「国の特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準」に定められてい

る身長、体重、腹囲、ＢＭＩなどの身体計測と、肝機能検査、血圧測定、尿検査、血糖検査、

血中脂質検査などの基本的な項目のほか、生活習慣病の重症化の進展を早期に把握するため、

詳細な健診項目として心電図検査、貧血検査を全ての方に、眼底検査につきましては、希望者

または医師が必要と判断した方に受診をしていただいております。 

 また、個別健診につきましては、基本的な項目及び貧血検査は受診される全ての方に、また

心電図検査は希望者または医師が必要と判断した方に受診をしていただいております。 

 特定保健指導につきましては、特定健診の結果から生活習慣病の発症リスクが高い方に対し、

保健師や管理栄養士が対象者の身体の状態にあわせて、生活習慣の改善に向けた保健指導とし

てそれぞれに合った生活習慣改善のための行動計画を作成し、初回面接から６カ月後に健康状

態や生活習慣の改善状況を面接などで確認しております。 
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 特定保健指導は、生活習慣病の発症リスクの程度により、動機づけ支援と積極的支援に区分

され、よりリスクが高い方については積極的支援を行っており、初回面接後も生活習慣の改善

が継続的に行えるよう電話相談や訪問を行うなど、きめ細かな支援を行っております。特定保

健指導の対象者につきましては、平成２７年度の実績では、動機づけ支援が１１３人、積極的

支援が３６人でございました。 

 次に（ロ）１人当たり医療費についてお答えいたします。国民健康保険の１人当たり医療費

につきましては、市町村ごとにその金額と県内の順位が毎年４月に速報値として、１０月に確

定値として公表されております。 

 平成２７年度の確定値は、当町の国民健康保険１人当たり医療費が３９万１，８７０円で、

県内で８番目に高い結果であり、県内市町村平均の３４万３，１０５円より４万８，７６５円

高い状況でございました。また本年４月末に公表されました２８年度の速報値では、坂城町の

１人当たり医療費は３９万９，１０７円で、県内７番目に高い結果となっております。なお、

県内７７市町村の平均が３４万４，８０８円であり、この平均より５万４千円ほど高い状況と

なっております。平成２８年度は現状、速報値ということでございますけれども、２７年度の

確定値と比較いたしますと、県内順位については一つ上昇し、１人当たり医療費も

７，２３７円の増加ということになってございます。 

 次に、医療費が高額な方が多いのかというご質問でございますけれども、患者さんが受けた

保険診療について、月ごと医療機関が保険者へ請求する診療報酬明細書、いわゆるレセプト

１件当たりが１００万円以上となる件数等として状況を申し上げたいと思います。 

 平成２７年度でございますが、療養給付費のレセプト総件数６万１８０件に対し、１００万

円以上のレセプトは１４２件でございました。全体の０．２％に当たります。平成２８年度は

同様に療養給付費のレセプト総件数５万９，２６０件に対し、１５７件が１００万円以上とい

うことで、全体の０．３％ということでございます。また、１レセプト当たり１００万円以上

となった対象者数につきましては、平成２７年度は国保被保険者数３，７４８人に対して

９６人で２．３％、平成２８年度は被保険者数３，５０７人に対して１０３人で２．９％とい

うことでございます。 

 このような数字でございますけれども、他市町村において同じ条件で公表されている数値が

ございませんので、他の市町村との比較ができないという状況でございますので、人数として

医療費が高額となる方が多いのかどうかはわかりかねるという状況でございます。 

 また、国保被保険者のうち、高齢者の占める割合に関してでございますが、６５歳から

７４歳までの方が全体に占める割合を高齢化率ということで定義されているということでござ

います。他との比較が可能なデータとしましては、平成２８年３月末の数値ということで申し

上げたいと存じますが、県平均が４２．９％であるのに対しまして、坂城町は５０．１％と
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なっております。県内の順位といたしましては、高いほうから１４番目ということで、高齢者

の割合は比較的高い状況にあるということが言えるかと思います。また、平成２９年３月末時

点における当町の国保の高齢化率は、５２．１％となっております。全体の被保険者数が減少

していく中で、高齢化が進んでいるという状況になっていると考えております。 

 次に（ハ）の特定健診の健診料の自己負担についてお答えをいたします。国民健康保険の特

定健診の受診方法には、保健センターや文化センターで行います集団健診と、千曲医師会管内

の医療機関で行う個別健診、人間ドックを受診される方などがございますけれども、当町の受

診状況を見ますと、集団健診を受けられる方が４６．１％となっており、多くの方が保健セン

ター等で行われる集団健診で特定健診を受診されております。特定健診につきましては、平成

２０年度から集団健診は心電図検査を含めた健診を行っており、健診の自己負担額といたしま

しては、心電図の費用を含めた２，５００円で改定はされておらないということでございます。 

 特定健診の自己負担以外の国保負担分につきましては、国保特別会計において、主には加入

者の皆さんから納めていただいた国民健康保険税によって賄われておりますので、健診の自己

負担額につきましては、国保特別会計の予算編成過程において、検討、決定をしているという

ところでございます。 

 次に、特定健診の自己負担を無料にした場合の財政負担増はどれぐらいになるかということ

についてでございます。特定健診の健診方法につきましては、先ほど申し上げましたように集

団健診、個別健診、人間ドック等さまざまな健診方法があり、どの健診を受診されたかなどに

よっていろいろな条件で計算額が変わってきますけれども、ここでは平成２７年度の健診の実

績の数値により試算をいたしました。その結果、自己負担額を無料にした場合の財政負担につ

きましては、受診率が５４％の場合はおおむね１９０万円の増、受診率６０％の場合はおおむ

ね２３０万円の増、受診率６５％の場合はおおむね２６０万円の増ということになります。ま

た、自己負担額を千円にした場合の財政負担増につきましては、受診率が５４％の場合はおお

むね１２０万円の増、受診率６０％の場合はおおむね１５０万円の増、受診率６５％の場合は

おおむね１７０万円の増という試算結果でございました。以上でございます。 

３番（小宮山君） ２回目の質問に入ります。平成２０年に特定健診、特定保健指導のこの制度

が始まった初回の受診率は、たしか４４．３％だったと思います。それで今回、確定値は

２７年度ですからそれを使いますと、２７年度は５４．１％、約１０％の健診の受診率の伸び

率、数字の上ではそうです。ただ、私はそこで実質的な受診率は伸びているかということを

２回目の質問としてまずお尋ねしたいと思います。 

 ５４．１％というのは、この数字は目標の６５％に比べるとまだ１０％以上の開きはあるも

のの、先ほども答弁にありましたように、県平均やほかの市町村と比較すると、全く悪い数字

とは言えないと思います。職場健診などの結果を白用紙で本人から、また既に通院している際
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の血液検査などの結果を医療機関からピンク用紙で保健センターに提出してもらう、それを情

報提供と言うようですが、その健診結果の情報提供書提出をもって、特定健診を受診したとみ

なすことがこの数年来、実施されています。その回収作業は特例業務と呼ばれ、積極的に推進

されてきたと以前のご答弁で伺いました。それが受診率の向上に寄与している旨のお話もあり

ました。確定値、先ほど示していただきました確定値の出ている２７年度受診率５４．１％と

いうのは、県下で７７市町村中２６位、２３町だけでは７位だそうです。特定保健指導率に

至っては、実施率７９．７％というのはさらに好成績で、７７市町村中１９位とのことで、

２３町で数えましたら６位に位置しています。 

 １人当たり医療費もこうだとよいのですが、それはさておき、１人当たり医療費もこうだと

よいというのは、健診率は県下の中でもいいほうだと、受診率は。特定保健指導の実施率もい

いほうだと。ただそれが、１人当たり医療費の削減になかなかつながっていない。それが私、

当初からどういうことなのかということで、しつこく毎回取り上げてきました。ある程度は納

得できる部分もあります。 

 そのことはさておき、受診率の話に戻りますが、ここで数字のマジックというようなものが

気になります。確かに先ほど申しましたように、初年度から２７年度に約１０％、確かに伸び

ています。だけれども、これが実質的な受診率、それが伸びていると言えるか、私はさほど伸

びているとは思えません。どういうことかと言いますと、平成２０年度から平成２２年度まで

の３年間は、先ほど申しました白用紙とかピンク用紙による情報提供書そのものがありません

でした。平成２３年度に医療機関からのピンク用紙による情報提供が、平成２４年度から本人

からの白用紙による情報提供が導入され、それでだんだん受診率が上がり、さらに平成２７年

度には白用紙の回収訪問を実施することにより、これが特例業務ということだそうですが、す

ることにより、一気に５４．１％に向上したという経緯だと思われます。つまり、年度によっ

て受診者数のカウントの仕方が違い、受診率の出し方も同じではないのです。特定健診の始

まった初年度、平成２０年の情報提供分を入れない４４％と、情報提供分を入れた平成２７年

の５４％の間に、これを約１０％伸びがあると言っていいのでしょうか。平成２７年の

５４．１％という数字は、げたを履かせた数字ではないかと、そう疑っているのでは決してあ

りません。信頼に足る正真正銘の数字です。それは確信しております。そうではなくて、平成

２０年にも職場やかかりつけ医で特定健診と同一ではないにしても、似たような健診を受けた

人はいたはずで、それがカウントされなかった。もしカウントされていたら、最初の

４４．３％どころか、実質的にはその時点で５０％を超えていたのではないかと推測されます。

この点についてどうお考えかお聞かせ願いたいと思います。 

福祉健康課長（伊達君） 平成２０年度のときの特例業務なり情報提供なりというところでござ

いますけれども、こちらはそもそも２０年度から特定健診スタートしたわけですけれども、そ
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の当時は国からの示され方もそういう考え方はなかったということでございます。今の段階で

ですね、平成２０年度にそれに該当したものがどのぐらいあったかというのは、私どもでも全

く把握できませんので、例えばその時点で５０％あったと、それを含めれば５０いっていたの

かどうかということも、ちょっと確たる数字を持っておりませんので、お答えはいたしかねる

ということでお願いをしたいと思います。 

３番（小宮山君） 確たる数字がないということですが、大体の傾向は私、調べましてわかりま

した。それは情報提供分を除いた町の健診、集団健診と個別健診、それと人間ドックの数は平

成２０年から出ていますから、その分の受診率、その形での受診率には大きな変化が見られな

いということがわかりました。 

 ちょっと数字も挙げます。情報提供分を除いた特定健診の受診率です。平成２０年約４４％、

平成２１年３９％、平成２２年４０％、平成２３年３７％、平成２４年４０％、平成２５年

３９％、平成２６年３８％、平成２７年４１％。大体４０％プラスマイナス数％で、この

１０年間ずっと来ています。これ逆に言いますと、未受診者の割合は減っていないということ

が言えるんじゃないでしょうか。どうでしょうか。 

福祉健康課長（伊達君） お答えいたします。今、小宮山議員さんから、多分特例業務ですとか

情報提供を除いての推移ということでお調べをいただいたと承知をしております。一番重要な

のは、要は特定健診に該当するような検査、同じ項目の検査を医療機関なりで受けられている、

一番はそこが重要なことだと思っています。集団健診と個別健診、人間ドックだけで判断する

のではなくて、同じものを受けているのであれば、それは当然カウントしていいということで

ありますので、わざわざその方たちに再度集団健診を受けてくださいとか個別健診を受けてく

ださいというお話にはならないと思います。先ほど議員さんもおっしゃられたように、２３年

度、２４年度の辺から、そういった情報提供ですとか特例業務ということにはまってきている

中で、そこからの経緯を見ると、受診率やっぱり伸びているんです。そういう中では基本的に

はそれに該当する検査を受けられている方は多くなっているということですので、未受診者と

しては逆に言うと減っているという解釈をしております。 

３番（小宮山君） この質問で明らかにしたかったのは、平成２０年から平成２７年あるいは今

日に至るまででもいいんですが、町の集団健診あるいは個別健診、それは伸びておらず、昔カ

ウントされなかった情報提供分がカウントされることによって伸びてきたという面が、これ

やっぱり注意して見ておく必要があると思います。多少は今、申されたように増えているかも

しれませんけれども、約１０％伸びたとか、それはちょっと落とし穴があるような気がして仕

方がありません。 

 次のことで２回目の質問をします。国保特定健診の健診料の自己負担についてですが、議会

は７月の議会報告会で出た町民からのご意見、ご要望を６項目にまとめた要望書を、９月８日、
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町長宛てに提出いたしました。その中に、町民の健康づくり、疾病予防の観点から特定健診の

受診料の引き下げと、人間ドック補助金の増額を検討されたいという１項目が含まれておりま

す。私個人は受診料の引き下げにとどまらず、無料化を主張したいところです。それは無料化

にしたほうが最終的に、医療費の大きな削減につながると考えているからです。国保特別会計

の財政にも利すると考えているからです。 

 ところで、健診料の自己負担を無料にするのはいいが、それで各世帯が負担する国保税が上

がってもいいのかという議論があります。最近もある方から実際そういう質問をされました。

ですが、先ほどの試算額教えていただいたんですが、また自分でも計算したんですが、無料に

した場合２６０万円増、千円にした場合１７０万円の増、それで済みます。大した金額ではな

いという意味ではありません。数百万円というのが大した金額ではないという意味ではありま

せん。大した額ではないというのは、２７年度や２８年度の決算書にある医療費の保険給付額

の１２億円、あるいは国保特別会計全体の歳入歳出額の１９億に近い金額の中では、大した額

ではないという意味です。それだけの数百万円の支出増で、国保税を上げるなんていうことに

直接つながるでしょうか。まずそれを質問いたします。 

福祉健康課長（伊達君） お答えいたします。今の自己負担を減らした場合、無料なり千円なり

という中の試算をいたしましたけれども、その部分が直接国保税にはね返るかどうかというこ

とだと存じますけれども、国保税を算定していく中では、これだけに限らず医療費の分ですと

か、そういったものの見込みを含めて計算をしてまいるということになるかと思います。です

ので、この部分だけを取り出して国保税というところは、早計かと思いますけれども、ただ、

ここで負担増になる部分というのは、いずれにしろどこかでは賄わなければいけないという状

況は生じてまいりますので、そういった中で、先ほど町長の答弁でも申し上げましたように、

総合的に判断をしていくということになるかと思います。 

３番（小宮山君） 先ほどの財政負担増というのは、平成２７年の特定健診の受診者全体を

２，７３３人ということで、それで試算されたんでしょうか。つまり、無料にするということ

は、今かかっている２，５００円掛ける２，７３３人、その６５％、それを財政負担増として

計算なされたんでしょうか。それをちょっと確認したいと思います。お願いします。 

福祉健康課長（伊達君） お答えいたします。ご答弁の中で申し上げたとおり、試算をする上で

は、いろいろなカウントが出てしまうと条件が異なってしまいますので、今おっしゃられたと

おり、２７年度の実績２，７３３人をベースとして計算をしております。ただ中身として申し

上げますと、例えば平成２７年度２，７３３人の方が対象で、５４．１％がお受けになったの

で、千何人かに、実際に受けたのはなるんですけれども、その方たちは例えば集団ですとか、

個別ですとか、人間ドックですとかいろいろな受け方をしておりますので、その割合に応じて

同じ比率で何％が集団で受けたという仮定の中の試算をしたということであります。 
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３番（小宮山君） ちょっと私が試算したいろいろとちょっと数字が違っていたと思うので、申

しわけありませんでした。確認させてもらいました。 

 無料にした場合、どこかでしわ寄せ、負担がどこかでかかると申されました。だけれども、

私が思うには、それは目標の６５％に達成して、それで的確な特定保健指導が実施されたら、

医療費として非常に削減すると思います。医療費としてそれこそ、例えば県平均と四、五万違

いますけれども、例えばその半分でいいですね、２％、もし２万円の県平均、四、五万違うん

ですけれども、仮にその県平均というのは無理だと思います。先ほど申されたように、坂城町

では６５歳から７４歳までの前期高齢者、準高齢者の割合が高いもんですから、それは無理だ

と思います。ただ、その高齢化率が高い坂城町よりも高い、それよりももっと高齢化率の高い

市町村で、医療費が坂城町よりも抑えているところが幾つもありました。ご紹介できればいい

んですけれども時間ないので、それは略しますが。だから仮に今、坂城町の４０万円近くの

１人当たり医療費が、２万円１人当たり下がっただけで、それで３千人としたら６千万ですか、

それはすぐ節約というか、できると私は思っています。ただ、無料化したから即、特定健診の

受診率が上がって、それで医療費が削減されるなんていう、そういう単純なことはもちろん申

し上げるつもりはありません。 

 私この何回かのこの国民健康保険の質問で、最初は何で坂城町医療費が、こんなに１人当た

り医療費が高いのかということを人に聞かれて、そこから始まったことなんですが、まず受診

率の向上のための方策として、まずは自己負担の無料化、ただそれですぐ受診率が上がるとは

私も思っていません。ただ、それに加えて戸別訪問による受診勧奨、それからかかりつけ医に

よる受診勧奨、それと的確な特定保健指導、それから今日は質問できなかったんですが、特定

健診における検診項目の見直し。これらを単発でなく、同時並行的に取り組めば、必ず受診率

の向上と医療費の削減は実現できると、そう考えるに至りました。それでもしだめだったら、

特定健診の受診を義務化するしかないと思います。それを私は厚生労働省に問い合わせました。

やっぱりほかの県からもほかの市からも、そういう問い合わせはぽつぽつ出てきているそうで

す。義務化というのはもう少し先の議論になると思いますが、私、坂城町において医療費の削

減可能だと思います。健診率の上昇、これは可能だと思います。ぜひ取り組まれたいと。一言

申し添えますが、無料化が何がいいかと言うと、私、無料化している市町村に電話で問い合わ

せました。二十幾つあるんですが、そのうち全部まではできないで、その半分ぐらいの市町村

に電話でお聞きしたんですが、無料化で何がいいかと言うと、現場の保健師さんや栄養士さん

が、受診勧奨が非常にやりやすくなると。それと、かかりつけ医による受診勧奨ということで

すが、これただお医者さんに、先生のほうからも勧めてくださいよ、じゃあこれだめだと思う

んです。やっぱりお医者さんのほうでも、無料じゃなくて費用のかかるような健診を患者に勧

めるというのは、僕は勧めづらいと考えています。無料のほうがずっとそれは敷居は低いはず
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です。その点のことも含めてよろしく取り組んでいただきたいとそう思います。 

 二つ目のワイナリーのこと、ちょっと１０分しかないので、１回目の質問しかできないと思

うんですが、よろしくお願いします。 

 ２番目のテーマはワイナリー形成推進事業のことですが。質問として、イ、ワイナリー形成

推進事業検討委員会についてですが、いつ立ち上がったのか、委員会の構成、役割は何か、改

めてお聞きします。また、具体的な活動内容と、会議ではどんなことが話し合われているのか

をお聞きします。 

 それからロとしましては、ワイナリー創業支援策の具体的内容を伺います。 

 それからハとして、坂城ワインについて３点質問します。まず２０１６年の坂城のワイン、

ロゼワインとスパークリングワイン、試験圃場のブドウを原料とした坂城プレミアムワインで

すか、その赤、白それぞれの売れ行きはどうか。また今年２０１７年の委託醸造、販売計画は

どのようになっているのかお聞きします。 

 ２点目は試験圃場の今年の作柄はどうか。収穫時期と収穫量をどう見込んでいるか。 

 それから３点目はいよいよ試験圃場が今年度で試験圃場じゃなくなり、５年たちます。そこ

で来年度からはどこが運営するのかお聞きしたいと思います。以上です。 

企画政策課長（柳澤君） ワイナリー形成推進事業につきまして、順次答弁申し上げます。ワイ

ナリー形成事業につきましては、農業者の高齢化や担い手不足などの影響で、荒廃農地が増加

している状況の中、将来的なワイン用ブドウの産地化など、１次産業にとどまらず、ワインに

よる６次産業化、他産業への波及とあわせ、町の活性化につながることを目的といたしまして、

平成２３年度に町内企業、商工会、農協、農業生産者、町農業支援センター、長野農業改良普

及センターなど関係の皆さんで構成する検討会を開催し、試験圃場の概要、担い手の選定及び

生産者への支援内容等検討してまいりました。 

 平成２４年度にはワイン用ブドウの品種適性の実証と、栽培技術の習得などを目的といたし

まして、四ツ屋地籍に２カ所の試験圃場を設け、農業支援センターとともに、公募により選考

した担い手２人などと連携し、サントリーワインインターナショナル株式会社の技術指導のも

と、ワイン用ブドウの栽培管理などの事業を進めてまいりました。 

 また、この年の１０月には、住民の皆さんにワイン文化の浸透を図る目的として商品化いた

しました巨峰ワインの試飲会を開催し、検討会構成メンバーを中心に、テイスティングと評価

を行っております。 

 イのワイナリー形成推進事業検討委員会についてでございますが、ワイナリー形成推進事業

につきましては、平成２７年度に策定をいたしました「まち・ひと・しごと創生総合戦略」の

重点プロジェクトとして位置づけられ、重要業績評価指標を掲げる中、このワイナリー形成推

進事業検討委員会を開催し、事業展開を図っているところでございます。 



 

－ 189 －  

 前段で申し上げましたこれまでの検討会メンバーを中心に、構成メンバーを再編をいたしま

して、今年の３月に「さかきワイナリー形成推進事業検討委員会」を開催する中で、坂城プレ

ミアムワインの試飲による評価と、地元食材等を使用しましたワインに合う料理の試作及び試

食を行ったところでございます。 

 会議につきましては、平成２９年度のワイナリー形成事業の概要や、ワイン用ブドウの産地

化に向けた取り組みを説明するとともに、坂城プレミアムワインの醸造元であるサントリーか

らは、２８年度の取り組みの総括とブドウとワインの分析及び評価を説明いただく中、坂城町

で今後力を入れるべき品種について報告をしていただいたところでございます。 

 また、担い手を含むワイナリー創業を計画する若者が法人を設立し、事業を展開する意向が

あることから、その計画及び今後の展望などをご説明いただきました。会議では、委員会メン

バーからも応援していく声が数多く出されたところでございます。 

 続いて、ロのワイナリーについてお答え申し上げます。ワイナリー形成事業推進のための支

援制度といたしましては、産地化のための制度として、これまでもご活用いただいてきました

苗木購入及びブドウの棚資材等に関する経費を対象とした「ワインぶどう産地化補助金」や、

町農業支援センターで行っている農業用機械貸出制度のほか、今年度から町内の荒廃農地解消

を図るため、町単独の荒廃農地等再生利用補助事業を創設したところでございます。 

 また、ワイナリー創業支援策として、クラウドファンディング活用支援補助金交付事業を、

今年度創設をいたしました。こちらにつきましては、ワイナリー創業を計画する事業者が、イ

ンターネットを媒介するいわゆるクラウドファンディングを活用して行う資金調達に対しまし

て、ファンド募集開始までの必要経費となります組成手数料応分の補助金を交付するものでご

ざいます。 

 続いて、ハの坂城ワインについてでございます。２０１６年産の「さかきワイン」の８月末

現在での販売状況でございますけれども、ロゼにつきましては、昨年１１月より販売を開始い

たしまして、入荷本数約９４０本に対しまして、約６８０本の販売実績となっております。ま

た、スパークリングワインにつきましては、今年５月下旬に販売を開始いたしまして、入荷本

数約１，３００本に対し、約３００本の販売実績でございます。町の試験圃場で栽培をいたし

ましたワイン用ブドウにつきましては、サントリーワインインターナショナルに醸造をお願い

し、株式会社坂城町振興公社で赤、白２種類のワイン、坂城プレミアムワインを商品化し、今

年の３月から販売を開始したところでございます。こちらにつきましては、入荷本数、赤

１５８本、白４２７本のうち、赤が１４４本、白が３１７本の販売実績でございます。 

 試験圃場の今年の作柄につきましては、若干の病気は見えるものの、今のところ順調に生育

をしており、品種によってはそろそろ収穫を迎える時期となってまいります。まず、白系の品

種の収穫が始まり、１０月にかけまして順次収穫する予定でございます。収穫量につきまして
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は、サントリーに伺ったところ、今後収穫に至るまでの間、天候不良や病気などの影響がなけ

れば、昨年のおおむね１．５倍程度の収穫を見込んでいるというところでございます。 

 また、２０１７年産「さかきワイン」でございますが、試験圃場のワイン用ブドウを使用す

る坂城プレミアムワインにつきましては、品種による収穫時期や収穫できる数量にも影響され

るところではございますが、見込みのとおりの収穫量を確保することが可能であれば、赤、白

２種類の販売を計画しているところでございます。 

 巨峰を使用したロゼ及びスパークリングワインにつきましては、これまでと同様に、山梨県

のフジッコワイナリーへ醸造を委託し、坂城プレミアムワイン同様、株式会社坂城町振興公社

で販売を行っていく予定でございます。 

 町が農業支援センターに委託をし、担い手とともに栽培管理を行ってまいりました試験圃場

につきましては、今年で実証試験も５年目となり、サントリーによる分析及び評価も具体的に

示されたことからも、初期の目的が達成されつつあるところでございます。 

 来年からもワイン用ブドウの栽培園として活用いただけるように、町の農業支援センターと

協議の上、検討してまいります。 

３番（小宮山君） 時間ある限り、２回目の質問お願いします。本数聞きたかったんですけれど

も、今年の。それはいいです。 

 来年の試験圃場なんですけれども、前に一般質問で聞いたときにも、やっぱり未定というこ

とでしたが。今も相談して決めていくということで、今も未定かということ、それが第１点。 

 それから第２点目としては、さっきの検討委員会のことなんですが、去年の９月の議会で、

課長さんが答弁なされていたところ、公開の方法、ちょっとそこを読みますと。 

議長（塩野入君） 時間が余り。やってください。 

３番（小宮山君） 議事録を作成する予定でいるというのがあるんですけれども、議事録はあり

ますでしょうか。それだけお願いします。 

企画政策課長（柳澤君） 試験圃場の今後ということでございますけれども、町農業支援セン

ターと協議をして定めてまいりたいと思います。地主さんというようなところの調整もござい

ますので、現在まだ検討、未定ということで、検討していく状況になってまいります。 

 それから議事録ということでは、ございます。 

議長（塩野入君） ここで１０分間休憩いたします。 

（休憩 午前１０時０１分～再開 午前１０時１１分） 

議長（塩野入君） 再開いたします。 

 次に、１４番 塚田忠君の質問を許します。 

１４番（塚田君） ただいま議長より発言の許可をいただきましたので、通告に従いまして一般

質問を行います。早速質問に入ります。 
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 １．道路用地について 

 イといたしまして、土地分筆について。 

 最近、上五明区の町道０５８７号線沿いのやや中央に位置する１軒の住宅が建てかえ計画さ

れ、家屋の取り壊し業者が下見に来たところ、町道０５８７号線の一部に障害物があり、ト

ラックが出入りできないということで、急遽、他人である隣家のブロック塀を壊し庭木を取り

除き、庭を道路がわりにして現在出入りしております。町道０５８７号線とは、上五明区のほ

ぼ中央を東西に走る線で、大昔は上平村から坂城に行くための千曲川を渡る船着き場に通じる

道路、昭和橋上流約３００ｍの位置のところであります。 

 大分前のことですが、約３０年ぐらい前のことですが、町の方針で緊急車両が入れるような

幅の広い道でなくてはならないということで、町道０５８７号線の一部約１３０ｍ、幅員３ｍ

から３．５ｍの間を沿線住民１２名が賛同し協力して、道路中心線より２ｍ以上後退し、各自

の塀も移設補償をしていただき、土地代金も各自が受け取っています。拡幅工事二、三年後に、

１２軒の中で１筆だけの土地所有者が変わり、道路後退線の内側に新築はしましたが、西側の

角、ちょっと図面なくて説明しにくいんですが、約７０ｃｍが拡幅工事前の境界線上に障害物

が設置してあり、緊急車両はもちろん大きな普通車の進入が困難になっています。今回新築主

と建築業者が障害物の撤去をお願いしたところ、自分の土地だと主張されたと聞いております。 

 そこで今回、公図と土地台帳をいただいたところ、当時拡幅工事に協力した１０筆、残り

２筆は未着工でありますが、この土地が分筆登記もされず、拡幅工事前と同じでありました。

当時は個々に潰れ地面積も計算され補償金も出ているのに、なぜ分筆登記されなかったのか不

思議です。残る２筆が完成した時点で一緒に固めて登記しようとしたのではないかと推測する

ところであります。 

 したがって、分筆されていないということは、固定資産税は土地台帳どおり何十年も課税さ

れていたことになります。このような未登記土地が町内各地に点在していることを耳にしてお

ります。余りにも古い出来事なので、関係書類が保管されているか心配なところであります。

今さら先輩職員のやり残したことを即解決とはいかないと思いますが、永久にこのままでよい

とは考えられません。今後どのようにこの問題に取り組まれるか、お聞きいたします。以上で

１回目の質問を終わります。 

建設課長（宮嶋君） 道路用地について、イ．土地分筆について、お答えいたします。ご質問い

ただきました上五明区東本道の町道０５８７号線の一部約１３０ｍが道路拡幅工事を実施し、

工事は完了しているが、分筆登記がされていないということでございます。 

 町道０５８７号線の工事の状況についていろいろ調べてみますと、３５年ほど前の昭和

５７年度に、当時の上五明区長から道路拡幅等について、関係される沿線の地権者９名の同意

を添付の上、町単補助工事申請がされており、継続事業として箇所決定がされ実施した事業で



 

－ 192 －  

ございました。 

 補助決定された補助金の内容を見ますと、用地費、補償費、工事費等が含まれており、その

ほか工事の概要にかかわる書類や資料等はございませんでしたが、地元上五明区において、全

ての工事を実施したものであったのではないかと思われます。 

 当時の状況はまず、道路改良整備事業を実施することが最優先で、このような町単補助事業

を多く実施していたこともあり、今回の町道０５８７号線に係る道路拡幅工事と同様に、工事

完了後に未登記の土地が残ってしまうといったケースがあったのではないかと思っております。

その当時の分筆登記は、道路が完成した後に建設課の担当職員が測量を行い、登記書類等を作

成して法務局へ持ち込み、分筆登記を行っておりました。平成１７年、新不動産登記法及び関

連法令等が施行されたことにより、これまで分筆の登記の申請に添付される地積測量図は、分

筆後の土地の１筆について、必ずしも求積及びその方法を表示することは必要とされておりま

せんでした。そのため、その地籍が登記簿に正確に公示されず、後々になってその土地の境界

紛争や、地図混乱の原因になる例、またそれまでに確定していたはずのほかの境界にも影響を

及ぼすことになってくることが多く見受けられるようになったことから、事前に問題を解消す

るため、全ての筆界点の座標値及び筆界点間の距離を、地積測量図に記録することが規定され

ました。 

 こうしたことから、分筆する土地の関係する地権者に立ち会っていただき、境界確認など

１筆調査を実施し作成した地積測量図と、不動産調査報告書などの添付が義務づけられ、専門

的な知識と技術がないと作成することができなくなったため、分筆登記を行う際には、測量会

社、土地家屋調査士等に委託し、地籍測量図等を作成していただき登記事務を行っております

が、登記事務には必要な書類なども複雑化し、大変難しくなってきており、分筆登記経費が相

当かかってまいります。 

 現在、町では公図、地積測量図などをもとに現地の境界を確認し、新たに測量を行い、より

正確な公図の作成を行う地籍調査、国土調査という事業を実施しております。道路と個人の境

界について、明らかに拡幅工事等により未登記となっている道路の存在が明らかになった場合

は、現状道路幅を測量し、公図の道路幅を確保した上で、間の道路用地と思われる土地につい

て、土地所有者に道路としてのご寄附をいただけるかなど、意思の確認を行い、分筆、地目変

更、町への所有権移転登記を行っております。 

 今回の町道０５８７号線の道路用地部分の未登記の解消についてでございますが、これから

地籍調査を実施する地域でありますので、今後地籍調査の折に、土地所有者のご意向を確認し

ならが対応してまいりたいと考えております。また道路改良事業等を実施する際にも、未登記

となっている土地が明らかになった場合は、地籍測量と同様に現状道路幅を測量し、公図の道

路幅を確認した上で、土地所有者にご寄附いただけるかなどを確認し、分筆、地目変更、所有
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権移転登記を行いますので、道路改良工事など事業実施の際にあわせて対応できればと考えて

おります。 

１４番（塚田君） わかりました。今お答えいただいたんですが、寄附をいただけるかでなくて、

もう実際に買い上げられているのが今回の問題なんです。それも本人は知らないで、先ほど申

し上げたとおり、所有者が変わってそのままだから、周りでこれもう住んでいるんだって、買

い上げされているんだよってことも、図面がそうなってりゃ言えないんですよね。だからこれ

を町で何とか、この５７年にやったやつだからということを説明してもらえると、いまだにそ

の障害物のために救急車も入れない状態なんですが。我々素人が言うより町の立場でやっても

らえれば、未登記だということを説明してもらうとありがたいんですが、そんなようなことは

できないでしょうか。以上お願いします。 

建設課長（宮嶋君） 再質問についてお答えします。寄附の確認をと、どうしてかということで

ありますが、所有者が、ご質問のとおり所有者が変わったり、あるいは相続されるということ

もあります。そうなると、その当時のことがわからない方が相続されるということもあります

ので、その都度そういったご意向を確認し、事業の説明も当然いたしまして確認をするという

ことで進めてまいりたいと思っております。地権者の拡幅工事をしたということで、地元の地

権者の皆さんや、基本的には地元の皆様が同意されて町単工事、拡幅整備をされているという

ことでございますので、できれば地域力と申しますか、地域の皆様方のご理解とご協力を賜り

まして、道路としてご利用いただき、そういった国調とか工事の事業を行った際には、また機

会を捉えて解消してまいりたいと考えておりますので、よろしくお願いしたいと思います。 

１４番（塚田君） わかりました。これ町単でやったということは、区長に話してこれ１カ所障

害物取っただけでもちょっとまだ、先ほどそちらで８名って言われたけど、当時１２名で反対

が、ちょっと説明しにくいんですが、南側の１軒はまだ工事が済んでいないもんで、そこ町単

でまたお願いするような形になると思いますが。区長と相談しまして、よろしくお願いいたし

ます。 

 それで寄附をいただけるかと二度言われたんですが、寄附どころかもう出してあるんですか

ら、その辺よろしくお願いいたします。 

 続いて次にまいります。森林税について。 

 町ではどのように利用しているか。 

 最近のニュースで県森林税が大分余って使い道がなく、今後、税の廃止を検討とか大北森林

組合事件以来、大分騒がれています。昨日の塚田正平議員の質問で一部重複しますがよろしく

お願いいたします。 

 森林税が余るぐらいなら、山林の多い坂城町にもっと多く配分していただきたいものです。

勝手に森林税の使い道を考えてみました。松くい被害がかなり、なかなか下火にならず深刻で
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あります。町の決算書を見る限り、松くい虫防除対策に一番お金が出ています。年に１回の空

中散布防除で果たして効果があるものかと考えさせられます。素人考えではありますが、農作

業をしていても、害虫が発生した場合には、農薬散布後二、三日後に再度散布し効果を出して

います。森林税の使い道がないようでしたら、町の松くい虫対策に使わせてもらうことはでき

ないかと考えているところであります。 

 現在のままでは、この地域から松の木がなくなる可能性もあります。一刻も早く新たな松く

い虫に強い品種の松苗の植樹を急がなければなりません。松苗と植樹作業賃金には使えないも

のだろうか。 

 山林作業道整備として、上五明区の農山地籍で森林税を利用して大がかりな間伐事業を行い

ました。施工者は長野森林組合でした。着手前の地元説明会の折、山林内に作業道をつくり木

材を搬出し作業終了後は、作業道はそのまま地元で利用してくださいということでしたが、特

殊車両でなくては出入りできないような状態であります。作業道の維持管理は地元上五明区に

なりますが、作業道の整備事業に使えないものだろうかと考えるところです。 

 それでは質問に入ります。森林税が始まって以来、いろいろと事業をしてきましたことは承

知しておりますが、坂城町の徴収金額より配分額が少なく感じますが、どのような利用状況か、

また年間配分枠は決められていることは承知しておりますが、どのような配分方法かお聞きい

たします。 

 また町内各地で区有林がありますが、上五明区では大変大きな面積の区有林があり、その上

上田市上室賀より４０町歩の山林を借用して管理しています。時代も変わり山林から収益も上

がらず、森林環境を守るための大変な作業であります。このような事業の作業賃金に森林税は

使えないかどうかお聞きいたします。以上、終わります。 

町長（山村君） 今、来年度以降の動向が注目されておりますけれども、森林税についてのご質

問でありました。私からは森林税全般について答弁申し上げまして、詳細につきましては担当

課長から答弁いたします。 

 その前に先ほどの町道の０５８７の件なんですけれども、ちょっと言い足りないところが

あったような気がしますが、これはあくまでも上五明区の事業であります。したがいまして、

町も支援しますけれども、上五明の区長さんと十分相談していただければなと思います。よろ

しゅうございますか。 

 続きまして、長野県森林づくり県民税、いわゆる森林税の導入の経過でございますが、長野

県は県土の約８割を森林が占めており、木材等の林、林の林産物ですね、を全国に供給するほ

か、清らかな水や空気を育み、土砂災害や地球温暖化を防止するなど、県民全体が恩恵を享受

する多面的機能を有しております。 

 一方、戦後一斉に植えられた人工林の多くが間伐を必要とする時期を迎え、その整備とそれ
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に要する財源の確保が課題となっておりました。このため先人たちが大切に育ててきた森林を

健全な形で次世代に引き継いでいくため、県民全体で森林づくりを支えるため、長野県森林づ

くり県民税が、平成２０年度に導入されたものでございます。森林税は当初、平成２４年度ま

での５年間の、期間を限定して導入したものですが、ご案内のとおり、平成２５年度からさら

に５年間延長され、本年度がその最終年度として事業が進められているところでございます。 

 県では平成２３年度から平成３２年度までの１０年間を計画期間とする長野県森林づくり指

針を策定し、「みんなの暮らしを守る森林づくり」、「木を活かした力強い産業づくり」、

「森林を支える豊かな地域づくり」の三つの基本方針に基づいて、森林整備事業などが進めら

れ、その財源として森林税が充てられているというわけであります。 

 集められました森林税のうち約２割が森林づくり推進支援金として市町村に配分されており、

当町ではこの支援金を間伐の推進のための補助金、地域住民が主体となって行う里山整備や松

くい虫被害木伐倒処理等への支援、小学校での木育成事業などの支援に活用しております。 

 町内の森林整備についても、町有林や南条生産森林組合の所有林、比較的面積が大きい区有

林では間伐が進んでおりますが、個人が所有している森林につきましては、平成２８年度まで

に上五明地区が完了し、今年度からは坂城地区の２カ所について間伐に向けて準備が進められ

ており、引き続き整備を推進する必要がありますので、森林税はぜひ継続していただきたいと

考えております。 

 県町村会では、５月１６日に来年度以降も継続するよう要望活動を行っており、市長会でも

同様の要望がされたとのことでございます。また森林税のあり方については、県が委嘱した有

識者や県民の代表等を構成員とする第三者機関である「みんなで支える森林づくり県民会議」

で検討が重ねられてまいりましたが、今月４日に知事に提言がなされたところでございます。

それによりますと、市町村からの継続の要望や、県民アンケートで７割が継続に賛成している

ことを踏まえ、使途について抜本的な改善を提案し、継続するよう要望するとされております。 

 今後、森林税が継続される場合は、県において具体的な事業内容が示され県議会で決定され

ることになりますが、松くい虫被害木対策など、市町村の実情に合った使いやすい内容になる

ことを期待しているところでございます。以下、詳細につきましては担当課長より答弁いたし

ます。 

産業振興課長（大井君） 森林税のご質問に順次お答えをいたします。長野県森林づくり県民税、

いわゆる森林税は、平成２０年度に導入され、今年度まで１０年間運用されてまいりましたが、

県では徴収した森林税のうち、おおむね２割を森林づくり推進支援金として、市町村が独自性

と創意工夫を凝らしてきめ細やかな事業を行うための財源として交付をしてまいりました。 

 初めに当町に配分された金額について申し上げますと、平成２０年度から２４年度までの第

１期目に当たる５年間で、合計５２５万円ほどが交付され、第２期目となる平成２５年度は
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８２万円、２６年度が８２万２千円、２７年度１１１万９千円、２８年度は１２１万１千円が

交付され、本年度は１１２万９千円の見込みで５年間の合計は５１０万１千円となる予定でご

ざいます。 

 次に町への支援金の配分額についてのご質問にお答えをいたします。初めに配分される支援

金の決定方法について申し上げますと、配分の方法として市長村の事業計画について各地域振

興局ごとに設置される「みんなで支える森林づくり地域会議」の意見等を踏まえ、各市町村の

交付額が決定されることとなります。また、各市町村に交付される支援金は、基本配分枠と重

点配分枠で構成されており、基本配分枠は均等割、納税義務者数割、民有林面積割により算定

され、重点配分枠は市町村の間伐計画の面積と過去３年間の間伐実績を加味して算定されるこ

ととなります。当町の本年度の内訳は、基本配分枠が５５万円、重点配分枠が５７万９千円で、

先ほど申し上げました１１２万９千円となってまいります。 

 次に、この森林づくり推進支援金を利用して実施した事業内容といたしましては、間伐を推

進するため造林事業への補助や、地域の皆様が主体となって実施する里山環境整備への支援、

次世代を担う子供たちが県産材を活用して実施する木育事業への支援などを行ってまいりまし

た。具体的に昨年度の支援金を活用して実施した五つの事業について申し上げますと、まず、

町内の森林の間伐事業を行った事業者に対し、国、県の補助金を差し引いた事業者負担分につ

いて補助金を交付いたしました。これにより森林所有者の負担軽減がされ、森林整備の推進が

図られたところでございます。 

 次に里山景観整備事業として、原木キノコの生産団体である「お～い原木会」と連携し、里

山環境整備とイノシシなどのけものによる獣害対策を兼ね、中之条地区の山林において、広葉

樹の間伐・搬出への支援を行いました。また、搬出された木材はキノコの原木として有効活用

され、地域産材の利用が図られたところでございます。 

 また、松くい虫被害対策と里山景観整備を兼ねた事業として、鼠区、南日名区、上平区にお

いて、町の伐倒駆除の対象とならない森林などで地域の皆様が実施した松くい虫被害木の伐倒

処理事業への支援を行いました。これにより地域の景観保全と、伐倒による危険を未然に防止

することができました。 

 次に県産材の利用促進と環境教育を兼ねた事業として、南条小学校において、地域の木工事

業者にご協力いただき、マイ箸やコースターづくりを支援し、坂城小学校では、学有林５０周

年記念事業として、学有林から搬出した木材を活用し、トーテムポールやコースター、ねずこ

んの焼き印がされたブックエンドを作成いたしました。このブックエンドは町内の公共施設に

寄附されており、子供たちが木のぬくもりに触れながら、ものをつくる楽しさや森林の大切さ

を学習するよい機会となったと考えております。 

 最後に森林景観整備事業として、来年度植樹祭を計画している「こんぴら山」におきまして、
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過去に伐倒薫蒸処理した松くい虫被害木の搬出処理を行い、地域の身近な公園ともなっている

「こんぴら山」の景観整備を実施したところでございます。またこの事業は今年度も引き続き

実施し、来年度の植樹祭の会場整備を進めてまいりたいと考えております。 

 続きまして、区有林の手入れへの活用についてでございますが、森林づくり推進支援金は森

林税創設当時、平成２０年度の時点で、市町村の創意工夫による新たな取り組みに活用するも

のとされており、以前から実施されている事業を補助対象とすることは認められておりません。 

 また２期目となる平成２５年度以降、森林税の使途を県民に説明することが求められ、森林

づくり推進支援金事業実施要領に定められた事業に限定をされております。したがいまして、

従来から実施されていた森林の手入れというだけでは認められない状況となっており、あくま

でも新たに創意工夫され実施する事業が対象となりますので、ご理解をお願いしたいと思いま

す。 

１４番（塚田君） それぞれお答えをいただきましたが、余らせるなら坂城町、幾らでも使える

から持ってこれればと思ったけど、そういうわけにはいかないわけですな。 

 それから先ほど町長にお答えいただいた、これは上五明のものという。私の質問は、登記す

ることによって、道路用地となるわけです。それは町の土地になるんですから、その点をお聞

きしたわけなもんで。町単事業としても、町の仕事ですので。 

 いろいろお聞きしましたが、思うようにならないことがよくわかりました。以上をもちまし

て私の質問を終わります。 

議長（塩野入君） ここで１０分間休憩いたします。 

（休憩 午前１０時４２分～再開 午前１０時５２分） 

議長（塩野入君） 再開いたします。 

 次に、８番 塩入弘文君の質問を許します。 

８番（塩入君） ただいま議長より発言の許可を得ましたので、これから通告に従って一般質問

をします。いよいよ一般質問も最後になりました。少し気を引き締めてやりたいと思います。 

 ７月下旬に議会報告会を９カ所で開きました。今年は全体で１３９名参加され、町政に対し

多くのご意見、ご要望が出されました。その中で感じたことは、少子高齢化がますます進み、

若者たちにとっても高齢者にとっても住みよい町をどうつくるかが切実な課題だと感じました。

今回は、高齢者にとって住みよい町をどうつくるかをテーマに、一般質問をします。 

 平成２９年４月１日現在、坂城町の高齢化率は６５歳以上の占める割合は３３．９６％で、

３人に１人が高齢者です。また６０歳以上で言いますと、４０．３３％を占めるわけで、まさ

に超高齢化社会を迎えているわけです。戦後の日本の高度成長期を支えてきた高齢者が、残り

の人生を安心して楽しく送るためにも、高齢者にとって住みよいまちづくりは大きな課題です。

安心して暮らすためには、社会保障の充実が欠かせません。医療、介護、年金など高齢者に
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とってどれも大切です。 

 今年、介護保険制度が大きく変わり、来年は３年に一度の見直しの年で、第７期介護保険事

業計画が始まります。今年度中に作成することになっています。介護保険制度は今年４月から

大きく変わり、要支援１・２の人が介護サービスから外され、市町村が行う総合事業に繰り入

れられました。４月から始まる総合事業はどうなるのか検討したいと思います。 

 昨年の９月議会で私は、この総合事業を始めるに当たり、要支援１・２の人の介護サービス

が低下しないか質問しました。山村町長はサービスの低下は絶対させないと自信を持って答弁

されたので、私も安心しました。しかし今年度、また介護保険法の改正がありました。くるく

る変わる介護保険は国民にとっても非常にわかりにくくなっています。今後の総合事業がどう

なるのか心配になってきたので、質問します。 

 それでは通告に従い、１の介護保険制度はどうなるの、から質問します。 

 イの介護保険法改正の受けとめはについてですけれども、介護保険制度は３年に１回は見直

しされます。前回の改正のときは、介護保険料も介護サービスも大きく変わりました。一定所

得以上の人は、介護サービスの利用料が１割から２割と２倍の負担になりました。また要支援

１・２の訪問介護、通所介護が介護保険サービスから外されました。特養への入所条件を、原

則要介護３以上の人に限るとされました。介護報酬が２．２７％下げられ、介護事業所が倒産

に追い込まれたり、経営が厳しくなっています。また介護職員の待遇が悪化していることも問

題になっています。このように、前回、安倍政権が社会保障費を削減したために、介護保険料

の負担は上がり、介護サービスは大きく削られました。 

 では今回は、どのような改正が行われたのでしょうか。第１に、年金収入が３４０万円以上

の人は利用料は３割になり、２８０万以上の人は２割になります。将来的には全員が２割負担

になる方向が検討されています。 

 第２に、自立支援、重度化防止に向け、保険者機能、いわゆる市町村ですが、その保険者機

能の体制を強化するとしています。具体的にどんなことかといえば、一つは要介護の認定率を

いかに低く抑えるかということなんです。あなたは介護サービスは必要ありませんよ、日常の

介護予防で自立できますよと無理しても介護から卒業し、認定率を低くする競争をさせられる。

いわゆるインセンティブと言って、認定率が低くなった市町村には財政支援をする、交付税を

あげる、そして認定率が高い市町村は逆に削られてしまう心配もあります。このように市町村

の間で競争させられることになります。 

 二つ目には、介護給付費をいかに低く抑えるかの競争です。介護が必要な人に対しても、ボ

ランティアの支援で介護サービスから外し、介護給付費を少なくする競争をさせられることが

心配です。現に安倍内閣は要介護１・２の人も介護サービスから外そうとしましたが、今回反

対する人が多くて見送られました。まだ介護保険法の改正は幾つもありますが、町としてはど
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う受けとめておられるのか、お聞きしたいと思います。 

 次にロの第７期介護保険事業計画の作成について質問します。坂城町も介護保険法の改正に

基づき、来年度から３年間の事業計画を今年度中に作成しなくてはなりません。本当に市町村

も大変だと思います。具体的に４点質問します。 

 一つ目は要介護の実態について。２７年から２９年度７月現在まで、人数と要介護者からの

要望などについて。 

 二つ目は介護保険料の滞納状況について。２７年、２８年、また滞納者で１年以上滞納して

いる人はどのくらいいるのか。 

 三つ目は第６期介護保険事業からの課題は何か。 

 四つ目は介護保険料の見通しはどうか。現段階では、今の１カ月約５，４００円を千円アッ

プして６，５００円ぐらいと予想されています。月千円アップということは大変な負担になり

ます。 

 次にハの総合事業の現状と課題について質問します。今年４月から要支援１・２が市町村の

総合事業に移行することになりました。現状はどうなっているでしょうか。８月１９日の信毎

報道によれば、全国４５％の市町村が運営に苦慮しています。その理由は、第１にボランティ

アなど担い手が確保できていない、これが最大の理由です。二つ目は財政的に苦しい。三つ目

は受け入れる事業所の経営が厳しくなっているなどの理由を挙げています。そこで坂城町の実

情はどうか、具体的にお聞きします。 

 一つは要支援１・２の人はどんなサービスを受けているのか。現行サービス相当は何人ぐら

い、サービスＡに回った人は何人ぐらい、またサービスＡの状況はどうでしょうか。 

 二つ目はチェックリストや要介護申請の状況はどうか。 

 三つ目は利用者、事業所からはどんな要望や意見が出されているのか。 

 四つ目はボランティア養成状況と、今後の課題は。 

 五つ目は地域包括支援センターのスタッフの強化はどうか。 

 今回の介護保険法の改正の一番の狙いは、地域包括ケアシステムの強化です。国の狙いは国

の社会保障費、毎年１，３００億万円減らす計画です。そのため公の介護サービスの費用をで

きるだけ減らし、住民主体の助け合いボランティアを中心にした地域包括ケアシステム強化を

することです。そのためスタッフの充実と強化が求められていますが、今後どんな計画を持っ

てらっしゃるのか。以上第１回目の質問とします。 

福祉健康課長（伊達君） 介護保険制度はどうなるのということで、イからハのご質問を頂戴し

ています。順次お答えをいたします。 

 平成３０年度の介護保険制度改正に向けましては、本年５月２６日の国会において、地域包

括ケアシステム強化のための介護保険法等の一部を改正する法律案が可決成立し、制度改正の
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大枠が固まったということでございます。 

 改正の内容といたしましては、地域包括ケアシステムの深化・推進と、介護保険制度の持続

可能性の確保を大きな２本柱として高齢者の自立支援と、要介護状態の重度化防止、地域共生

社会の実現を図りつつ、制度の持続可能性を確保することに配慮し、必要なサービスが提供さ

れるようにすることを目的としているということでございます。 

 制度改正の一つとして、介護保険サービス利用者負担割合の引き上げということがございま

す。これにつきましては、今後予想されます高齢化の進展に伴い、介護保険給付の増大が見込

まれる中、世代間の公平性、社会保障費確保、また制度の持続可能性の確保といった観点から、

平成３０年の８月に施行されるということでございます。 

 これにつきましては、介護サービス利用者の負担割合について現行で自己負担が２割の方の

うち、特に所得の高い層の負担割合を３割とするもので、具体的な基準については今後国から

示されることになっております。 

 介護保険はこれまでも高齢者人口の増加とともに、サービス利用者も増加している状況を踏

まえまして、平成２７年８月に一定以上の所得のある方について１割から２割負担に変更され

たという経過がございます。 

 次に高齢者の自立支援と要介護状態の重度化防止として、国からの提供データに基づき目標

を設定し、その達成状況に応じて市町村とそれを支援する都道府県を評価し、国が交付金を増

額する仕組み、いわゆる財政的インセンティブの付与の仕組みが制度化されたということでご

ざいます。介護予防と介護の重度化防止として、介護度が比較的軽い方に対する生活援助サー

ビスや、福祉用具の貸与及び住宅改修に係る給付の適正化など、市町村が地域の課題を分析し、

高齢者への介護予防、自立した生活を送れるよう取り組むものでございます。 

 町では現在、介護予防事業といたしまして、高齢期に多い膝腰の機能障害に対し、理学療法

士による運動教室を開催したり、地域における予防活動支援として講師の派遣を行い、高齢者

の地域活動の中核的存在となる人材の発掘・養成を行っているところでございます。今後こう

した交付金を生かせるような取り組みについても検討してまいりたいと考えているところでご

ざいます。 

 次に（ロ）の第７期介護保険事業計画の作成についてお答えをいたします。介護保険制度に

つきましては、３年ごとに高齢者福祉計画、また介護保険事業計画を策定することとされてお

り、町でも今年度、平成３０年度から３２年度までの３カ年における介護保険サービス量の推

計や、地域支援事業で実施する介護予防を含めたサービスなど、総合的な高齢者の福祉に関す

る第７期事業計画を策定してまいります。 

 高齢化が進行する中、当町の要介護認定者の実態につきましては、平成２７年度末で

６９２人、２８年度末で７１１人、２９年、直近になりますけれども、本年７月末現在では
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７２７人となっており、急激な増加は見られないものの、高齢者人口の増加とともに、徐々に

増えているという状況でございます。 

 また今回の計画策定に先立ちまして、昨年１２月に要介護認定者のうち、居宅において介護

サービスを利用されている要介護・要支援認定者及び介護される方、介護者４５７人を対象と

して、ご本人の状況や意向などをお聞きする実態調査を行っております。調査結果といたしま

しては、まず家族構成として、高齢者のみの世帯が全体の約３分の１を占めております。また

ひとり暮らしも全体の約１７％という状況でございました。また生活状況についてでございま

すが、普通とお答えになった方が約６０％、やや苦しいが約２２％でございました。住まいに

ついての意向でございますけれども、可能な限り自宅で生活をしたいという方が５割以上、施

設を希望する方は２割弱となっております。 

 また利用している介護保険サービスについてでございますが、満足しているが７３％で、多

くの利用者の方がお体の状態にあったサービスを、ケアマネージャーやご家族との相談により

利用されているといったことがうかがえると思います。 

 一方サービスについて満足していないと回答された方は約８％ということでございます。そ

の理由といたしましては、利用回数ですとか利用料金に関する部分が多くなってございます。

介護保険サービスはご案内のとおり、介護度に応じて利用できる枠が定められており、それを

超えるサービスについては自己負担になるということによるものと考えているところでござい

ます。 

 アンケートを通じての課題ということでありますけれども、例えば高齢者のみ、あるいはひ

とり暮らしの世帯の方が多いということもうかがえますので、そうした方へのケアですとか、

今後ご自宅で生活をしていくという方については、それを支える体制整備といったことが挙げ

られるかと考えております。 

 次に介護保険料の滞納状況についてでございますが、課税年度内に納付がなかったという人

の数で申し上げたいと思います。２８年度現年分につきましては、滞納者は４２名でございま

す。滞納金額といたしましては１２３万６，３００円。また２７年度現年分といたしましては、

滞納者４６人で滞納金額１５８万３，２００円ということでございます。２８年度現年分の滞

納者の状況でございますけれども、４２名のうち、所得段階、介護保険の所得段階で申します

と、一番多いのが第１段階ということで１５名の方、次いで第３段階の方７名ということで、

全体といたしましては７割の方が本人の住民税が非課税の第５段階までの方という状況でござ

いました。 

 介護保険料の徴収につきましては、９割以上の方が年金からの天引きで納めていただく特別

徴収ということになっておりますけれども、年金の受給額が年額１８万円未満の方、あるいは

年金からの借り入れ等があり、その返済をしている方、所得の更正があった方などにつきまし
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ては、納付書等で納めていただいている普通徴収ということになってございます。また介護保

険料に未納がある場合には、その滞納期間に応じて給付の制限がかかり、サービスの利用に支

障が生じる場合もございますので、早期の段階から未納にならないよう、臨戸徴収時に制度の

説明をし、広報等でも周知を図っているというところでございます。 

 第６期の介護保険事業計画からの課題につきましては、高齢者が要介護状態になっても住み

なれた地域において継続して生活できるよう、医療や介護、生活支援サービスを一体的に提供

できる地域包括ケアシステムの構築が重要であると考えております。この地域包括ケアシステ

ムは、保険者である市町村や都道府県が地域の自主性や主体性に基づき、地域の特性に応じて

つくり上げていくということとされており、現在、地域包括支援センターを中心に社会福祉協

議会や介護サービス事業所、また医療機関が連携を図る中で、千曲坂城地域在宅医療・介護連

携推進委員会において、地域で支える体制づくりについて検討を進めているところでございま

す。 

 介護保険料の見直しについてでございますけれども、こちらにつきましては、今後３年間の

事業計画を策定する中で、サービス量の推計ですとか、介護の認定状況の傾向などを勘案し、

今後慎重に検討してまいりたいと考えているところでございます。 

 次に（ハ）の総合事業の現状と課題についてお答えをいたします。新しい介護予防・日常生

活支援総合事業、いわゆる総合事業でございますけれども、こちらは介護保険制度の改正によ

り創設された事業で、市町村が実施する地域支援事業に位置づけられたというものでございま

す。これにより、これまで法定の介護予防給付として全国一律の基準で提供されてきた、要介

護度が要支援１・２の方にご利用いただいております訪問介護、ホームヘルプと通所介護、デ

イサービスが総合事業に移行をし、市町村の実情に合わせ国の基準を緩和した基準によるサー

ビスとして、本年４月より実施をしているところでございます。当町におきましても、ホーム

ヘルプやデイサービスの内容を見直すことで利用料金を抑え、従来の月額方式からサービスを

利用した回数分だけのご負担で利用が可能なサービスＡを設けたところでございます。 

 当町におきましては、平成２９年７月末現在の要支援１・２の認定者数は１４５人でござい

ます。これらの皆さんのうち、訪問介護と通所介護を利用されている方が、従来の介護予防給

付から総合事業に位置づけられた地域支援事業へと移行をしていくということになってまいり

ます。本年度は事業の開始初年度でございますので、介護認定の更新時に順次移行することと

なっており、７月末までに２７人の方が移行をしているという状況でございます。 

 要支援認定者全体のサービス利用状況について申し上げますと、７月のサービス内容という

ことで、ホームヘルプが３７人、デイサービスが５６人、福祉用具の貸与が４３人で、サービ

スを利用しなかった方も３８人おられるという状況になってございます。 

 総合事業におきましては、従来と同じ現行相当のサービス、それと国の基準を緩和した基準
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のサービスＡ、どちらかの選択が可能になるということでございますけれども、現在サービス

Ａを提供する事業所の指定は、ホームヘルプ、デイサービスとも各１事業所ずつということで、

まだまだ少ない状況でございます。７月末時点でサービスＡの利用者の方は今現在おられない

ということで、現行相当サービスをお使いになっているという状況でございます。 

 事業所の対応が進んでいない要因といたしましては、本年度末まで現行相当のサービス提供

が「みなし指定」とされているということが挙げられるかと思います。事業所さんにおいては、

近隣市町村の利用状況を把握しながら、指定の準備を進めていると思われます。 

 また、総合事業におきましては、新たに厚生労働省が基本項目を定めたチェックリストによ

る審査で、迅速にサービスの利用が可能となってまいります。当町におきますチェックリスト

による該当者でございますが、８月末までにお二人の方がおりまして、総合事業におけるサー

ビスを現在利用されているということでございます。チェックリストにつきましては、利用者

との面談あるいはご家族との相談に応じながら、希望するサービスの利用と同時に、できる限

り自立に向けての支援を地域包括支援センターにおいて実施をしているというところでござい

ます。 

 総合事業につきましては、サービス利用者からは現行相当のサービスで満足していて、なれ

た環境を変えたくないという思いですとか、自分が希望するサービスが現在の提供事業所にあ

るといった声などが聞かれております。また事業所からは、新しいサービス提供の体制を整え

るにはもう少し時間を要するといったようなお話もお聞きしているところでございます。 

 総合事業では現在、町のほうでも取り入れておりますサービスＡのほか、今後の高齢化への

対応のため、住民が主体となって行うサービスＢといったものもございます。そうした体制も

見据える中で、町でも社会福祉協議会と連携し、元気な高齢者を含め介護予防を充実するため、

ボランティアの養成講座を開催しているというところでございます。 

 昨年から始めました介護予防サポーター養成講座は、受講者２０名のうち現在１８名の方が

ボランティアとして地域の公民館に出向いたり、老人福祉センターにおいて体を動かし筋力の

低下の防止を図ったり、また高齢者同士の交流により生きがいの場づくりに取り組んでいただ

いております。今後に向けましては、養成講座などを通じ、こうしたボランティアの方を増や

すとともに、地域での活動として根づかせていくことが課題になろうかと考えております。 

 最後に地域包括支援センターのスタッフの強化ということでございます。地域包括支援セン

ターでは主任ケアマネージャーを初め、保健師、社会福祉士の各専門職が介護の悩みや高齢者

に見られる認知症の悩みなど、高齢者に関する幅広い相談に応じております。こうした多岐多

様な相談に対応するため、包括支援センター内だけではなく福祉担当や介護保険担当、また保

健センターなどと常に連携をしているという状況の中で、円滑に業務を遂行しております。そ

うしたことから当面は現状どおりの体制で対応をしてまいりたいと考えているところでござい
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ます。 

８番（塩入君） ただいま担当課長からるる説明がありました。時間の関係上、特に一番僕が聞

きたいのはですね、やはり介護サービスがだんだん削られてきている中で、責任主体が市町村

に移って、総合事業を中心にこれからやるというのが今回の改定の狙いです。今、答弁にもあ

りましたように、介護サービスの要支援１・２の対応ですけれども、特に今までと同じ相当の

サービス、それから今年度この町も始めたサービスＡというのがありますよね。さっきの答弁

では事業所がなかなかそれが、そういう合った事業所がないというような状況の中で、１人だ

けだというお話がありました。一番の目的はサービスＢ、住民主体のいわゆるボランティア主

体の事業をどう進めるかというのが、今回の一番の改正の目的になってきているわけですが、

今現状をお聞きしてもですね、本当に事業所も大変になってきているというような状況もあり

ます。そういう中でボランティアの養成もままならないというお話もあって、いよいよこれか

らだというお話でしたけれども、そこで２回目の質問としてね、これは町長に２点質問したい

と思うんです。これは国の問題でもあるわけですが、しかし本当にこれから市町村に丸投げさ

れるというような形で来ますので、２点質問して町長の考えをお聞きしたいと思います。 

 イの項目ですけれども、第一にですね、前回も介護報酬が２．７％も低くなって、介護事業

所が倒産したり大変な状況に陥ってきていると。そういう中で、今お聞きしても介護サービス

Ｂの事業所の受け手もなかなかないという状況の中ですね、やっぱりこの大もとは介護報酬が

２．７％も下げられた、そういうことに原因していると僕は思うんですね。だから、ぜひ来年

度また介護報酬の改定があるんですが、ぜひ今まで下げたんですからアップしてもらうように

町村会を通してですね、国へ働きかけてもらえないか。これが第１点。 

 それから第２点はですね、介護保険法、今度の一番の狙いはさっき僕も申し上げたりしたん

ですが、自立支援、重度化防止へ向けて市町村の機能をいかに強化するかということにあるわ

けですね。そうすると、要介護の認定率をいかに低く抑えるかということが暗に示されていま

す。介護サービスから卒業する人をいかに増やしていくかと。これはインセンティブ改革と言

われています。先進的な事例としてね、国が示した例としては、和光市と大分県の例を示して、

要介護の認定率が低くなったと、これがモデルだということで、国は示してきているわけで、

いよいよこれから市町村ごとに競争させられるんじゃないかという心配があります。 

 インセンティブ改革というのはご承知のとおり、介護保険だけでなく、来年始まる国保でも

取り入れられてきます。地方創生でも同じです。安倍内閣が国で示した目標に向けて、市町村

はどれだけ競争して成果を上げるか、この手法を介護保険でも使ってきているわけですが、社

会保障や教育の分野に競争原理を用いるということは、僕は間違いじゃないかというふうに

思っているんですね。教育でも一斉学力テストで競争、各県が競争させられました。しかし大

きな問題が起きています。やはり、社会保障や教育は競争でなくて、その実態に合った地域地
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域でやっぱり独自に考えていく問題であるんじゃないかと。そういう意味から考えれば、この

ようなインセンティブ改革によって介護サービスが本当に低下されてしまう、そういう心配を

僕持っているんですが、これから坂城町としてはどう対応していくのか、町長の考えを聞きた

いと思います。以上２点です。 

町長（山村君） ただいま塩入議員さんから介護保険制度についてイからハまで質問がありまし

た。また、担当課長から詳しく説明をさせていただきました。今お話ありましたように、ま

ち・ひと・しごと創生総合戦略を石破大臣が始めたときも、頑張るところは金を出すよという

スタンスでいろんなこと始まりました。それにあんまり文句言って、俺のところは何もやらな

いというわけにもいきませんので、それから社会保障・教育というのは本当は全国一律高いレ

ベルで保障されなければならないんでしょうが、現実はそうではならないということでありま

すので、各自治体が工夫しながら、その地域の特色を生かした施策を打っていかなきゃいけな

いだろうと思っております。 

 １番目の再質問で、２．７％下げた、来年度どうなるかということでありますけれども、こ

れは私どもの場合、町村会に属しておりますので、町村会でもそういう場でですね、議論でき

ましたら、いろんなしかるべき対応をしていきたいというふうに思っております。 

 それから２番目のインセンティブの話ですね。これも前々から私申し上げているんですけれ

ども、この介護保険制度については国からいろんなボールがどんどん投げられてくるというこ

とでありますけれども、要支援１・２につきましてもですね、前に申し上げましたように、

サービスの低下は絶対にしないということで、町でできるところは頑張るということでありま

す。このインセンティブについてどうなるかということですけれども、これも実際にどういう

ことになるかは不明な面もありますけれども、まず、ちょっと制度を確認してどんなものかと

申し上げますと、保険者機能強化として導入されるということで、財政的インセンティブとい

うことで、要介護認定者が減少したり、介護給付費が減少した市町村に交付されるため、サー

ビスや認定の切り捨てになるんじゃないかということなんでありますけれども、これは保険者

のさまざまな取り組みの達成状況を評価できるよう、客観的指標を設定した上で、財政的イン

センティブは付与されるというものでありますので、市町村が行う自立支援や重度化防止等の

取り組みの推進を目的としていると、これは建前ですね。また地域の実情に応じたこうした取

り組みの結果、高齢者の状態の維持や、要介護状態の改善につながり、結果として要介護認定

者や介護給付金の減少につなげるものであるという考えでもあります。重要なのは、この重度

化防止に向けた介護予防などのプロセスを踏むことでありまして、私ども頑張らなきゃいけな

いのは、適切な適正なサービスを切り捨てるというということにはならないようにということ

で考えておりますので、このインセンティブ制度が即、サービスの切り捨てを目指していると

は私は考えておりません。 
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 こういうことを踏まえまして、当町でも介護予防事業については第７期の介護保険事業計画

とあわせまして、前から申し上げておりますように、サービス低下は絶対にないように十分に

検討していきたいというふうに思っております。 

８番（塩入君） ただいま町長から二つの点について前向きに、特にやっぱり自治体として何と

かサービスの低下がしないような最大の努力を図っていくと、それにはやはりこれからボラン

ティアをどう養成していくかという大きな課題もあるし、本当に地域包括支援センターを中心

に、どうこれに対応するのかという大きな課題があると思います。ぜひ前向きに検討していた

だきたいと思います。 

 では次の２のほうへ行きまして、高齢者にやさしいまちをについて質問します。イのごみ収

集所の見直しをについて質問します。今、高齢化が進み、今までできたことができなくなって

しまうという人も増えています。家のごみを収集所へ持っていくのがもう大変になったという

人も目立ってきています。また自動車で運んでいた人が、できなくなってしまったとか、いろ

いろ耳に入ってくるわけですが、今後そういう人が増えていくのは予想されます。そこで、高

齢者が安心してごみ出しができるように、町としても現状を再検討し、対策をとるべきだと思

います。 

 具体的に質問しますが、第１に、ごみ収集所の数は。数ですね、建物式、囲い式、野積み式

別にお願いします。 

 第２に、地区によってもっとごみ収集所が必要と思われるところはないか。例えば距離が離

れていて大変、危険なところを通らなければいけない、例えば国道１８号線を横切らなきゃな

らないとか、産業道路など横断しなければならないというような危険なところもあります。そ

ういうことを考えてお願いしたい。 

 それから第３に、町民の要望をどのように把握しているか。 

 第４に、町として再検討すべきことはないか。リーダーシップをどう発揮していくのか。以

上４点質問します。 

 それからロについてですが、循環バスの運行の再検討をということについて質問します。高

齢化が進む中で、循環バスを必要とする高齢者が増えると思います。坂城町は運転免許証を返

納された方には、循環バスの無料化を打ち出しました。大変評価すべきことです。議会報告会

のときも、今のバス停まで歩くのは大変、運行コースを延長したりバス停を増やしてほしいと

いう意見が出されました。またほかの区からも出されていて、今回は重要課題の一つとして、

９月８日に山村町長に提出したところであります。 

 またこの問題については、今回同僚議員からも問題を取り上げていただいておりますので、

私は省略して、２点だけ質問したいと思います。 

 一つは、第１回のどこでもノレール区間をつくりましたが、実際利用した人の数や効果はど
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うか。 

 第２点としては、バスは町を１周していくわけですが、１時間半かかります。短縮できる工

夫はないか。また、停留所を必要に応じてもっと増やすことはできないのか、そのために半周

を１コースとする運行計画を検討できないか。以上で第１回の質問とします。 

町長（山村君） ただいま塩入議員さんから、イのごみ収集所の見直しと、それから（ロ）の循

環バスの運行の再検討をということで、ご質問いただきました。私からは、（ロ）の循環バス

の運行の再検討についてお答え申し上げますけれども、（イ）のほうでもですね、後ほど担当

課長から答弁させていただきますけれども、私、思い出すのは３年か４年ぐらい前でしょうか

ね、鼠区で早朝おばあちゃんがトラックにはねられて命を落とされました。大変悲惨な事故起

きたんですけれども、あのときにも、そのおばあちゃんが、ごみを捨てるのは毎日国道の向こ

う側のごみ捨て所に捨てに行くということがわかりました。それで早速、区の方ですとか皆さ

んと相談しまして、向こう側じゃなくてごみ捨てを道路のこっち側にするようにというふうに

変えていただきました。そのようなことは日々ですね、いろんなご要望をお聞きする中、ある

いは区とも相談しながら対応していければと思っております。後ほど課長からまた具体的なお

話があると思いますので、柔軟にやりたいというふうに思っております。 

 それでは、坂城町循環バスなんですけれども、私、全般的な答えしまして、また担当課長か

ら細かくまたお話申し上げますが、もともと交通弱者と言われる方や買い物弱者の皆様などの

移動手段を確保するため、平成１３年にそれまでの福祉バスからどなたでも利用できる路線バ

スへ移行し、今日に至っております。この間、利用者へのアンケートやご意見をお聞きする中

で、平成２０年からしなの鉄道の列車時刻にあわせた湯さん館直行便を運行し、平成２４年か

らは上田市の母袋市長とも相談した上で、信州上田医療センターまで路線延長する上田便の運

行も始めました。また、上田便の運行にあわせまして、上田市内に設置したバス停から町内を

経由し千曲市力石公民館をつなぎ、市町の枠を越えて循環バスでの乗り継ぎが可能となるなど、

地域の皆様の利便性を図り、北回り、南回り合わせて１日１２便を運行しているというところ

であります。 

 車両につきましては、北回り、南回りに使用している２台とも、平成２６、２７年更新しま

して、路線バス仕様として前後の方向表示や乗降中の表示、車内での停車場名の表示、それか

ら降車合図ボタン、音声案内などを逐次装備しまして、利便性、安全性の向上を図り、利用者

からは大変好評をいただいているというところであります。 

 また、さらなる利便性の向上を目指しまして、町では今年度から循環バスの路線上であれば、

バス停以外でも乗車することができる、先ほどもお話ありましたけれども、どこでもノレール

システムの社会実験を実施いたしました。今回この新システムのどこでもノレールの実施が可

能となりましたのは、委託事業者の有限会社信州観光バス様にご尽力いただき、社会実験とし
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て運輸局の許可を得て実施が可能となったものであります。私の聞く限りでも全国初めてだと

いうように聞いております。決められたバス停以外で停車する運行となるため、運輸局、警察

などにご指導いただき、交通量や歩行者の多い国道や県道、産業道路、市街地など除いて、運

行に安全な区間として、日名沢、北日名、南日名区間に限定し、実施しているというところで

あります。 

 このどこでもノレールは、利用者に押しボタン送信機を貸与し、決められたバスの路線上で

乗車したい場所からバスが見えてきたところで送信ボタンを押して運転手に知らせ、利用者の

待つ安全な場所に停車してもらい乗車するといった内容のシステムであります。運転手に停車

を知らせる押しボタン送信機は、小型・軽量で、携帯してもかさばらない大きさで、首にかけ

ることも可能になっております。この送信機は１００ｍ先まで電波が届きますので、バスが見

えたらボタンを押して早目に運転手に知らせることができ、安全に利用者の待つ場所に停車す

ることができます。押しボタン送信機も使いやすく、利用者がバス停まで歩く必要がなく、大

変好評いただいたことから、社会実験を引き続き導入し利用者の拡大を図ってまいりたいと考

えております。 

 この画期的なシステムのどこでもノレールは、先ほど申し上げました有限会社信州観光バス

様が考案したもので、先ほど申し上げましたが全国で初めて導入したシステムであります。こ

れがそのボタンなんですけれども、首から提げてこうやるという、提げていただいて、これを

押すということですね。今日ここでその辺にランプを置いて、ピンポンとできないかと言いま

したら、これをやると外へバスがとまるかもしれないというんで、形だけこんな形で見ていた

だきます。 

 今後、このどこでもノレールの運行区間を増やすとか、さらなる利便性の向上を目指しまし

て、利用しやすい循環バスの運行に努めてまいりたいと考えております。また、高齢者等の交

通事故防止と、免許返納者が必要とする移動手段の支援施策として、先ほどもおっしゃられま

したけれども、運転免許証を自主返納し運転経歴証明書の交付を警察署や運転免許センターで

受けた町民の方に対し、９月から循環バスの運賃を無料にいたしました。これも多分、全国で

初めてだと思います。対象となる方は、町循環バスの運賃を支払う際に運転経歴証明書をバス

運転手にご提示をいただくことをお願いします。これにつきましても、新聞などにも掲載され

ましたが、バスの割引券や回数券を配布している自治体ございますが、運賃を無期限で無料に

しているケースは珍しいということで、坂城町独自の方式であるということであります。 

 今後もより大勢の皆様にご利用されますよう、委託事業者あるいは関係機関、利用者と協議

する中で、より安全性、利便性の向上を図り、さらに充実させてまいりたいと考えております。 

 ほかの事項につきましては、担当課長からご説明申し上げます。 

住民環境課長（山崎君） （イ）ごみ収集所の見直しをについてお答えいたします。ごみ収集所
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の数につきましては、現在１３１カ所であり、プレハブ等の建物式が９９カ所、ブロックや鉄

板等で３面を囲った屋根のない囲い式が１１カ所、道路脇に野積みする設備のないものが

２１カ所となっております。 

 ごみ収集所の新設、修繕、維持管理については、区からの申請により、区が主体となって

行っていただいております。ごみ収集所の新設の希望があった場合は、まずは収集車が入るた

めの道路幅、既設のごみ収集所との距離、その収集所を利用する戸数などについて基本的な条

件を検討いたします。その上で希望された区と調整し、設置できるかを決定しているところで

あります。 

 また、地区外からや規定外のごみの持ち込み、カラス等によるごみの散乱などを防ぐため、

プレハブ等の建物によること、設置に係る用地確保及び収集所の維持管理については、区で

行っていただくことなどをお願いしているところであります。町ではごみ収集所の新設、修繕

等に対し、補助率３分の２、限度額１５万円の補助制度があり、制度の利用等について、区長

会等においてお知らせをしております。 

 次に、地区によってもっとごみ収集所が必要と思われるところはないかとのご質問でござい

ますが、現在、区からの新設の要望がないことから、町としてはごみ収集所が新たに必要な箇

所はないものと考えているところでありますが、区からの要望があれば随時相談に応じてまい

りたいと存じます。地区によってはごみ収集所の距離が遠い、危険な場所を通らなければなら

ない場合もあろうかと存じますが、ごみ収集所の新設等に伴い、ごみを出す場所や、鍵当番の

変更など、区内での調整が必要となる場合も考えられますので、まずは区の中で十分ご検討い

ただいた上で、町にご相談をいただければと存じます。 

 町民の要望をどのように把握しているかとのご質問でございます。区からの要望につきまし

ては、ごみ収集所の扉等の修繕については毎年度あるものの、新設の要望は平成２４年度が直

近であり、その２４年度の要望を受けて設置した以降、新設はない状況であります。現在、個

人の方より新設の要望が１件寄せられておりますが、要望の内容をお聞きし、設置に伴う条件

等の説明をするとともに区として調整をいただく必要があることをお伝えし、区長さんにも要

望があったことをお伝えしたところでございます。 

 次に、町として再検討すべきことはないか、リーダーシップをどう発揮するかとのご質問で

ございますが、住民の皆さんの高齢化に伴い、体力的な衰えなどにより、今後ごみをごみ収集

所に持ち込むことが困難と感じる方が増えることが考えられます。また、国道などの交通量の

多い道路を横断しなければごみ収集所に行けないといったケースもあり、ごみ収集所の数の増

を希望される区も出てこようかと存じます。先ほども申し上げましたが、ごみ収集所につきま

しては、まず基本的な設置条件を検討した上で、区が主体となって新設、修繕、維持管理を

行っていただいているところであります。ごみ収集所の数が増えれば、鍵当番の回数が増える
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場合なども考えられますので、ごみ収集所の増を検討される際は、まずは区の中で十分にご検

討いただき合意形成を図っていただく必要があるものと存じます。 

 町といたしましては、今後各自治区のご意見やご要望をお聞きしご相談に乗る中で、町全体

のごみ収集所の設置場所や数などが適切であるかどうか研究をしてまいりたいと考えておりま

す。 

建設課長（宮嶋君） ロ、循環バスの運行の再検討について順次お答えいたします。 

 まず、どこでもノレール区間の利用者の数と効果はということでございますが、今年度は比

較的運行に安全な区間として、日名沢、北日名、南日名区間を設定しまして導入を開始し、現

在５名の方にご利用いただいております。押しボタン送信機は使いやすく、家から循環バスの

路線上に出たところで乗車が可能となり、時間的余裕もでき大変便利になったと喜ばれており

ます。さらに路線を拡大し乗降もできるよう充実を図り、「広報さかき」、ホームページなど

でお知らせして、利用者の拡大を図ってまいりたいと考えております。 

 続きまして、町を１周するため時間がかかる、短縮できる工夫は、また停留所を必要に応じ

てもっと増やせないか、そのため半周を１コースとする運行計画を検討できないかについてで

ございますが、町循環バスにつきましては、高齢者を初めとした交通弱者支援の一助として、

平成６年度に町が社会福祉協議会に委託し福祉バスとして運行を開始し、平成１３年度から高

齢者や買い物弱者、医療機関を利用される方や小学生、一般の方が、安心・安全に移動ができ

るよう民間のバス事業者に委託する中で運行しております。 

 このような中、地域の住民の医療に対する解消と町民の移動手段の選択肢の拡大を図り、上

田市を初め運輸局など関係機関と協議を重ね、運輸局より事業計画変更認可を得る中で、平成

２４年４月より信州上田医療センターまでの路線を延伸しました。 

 また、上田市との協議の中で、塩尻・秋和地区の住民の利便性の向上や、市町を超えた地域

間交流の促進にもつながるとして、上田市循環バスのバス停の塩尻、秋和の２カ所に、坂城町

循環バスのバス停を併設しました。さらに上田便の運行により上田市内のバス停から町内を経

由して、千曲市力石公民館をつなぐことにより、市町の枠を越えて循環バスでの乗り継ぎが可

能となっているところであり、地域の皆様の利便性を図りました。 

 そのほかに、南日名茨里と、村上堂大井クリニック様のバス停を新設したり、鼠橋通り交差

点から産業道路を経由するよう見直しを行いました。また、びんぐし湯さん館を経由するよう

路線の見直しや、信州上田医療センターの発車時刻の見直し、しなの鉄道の時刻表にあわせた

見直しなど、数々の利便性を図ってまいりましたが、時間の短縮につきましては、一番難しい

課題であります。現在は北回り、南回り各１台で、基本町内を１周しておおむね２時間間隔で

運行しておりますが、利用者は目的地によって選んでいただいてご利用いただいておりますの

で、多少時間はかかってしまいますが、支障はないかと考えております。 
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 バス停の増設については、循環バスの運行路線上であれば、要望、必要に応じ増設は可能で

ありますが、運行時間はさらに長くなってまいります。また、半周コースとする運行につきま

しては、循環バスと循環バス同士の乗り継ぎ、しなの鉄道の接続や各施設の開館時間にあわせ

たり運転手の増員を伴う勤務体制や勤務時間を考慮するなどさまざまな課題がございまして、

大変難しい状況であるかと考えます。今後さまざまな角度から検証し、循環バスの利便性向上

に向け検討してまいりたいと考えております。 

８番（塩入君） ただいま町長や担当課長から詳しい答弁がありました。時間ももう残り少なく

なってきております。 

 ２点質問しますけれども、まず、イのほうのごみステーションの問題ですね、さっき担当課

長からもあったし町長からは鼠地区であったような、ああいう悲惨なことをこれから繰り返さ

ないというような立場から柔軟に対応していきたいという答弁もありました。そこで質問した

いんですけれども、金井地区の場合もそうですけれども、産業道路、ここは非常に自動車も頻

繁に通ります。それから国道もそうですけれども、それぞれ横切っていかなければならないと

ころも幾つかあるんですね。そういう中で、そういう危険なところを横切らないでやってほし

い、ごみステーションをつくってほしいという要望も出されているわけですが、さっき課長の

答弁では、一応区が主体だと、あくまで主体だというふうにおっしゃいました。しかし、町全

体から見てね、ここはやっぱり危険だというようなことについては、区に対しても聞いてみる

とかアドバイスするとか、区長会で問いかけてみるとかね、やっぱりリーダーシップを発揮し

ていただいて、悲惨な事故を未然に防ぐためにもですね、安心して高齢者がごみを出せる、そ

ういう状況をつくることが大事だと思います。 

 そこで、区や地区から要望があれば、それはごみステーションを新たに設定することも認め

ていくと、基本的にもう認めていくということでいいでしょうか。それと、横町、立町はみん

な野積みでね、やっていますけれども、そういうことも今後考えられるけれども、それも認め

ていく方向で考えているのか、以上お聞きします。 

住民環境課長（山崎君） 再質問にお答えいたします。申請さえすれば新設ができるのかという

一つ目の質問でございますけれども、先ほどもお答えいたしましたが、ごみ収集所の申請の要

望があった場合につきましては、例えば用地の確保はできるか、収集車が入れる場所か、既設

のごみ収集所との距離が近くないか、要望された収集所を使用する戸数が極端に少なくないか

などの基本的な条件を満たしているかを、まず町において検討させていただきます。なるべく

柔軟に対応していきたいと思っておりますけれども、その上で希望する区と協議することにな

りますので、区が希望すれば全て新設となるものではございません。その点だけはご理解を頂

戴したいと存じます。 

 それとお二つ目の質問。新設において囲い式、または野積み式でできないかというご質問で
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ございますが、現在の囲い式、野積み式の収集所につきましては、従前より収集所を設置でき

る土地がないなど、いたし方がない理由により、やむなく囲い式、野積み式の収集所としてい

るものであります。また、これらの収集所は、区民以外の方によるごみの持ち込み、投げ込み、

カラスなどの野生動物によるごみの散乱、雨や風など天候の影響によるごみの飛散などが考え

られ、ごみ質の悪化や環境衛生面への悪影響が懸念されるところであります。また、区による

収集所の維持管理、この面でも、建物式よりかえって大変になることも考えられますので、実

際に区の申請によりまして、囲い式、野積み式から建物式に変更する事例がございます。これ

らのことから、以前より区から新設の要望があった場合につきましては、鍵当番等の管理が必

要となるところではございますけれども、囲い式、野積み式でなく、建物式の収集所を設置し

ていただいております。 

８番（塩入君） 今、課長から答弁がありました。ごみステーションの問題についてはですね、

やはりこれから高齢化してくるわけで、本当に大変な問題を抱えていると思います。悲惨な事

故を防ぐためにもですね、さっき町長が答弁されたように、本当に柔軟性を持ってですね、地

域の要望に沿って、区長というのは毎年変わっていきますから、なかなか全体的に把握できな

い面もありますから、ぜひ町がリーダーシップとってやっていただきたいというふうに思いま

す。 

 それから循環バスの問題、さっき町長からもね、詳しい答弁がありました。本当に努力され

ている部分あるんですけれども、金井区で、例えばですね、の方が、あそこのびんぐし店へ買

い物に行く場合もですね、びんぐし店へ行っても１時間以上待ってあそこでいなきゃならない

とか、帰りにハイヤー乗った場合には１，８００円かかるとか、本当にね、時間調整大変な状

況もあって、もっと短縮してやってほしいという要望も出されているし、これから増えてくる

んじゃないか。それからまた、あれですよね、ぜひ停留所ももっと増やして運行コースをもう

ちょっと延ばしてほしいという要望も幾つか出ているんです。これはあっちの要望を立てれば

こっちの要望が立たずというようなことで、本当に難しい課題でもあるんですが、その辺ぜひ

町職員の皆さんの知恵を絞っていただいて、どうやれば町民のために公共交通として、地域交

通として役を果たせられるかどうか、私たちも努力しますけれども、ぜひお願いして、一般質

問を終了します。 

議長（塩野入君） ここで昼食のため午後１時３０分まで休憩いたします。 

（休憩 午前１１時５１分～再開 午後 １時３０分） 

議長（塩野入君） 再開いたします。 

 次に、日程に掲げた議案につきましては、去る９月４日の会議において提案理由の説明を終

えております。 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
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◎日程第２「議案第３２号 平成２８年度坂城町一般会計歳入歳出決算の認定について」 

議長（塩野入君） 決算案の提案理由及び詳細説明は済んでおりますので、直ちに総括質疑を行

います。 

 質疑に当たっては、自己の委員会の所管に属する事項については各委員会においてお願いい

たします。また質疑に際しては、決算書のページ及び科目を明確に示して質疑されますようお

願いいたします。 

 まず、歳入について総括質疑に入ります。 

１３番（入日さん） ページ１５ページ、款３２使用料及び手数料、項１使用料、目３土木使用

料で節３の町営住宅使用料滞納繰越分、収入未済額４７３万３，４００円。前年度よりも

５３万５千円ほど減っていて、いかに徴収に努力したかというのはわかりますが、この

４７３万３，４００円ですか、この件数と何年間滞納しているのか、最高額は幾らかお尋ねし

ます。 

 その下の改良住宅使用料も８万５，７００円ですか、前年度より８，７００円減っています

が、これも何件か、何年滞納しているのか、最高額は幾らかお伺いします。 

 それから、ページ２６ページ、雑入ですが、収入未済額が２００万９，１８５円あります。

多分これＢ．Ｉプラザだと思うんですけれども、内容とその収入未済額の理由、何件か、それ

から何年滞納しているのかお伺いします。以上です。 

建設課長（宮嶋君） 節３の町営住宅使用料滞納繰越分の状況でございますが、町営住宅の滞納

件数は３件で、最高額３２８万５，８００円でございます。改良住宅の件数は１件で８万

５，７００円でございます。一番最高の３２８万５，８００円のものにつきましては、

１２５カ月分ということでございまして、１０年以上の滞納と、前からの滞納ということでご

ざいます。 

産業振興課長（大井君） ２７ページの滞納繰越分についてでございますけれども、Ｂ．Ｉプラ

ザの共益費、電気料、光熱費等含めたものでございまして、２７年度以前の過年度分の滞納繰

越分２件分でございます。 

１３番（入日さん） 町営住宅のほうですが、１０年以上の滞納ということですが、それについ

てどんな対策をとっているのか、それから現在の町営住宅の入居状況、旭ヶ丘ハイツ、中之条

団地も含めてお願いいたします。 

 それからＢ．Ｉプラザですが、仕事をやめて個人的に少し払っているという条件になったと

いうことは、昨年伺ったんですが、それにしても昨年と同じ額また今年も残っているんですよ

ね。だとしたら、その対策が全然とられていなかったと。これからこの額に対して、どんなよ

うな対策をとって収納してもらうのか、その点についてお伺いします。 

建設課長（宮嶋君） １０年以上滞納されている方の対応につきましてですが、この方につきま
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しては生活保護ということでございますが、毎月少しずつ返済をしていただくというお約束を

得て、少しずつ返していただいているという状況でございます。また、現在の町営住宅の入居

状況でございますが、旭ヶ丘団地が５件、空き家が６件と、それから戌久保団地が１３件、網

掛団地が６件入居しております。上平団地が１３件、それから旭ヶ丘ハイツにつきましては

８件の入居者、それから中之条団地が２８件の入居者でございます。横尾団地につきましては、

ちょうど４０件の入居数ということでございます。 

産業振興課長（大井君） Ｂ．Ｉの滞納繰越分の減少についてのご質問でございますけれども、

１件は破産勧告されまして、破産の手続を進めておる状況でございます。現在裁判所のほうで

分配について協議をされているというところでございますので、そのまま滞っておるという状

況でございます。 

 それからもう１件につきましても、過年度分についての収納は進んでおらないところなんで

すけれども、ご本人さんがおられると思われるアパートに担当のほうで訪問したりとかですね、

郵送で配達証明つきの郵送で催促をしたりということで、その次の手続がとれるステップを今、

準備をしておるという状況でございます。 

２番（西沢さん） ２点お伺いいたします。１４ページの款１１分担金及び負担金なんですが、

この中の民生費負担金節２の児童福祉費負担金の中で、現年分は未済額なしということで、こ

れは担当課の皆さんの努力のたまものだと思います。本当にご苦労様でした。その中で、保育

負担金長時間保育負担金の滞納繰越分について、その内容をお聞きします。人数と金額、それ

から一番古いものは何年前から滞納しているかどうかということでございます。 

 それから次に、２４ページの基金繰入金の中についてですが、財政調整基金、これは年度末

残高で２３億８千万ということでございましたが、この基金の保有額については、どのような

お考えを持っておられるかお尋ねいたします。 

保育園振興幹（小宮山君） 保育負担金の滞納繰越分についてご説明いたします。収入未済額と

なっておりますこの内訳でございますけれども、滞納者が３９人、４０５件でございます。最

高額が９２万８，４５０円、また最古の、最も古い滞納者は、平成１１年度分でございます。

また、長時間保育料につきましては、滞納者数３３人、２８５件でございます。最高額が

１５万５，５００円、最古、最も古い滞納が平成１１年度分でございます。 

財政係長（北村君） 財政調整基金の考え方についてご説明いたします。昨年度につきましては、

財政調整基金を約２億２，４００万円取り崩し、決算剰余積み立て、予算の最終の積み立てを

踏まえまして、最終的に１億１，３００万円の取り崩しを行っております。当町につきまして

は、世界情勢等により、企業の収益等、法人町民税、個人町民税等が大きく増減する要因があ

ります。一定程度の積立基金を保有することが必要と考え、目安として最低でも２０億円は確

保していきたいというふうに考えております。 
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２番（西沢さん） 基金につきましては最低でも２０億円を確保ということで、このラインは一

応超えているということでございますが、今後についてはいろんな経済動向もありますので、

その都度適切な財政調整基金の積み立てをしていただきたいというふうに考えています。 

 それから児童福祉費負担金についてですが、今お聞きしますと３９人で、一番古いのが平成

１１年から。長時間についても１１年からということですので、これほぼダブっている関係も

あるかと思います。それで年数が経過するにつれて、このときの対象の子供さんはもうずっと

大きくなっているわけで、保育園との園も切れちゃっているんじゃないかなと思うんですけれ

ども、その辺のところで、回収がどんどん困難になっていくということだと思います。このよ

うなことに対しては、どのような方策を考えておいででしょうか。 

保育園振興幹（小宮山君） 保育料の滞納につきましては、臨戸訪問を毎月、福祉健康課と保育

園一緒になりまして、過年度分、現年度分ともに行っているところです。長期にわたっての滞

納者につきましては、訪問することに遅くなってはおりますけれども、そのことはよく未納の

状況を改めてご説明し、そのときに納入をお願いする中で、月々の納入計画をお聞きする中で

お約束をし滞納を減らすことに努めております。最も古い方が平成１１年度ということではあ

りますが、転出という方もおりますので、そこら辺は転出先も可能な限り徴収に向け、先のそ

の後の経過も調べる中で努力して行いたいと思っております。引き続き滞納の繰り越しについ

ても臨戸訪問する中で、対応していきたいと思っております。 

議長（塩野入君） ほかにございませんか。 

（進行の声あり） 

議長（塩野入君） これにて歳入の総括質疑を終結いたします。 

 次に、歳出について総括質疑に入ります。 

１３番（入日さん） ページ３５ページ、款２総務費、項１総務管理費、目１一般管理費の中で、

説明の、備考の１０で町長交際費ですが、昨年度よりも１４万６，７００円増えていますが、

件数はどのくらい増えたのでしょうか。 

 それから４７ページの徴税費で、１税務総務費の中で、地方税滞納整理機構負担金、昨年よ

りも２０万４千円増えています。これは何件委託して、回収は幾らできたのかお願いいたしま

す。 

 それから最後ですが９５ページ、款７商工費、項１商工費、目２商工振興費の説明で、商業

店舗リフォーム補助金ですが、何件あったのでしょうか、以上です。 

総務係長（関君） 町長交際費が増額になっている理由でございますが、昨年度、町の功労者で

ある方が３人ほどお亡くなりになりまして、その弔意等に係る経費が増じ昨年よりも多くなっ

ているという内容でございます。 

収納対策推進幹（池上君） ページ４７ページ、備考、地方税滞納整理機構負担金でございます
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が、負担金につきましては、基本負担額５万円、徴収実績割、前々年度の徴収実績に１０％、

件数割１０件ということで、１件当たり９万９千円で、１８４万７千円でございます。滞納整

理機構の最終的に決算をした段階で還付金がございまして、１９万１千円が還付となりまして、

負担額１６５万６千円ということで、金額的には１０件で、徴収実績割、前々年度の１０％に

伴いまして算出をしております。 

 続いて、滞納整理機構の実績でございますが、２８年度につきましては、移管金額５２２万

１，４８０円に対し、機構で徴収していただいた金額が３７８万６，６００円ということにな

りました。滞納整理機構に移管して徴収していただく金額はもとより、移管予告をすることに

よって、町に移管する前に入ってきたものもございまして、それが７６９万８，５７９円ほど

となっております。 

産業振興課長（大井君） ページ９５ページの商業店舗リフォーム補助金でございますけれども、

昨年度につきましては、５件に対しまして補助をいたしました。 

１３番（入日さん） 滞納整理機構ですが、移管したのは１０件ということでよろしいんですか。

それで、通知を出したら７６９万ほど収納できたと。その通知は何件送付されたのでしょうか。 

 それから住宅リフォームの関係ですが、５件ということで補助を出していますが、その総工

事費はどのくらいの額になっているのでしょうか、以上です。 

収納対策推進幹（池上君） 移管予告につきましては、１１２人に発送してございます。 

産業振興課長（大井君） ５店舗の総工費といいますか、工事費については、申しわけございま

せん、今手元にございませんけれども、補助の金額といたしましては、上限５０万円で工事費

の３分の２以内という形で補助を申し上げてございます。 

４番（朝倉君） 介護予防施設管理費、済みません、ページ５５ページでございます。介護予防

施設管理等運営事業について質問いたします。ふれあいセンターのですね、風呂の利用につい

てちょっとお聞きしたいんですが。昨年夢の湯が閉館されまして、ふれあいセンターの利用が

増えてきていると思うんですが、利用者数は７，０４５名（３，８７８名）と書いてあります

けれども、この中で夢の湯の閉館に伴ってどういう状況で増えていると思うんですけれども、

その内容と、それから障がい者の方々が入っている数があると思うんですけれども、その辺の

内容ちょっとわかりましたら、質問したいと思います。 

福祉健康課長（伊達君） ふれあいセンターのお風呂の関係のご質問でございます。まず夢の湯

のほうがお風呂のほう廃止をしたということでございますけれども、そちらからふれあいセン

ターのほうへ流れてきた数ということでございますけれども、入浴される方にですね、そこら

辺のご事情を事細かに聞いておらないということでございますので、現状として把握はできて

おりません。 

 それと入浴の中の、いわゆる障がい者ですとか、そういった方についてでございますけれど
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も、こちらのほうが３，８７８件の利用のうち１，５０３件、そちらの方でご利用をいただい

ているという状況でございます。 

４番（朝倉君） 利用者数はどうなんでしょう、増えているんでしょうか。利用者数は前年に比

べて夢の湯の閉館に伴って増えているかどうか、ちょっとそれも伺いたいですが。 

福祉健康課長（伊達君） ここ数年の入浴者数の動向でございますけれども、２６年度が

４，１５５人、２７年度が４，１９０人ということでございましたので、２８年度につきまし

ては若干減っているという状況でございます。 

７番（吉川さん） ページ７６ページ、款４衛生費、項１保健衛生費、目２予防費その中に乳幼

児健診事業があります。この実績報告書の中を見させていただく中で、随時訪問が７名。 

議長（塩野入君） 吉川議員さん、マイク。 

７番（吉川さん） マイク、済みません。この実績報告書の中で８８名中８１名ということで

９２％なわけですが、この７名についての理由と、それから４カ月児健康診査の、これも２名

が受診を受けていないわけですが、この理由についてお願いします。 

 それと、ページ１３２ページ、款１０教育費、項４社会教育費、目６文化センター管理費、

これまだ町のあれではないんですが、工事等負担金ということで、文化センターの駐車場を、

仮設駐車場を整備していただきました。これについて監査委員の指摘事項の中にもこの駐車場

からの横断歩道についての整備について指摘があったわけですが、この辺について、町側は今、

対策についてお考えあるでしょうか。その点について２点お願いいたします。 

保健センター所長（長崎さん） ご質問にありました乳幼児健診事業の新生児訪問のことにつき

ましてですが、生後３カ月までに実施しております新生児の家庭訪問ですけれども、全体が

８８人ということで、実際に実施できた方が８１人。７名につきましては、県外等で里帰り出

産をされている方ということで、当町では訪問はできておりませんけれども、里帰り先の市町

村に依頼をして、家庭訪問はしていただいております。 

 ４カ月健診で受診できなかった方ということですけれども、その健診日に体調等崩されて来

られなかった方がおりますが、その後保健センターのほうに個別で来ていただいて、健診等を

させていただいています。 

教育文化課長（宮下君） 仮設駐車場の前に横断歩道の設置はというご質問でございますけれど

も、昨年度図書館前の南側に仮設駐車場を整備いたしました。その整備によりまして、文化セ

ンター周辺の駐車場スペース、約３００台となりました。そのことから、文化センターを利用

する皆さんの利便性の向上につながりまして、利用する皆さんに好評をいただいているところ

でございます。横断歩道の設置はということですけれども、ご案内のとおり今、夢の湯の入り

口に横断歩道がございます。また、北側に行きますと、逆木の交差点に信号機、横断歩道がご

ざいます。今回、仮設駐車場の前の横断歩道となりますと、その中間になります。交番の所長



 

－ 218 －  

ともお話しする中で、非常に新設については難しいというお話をお聞きしております。そうし

た中ではございますけれども、関係課、また関係する皆さん方と、果たして新設は可能なのか、

また横断歩道の移設はどうなのか、そういう面からも踏まえまして研究、検討してまいりたい

と考えているところでございます。 

７番（吉川さん） 今まず横断歩道の件ですが、先日も何人からか、ちょっとご指摘をいただき

まして、皆さんも思っていたとは思いますが、結構あそこを夜、夜といいますか運動部のト

レーニングとかがありまして、子供たちが渡っていくわけですね。それで本当に、やはりそう

いう面で早急に何とかならないかという声もありましたので、横断歩道は無理にしましても、

何らかの安全対策をしていただきたいと思います。 

 そして、済みません、乳幼児健診事業ですが、この４カ月健康診査、これは個別にいたしま

したというお話でしたが、身体面でのそういう問題はなかったと捉えていいでしょうか、その

辺お願いいたします。 

保健センター所長（長崎さん） ４カ月健診での身体面の問題はなかったかということなんです

けれども、要観察ということで２名おりました。 

８番（塩入君） ３点質問したいと思います。最初にページ３７ページ、款２総務費、項１総務

管理費、目１一般管理費の３７ページの備考欄の上から２行目に、職員健康管理補助金３５万

が計上されているわけですが、具体的にどういうふうに使われたのか。特にですね、職員の健

康実態、２８年度ですけれども、休んでいる人、体調を崩している人の実態なんかはどうだっ

たか、その対策はどうだったか、以上それが第１点です。 

 次に２点は、ページ４０ページですけれども、実績報告書見ていただいたほうがわかりやす

いので、実績報告書の２２ページ、まちづくり推進事業実績の一覧表があるわけですけれども、

やはりこの推進事業は非常に大事な事業で、地域の活性化という意味では非常に重要な事業だ

と思っているんですが、２７区自治区あるわけですが、１５区しか２８年度はやっていないと。

しかも前年度と比べると、１自治区がまた減っているわけですね。２７年度は１６あったんで

すけれども。半分ちょっとしか申し込んで活用していないということで、これ原因はどこにあ

るのか、やっぱりこれからそれぞれの地区が本当に活性化していく上では、この事業を活用し

て自主的な取り組みは必要だと思うんですけれども、それが減ってきていると。その原因は何

なのか、じゃあこれからどういう対策をとってやろうとしているのか、これが２点目。 

 ３点目、ページ８９ページですが、これも実績報告書の７１ページ、有害鳥獣対策事業につ

いて３４０万５８６円の決算額が出ています。その中で、鳥獣被害対策実施隊を組織して積極

的に捕獲したとあります。実際に実施隊の人数と報酬、１人当たり幾らぐらいになるのか。そ

れから捕獲した鳥獣の種類とその数はどのくらいだったのか。それからできればその鳥獣被害

の実態と、今後の対策も含めて検討されているか、特に今までは防止柵をやってはいるんです
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けれども、荒廃地が増えている中で追いついていかないという実態があるわけで、そういう点

について、今後どんな対策を考えられているのか。以上３点質問します。 

総務係長（関君） 職員健康管理補助金の内容についてでございますが、町の職員互助会が実施

します職員の健康管理事業への補助をしているものでございます。内容としましては、職員が

健康管理、健康診断等をしているわけですが、ふだん実施ができないＰＥＴ検診ですとか、脳

ドック、そういったものを節目健診として４０歳、５０歳、６０歳になった契機に受診をして

いただくようにということ、それからまた昨年につきましては、インフルエンザにかかるもの

を予防することで、職場内に感染して職務の停滞を防ぐ、そういったことも含めて、インフル

エンザの予防接種等への補助をしているものでございます。 

 職員の健康状態ということでございますが、昨年につきましては休職が２名、それから療養

休暇が３名という形になっております。 

 それからどんな対策をとってきたかということでございますが、健康管理につきましては、

事業主としまして、人間ドック、健康スクリーニング、そういったものを受診勧奨しまして、

機会を逃して受けられなかった、予約をしても受けられなかった職員に対しましても、再度働

きかけて受診をしていただくようにしているところでございます。 

 また昨年からストレスチェックを実施しておりますが、メンタルヘルス研修を２回実施しま

して、１回目は職員向け、２回目は管理監督者向けということで実施しているところでござい

ます。あわせて色川先生に産業医をお願いしまして、衛生委員会等にも出席していただく中で、

参画していただく中で、職場環境、そういったものを管理していただいているという状況でご

ざいます。以上です。 

まち創生推進室長（竹内君） 地域づくり活動支援事業についてお答え申し上げます。地域づく

り活動支援事業における自治区の実施状況につきましては、各年度においてばらつきがござい

ますけれども、申請件数の増減につきましては、各区の考え方や都合など、さまざまな要因が

あろうかと思います。地域づくり活動支援事業の基本的な考え方は、あくまでも地域における

コミュニティ活動の活性化に向けたきっかけづくりということで、町といたしましては、住民

参加による自治区の活動を応援していきたいというスタンスでございますので、できるだけ多

くの区の皆さんに活用いただけるよう、今後もですね、区長会での地域づくり勉強会や事例発

表等を通じて、利用促進や周知を図ってまいりたいと考えております。 

産業振興課長（大井君） ８９ページの鳥獣被害対策実施隊の関係でございますけれども、初め

に有害鳥獣の実施隊の人数でございますけれども、平成２８年度は２２名の方にお願いを申し

上げてございます。報酬につきましては、お一人当たり６千円ということでございます。また、

この２２名のうち町の職員４名も加わって２２名ということでございます。 

 次に捕獲の実績、２８年度の実績でございますが、こちらについては猟友会、実施隊等で駆
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除した実績ということで申し上げたいと思います。まず、イノシシが３９頭、ニホンジカが

２６頭、ハクビシン４匹、タヌキ４匹、カラス２羽、カワウが５羽でございます。 

 それから実態と今後の対策というところでございますけれども、農業被害額としては約

１，３００万円ほど、ながの農協の試算ではなされておるところでございますけれども、有害

鳥獣等について、最近目撃の回数等は増加の傾向にあろうかと思います。農作物の被害額につ

いては、電気柵ですとか防護柵、各地区でも設置をしていただいているというような中で、こ

の被害額については若干増えている、微増というような状況でございます。今後の対策といた

しましては、ただいま申し上げました侵入防止柵の設置などとともに、新規狩猟免許の取得の

希望される方への補助なども行っておりますので、そういったものについてのＰＲを広報誌、

ホームページなどを使って若い実施隊の方にお集まりいただくように活動を進めまして、被害

を食いとめていきたいと、防止していきたいというふうに考えております。 

８番（塩入君） 最初の質問についてですが、職員の健康管理の問題です。先ほど答弁がありま

した。本当にやっぱり職員が健康でなければ町の事業も進まないし、そういう意味ではぜひ健

康管理には力を入れてほしいというふうに思うわけですけれども、私もこの問題について一般

質問したこともあります。そういう中でですね、一つは毎月行われる課長会議でも、課の中で

もですね、お互いに健康状態をチェックしながら、やっぱり気を配っていく、そういう課長会

議も必要じゃないかという、健康問題を取り上げた課長会議も必要じゃないかということと、

労働安全衛生委員会をぜひ開いて、全体的にこれをどうするかという対策も練る必要があるだ

ろうということを質問したんですけれども、その点についてですね、もうちょっと詳しく答弁

お願いしたいと。 

 それから二つ目の件で、まちづくりの問題ですが、確かにさっきの答弁では、それぞれの自

治区の主体性に任せるということですが、私も今度、議会報告会に出て、小ちゃな区ですね、

本当に小さな区ほど大変になってきていると、高齢化で。そういう中でいろいろの行事もでき

ないし、役員のなり手も大変だと。そういうことで、本当にこの自主的な活動をできるかどう

かと。ここに並んでいる区の中で、やっぱり本当に小さくて大変、できにくいという区も多分

あると思うんですね、１２近くが申し込んでいないわけですから。そういう本当に困った大変

な、高齢化で大変な、また人数も減ってしまっているというような、そういう区に対しては、

ただお任せするんじゃなくて、区長会でもお話があったんですけれども、やはりもう少しね、

町としても地域活性化対策として、自主的に区が取り組める課題を提起するということも大事

じゃないかと。その辺についてはどうお考えですか。 

 それから三つ目の最後の鳥獣対策の問題ですけれども、だんだん被害数はそれほど増えては

いないけれども、増えてきている傾向だということですが、その点について、もう一度やっぱ

り対策としてね、これから何が必要なのか、少し、僕とすれば荒廃農地、荒れているというこ
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とでね、そういうことで大変になってくると思うんで。以上２回目の質問、それぞれお願いし

ます。 

総務係長（関君） 職員の健康管理につきまして、課長会議等毎月開催しているわけですが、そ

の中でも例えば残業とかそういったものについては、課長の中で注意していって、めり張りの

ある仕事にしていきましょうとか、そういった話というのは毎回出ているということでござい

ます。 

 また衛生委員会につきましては、昨年メンタルヘルス研修が始まったということもありまし

て、再度再考しようということで始まってございます。今回、先ほども答弁させていただきま

したが、色川先生に参画していただく中で、毎月１回何らかの形で開催、内容を職場のチェッ

クをしたりだとかという内容をしていこうということで、今年始まっているというところでご

ざいます。以上です。 

まち創生推進室長（竹内君） 地域づくり活動支援事業でございますけれども、基本的には各区

の、区というか地域づくりにおける自主的な活動を応援するということで進めております。各

区長さんに区長会の中でいろいろな取り組み等お話をさせていただき、その後ですね、それぞ

れ区長さんの相談に応じてですね、こんなことできるか、できないかとか、そういったご相談

も受ける中でですね、申請をいただいております。先ほどもご質問にありましたけれども、小

さな区、小さな事業であってもですね、できることからということの中でですね、今後も相談

に応じながら利用促進を図ってまいりたいというふうに考えております。 

産業振興課長（大井君） 有害鳥獣の防止といいますか、対策についてでございますけれども、

先ほども申し上げましたが、上平区や小網区などは侵入防止柵を設置していただいたりとか、

各農家さん方も電気柵等を設置していただいているというようなところも、だんだん広まって

きているところでございます。また、荒廃地の解消について、農家さんや農業団体、法人など

が実施をする農地の再生や土壌改良などに対して、町の単独事業で、今年から荒廃農地等再生

利用補助金というものも開始をしてございます。また、農業生産の条件の不利な地域に対して

は、農用地の維持管理の取り決めを締結して、農業生産活動等を行う場合に交付される中山間

地直接支払事業や、水路・農道の維持管理を積極的に実施していただいている場合の支援策と

して、多面的機能支払交付金などによって、荒廃地の解消というものに努めて、先ほども申し

上げましたが、それに加えて鳥獣被害対策実施隊ですとか猟友会の駆除活動を進めてまいりた

いというふうに考えております。 

６番（滝沢君） ２点お願いいたします。決算書１２５ページ、実績報告書９５ページ、款

１０教育費、項４社会教育費、目１社会教育費の文化の館事業ですが、前年に比べてですね、

文化講座増えていると思うんですが、それの内容を伺います。それとその下の社会教育団体の

内容もあわせてお願いいたします。 
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 ２点目、決算書１３２ページ、実績報告書の１０１ページですが、款１０教育費、項４社会

教育費、目９生涯学習振興費ということで、これライフ・ステージエコー、もうずっと通年開

催されておりますが、これは一応予算をつけてその中でチケット販売ということですが、その

販売方法ですね、それとまた、どんなようなルートで販売をしているのかということをお尋ね

します。 

 それとですね、その後、教養講座ですね、これの運営方法もあわせてお聞きをいたします。 

 それと長野大学坂城町講座ですけれども、これ私も何回か受講させていただいたんですが、

どうも受講者が少ないように私は感じております。内容が非常にいいものだけに残念なんです

が、どのような募集方法をとっていらっしゃるかということをお聞きいたします。以上です。 

教育文化課長（宮下君） 初めに１２５ページ、文化の館事業でございます。その中で文化講座

の回数が増えている内容でございますけれども、平成２８年度から公民館講座の絵画教室が再

開されました。その絵画教室、文化の館を使用することになったことにより増となっておりま

す。また、茶道講座の利用回数も増えている状況でございます。 

 社会教育団体の内容でございますけれども、絵画クラブ、地元の中之条区、こども能楽教室

などで利用しているところでございます。 

 続きまして、１３２ページの１３委託料、出演料の関係でございますけれども、これにつき

ましては、議員さんのご質問のとおり、ライフ・ステージエコーにかかわる委託料でございま

す。芸術文化の振興、また地域のアマチュア文化活動の育成や生涯学習の推進を目的に、年に

１回質の高い音楽を提供することを目的に開催しているところでございます。チケットの販売、

また企画・運営につきましては、町の音楽団体、例えば町吹奏楽団の代表の方、坂城コーラス

の代表の方、モアナハワイアンズの代表の方など、町の音楽団体の皆さんで組織する実行委員

会方式の中で、企画・運営・販売を行っているという状況でございます。 

 続きまして、生涯学習振興費の中で長野大学坂城町講座の受講者の募集方法はということで

ございますけれども、大学の専門的な講座を計画し多くの受講生を得るように、まなびの玉手

箱や後期の生涯学習カレンダー、また町の広報、有線放送、ホームページ等でＰＲしたところ

でございます。また、文化センターに見えられる各種講座の受講生の皆さんにも、チラシを配

布したり口コミで呼びかけを行っているところでございます。昨年に比較しまして今年の前期

講座では、昨年比増となっている状況でもございます。以上でございます。 

６番（滝沢君） ぜひですね、文化の館はそういうことで、中之条地区の皆様中心で利用されて

ということですので、また大いにですね、使っていただきたいと思います。それと生涯学習の

ほうについてですけれども、ずっと大体流れとしてはですね、教養講座それから長野大学の講

座ですね、大体内容的には類似しているんじゃないかなという気がするんです。毎回、両講座

のほうでアンケートをとっていらっしゃると思うんですが、そういうアンケートの中からです
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ね、見直しを図っていくとかということも必要ではないかと思うんですが、そこら辺の内容と

しては、アンケートのほうではどんなような内容でしょうか。 

教育文化課長（宮下君） ふれあい大学教養講座のアンケートの内容でございます。毎回教養講

座の後にアンケートをとっておりますけれども、その結果を参考に、ニーズに沿った講座を取

り込もうと生涯学習推進協議会の中で検討しているところでございます。アンケート内容でご

ざいますけれども、今回の講座はどうだったか、また今後どんな講座を希望しているのか、ど

んな講師を希望しているのか、また町外、町内、年代、この講座をどのように知ったか、開催

時期や感想など、アンケート調査をしているところでございます。またこの教養講座について

は、開催した内容等を広報やホームページに掲載しているところでもございます。 

 また長野大学の講座と教養講座、専門講座かぶってきてはいないかということでもございま

すけれども、長野大学の講座につきましては、長野大学地域連携センターと連携を図りながら

受講生の要望を聞く中で、講座の検討をしております。またふれあい大学の教養講座、専門講

座につきましては、先ほどのアンケート調査等も参考にする中で、町の生涯学習推進協議会の

委員の皆さんと、どんな講座がいいのか等々を検討して決定しているという内容でございます。 

２番（西沢さん） ３点について質問いたします。３８ページ、款２総務費、項１総務管理費、

目３財産管理費の積立金なんですが、広域行政事業基金、今年１億５，０５６万６千円という

ことでございます。これは長野広域連合のごみ処理施設整備に係る負担金に備えての積立金と

いうことですが、これで残高約３億を超えております。この積立金の目標額を設定しているの

かどうか、お聞きします。 

 それから８７ページ、款６農林水産業費、項１農業費の目３農業振興費、その中の地域営農

推進事業の中の負担金補助及び交付金で、農業支援センター補助金４０万円についてですが、

これは農業振興の中では一番中心となる組織だというふうに思っています。この活動内容が

はっきりつかめていないんですが、２８年度の活動の内容についてお願いいたします。 

 それから９３ページ、同じく款６農林水産業費の目２林業振興費、特用林産振興事業につい

てですが、五里ヶ峰横坑を利用した原木キノコ生産支援のために、維持管理と補助金を交付し

ています。補助金交付を何年も続けていると思うんですが、何年前からこの補助金を交付して

いるのかどうか、また２８年度のこの事業の内容についてもお伺いいたします。以上です。 

財政係長（北村君） それでは広域行政事業基金についてご答弁させていただきます。広域行政

基金につきましては、平成２７年度に広域行政事業、こちらについては長野広域だけではなく

て、消防とかほかの広域行政も含んでおりますけれども、に要する費用の財源に充て、広域行

政の円滑な運営を図るため設置しております。議員さんのご質問のとおり、平成２８年度は利

息を含めまして１億５，０６６万６千円を積み増しをしたような状況でございます。目標額の

設定はということでございますが、今もご答弁させていただきましたとおり、長野広域だけで
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なく消防等、今後広域行政への負担というのは増してくることが予想されることから、現在の

ところ設定していないというような状況でございます。 

産業振興課長（大井君） ページ８７ページの農業支援センターに関する昨年度の活動等につい

てのご質問でございますけれども、主に果樹の繁忙期におけるアグリサポーターの派遣の事業

や、荒廃農地の解消を図るためのトラクター、草刈り機などの貸し出しを実施しております。

また、農地の集積・集約化を図るためのもととなります人・農地プランの見直しのために、プ

ランの作成や地域懇談会の開催、新規就農者の確保のための各種就農相談会への参加、また窓

口で就農相談、荒廃農地解消のための農地あっせんや制度の導入の支援、特産品の創出のため

のワイナリー試験圃場の栽培管理、農産物の消費宣伝や販路拡大を図るためのイベントなどを

実施をしております。 

 続きまして９３ページでございますが、具体的に「お～い原木会」の補助の関係でございま

すけれども、初めに補助の状況でございますけれども、補助金に関しましては、平成２１年度

から補助金を申し上げておりまして、２１年から２５年までが６０万円、２６年度から今年度

までが４０万円の補助を行っております。活動として地域の原木を搬出、有効活用したり、き

のこ祭りやシイタケの駒打ち体験会など、キノコと里山整備に関心を持ってもらうための普及

啓発活動などを行って頑張ってやっていただいているというところでございます。こういった

活動も評価されて、２４年度には長野県ふるさと森林づくり県知事表彰も受賞しているという

ようなところで、地道に活動をしていただいているというような状況でございます。 

２番（西沢さん） 最初に農業支援センターについて再質問いたします。今、内容をお答えいた

だきましたが、支援センターの全体の会議というのはやはり年１回か年２回開かれているんで

しょうかね、支援センターの会議。それで本当は農業団体、あらゆる農業関係者の団体から出

てきてこの支援センターを構成していると思うんですが、この活動がすごく活発化することに

よって、坂城町の農業の底上げがされるというふうに私、思っているんですよね。ですので、

今お聞きした活動内容というのは、ほかの団体がやっているところと一緒になってやっている

ものが多いような気がするんですよね。農業支援センター独自の活動というのはあったのかど

うか。 

 それからもう一つ、特用林産振興事業なんですが、県知事表彰もされているというお話でご

ざいましたが、これ２１年から補助金も出したりして、もう何年も何年もこの事業をしてきて

いるんですが、はっきりとした成果が見えてきていないというふうに思います。それで、いろ

いろな問題も起きているというふうにお聞きしているんですが、この横坑の利用について、も

う一度考え直す機会に来ているんじゃないかというふうにも思いますが、その辺についてどの

ようにお考えでしょうか。 

産業振興課長（大井君） 初めに農業支援センターでございますけれども、独自の活動といたし
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ましては、アグリサポーターの派遣の事業を行っております。またトラクターや草刈り機など

の農機具の貸し出しなども行っておるところでございます。そういった中でもいろいろな団体

が集まって、年１回総会という形で集まる形なんですけれども、そういったところで幅広く意

見交換をする中で、それぞれ情報収集もしたりというところで、農業の活性化の活動を図って

まいりたいというふうに考えてございます。 

 また、横坑の活用方法の見直しでございますけれども、こちらについても現在、二つの団体

がご利用いただいて入居しているというか活用しているというような状況でございます。トン

ネルというような条件の中でご利用いただくものでございますので、そういった特殊性を必要

とするような団体が使用するような場合というのを、またこれから精査していく中で、ご利用

いただいていければというふうに考えております。 

議長（塩野入君） 総括質疑の途中ですが、ここでテープ交換のため１０分間休憩いたします。 

（休憩 午後 ２時３７分～再開 午後 ２時４７分） 

議長（塩野入君） 再開いたします。 

 引き続き、歳出について総括質疑を行います。ほかにございますか。 

（進行の声あり） 

議長（塩野入君） これにて歳出の総括質疑を終結いたします。 

 本案につきましては、歳入及び歳出の款１議会費、款２総務費のうち項１総務管理費中目

１１防犯対策費、目１２交通安全対策費、目１３消費生活費、項３戸籍住民台帳費を除く総務

費、款３民生費のうち項１社会福祉費中目５人権同和推進費、目６隣保館運営費、款４衛生費

のうち項１保健衛生費中目９上水道費、目１０合併処理浄化槽設置費、款５労働費、款６農林

水産業費、款７商工費、款８土木費、款９消防費のうち項１消防費中目４水防費、款１２公債

費、款１４予備費の各事項を総務産業常任委員会に審査を付託いたします。 

 次に、歳出の款２総務費のうち項１総務管理費中目１１防犯対策費、目１２交通安全対策費、

目１３消費生活費、項３戸籍住民基本台帳費、款３民生費のうち項１社会福祉費中目５人権同

和推進費、目６隣保館運営費を除く民生費、款４衛生費のうち項１保健衛生費中目９上水道費、

目１０合併処理浄化槽設置費を除く衛生費、款９消防費のうち項１消防費中目４水防費を除く

消防費、款１０教育費の各事項を社会文教常任委員会に審査を付託いたします。 

 お諮りいたします。 

 日程第３「議案第３３号」から日程第９「議案第３９号」までの７議案、各特別会計決算案

につきましては、担当課長からの詳細説明は省略したいと思います。 

 ご異議ありませんか。 

（異議なしの声あり） 

議長（塩野入君） 異議なしと認めます。 
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 よって、担当課長からの詳細説明は省略することに決定いたしました。 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

◎日程第３「議案第３３号 平成２８年度坂城町有線放送電話特別会計歳入歳出決算の認定に

ついて」 

議長（塩野入君） これより総括質疑に入ります。 

 質疑は歳入歳出一括して行います。 

（進行の声あり） 

議長（塩野入君） これにて総括質疑を終結いたします。 

 本件については、総務産業常任委員会に審査を付託いたします。 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

◎日程第４「議案第３４号 平成２８年度坂城町国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定に

ついて」 

議長（塩野入君） これより総括質疑に入ります。 

 質疑は歳入歳出一括して行います。 

（進行の声あり） 

議長（塩野入君） これにて総括質疑を終結いたします。 

 本件については、社会文教常任委員会に審査を付託いたします。 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

◎日程第５「議案第３５号 平成２８年度坂城町同和地区住宅新築資金等貸付事業特別会計歳

入歳出決算の認定について」 

議長（塩野入君） これより総括質疑に入ります。 

 質疑は歳入歳出一括して行います。 

（進行の声あり） 

議長（塩野入君） これにて総括質疑を終結いたします。 

 本件については、総務産業常任委員会に審査を付託いたします。 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

◎日程第６「議案第３６号 平成２８年度坂城町工業地域開発事業特別会計歳入歳出決算の認

定について」 

議長（塩野入君） これより総括質疑に入ります。 

 質疑は歳入歳出一括して行います。 

（進行の声あり） 

議長（塩野入君） これにて総括質疑を終結いたします。 

 本件については、総務産業常任委員会に審査を付託いたします。 
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―――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

◎日程第７「議案第３７号 平成２８年度坂城町下水道事業特別会計歳入歳出決算の認定につ

いて」 

議長（塩野入君） これより総括質疑に入ります。 

 質疑は歳入歳出一括して行います。 

（進行の声あり） 

議長（塩野入君） これにて総括質疑を終結いたします。 

 本件については、総務産業常任委員会に審査を付託いたします。 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

◎日程第８「議案第３８号 平成２８年度坂城町介護保険特別会計歳入歳出決算の認定につい

て」 

議長（塩野入君） これより総括質疑に入ります。 

 質疑は歳入歳出一括して行います。 

（進行の声あり） 

議長（塩野入君） これにて総括質疑を終結いたします。 

 本件については、社会文教常任委員会に審査を付託いたします。 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

◎日程第９「議案第３９号 平成２８年度坂城町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定

について」 

議長（塩野入君） これより総括質疑に入ります。 

 質疑は歳入歳出一括して行います。 

（進行の声あり） 

議長（塩野入君） これにて総括質疑を終結いたします。 

 本件については、社会文教常任委員会に審査を付託いたします。 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

議長（塩野入君） ただいま各常任委員会に審査を付託いたしました日程第２「議案第３２号」

から日程第９「議案第３９号」までの８件については、次回の会議において審査結果の報告を

お願いいたします。 

 以上で本日の議事日程は終了いたしました。 

 お諮りいたします。 

 明日１４日から９月２１日までの８日間は委員会審査等のため休会といたしたいと思います。 

 ご異議ありませんか。 

（異議なしの声あり） 
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議長（塩野入君） 異議なしと認めます。よって、明日１４日から９月２１日までの８日間は委

員会審査等のため休会することに決定いたしました。 

 次回は９月２２日、午前１０時から会議を開き、決算案の委員長報告、討論、条例案、補正

予算案等の審議を行います。 

 本日は、これにて散会いたします。 

 ご苦労さまでした。 

（散会 午後 ２時５４分） 
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９月２２日本会議再開（第５日目） 

 

１．出席議員     １４名 

    １番議員  塩野入   猛 君    ８番議員  塩 入 弘 文 君 

    ２ 〃   西 沢 悦 子 君    ９ 〃   塚 田 正 平 君 

    ３ 〃   小宮山 定 彦 君   １０ 〃   山 﨑 正 志 君 

    ４ 〃   朝 倉 国 勝 君   １１ 〃   中 嶋   登 君 

    ５ 〃   柳 沢   収 君   １２ 〃   大 森 茂 彦 君 

    ６ 〃   滝 沢 幸 映 君   １３ 〃   入 日 時 子 君 

    ７ 〃   吉川 まゆみ 君   １４ 〃   塚 田   忠 君 

２．欠席議員     なし 

３．地方自治法第１２１条第１項の規定により説明のため出席した者 

 町 長  山 村   弘 君  

 副 町 長  宮 下 和 久 君  

 教 育 長  宮 﨑 義 也 君  

 会 計 管 理 者  塚 田 陽 一 君  

 総 務 課 長  青 木 知 之 君  

 企 画 政 策 課 長  柳 澤   博 君  

 住 民 環 境 課 長  山 崎 金 一 君  

 福 祉 健 康 課 長  伊 達 博 巳 君  

 保 育 園 振 興 幹  小宮山 浩 一 君  

 産 業 振 興 課 長  大 井   裕 君  

 建 設 課 長  宮 嶋 敬 一 君  

 教 育 文 化 課 長  宮 下 和 久 君  

 収 納 対 策 推 進 幹  池 上   浩 君  

 まち創生推進室長  竹 内 祐 一 君  

 
総 務 課 長 補 佐 
総 務 係 長  

関   貞 巳 君  

 
総 務 課 長 補 佐 
財 政 係 長  

北 村 一 朗 君  

 
企画政策課長補佐 
企 画 調 整 係 長  

堀 内 弘 達 君  

 保健センター所長  長 崎 麻 子 君  

 代 表 監 査 委 員  大 橋 房 夫 君  

４．職務のため出席した者 

 議 会 事 務 局 長  臼 井 洋 一 君  

 議 会 書 記  竹 内 優 子 君  

５．開  議     午前１０時００分 
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６．議事日程 

第 １ 請願・陳情について 

第 ２ 議案第３２号 平成２８年度坂城町一般会計歳入歳出決算の認定について 

第 ３ 議案第３３号 平成２８年度坂城町有線放送電話特別会計歳入歳出決算の認定につ

いて 

第 ４ 議案第３４号 平成２８年度坂城町国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定につ

いて 

第 ５ 議案第３５号 平成２８年度坂城町同和地区住宅新築資金等貸付事業特別会計歳入

歳出決算の認定について 

第 ６ 議案第３６号 平成２８年度坂城町工業地域開発事業特別会計歳入歳出決算の認定

について 

第 ７ 議案第３７号 平成２８年度坂城町下水道事業特別会計歳入歳出決算の認定につい

て 

第 ８ 議案第３８号 平成２８年度坂城町介護保険特別会計歳入歳出決算の認定について 

第 ９ 議案第３９号 平成２８年度坂城町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定に

ついて 

第１０ 議案第４０号 坂城町農業委員会に関する条例の制定について 

第１１ 議案第４１号 坂城町福祉医療費給付金条例の一部を改正する条例について 

第１２ 議案第４２号 平成２９年度坂城町一般会計補正予算（第３号）について 

第１３ 議案第４３号 平成２９年度坂城町有線放送電話特別会計補正予算（第１号）につ

いて 

第１４ 議案第４４号 平成２９年度坂城町国民健康保険特別会計補正予算（第１号）につ

いて 

第１５ 議案第４５号 平成２９年度坂城町同和地区住宅新築資金等貸付事業特別会計補正

予算（第１号）について 

第１６ 議案第４６号 平成２９年度坂城町下水道事業特別会計補正予算（第１号）につい

て 

第１７ 議案第４７号 平成２９年度坂城町介護保険特別会計補正予算（第１号）について 

追加第 １ 議案第４８号 坂城町南条児童館建設工事請負契約の締結について 

追加第 ２ 議案第４９号 平成２９年度坂城町一般会計補正予算（第４号）について 

追加第 ３ 発委第 ２号 義務教育費国庫負担制度の堅持を求める意見書について 

追加第 ４ 発委第 ３号 国の責任による３５人学級推進と教育予算の増額を求める意見

書について 
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追加第 ５ 発委第 ４号 改正組織犯罪処罰法「テロ等準備罪法」の廃止を求める意見書

について 

追加第 ６ 発委第 ５号 「核兵器禁止条約」に賛同し批准することを求める意見書につ

いて 

追加第 ７ 閉会中の委員会継続審査申し出について 

７．本日の会議に付した事件 

  前記議事日程のとおり 

８．議事の経過 

議長（塩野入君） おはようございます。ただいまの出席議員は１４名であります。定足数に達

しておりますので、これより本日の会議を開きます。 

 なお、会議に入る前にカメラ等の使用の届け出がなされており、これを許可してあります。 

 本日の議事日程は、お手元に配付のとおりであります。 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

◎日程第１「請願・陳情について」 

議長（塩野入君） 所管の常任委員会に審査を付託いたしました請願及び陳情について、委員長

から審査結果の報告がなされております。 

 お手元に配付のとおりであります。 

「請願第２号 義務教育費国庫負担制度の堅持を求めることについて」 

 「質疑、討論なく（委員長報告賛成、挙手多数により）採択」 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

「請願第３号 国の責任による３５人学級推進と、教育予算の増額を求めることについて」 

 「質疑、討論なく（委員長報告賛成、挙手多数により）採択」 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

「請願第４号 組織的な犯罪の処罰及び犯罪収益の規制等に関する法律等の一部を改正する法

律（テロ等組織犯罪準備罪法なる『共謀罪法』）の廃止を求めることについ

て」 

 「質疑、討論なく（委員長報告賛成、挙手多数により）採択」 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

「陳情第１号 国連の「核兵器禁止条約」に調印・批准するよう日本政府に求めることについ

て」 

 「質疑、討論なく（委員長報告賛成、挙手多数により）採択」 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

「陳情第２号 日本政府に国連「核兵器禁止条約」への賛同と批准を求める意見書の提出に関
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することついて」 

 「質疑、討論なく（委員長報告賛成、挙手多数により）採択」 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

議長（塩野入君） 日程第２ 「議案第３２号」から日程第９「議案第３９号」までの平成

２８年度一般会計及び各特別会計決算認定案については、去る９月１３日の会議において各常

任委員会に審査を付託した案件であります。 

 その審査結果について各委員長から報告がなされております。 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

◎日程第２「議案第３２号 平成２８年度坂城町一般会計歳入歳出決算の認定について」 

議長（塩野入君） 最初に総務産業常任委員長の審査報告を求めます。 

総務産業常任委員長（吉川さん） 総務産業常任委員会の審査報告を申し上げます。 

 去る９月１３日の本会議において総務産業常任委員会に審査を付託されました議案第３２号

「平成２８年度坂城町一般会計歳入歳出決算」のうち、歳入及び歳出の款１議会費、款２総務

費のうち項１総務管理費中、目１１防犯対策費、目１２交通安全対策費、目１３消費生活費、

項３戸籍住民基本台帳費を除く総務費、款３民生費のうち項１社会福祉費中、目５人権同和推

進費、目６隣保館運営費、款４衛生費のうち項１保健衛生費中、目１０合併処理浄化槽設置費、

款５労働費、款６農林水産業費、款７商工費、款８土木費、款９消防費のうち項１消防費中、

目４水防費、款１２公債費、款１４予備費の各事項について、９月１４日、１５日の２日間に

わたり委員全員の出席のもと委員会を開き、審査に当たっては町長、副町長の出席を得て、説

明員として総務課長、会計管理者、企画政策課長、産業振興課長、建設課長、収納対策推進幹、

まち創生推進室長、隣保館長、議会事務局長及び各担当係長の出席を求めて、所管による関係

資料を得る中で慎重かつ詳細に審査を実施いたしました。 

 以下、委員会において審査された概要についてご報告申し上げます。 

 ＜歳入＞ 

○ 法人倒産を理由とする不納欠損最高額は。また執行停止から不納欠損への判断は。 

△ 法人の倒産の不納欠損最高額は、固定資産税で２７４万１千円、法人町民税で５５万円であ

る。また、執行停止から３年間収入等調査し、変化がなく改善が見られないということであれ

ば、不納欠損の判断としている。 

○ 収入未済額の状況とその対応は。 

△ 町税全体の２８年度現年度分徴収率は９９．４％で、前年比０．０５％上昇した。新たな対

応を発生させないために、引き続き現年度重視の徴収努力を進めていく。滞納繰越分の収入未

済額について、徴収困難案件を滞納整理機構に移管し県との連携を図り、収入未済額の縮減を

進めていく。 
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○ 軽自動車税の滞納者数は。 

△ 現年度分３１人、滞納繰越分９７人である。 

○ 法人町民税について、主な町内企業は何社か。 

△ 申告は３６９社あり、税額で１千万円を超える会社は７社ある。 

○ 償却資産として申告される太陽光パネルの状況は。 

△ ２７年度取得で２８年度から課税は１３件、２６年度取得は２１件、２５年度取得は１４件

である。 

○ 臨時財政対策債の現在の残高は。また制度の開始時期は。 

△ ２８年度末で３７億４，３８３万円である。制度については１３年度からスタートし、以降、

坂城町においても発行可能額の全額を借り入れている。 

○ 有料道路利用者負担金の利用状況は。 

△ 利用状況は４路線、７，１１０枚、２８０人の利用があった。販売額の４割を県と道路公社

で負担し、１割を町で補助し、町民は価格の５割で購入をしている。 

 ＜歳出＞ 

 （総務課） 

○ 庁用バス運転委託について、昨年比６０万円の増額の理由と今後の更新予定は。 

△ 軽井沢のバス事故以降、バスの運行についてはより厳格化され、特にバスの運転手確保が困

難となっており、町でも年間１３０日から１４０日間ほど運行している庁用バスの運転手の確

実な確保のため、増額支出となった。また、庁用バスの更新については、運行状況や規制等を

鑑みながら現在検討中である。 

○ 職員研修のＧＩＳ研修会の内容は。 

△ 固定資産税評価がえの資料整備に当たり航空写真を撮影しているが、個人情報以外の地図情

報を庁内利用するための研修として７月に実施した。 

○ 庁舎内の紙の使用量は。また古紙リサイクル機械の導入予定はあるか。 

△ 年間１４４万５千枚となる。諏訪市が地元企業の開発した機械を導入し、庁舎内での紙のリ

サイクルを行っているが、町村単位で機械購入した場合のコスト面の検討もあり、町としては、

まずは紙の使用量を減らしていきたい。 

○ 公文書の管理方法は。合併前の旧町村分の文書は保管されているのか。 

△ 公文書については保存年限を定め、文書管理システムにて管理している。旧町村単位のもの

も保存している。 

○ 地方税滞納整理機構負担金の内訳は。 

△ 均等割５万円、徴収実績割として前々年度の徴収実績の１０％、８０万７千円、２８年度分

の処理件数割として１件につき９万９千円の１０件分で９９万円の合計１８４万７千円から滞
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納整理機構の決算時の状況により１９万１千円の還付金があり、決算額が１６５万６千円と

なった。 

○ 移管予告通知を１１２件出しているが、移管への手続の流れは。 

△ 移管する前に滞納者へ毎年１月中に移管予告を通知する。その後２月から相談、納税等反応

がない滞納者に対し、３月滞納額５０万円以上のものを抽出し、４月に県とのヒアリングを行

い、移管者１０名を決定する。徴収期間は毎年６月１日から次年５月３１日までの１年間と

なっている。 

○ 差し押さえの件数と主な内訳は。 

△ ２８年度は２７件、１７９万２千円である。内訳は住民税が６７万円、固定資産税が３１万

９千円、軽自動車税が１万８千円、国民健康保険税が７８万４千円である。 

 （会計室） 

○ 公金収納手数料であるコンビニ収納手数料と八十二銀行の窓口納付手数料の件数と推移は。 

△ コンビニ収納手数料は８，６４５件、公金窓口手数料は１万１，５４４件である。件数はと

もに増加している。 

○ 窓口納付とコンビニ納付の町税等が町へ入金されるまでの期間は。 

△ 窓口納付は納付場所により異なる。コンビニ収納は地銀ネットワークサービスで回収したも

のを入金するため、１週間程度を要する。 

 （企画政策課） 

○ ４大学との連携事業の具体的内容は。 

△ 長野大学は生涯学習講座の講師、実施計画策定時におけるアドバイザー等、まちづくりや地

域活動に関することについて連携している。金沢工業大学は鉄の展示館の企画、刀剣等に関す

る連携及びキャリア教育支援等である。信州大学はスマートタウン構想やトータルメディアコ

ミュニケーション事業、そして英語教育などの支援である。また埼玉工業大学は坂城町講座へ

の依頼や、学園祭において町のＰＲを行うなどの交流事業も実施している。また、４大学とも

共通して、町内企業への就職支援を行っている。 

○ 高校生タイ国研修の参加希望者のうち、坂城高校生は何名か。 

△ 長野市在住の坂城高校生１名が参加した。 

○ ふるさと納税の返礼品として、新たな企画は。 

△ 昨年度においては果物に人気が集まり品切れとなったことから、今年度は農協と連携し、品

物の確保に努めている。また、湯さん館を活用した体験型事業についても検討していきたい。 

○ ふるさと納税専門ウエブサイトへの掲載業務委託料は年間定額制か、実績に応じた歩合制か。

また委託先事業者の規模は。 

△ 寄附金額に対する歩合制である。全国展開している業界大手の事業者へ委託をしている。 
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○ 湯さん館の町民優待券の利用状況は。 

△ 優待券の利用者数は、２７年度が２万２，９３９名であったのに対し、２８年度は２万

７，５５８名であり、２０．１％増加した。 

○ 湯さん館の年間パスポートの購入者にかかわる町内、町外の利用者状況は。また、町内購入

者と町外購入者との差別化を図る検討は。 

△ ２８年度末の状況としては、町内在住者が６９．６％、町外在住者が３０．４％である。差

別化については、他の施設やさまざまな状況を勘案する中で研究をしていく。 

○ 現在、有線放送の屋外スピーカーの設置箇所数は。また、デジタル防災行政無線の整備に伴

う屋外スピーカーの設置数は。 

△ 既存の有線放送電話の屋外スピーカーは３０局設置されている。現在整備中の防災行政無線

では音達試験や高性能スピーカーの実証試験など行う中、将来的な保守費の縮減も考え、役場

を含めて２５局を設置予定である。 

○ 町ホームページについて新着情報や過去の記事などの閲覧、検索をしやすいような工夫は。

また、人口の増減や緊急情報の掲載は。 

△ 町ホームページについては、見づらさやリンク先がわかりにくいなどの指摘がある中、より

見やすい、検索しやすいよう研究、検討していきたい。また緊急情報については現在整備中の

防災行政無線と連携してホームページのトップページへの表示について検討している。 

○ 千曲川ワインバレー広域特区連絡協議会における循環バス実証運行の内容は。また、利用者

数は。 

△ 軽井沢駅から上田駅間にあるワイナリーをめぐるバスを運行し、観光客の誘客効果の実証試

験を行ったものである。２８年９月１７日から１２月２８日までの土日、祝日、３３日間にわ

たって行われ、延べ１，９１９人が乗車した。 

○ 広域特区の認定を受けているが、坂城ワインの原材料調達において、他市町村と積極的に連

携していくのか、それとも単独で進めていくのか。 

△ 基本的には坂城のワインは坂城のブドウでつくるという考え方である。ただし、町内でのブ

ドウの調達が難しい場合には広域特区内で協力を得ていくこととなる。 

○ 千曲川ワインバレー広域特区連絡協議会の負担金の割合は。 

△ 協議会構成８市町村全て同額負担となっており、年度ごとの負担額は事業計画に基づき積算

され、決まることとなっている。 

 （産業振興課） 

○ 長野地域ＵＪＩターンの就職促進事業の内容と実績は。 

△ 長野地域中枢連携事業の一つである。合同企業説明会や企業見学ツアーなど１１イベントを

開催し、延べ２６２名の学生が参加した。従業者数５０名以上の町内企業に調査したところ、
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町内外を含め２８年度は８６名の新規採用があった。 

○ 勤労者住宅建設資金融資利子補給金の利用実績は。また交付対象者の内容は。 

△ 実績は１７件である。また、町内へ住宅を建設する方が対象である。 

○ 農地活性化奨励金の内訳は。また中間管理機構の利用についてはどうか。 

△ ２８年度は６名が該当し、面積として８．９ａ相当の農地の利用権設定等に対して交付した。

中間管理機構の活用も一部検討したが、最終的には通常の利用権設定により対応した。 

○ 地域営農推進事業に横坑共益費が充当されているが、現在の横坑の利用状況は。 

△ 明日の農業を考える会、お～い原木会、そして酒造会社１社の３団体が利用している。 

○ 酒造会社の利用内容は。 

△ 日本酒の醸造の実証実験を行っている。この結果を受けて、今後、町でも焼酎やワインに知

見を生かすため、連携して実施しているもの。 

○ 横坑の新規利用者への対応は。 

△ ２８年度に利用協議会を設置した。新規利用者があれば、現在の利用者との調整を行う中で

利用を検討していきたい。 

○ さかきブランドづくり事業補助金の選定方法は。また、その実績は。 

△ 申請者によるプレゼンテーションを行い、農業支援団体、商工業支援団体、学識経験者、消

費者団体から構成されている５名の審査員で審査を行う。実績は、２８年度は４事業者、５件

が採択されている。また、ふるさと納税返礼品として、対外的な位置づけの商品開発を行って

いる事業者や農家自身が商品開発を手がけるなど、６次産業的に商品性を高めるための事業と

しても活用している。 

○ 六ヶ郷用水組合の県営かんがい排水事業の進捗状況は。 

△ ２９年度で終了する。 

○ 有害鳥獣捕獲報奨金の金額は。 

△ ２８年度はニホンジカ１頭につき５千円を報奨金として交付した。 

○ 里山景観整備事業の内容は。 

△ 中之条地区で里山整備を、鼠・上平・南日名地区において松くい虫被害木の伐倒処理を実施

した。 

○ 松くい虫防除対策である空中散布事業の効果は。 

△ 薬剤を散布した場所と散布していない場所でサンプル調査を行っている。県に結果を報告し、

県全体で効果の検証をしたところ、県内全体では効果が出ているとのことである。 

○ 信州デスティネーションキャンペーン負担金の内容は。 

△ ２８年度はプレ期間であったので、旅行エージェントへの説明会や１００日前セレモニーに

合わせ信州フェアを開催し、長野駅にて観光ＰＲを行った。 
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 （建設課） 

○ 合併処理浄化槽補助金の交付状況は。 

△ 浄化槽設置補助が５基、小網地区の維持管理補助が３４基である。 

○ 小網地区で浄化槽未設置の世帯は。 

△ １５世帯である。高齢世帯等のため、今のところ設置予定はない。 

○ 町単補助工事は各地区の申請に基づいて行っているが、継続箇所がある理由は。 

△ 施工箇所の延長、金額等の規模により複数年の施工となる場合もある。 

○ 除雪の出動回数は。 

△ 除雪の出動回数は１月に６回、２月に２回の合計８回。融雪剤散布は１月に２３回、２月に

１５回の合計３８回である。 

○ 余った塩カルの管理はどのようにしているか。 

△ 返却できないので、雪の状況を見ながら発注しているが、残余分がある場合は防災センター

にストックし、翌年に使用している。 

○ 繰越道路改良事業Ａ０１号線の内容と繰り越しの理由は。 

△ 酒玉工区の建物補償１件の精算分である。建物補償契約の場合、建物等の取り壊しなど時間

を要するため、繰り越しとなる場合がある。 

○ 昭和橋修繕工事の完成予定は。 

△ ３４年度を予定しているが、老朽化が激しく、予想以上に工事費用が増額となっているため、

完成予定が延びる可能性もある。 

○ 河川愛護活動団体への補助の団体数は。 

△ 一級河川１６団体、準用河川３団体である。 

○ 町営住宅のあき状況は。 

△ ３月末現在、横尾団地が２０戸、旭ヶ丘ハイツが４戸、中之条団地が１２戸の合計３６戸で

ある。 

○ 坂城・更埴バイパスの進捗状況は。また今後の予定は。 

△ 南条から上五明区間について、用地買収が面積ベースで約２５％、町土地開発公社の先行取

得分を含めると約３６％が完了している。今後引き続き早期完成に向け、国、関係機関への要

望活動に努める。 

 （議会事務局） 

○ 議員年金の受給者数は。また最年長者と最年少者の年齢は。 

△ 現在、退職年金１４名、遺族年金１２名である。最年長は退職年金が９０歳、遺族年金が

８９歳で、最年少は退職年金が７０歳、遺族年金が７３歳である。 

○ 議会報の全面カラー化はできないか。 
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△ 費用的にかなりの負担増となり、実施は難しいが、より親しみやすい議会報を目指して、毎

号編集委員会で検討をしている。２８年度に応募した議会報クリニックでも高い評価を得た。 

 以上で質疑を終結し、討論を省略、挙手による採決の結果、議案第３２号「平成２８年度坂

城町一般会計歳入歳出決算」のうち総務産業常任委員会に審査を付託されました各事項につい

て、全員の賛成をもって原案のとおり認定することに決定いたしました。 

 以上で総務産業常任委員会の審査報告といたします。 

議長（塩野入君） 委員長報告が終わりました。 

 委員長報告に対する質疑に入ります。 

（進行の声あり） 

議長（塩野入君） これにて質疑を終結いたします。 

 次に、社会文教常任委員長の審査報告を求めます。 

社会文教常任委員長（柳沢君） 社会文教常任委員会の審査報告を申し上げます。 

 去る９月１３日の本会議において社会文教常任委員会に審査を付託されました議案第３２号

「平成２８年度坂城町一般会計歳入歳出決算」のうち歳出の款２総務費のうち項１総務管理費

中、目１１防犯対策費、目１２交通安全対策費、目１３消費生活費、項３戸籍住民基本台帳費、

款３民生費のうち項１社会福祉費中、目５人権同和推進費、目６隣保館運営費を除く民生費、

款４衛生費のうち項１保健衛生費中、目１０合併処理浄化槽設置費を除く衛生費、款９消防費

のうち項１消防費中、目４水防費を除く消防費、款１０教育費の各事項について、９月１４日、

１５日の２日間にわたり委員全員の出席のもと委員会を開き、審査に当たっては町長、副町長

及び教育長の出席を得て、説明員として住民環境課長、福祉健康課長、教育文化課長、公民館

長、図書館長、食育・学校給食センター所長、文化財センター所長、保健センター所長、保育

園振興幹、各保育園長、ふれあいセンター所長、子育て支援センター所長及び各担当係長の出

席を求めて、所管による関係資料を得る中で慎重かつ詳細に審査を実施いたしました。 

 以下、委員会において審査された概要についてご報告申し上げます。 

 ＜歳出＞ 

 （住民環境課） 

○ 防犯灯の内訳及びＬＥＤ化の実績は。 

△ 平成２８年度新設４、改修５、移設１の計１０灯を実施し、新設４灯はＬＥＤ灯である。ま

た平成２８年度末現在、町内の防犯灯は１，５７７灯あり、町管理が６９２灯、区管理が

８８５灯である。うちＬＥＤ灯は９９灯である。ＬＥＤ灯の割合は６．３％である。 

○ 交通安全施設清掃等委託の内容は。 

△ 各地区のカーブミラー、標識など交通安全施設の清掃を千曲交通安全協会坂城支部に委託し

ている。 
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○ 平成２８年の交通事故の状況はどうか。 

△ 平成２８年中に人身事故が５９件あり、そのうち死亡者が１名、負傷者が７３名だった。高

齢者が加害者となる事故が増えており、出会い頭や脇見による追突事故が多い状況である。ま

た、夕暮れ時や早朝など薄暗い時間帯は事故が発生しやすいと警察署から聞いている。 

○ マイナンバーカードの交付枚数は。 

△ ８月３１日現在、９９７枚である。 

○ 不法投棄ごみ撤去事業はどのような場所で行っているか。 

△ 町内の主要道路、林道や山林、河川等の公共用地について行っている。また、不法投棄物の

情報・連絡が入った際は、その都度回収を行っている。 

○ 草捨て場、土砂捨て場の状況はどうか。 

△ 草捨て場は公共施設や自治区での清掃活動から出た草木を一時保管し、長野市のリサイクル

業者に運搬しており、許容量に余裕がある。土砂捨て場についても整備を行いながら使用して

いるため、あと１０年程度は大丈夫である。 

○ ごみ危険物収集所整備補助事業の内容は。 

△ 新地区、立町区、月見区、中之条区、込山区で各１カ所、御所沢区で２カ所の７カ所で実施

した。 

○ ごみ減量化容器等設置補助金の実績は。 

△ 電動式生ごみ処理機８台、コンポスト６基、計１４件の補助を行った。 

○ 一般家庭から出る草・木を可燃ごみとして排出しない方法はないか。 

△ 現在、個人から排出された草・木については、可燃物として処理をお願いしている。今後、

個人から排出される草・木の対応について、その方向性を研究していく。 

○ 消防団員への防煙マスクやゴーグルの配備はされているのか。 

△ 町からは配備はしていないが、消防団員の安全を守る装備品については研究していく。 

○ 消火栓工事費負担金の内訳は。 

△ 平成２８年度は新設が１件、修繕が３件である。 

 （福祉健康課） 

○ 一時預かりの対応は。 

△ 集団保育になれない子も多く、保育の希望時間も短時間であったり、登校の時間も異なる場

合があるため、留意して対応している。 

○ 子育て支援センターへの相談内容は。 

△ 育児の不安や子供の発達に関する不安、虐待についての相談などがある。 

○ 虐待の通報は何件あったか。 

△ １年間で９件の通報があった。児童相談所など関係機関とその都度対応している。 
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○ 給食の食材について、加工品も使っているか。 

△ 手づくりをしており、加工品は使っていない。 

○ 外出支援サービスの登録者数、利用数、延べ利用者数は。 

△ 登録者数２９名、実利用者数９５回、延べ利用者数１７４名である。 

○ 民生委員の活動について、２８年度は子供に関する相談も増え大変になってきているのでは

ないか。 

△ 毎月開催している定例会の地区別会議の中で、困難ケースについて民生委員同士で意見交換

し、情報共有している。 

○ 高齢者独り暮らしの訪問員数は。 

△ ２８年度末で６８名である。 

○ ふれあいセンターの事業で入浴以外の事業は。 

△ 介護予防事業として、週１回生きがい広場、ヨガ教室、ミニデイの事業を実施している。 

○ さかき福祉医療費サポート資金貸付金の貸付件数は。 

△ 延べ３１件である。 

○ 老人福祉センターのサロンで実施している事業の参加者数は。 

△ ６月からコミュニティカフェ「ほっこり」として４１回、延べ参加者数は６１８名である。 

○ 訪問理美容サービスの実人数、延べ利用者数は。 

△ ２３名、５３回利用された。 

○ 成年後見支援センターの運営事業の内容は。 

△ 社協へ事業を委託している。事業内容は主に認知症等の相談支援５６件、支援会議の開催

１５件、新規相談が１４件等である。 

○ こころのリハビリ教室の参加人数は。また参加者は増えているのか。こころの健康相談等の

相談内容は。 

△ こころのリハビリ教室は年２３回実施し、参加者は延べ７７人、実人数は８人で、昨年の実

人数６人から２人増となっている。こころの健康相談は精神疾患の方の相談が多いが、引きこ

もりなどの相談にも応じている。 

○ 妊婦一般健診の受診状況は。 

△ 妊婦一般健診の基本健診は、１回の妊婦で最大１４回受診できるが、妊娠届の提出の時期や

出産日等により１４回受診できない方がいるが、２８年度の延べ健診受診者数は９１０件に

なっている。 

○ ４歳児、５歳児対象の乳幼児健診はないのか。 

△ 保健センターでは母子保健法に定められた３歳児健康診査を行っている。４歳以上について

は、保育園等で健康診査を行っている。 
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○ 町のＡＥＤはどこで借りることができるか。 

△ ＡＥＤ設置場所については、町ホームページに掲載している。行事の際には総務課でＡＥＤ

を借りることができる。 

○ 子宮頸がんの予防接種の接種状況は。 

△ 接種勧奨が差し控えとなっているため、２８年度の接種者はいない。 

○ 高齢者肺炎球菌の予防接種の対象者は。また、その対象期間が過ぎてしまった場合、どのよ

うに受けられるか。 

△ 対象者は６５歳以上で、５歳刻みの方が対象。対象期間が過ぎた場合には全額自己負担で受

けることになる。 

 （教育文化課） 

○ 坂城児童館の登録者数が少ない理由は。４年生以上の登録者数は。 

△ 児童館に通わず、家で見られる家庭が多いと考えられる。４年生以上については３館で８名

である。 

○ 未登録児の来館人数は。 

△ 年間では南条児童館が４８５名、坂城児童館が２２６名、村上児童館が６８名である。 

○ 特色ある学校づくり交付金の内容は。増額してほしいなどの要望は。 

△ 南条小学校は「自信を持って自己表現できる南条の子供たち」坂城小学校は「地域の人・こ

と・ものに学び、地域を愛する人を育てる坂城小」村上小学校は「キャリア教育の推進」坂城

中学校は「地域と共に歩むふるさと教育活動」とし、各校が主体的にさまざまな活動を行って

いる。増額要望については特に聞いていない。 

○ 奨学金の給与人数は。 

△ 高校８名、大学１名、大学院１名である。 

○ 就学相談委員会の人数と件数は。 

△ 人数は１８名であり、構成は大学や特別支援学校の先生、小中学校の特別支援教員などであ

る。件数は２７件である。 

○ 国際交流事業参加者の内訳は。 

△ 中国教育交流に１３名、南条小学校６名、坂城小学校３名、村上小学校４名。和平国際交流

村に小学生２６名、うち南条小１３名、坂城小７名、村上小６名、中学生６名の計３２名であ

る。 

○ Ｑ－Ｕテストについて、Ｑ－Ｕテスト、体力テストの現状と課題は。 

△ Ｑ－Ｕテストは学校生活の満足度を測定する調査であり、いじめや不登校対策に効果が出て

いる。体力テストは持久力、ソフトボール投げに課題があり、マラソン大会など各校において

改善のための取り組みを行っている。 
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○ 児童生徒支援事業の支援員人数は。 

△ 南条小学校３名、坂城小学校３名、村上小学校１名、中学校１名、外国籍児童支援員１名、

看護師１名である。 

○ フレンドリールームの利用者数は。 

△ ６から９名である。 

○ 不登校の原因をどう捉えているか。 

△ 家庭環境が影響していることが多い。家庭を含め各学校で支援会議などを行い対応している。 

○ 外国籍児童生徒の人数は。 

△ 南条小学校６名、坂城小学校１名、村上小学校１名、坂城中学校８名であり、ブラジル人、

中国人が主である。 

○ 小学校外国語指導講師の人数は。 

△ ２名が小学校３校を回っている。 

○ 外国語指導講師委託の効果はあるのか。 

△ アンケートの結果などにおいて、他市町村に比べ英語への苦手意識が少ないという結果が出

ていることから、効果は出ているものと思われる。 

○ いじめの件数と障がいのある児童生徒の状況は。 

△ いじめについては南条小学校で２件、坂城小学校で３件、村上小学校２件、坂城中学校で

１８件であり、全ての案件について当事者間で解決済みとなっている。特別支援学級への入級

児童生徒人数については、南条小学校１４名、坂城小学校１６名、村上小学校１４名。坂城中

学校１４名である。 

○ 小学校外国語指導講師の勤務実態は。 

△ 坂城小学校、村上小学校に席を置き、授業に合わせ３校を回っている。 

○ 各校の不登校の人数は。 

△ 南条小学校１名、坂城小学校３名、村上小学校１名、坂城中学校９名である。 

○ 坂城小学校の通学路の変更を。 

△ 学校と話をしていきたい。 

○ 図書館ネットワークシステムにおける小学校の利用冊数増の理由は。 

△ 小学校と連携を図り、学校要望の図書をまとめて購入したことによるものである。 

○ 図書館の親子連れの利用が増えているようだが、くつろげるスペースはあるのか。 

△ 児童コーナーに畳スペースを確保したことにより、利用増となっている。また、書架レイア

ウト見直しにより、閲覧用椅子を１脚増やした。 

○ 文化財センター展示室の見学者数は。 

△ 年間１９４名である。 
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○ 神楽など地域の伝統を活用する場がないが。 

△ 神楽においては、町の文化祭の中で順番に出演していただき、披露を行っている。 

○ 食育・学校給食センターでの地元食材の使用率は。 

△ 全体の１５％である。 

○ 小中学生の食物アレルギーは何人か。また、その対応は。 

△ ９３名おり、アレルギー明細票を配布し、保護者、学校と連携を図る中で対応している。ま

た牛乳アレルギー７名については、牛乳を停止している。 

 以上で質疑を終結し、討論を省略、挙手による採決の結果、議案第３２号「平成２８年度坂

城町一般会計歳入歳出決算」のうち、社会文教常任委員会に審査を付託されました各項目につ

いて、全員の賛成をもって原案のとおり認定することに決定いたしました。 

 以上で、社会文教常任委員会の審査報告といたします。 

議長（塩野入君） 委員長報告が終わりました。 

 委員長報告に対する質疑に入ります。 

（進行の声あり） 

議長（塩野入君） これにて質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。 

 まず、原案に反対の方の発言を許します。 

（進行の声あり） 

議長（塩野入君） 次に、原案に賛成の方の発言を許します。 

２番（西沢さん） 議案第３２号「平成２８年度坂城町一般会計歳入歳出決算の認定について」

賛成の立場から討論をいたします。 

 平成２８年度は少子高齢化社会への対応とともに、坂城町第５次長期総合計画後期基本計画、

坂城町人口ビジョン、まち・ひと・しごと創生総合戦略がスタートしました。いずれの計画も

人口減少の克服と将来にわたり活力ある地域社会の維持を目指すものであり、町を取り巻く社

会情勢や環境の変化などを敏感に捉えながら、住民、企業、行政が連携し、まちづくりを進め

られるよう期待をするところであります。 

 さて、町の平成２８年度一般会計歳入歳出決算では、歳入のうち自主財源の根幹をなす町税

につきましては、前年度に対しおよそ２億５，４００万円減の２５億９，６００万円と大きく

減収となりました。その要因として、企業が利益分を大型設備投資に向けたことによる法人町

民税の減収が影響しているとの説明が町長の招集挨拶でありました。ものづくりの町、製造業

の事業所が多い坂城町にとって、改めて町内企業の動向が町財政にも大きく影響することを実

感したところでございますが、今回の法人町民税の減収も町内企業の積極的な設備投資が要因

の一つであり、７月の町内主要製造業２０社の経営状況調査では、生産・売り上げとも上昇傾
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向ということから、今後、町内企業の皆様が一層の増収、増益となるよう大きな期待を寄せる

ところであります。 

 一方、収入未済額については、平成２７年度に引き続き現年分の徴収率が全ての税目で前年

度を上回るなどのご努力をいただき、不納欠損による整理もあって、全体で約２，２００万円

減少しましたが、引き続き財源の確保や負担の公平といった観点から地方税滞納整理機構など

とも積極的に連携し、改善に努めていただくよう要望します。 

 地方交付税については、自主財源となる町税収入が２７年度に増加したことにより、行政経

費を賄う基準財政収入額が増額となったことなどが影響し、前年度に対し１３．６％の減額と

なりました。地方交付税は坂城町の歳入のうち約１６％を占める重要な財源であり、その安定

確保については今後とも国・県等関係団体に対し強く働きかけをお願いいたします。 

 国庫支出金については、南条小学校建設事業が終了したことに伴い、前年度と比較すると大

幅に減少いたしましたが、びんぐしの里公園整備に当たっては新たに公園施設長寿命化計画対

策支援事業補助金を活用するなど、各事業における補助金の有効活用と一般財源の抑制が図ら

れたことがうかがえます。 

 繰入金については、法人町民税減収等の影響により、財政調整基金を取り崩したほか、目的

に応じた特定目的基金からの繰り入れが行われました。最終的に基金全体の残高が減少した中、

今後もさまざまな財政需要が予想されますので、一層の計画的かつ的確な基金運用をお願いい

たします。 

 次に歳出でありますが、「つながる あんしん 坂城町」をキーワードに防災、子育て、教

育、福祉、産業など多岐にわたる新しいネットワークの構築を目指すトータルメディアコミュ

ニケーションシステムの第一段階として、懸案事項でありましたこれまでの有線放送にかわる

デジタル防災行政無線による新たな通信網の整備に着手されました。町民の皆さんが防災情報

や行政情報など必要な情報を取得、共有できるシステムの整備に向け、２８年度では実施設計

などが終了いたしましたが、今後平成３０年４月の開局に向けて着実に準備が進められ、計画

どおりスタートできるようお願いする次第です。 

 移住定住施策といたしましては、空き家情報バンク登録物件への移住に際しての片づけ費用

やリフォーム費用の助成、首都圏などの大学生をターゲットに、町内企業の就職情報の発信や

町内企業に勤務する社会人の交流会などに新たに取り組まれ、先日の町長答弁でも坂城町の人

口について、今年度に入り社会増の傾向が見られるとのことでした。この傾向が続くよう、引

き続き積極的に取り組んでいただきたいと思います。 

 ハード事業といたしましては、びんぐしの里公園の屋外ステージやトイレなどの整備が行わ

れ、多様な交流ができる場として整備されたほか、引き続き町内基盤の整備や長寿命化に取り

組まれ、昭和橋の改修を初めとする橋梁修繕事業やＡ０１号線道路改良事業など、町民生活に
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密接にかかわる基盤の整備に努められました。町民の悲願でもある国道バイパス鼠橋以北への

延伸に向けても本格的に用地買収が進む中、一層の基盤整備の推進を図っていただきたいと思

います。 

 産業振興の面では、山村町政の柱の一つでもあるワイナリー形成事業において、試験圃場で

栽培されたワイン用ブドウで醸造された坂城プレミアムワインがお披露目になり、販売を開始

したほか、待望のワイナリー創業の動きも出てきております。引き続き６次産業化によるワイ

ン振興と地域ブランドの創出を図り、この事業の一層の発展に期待をいたします。 

 さらに、農業を始める方への家賃補助や農機具の購入費助成、空き家や空き店舗を利用して

新たに商業を始めようとする方などに店舗の改修費などを助成する制度を創設されたほか、懸

案であった前田工業団地につきましても町内の企業が用地を購入され、現在、創業に向け建設

工事が進められているなど、積極的に産業振興施策に取り組まれていると感じているところで

あります。 

 福祉分野では、医療費の一部負担金に充てる資金を申請によりあらかじめ貸し付けする、

「さかき福祉医療費サポート資金貸付制度」が新たに創設され、病気になった際に早期に適切

な医療機関での受診と医療費の家計への負担軽減が図られるなど、先進的な取り組みがスター

トしました。 

 また、子育て支援では保育園に通う第３子以降の保育料を無償化するとともに、子ども医療

費の給付対象を平成２７年度の中学生の通院に引き続き、平成２８年度からは１８歳到達後の

年度末まで入・通院とも対象とするなどさらに拡充され、子育て世帯への負担軽減も積極的に

進められました。 

 教育分野においても南条小学校建設事業に引き続き、坂城小学校プール改修、村上小学校・

坂城中学校両体育館の改修を進められるなど、教育環境の充実を図られたとともに、特色ある

取り組みとして実施している子供たちへの外国語教育の継続や教育・心理カウンセラーなどに

よるきめ細やかな支援体制が図られるなど、次代を担う子どもたちの育成に力を注がれたこと

は大いに評価をするところであります。 

 さまざまな事業に取り組まれる中、当町の財政力指数は０．６８５と上昇し、県内順位では

６番目、町村では３番目と引き続き上位に位置しています。また、財政健全化法に基づく実質

公債費比率、将来負担比率についても昨年度より改善され、健全化判断指標についても健全な

状況で推移しているとの報告があったところでありますが、今後においても起債残高等に配慮

するとともに、より一層の健全化に向けた取り組みをお願いする次第であります。 

 今後とも時代の変化と多様化するニーズに的確に対応し、地域の活力と暮らしの豊かさを創

生する坂城町を目指して前進されることをご期待申し上げ、議案第３２号「平成２８年度坂城

町一般会計歳入歳出決算の認定について」賛成いたします。 
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議長（塩野入君） 次に、原案に反対の方の発言を許します。 

（進行の声あり） 

議長（塩野入君） 次に、原案に賛成の方の発言を許します。 

１２番（大森君） 私は議案第３２号「平成２８年度坂城町一般会計歳入歳出決算の認定につい

て」賛成の立場から討論いたします。 

 ２８年度は長期総合計画の後期計画が策定され、これらを実施するスタートの年となりまし

た。 

 さて、２８年度の決算状況でありますが、一般会計歳入歳出の総額は６３億１，５１０万

６，２７４円で、前年度比マイナス１５億５，４２５万９，３２２円で、１９．８％の減とな

りました。また、歳出総額は６２億１，８３８万５，７２８円で、前年度比マイナス１５億

７，４３０万２，６３９円で、２０．２％減となりました。 

 なお、歳入歳出の大幅な減少は南条小学校の建設事業が終了したこと、そして町民税の法人

分の設備投資等によるものと考えられます。 

 次に歳入についてあります。町民税は前年度との比較では、個人分が０．２％の減、法人分

は先ほど申しましたように、企業の利益分を大型設備投資に充てられたため、前年度比マイナ

ス２億５，５４８万７千円で、３７．８％の大幅な減となりました。その他の町税についてで

すが、軽自動車税が税率の変更で１７．９％大幅に伸びたものの、固定資産税が０．３％の減、

町たばこ税が１．０％の減、入湯税が４．０％の減、町税の総額では２５億９，５６９万

９，３０１円、前年度比２億５，４３７万６１０円で、８．９％のマイナスとなりました。 

 町税及び国保税、介護保険税、たばこ税、入湯税を合わせての徴収率が堅実に改善されてお

ります。現年度課税分を滞納にしない取り組みや滞納繰越分も減少し、現年度分と滞納繰越分

を合わせての徴収率が９１．２３％で、前年度の９０．７０％を０．５３％の改善となり、上

昇しております。これは職員の皆さんの収納に対する努力の結果と評価するところであります。 

 財政力指数では、単年度では前年度比プラス０．０４４ポイントの０．７３４ポイント、

３年平均では０．６８５ポイントで、前年度より０．０２７ポイント増となり、前年度と同じ

く全県で６位、町村では軽井沢、南相木村に次ぐ３位となっております。 

 次に、公債費比率では前年度より１．１ポイントの減少となりました。将来にわたり負担を

負うものであり、引き続き財政規模に見合った運用を求めます。また、実質公債費比率につい

ては、２８年度は利率の見直し方式を採用している借り入れの利率の変更により、元利償還金

が減額となり、単年度では前年度より１．０ポイント、３年平均では１．１ポイントと減少し、

改善の方向に向いております。 

 次に歳出についてであります。主な点について討論いたします。子育て支援について、

２８年度は幾つかの新規事業及び事業の拡充が行われました。まず、保育料の無料の第３子の
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対象者が５９名、半額の第２子の対象者は６０名。そして、これに対する減免額は７０４万

４，９６０円となり、家計への負担を軽減させております。 

 次に、ゼロ歳児保育では、南条保育園で延べ４９人。２８年度より始まった村上保育園では

延べ人数２１人の保育実績となりました。坂城保育園でもゼロ歳児保育を行えるよう整備を

行っていただきたいと思うところであります。 

 一時預かり保育については各園とも利用者が増えていることや、集団生活になれていない子

も多く、登園時間や保育時間が異なるため対応が大変になってきており、保育士のより一層の

充実が求められます。障がい児対応の加配が各園で４人から５人配置され、通年対応となって

おります。子供たちに大変目配りのきく保育内容になってきていると考えます。新制度になっ

て保育園職員の仕事量の増加、また未満児の増加などがあり、職員の勤務体制や配置について

の検討も必要と考えます。 

 次に、福祉・医療・健康等についての分野です。医療機関への早期受診を支援するため、福

祉医療費サポート資金貸付制度が創設され、延べ３１件の利用があり、医療機関に早期に受診

できる環境を整え、家計の負担の軽減を図りました。この制度は全国的に見ても画期的な制度

であり、大きく評価するところであります。町民の健康寿命を堅持するため、予防医療を強化

し、健康増進事業における各種健診においても受診率向上を図っていただきたいと思います。 

 また、病気の早期発見、早期治療を促すため、人間ドックや健康診断などの受診料の助成金

の増額を望んでおります。 

 次に環境エネルギーの関係です。坂城スマートタウン構想に基づき、テクノさかき工業団地

のスマート化に向けた事業を推進し、スマートエネルギー設備等導入補助金交付件数が３９件

でありました。 

 千曲市に建設される焼却施設Ｂ施設は、今後建設費などの分担金の負担も考えますと、事業

系のごみや一般家庭から出る草や樹木などの処分を減らすための対策が必要と考えます。 

 産業振興関係について。商業店舗リフォーム助成制度が新設され、５件の利用がありました。

改修に当たって町内建設業者を利用することを条件にして、このことについては地域内循環型

経済対策として大変いいことと考えます。また、大きな経済的効果が認められる一般住宅への

リフォーム助成制度の再開を求めます。 

 建設関係です。町単補助事業について各区から申請のある町単事業について、地域住民の安

全・安心と防災の観点からも、何年もかけて継続している工事は事業費を増額し、早く完成さ

せることが必要と考えます。町道の舗装改修が遅々として進んでおりません。特に坂城地区は

下水道工事以後一度も改修が行われていない状況であります。年次計画を立て、実施すべきと

考えます。 

 教育関係について。発達障がいなど配慮が必要な子に対して行き届いた教育を進めた小中学
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校に学校支援員を増員したり、小学校での英語指導の充実のため２名の講師を配置されました。

また、小中学校の教育相談のため、教育・心理カウンセラーを配置、また学習支援員を増員し

サポート体制が図られました。 

 職員の健康について。職員の健康管理を支援するため、メンタルヘルス研修が行われるとと

もに、全職員の健康状態の把握のため、衛生委員会が毎月実施されるようになりました。健康

な職員が業務に携わることを期待するものであります。 

 次に見直しを求める事業についてでありますが、一つは人権同和事業についてです。部落解

放同盟坂城町協議会に対し補助金１２０万円及び人権政策確立支援の３０万円、合わせて

１５０万円が解放同盟坂城町協議会に交付されております。自治体が特定の運動団体に補助金

を出すべきではなく、公平・公正施策の執行にも人権を守る上でもやめるべきだと考えます。 

 二つ目には松枯れ対策についてです。松枯れ対策について、千曲市は農薬の空中散布が限ら

れており、被害を効果的に防ぐことは困難として、２８年度の空中散布については見合わせま

した。実施するのは長野地方事務所管内では坂城町のみとなりました。また、世界的にはＥＵ

ではミツバチの異常の原因である可能性があるとして、ネオニコチノイド系農薬の３種類の使

用を禁止しております。また、農薬散布による子供の発達障がいの原因の一つという指摘もな

されてきております。たとえ一部効果があるという報告がありましたが、空中散布は中止し、

伐倒駆除や松の植栽、樹種転換など充てることを求めます。 

 最後になりますが、財政調整基金の扱いです。財政調整基金が決算年度末で約２３億円と

なっております。経済状況などを勘案して２０億円は必要と総括質疑で答えております。基金

の一部を町民生活支援や町道の改修などに利用していただきたいと考えます。 

 以上、前進面を評価し、問題点を指摘して、議案第３２号「平成２８年度坂城町一般会計歳

入歳出決算の認定について」賛成討論とします。 

議長（塩野入君） 次に、原案に反対の方の発言を許します。 

（進行の声あり） 

議長（塩野入君） 次に、原案に賛成の方の発言を許します。 

（進行の声あり） 

議長（塩野入君） これにて討論を終結いたします。 

 これより採決いたします。 

 本案を原案のとおり認定することに賛成の方の起立を求めます。 

（賛成者起立） 

議長（塩野入君） 起立全員。 

 よって、本案は原案のとおり認定することに決定いたしました。 

 会議の途中ですが、ここでテープ交換のため１０分間休憩いたします。 
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（休憩 午前１１時１２分～再開 午前１１時２２分） 

議長（塩野入君） 再開いたします。 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

◎日程第３「議案第３３号 平成２８年度坂城町有線放送電話特別会計歳入歳出決算の認定に

ついて」 

議長（塩野入君） 総務産業常任委員長の審査報告を求めます。 

総務産業常任委員長（吉川さん） 去る９月１３日の本会議において総務産業常任委員会に審査

を付託されました議案第３３号「平成２８年度坂城町有線放送電話特別会計歳入歳出決算の認

定について」９月１５日の委員会において、説明員として企画政策課長、まち創生推進室長、

担当係長の出席を求め、慎重に審査を実施いたしました。 

 以下その概要についてご報告申し上げます。 

○ 歳入において加入金、有線放送電話使用料等が減額となっているが、その内容は。 

△ 加入金については、有線放送運用が終えんに向かっていることや、有線電話の通話の運用が

できなくなったことを一因として、新たに加入する案件について発生しなかった。収入の内訳

は、７月１０日に行われた参議院議員選挙で臨時に使用された有線電話の加入金である。使用

料については昨年１２月の交換機故障による影響で、２，１８７人分、約３００万円強の通話

にかかわる部分の還付金が発生したため減額となった。 

○ 財産に関する調書において、宅内スピーカー、プッシュ式電話機、電柱が減収しているが、

その理由は。 

△ 宅内スピーカーについては、交換機の故障により通話ができなくなったことに伴い、脱退さ

れた方の宅内スピーカーの取り外しにより処分したものである。プッシュ式電話機については

町関係施設に設置されていた電話機を撤去したためである。電柱については通常の移設や撤去

を行う中で不要となった電柱を処分したためである。 

○ 設備基金について、どのように考えているか。 

△ 使用料がスピーカー加入分だけとなったという状況下で、それを補塡するため、今年度の運

用費として１千万円ほど使用する予定である。残額はデジタル防災行政無線の整備に充てる予

定である。 

 以上で質疑を終結し、討論を省略、挙手による採決の結果、議案第３３号「平成２８年度坂

城町有線放送電話特別会計歳入歳出決算の認定について」全員の賛成により原案のとおり認定

することに決定いたしました。 

 以上で総務産業常任委員会の審査報告といたします。 

議長（塩野入君） 委員長報告が終わりました。 

 「質疑、討論なく（原案賛成、挙手全員により）認定」 
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―――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

◎日程第４「議案第３４号 平成２８年度坂城町国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定に

ついて」 

議長（塩野入君） 社会文教常任委員長の審査報告を求めます。 

社会文教常任委員長（柳沢君） 去る９月１３日の本会議において、社会文教常任委員会に審査

を付託されました議案第３４号「平成２８年度坂城町国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認

定について」９月１４日の委員会において、説明員として福祉健康課長、収納対策推進幹、保

健センター所長、担当係長の出席を求め、慎重に審査を実施いたしました。 

 以下その概要についてご報告申し上げます。 

 ＜歳入＞ 

○ 軽減世帯の７割、５割、２割の世帯数及び滞納世帯数は。 

△ 医療分支援金分の７割軽減は４８３世帯、５割軽減は３２５世帯、２割軽減は２８１世帯。

介護分の７割軽減は２１１世帯、５割軽減は１１１世帯、２割軽減は１０４世帯。滞納世帯は

７割軽減が２９世帯、５割軽減が１３世帯、２割軽減が１９世帯である。 

○ 収入未済について医療給付費分、後期高齢者支援金分、介護納付金分、それぞれ何人、何件、

滞納最高額は幾らか。 

△ 一般分については、医療給付費分現年課税分は１１８人で５４５件、後期高齢者支援金現年

課税分は１１８人で５４５件、介護納付金現年課税分は８５人で４０１件、医療給付費分滞納

繰越分は１７４人で３，３７４件、後期高齢者支援金分滞納繰越分は１５１人で２，０７１件、

介護納付金分滞納繰越分は１１４人で２，２９１件である。 

 退職分については、医療給付費金分現年課税分は７人で３２件、後期高齢者支援金分現年課

税分と介護納付金分現年課税分も同様。医療給付費分滞納繰越分は１６人で３２６件、後期高

齢者支援金分滞納繰越分は１３人で１８８件、介護納付金分滞納繰越分は１５人で３０１件で

あり、最高額は現年課税分が７９万１００円であり、滞納繰越分は４２２万２３２円である。 

 ＜歳出＞ 

○ ２８年度末短期被保険者証を交付した内訳と窓口扱いの数は。 

△ 短期被保険者証の交付は５６件で、内訳は１カ月が５２件、３カ月が３件、６カ月が１件で

あった。また、窓口預かりは９件であった。 

○ 高額療養費の件数と最高額は。 

△ 一般被保険者分の高額療養費は２，４８９件で、費用額の最高は５７９万８，８６０円で

あった。また退職被保険者分の高額療養費は１０２件で、費用額の最高額は３５８万

６，６６０円であった。 

○ 特定健診等事業費の人間ドック委託料の内容は。 
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△ 人間ドック委託料は６医療機関に委託、１泊２日５７名、日帰り２８１名である。 

 以上で質疑を終結し、討論を省略、挙手による採決の結果、議案第３４号「平成２８年度坂

城町国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定について」賛成多数により原案のとおり認定す

ることに決定いたしました。 

 以上で社会文教常任委員会の審査報告といたします。 

議長（塩野入君） 委員長報告が終わりました。 

 委員長報告に対する質疑に入ります。 

（進行の声あり） 

議長（塩野入君） これにて質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。 

 まず原案に反対の方の発言を許します。 

８番（塩入君） 議案第３４号「平成２８年度坂城町国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定

について」反対の立場から討論します。 

 ２８年度歳入決算額は１８億９，５６６万１，３６４円、歳出決算額は１８億６，１５６万

４，５００円で、差引残高が３，４０９万６，８６４円です。国保の加入世帯数は

２，１４２世帯で、３５．２％を占めます。 

 ２８年度の滞納額は、現年度分が９４４万５，９７６円、滞納繰越分は５，９２２万

９，１６８円です。合計で６，８６７万５，１４４円です。昨年と比べ現年度分は増えていま

すが、滞納繰越分は減少しています。町職員の皆さんの努力の結果です。しかし、新たに滞納

世帯になった世帯が２０世帯もいるということは、アベノミクスによる貧困家庭が増えている。

年金が下がり、医療・介護の負担増も大きな原因となっています。 

 国保加入者は高齢者を初め低所得者がほとんどです。年間所得でいえば３３万円以下の人が

２４．１％、４分の１を占め、１００万以下の人が約半数です。このような低所得者にとって

は１人当たり平均国保税が８万８，４００円というのは余りにも高過ぎるのではないでしょう

か。 

 昨日発表された県の試算では、坂城町は１人当たり１１万４，３７５円と試算しております。

払いたくても払えない状況があるわけです。憲法第２５条では、「すべての国民は、健康で文

化的な最低限度の生活を営む権利を有する。」と定め、国や地方自治体には福祉など社会保障

を充実させる義務を定めています。国民皆保険制度のこの憲法第２５条の精神によって、国が

定めたものです。全ての国民に保険証を発行し、命と健康を守るべきです。 

 ところが、滞納すれば正規の保険証が発行されません。坂城町では窓口で全額負担をしなけ

ればならない資格証明書が１世帯、１カ月ごとに払う短期証が５２世帯、３カ月が３世帯、

６カ月が１世帯、保険証をもらえない未交付が９世帯あります。このようなペナルティーはや
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めるべきです。自己責任にするのでなく、社会的責任で国民皆保険制度を守るべきではないで

しょうか。そこで、高い国保税をいかに安くしていくか提案をします。 

 第１に医療費を抑えるため、予防医療を強化することです。坂城町の国保加入者の１人当た

りの医療費が３９万９，１０７円で、県下では第７番目に高いです。後期高齢者の１人当たり

の医療費は８９万２，４８１円で、県下で高いほうから５番目です。かつては県下ワーストワ

ンが４年連続続きましたが、２８年度は前年度と比べて、１人当たり５万円も低くなりました。

保健センターの皆さんを中心に重症化防止に取り組んできた成果もあらわれてきています。し

かし、特定健診の受診率は速報値が５１．９％にとどまっており、県下で２９位です。そのた

め、特定健診の受診料を低減するなどして、国の目標である６５％を目指して、引き続き努力

をされたい。 

 第２に、高過ぎる国保税の負担を軽減させるために、一般会計から繰り入れをすることです。

県内でも繰り入れている自治体が幾つもあります。近隣では上田市、長和町、長野市などがそ

うです。 

 第３に社会保険の中で最も低所得者が多い国民健康保険制度をつくるとき、国が２分の１を

負担していました。しかし、今では半分の４分の１近くに減らしています。もう一度国が原点

に戻すよう強く働きかけていただきたい。国民の命と健康を守るために、国民皆保険制度をい

つまでも守り続けるために。 

 以上、３点提案し、議案第３４号「平成２８年度坂城町国民健康保険特別会計歳入歳出決算

の認定について」の反対討論といたします。 

議長（塩野入君） 次に、原案に賛成の方の発言を許します。 

３番（小宮山君） 私は、議案第３４号「平成２８年度坂城町国民健康保険特別会計歳入歳出決

算の認定について」賛成の立場から討論させていただきます。 

 国民健康保険は、加入者が安心して医療を受けられる医療保険として国民皆保険制度の一翼

を担うとともに、保健事業の実施により加入者の健康の維持増進にも大きく貢献しています。 

 しかしながら、加入者の高齢化や医療の高度化など国保財政を取り巻く状況は年々厳しさを

増しており、今後も安定的で健全な財政運営を図っていくことが大きな課題と感じています。 

 歳入においては、財源の柱である国保税の徴収に関しても厳しい状況が続いていますが、個

別相談や納税相談で一人一人と話をし、また夜間の臨戸徴収も続けるなど、年間を通じた滞納

整理等により、全国的にも上位の収納率を維持しており、税収の確保に向けて大変なご労苦を

いただいているところであります。 

 一方の歳出は、保険給付費の支払額が全体で１２億３２６万円と前年度より２．２％の減少

でありましたが、被保険者数の減少を考えると、依然として高い水準で推移している状況が続

いております。こうした医療費の適正化に向け、生活習慣病の重症化予防を図る特定健診や特
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定保健指導を積極的に行うなど、健康づくりに向けた取り組みも実施されているところであり

ます。 

 また、ジェネリック医薬品の利用促進に向けた普及啓発や差額通知、加入者へのわかりやす

い情報提供などを続け、将来的に医療費を抑制していくための事業も展開されており、健全な

制度運営に向けた一定の取り組みが図られているものと思われます。 

 来年度からは、国保財政の安定的な運営に向け、県との共同による国保運営がスタートする

わけでありますが、引き続き被保険者の負担の公平を図る観点から、国保税の適正徴収を一層

図られるとともに、被保険者の健康事業の推進と医療費の抑制におきましても、さらなる取り

組みを強く要望いたしまして、議案第３４号「平成２８年度坂城町国民健康保険特別会計歳入

歳出決算の認定について」私の賛成討論といたします。 

議長（塩野入君） 次に、原案に反対の方の発言を許します。 

（進行の声あり） 

議長（塩野入君） 次に、原案に賛成の方の発言を許します。 

（進行の声あり） 

議長（塩野入君） これにて討論を終結いたします。 

 これより採決いたします。 

 本案を原案のとおり認定することに賛成の方の挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 

議長（塩野入君） 挙手多数。 

 よって、本案は原案のとおり認定することに決定いたしました。 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

◎日程第５「議案第３５号 平成２８年度坂城町同和地区住宅新築資金等貸付事業特別会計歳

入歳出決算の認定について」 

議長（塩野入君） 総務産業常任委員長の審査報告を求めます。 

総務産業常任委員長（吉川さん） 去る９月１３日の本会議において総務産業常任委員会に審査

を付託されました議案第３５号「平成２８年度坂城町同和地区住宅新築資金等貸付事業特別会

計歳入歳出決算の認定について」９月１５日の委員会において、説明員として企画政策課長、

隣保館長の出席を求め、慎重に審査を実施いたしました。 

 以下その概要についてご報告申し上げます。 

○ 滞納状況及び最高額から４位までの金額は。 

△ 滞納額は２８年度末で２，６９８万５千円である。６人９件で、多い順に１，０２６万２千

円、５０６万６千円、３８０万５千円、３１５万２千円となっている。 

○ 滞納者への対応は。 
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△ 電話や訪問などで対応をしている。これまで１名が２カ月に１回、２万円から３万円の返済

があるが、他の方からは返済がなかなか進んでいなかった。しかし、今年度新たに１名が２カ

月に１回程度の返済を始めた状況である。 

○ 特別会計は２９年度に公債費の返還が終了することにあわせて廃止するのか。 

△ 特別会計を廃止する、または滞納額がある間は存続するかについては、他市町村の状況を鑑

み検討をしていきたい。 

 以上で質疑を終結し、討論を省略、挙手による採決の結果、議案第３５号「平成２８年度坂

城町同和地区住宅新築資金等貸付事業特別会計歳入歳出決算の認定について」全員の賛成によ

り原案のとおり認定することに決定いたしました。 

 以上で総務産業常任委員会の審査報告といたします。 

議長（塩野入君） 委員長報告が終わりました。 

 「質疑、討論なく（原案賛成、挙手全員により）認定」 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

◎日程第６「議案第３６号 平成２８年度坂城町工業地域開発事業特別会計歳入歳出決算の認

定について」 

議長（塩野入君） 総務産業常任委員長の審査報告を求めます。 

総務産業常任委員長（吉川さん） 去る９月１３日の本会議において総務産業常任委員会に審査

を付託されました議案第３６号「平成２８年度坂城町工業地域開発事業特別会計歳入歳出決算

の認定について」９月１５日の委員会において、説明員として産業振興課長、担当係長の出席

を求め、慎重に審査を実施いたしました。 

 以下その概要についてご報告申し上げます。 

○ 財産売払収入の内容は。 

△ 取得費２，００６万円、工事・造成費９，８９８万円、測量試験費ほか１８７万円と借入利

息及び土地開発公社事務費である。 

○ 土地購入企業の工事進捗状況は。 

△ 来年２月竣工を予定しているとのことである。 

 以上で質疑を終結し、討論を省略、挙手による採決の結果、議案第３６号「平成２８年度坂

城町工業地域開発事業特別会計歳入歳出決算の認定について」全員の賛成により原案のとおり

認定することに決定いたしました。 

 以上で総務産業常任委員会の審査報告といたします。 

議長（塩野入君） 委員長報告が終わりました。 

 「質疑、討論なく（原案賛成、挙手全員により）認定」 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
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◎日程第７「議案第３７号 平成２８年度坂城町下水道事業特別会計歳入歳出決算の認定につ

いて」 

議長（塩野入君） 総務産業常任委員長の審査報告を求めます。 

総務産業常任委員長（吉川さん） 去る９月１３日の本会議において総務産業常任委員会に審査

を付託されました議案第３７号「平成２８年度坂城町下水道事業特別会計歳入歳出決算の認定

について」９月１５日の委員会において、説明員として建設課長、担当係長の出席を求め、慎

重に審査を実施いたしました。 

 以下その概要についてご報告申し上げます。 

○ 受益者負担金の不納欠損の内容は。また最高額は。 

△ 対象者は２名、最高額２５万１，５５０円。理由は生活保護世帯のため執行停止としており、

その後３年経過したが、生活保護の状況が変わっていないため、不納欠損とした。 

○ 収入未済額について、その内容は。 

△ 受益者負担金について、現年度の滞納者は３０名、最高額は１８万６千円。滞納繰越分につ

いては７４名、最高額は１２９万６，９１０円。最長期間が平成１３年からとなっている。下

水道使用料について、現年度の滞納者は８０名、最高額は７９万６，００８円。滞納繰越分に

ついては５０名、最高額は２８４万８，８００円、最長期間が平成１６年からとなっている。 

○ 受益者負担金について、前納報奨の対象は何名か。 

△ ２８年度の賦課対象者１３５名のうち９２名が一括前納による報奨金の対象である。 

○ 一括前納以外の報奨金の制度の内容は。 

△ ２０回の分割払いを基本とし、前納の回数に応じて報奨金の割合が決まる。最高で１９回分

に対し１１％の前納報奨金が交付され、回数が減るごとに割合が下がる。１回分の前納であれ

ば、２％が報奨金として交付される。 

○ 起債残額が５３億円となっているが、状況は。またピークは。 

△ 見込みで起債残高のピークは３２年度。金額は５５億１，６００万円。元利償還のピークが

３４年度、金額４億５００万円を見込んでいる。 

 以上で質疑を終結し、討論を省略、挙手による採決の結果、議案第３７号「平成２８年度坂

城町下水道事業特別会計歳入歳出決算の認定について」全員の賛成により原案のとおり認定す

ることに決定いたしました。 

 以上で総務産業常任委員会の審査報告といたします。 

議長（塩野入君） 委員長報告が終わりました。 

 「質疑、討論なく（原案賛成、挙手全員により）認定」 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

◎日程第８「議案第３８号 平成２８年度坂城町介護保険特別会計歳入歳出決算の認定につい
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て」 

議長（塩野入君） 社会文教常任委員長の審査報告を求めます。 

社会文教常任委員長（柳沢君） 去る９月１３日の本会議において社会文教常任委員会に審査を

付託されました議案第３８号「平成２８年度坂城町介護保険特別会計歳入歳出決算の認定につ

いて」９月１４日の委員会において、説明員として福祉健康課長、収納対策推進幹、担当係長

の出席を求め、慎重に審査を実施いたしました。 

 以下その概要についてご報告を申し上げます。 

 ＜歳入＞ 

○ 現年度分の普通徴収保険料収入未済の人数、件数、最高額は。 

△ 現年度分については４２人、２２４件、１２３万６，３００円。最高額は７万８千円である。 

○ 不納欠損と滞納繰越分、収入未済について、人数、件数、最高額と一番古い滞納年度は。 

△ 不納欠損は１１人、２２８件。最高額は２４万６，４００円。滞納繰越分、収入未済は

６４人、１，５０２件、最高額は４６万６，７００円。滞納年度は平成１２年度が一番古い。 

○ 介護保険料の収納率は上がっているが、滞納額の多い人への対応は。 

△ 一括は難しいので分割になるが、長期化はよろしくないので、短期で未納の解消をしていき

たい。介護保険料は滞納整理機構には移管できない。 

 ＜歳出＞ 

○ 介護認定者は７１１人で、前年比１９人増えている。サービスを利用していない人はいるか。 

△ ６９人がサービスを利用していない。サービスの受給率は９０．３％となっている。 

○ 特別養護老人ホーム、老人保健施設療養型医療施設の入居者の状況は。 

△ 介護保険施設の給付者の内訳として、特別養護老人ホームが１００人。老人保健施設が

４８人。療養型医療施設が２人の合計１５０人である。 

○ 居宅介護サービスの受給状況は。 

△ さまざまなサービスがあるため、必要とするサービスを利用いただいているが、２８年度の

利用者延べ人数は合計９，０７１人で、最も多いサービスが通所介護サービスで、年間延べ

１，８７１人となっている。 

 以上で質疑を終結し、討論を省略、挙手による採決の結果、議案第３８号「平成２８年度坂

城町介護保険特別会計歳入歳出決算の認定について」全員の賛成により原案のとおり認定する

ことに決定いたしました。 

 以上で社会文教常任委員会の審査報告といたします。 

議長（塩野入君） 委員長報告が終わりました。 

 「質疑、討論なく（原案賛成、挙手全員により）認定」 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
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◎日程第９「議案第３９号 平成２８年度坂城町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定

について」 

議長（塩野入君） 社会文教常任委員長の審査報告を求めます。 

社会文教常任委員長（柳沢君） 去る９月１３日の本会議において社会文教常任委員会に審査を

付託されました議案第３９号「平成２８年度坂城町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認

定について」９月１４日の委員会において、説明員として福祉健康課長、担当係長の出席を求

め、慎重に審査を実施いたしました。 

 以下その概要についてご報告申し上げます。 

 ＜歳入＞ 

○ 保険料のうち、９割軽減、うち特例軽減、８．５割軽減、５割軽減、２割軽減の人数は。 

△ 軽減者数の内訳は、９割軽減が７９９名、うち特例軽減４４７人。８．５割軽減５０５人、

５割軽減３２２人、２割軽減３００人である。 

 ＜歳出＞ 

○ １人当たり医療費の額と県下の順位は。 

△ １人当たり医療費は８９万２，４８１円で、県下順位は高いほうから５番目である。 

 以上で質疑を終結し、討論を省略、挙手による採決の結果、議案第３９号「平成２８年度坂

城町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定について」全員の賛成により原案のとおり認

定することに決定いたしました。 

 以上で社会文教常任委員会の審査報告といたします。 

議長（塩野入君） 委員長報告が終わりました。 

 「質疑、討論なく（原案賛成、挙手全員により）認定」 

 ここで昼食のため午後１時３０分まで休憩いたします。 

（休憩 午後 ０時０３分～再開 午後 １時３０） 

議長（塩野入君） 再開いたします。ただいまお手元に追加議案の提出がありました。 

 お諮りいたします。 

 ただいま提出された議案を日程に追加いたしたいと思います。 

 ご異議ありませんか。 

（異議なしの声あり） 

議長（塩野入君） 異議なしと認め、日程に追加することに決定いたしました。 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

◎日程第１０「議案第４０号 坂城町農業委員会に関する条例の制定について」 

議長（塩野入君） これより質疑に入ります。 

８番（塩入君） ２点質問します。第１点は農業委員会の公選制を廃止して、市町村長が任命す
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ることになるわけですが、公選制を廃止するのはやっぱり問題だと思いますが、それについて

はどう考えていますか。 

 ２点目ですが、今度、農地利用最適化推進委員が新たにつくられます。その仕事の内容とし

て、一つは担い手への農地利用の実績、集約化。それから２番目に遊休農地の発生防止、解消。

３番目に新規参入の促進とありますが、その③の新規参入の促進について質問します。一つは

ですね、町内外の人や企業も参入できるのか、それが１点。それから問題のある企業がもし参

入した場合にチェックできるのかどうか。以上、２点です。 

産業振興課長（大井君） 農業委員会に関する条例についてのご質問について順次お答えをさせ

ていただきたいと思います。初めに公選制の廃止についてでございますけれども、こちらは農

業委員会法、国で定めております農業委員会法のほうで公選制を廃止して任命制にするという

ことで、それに準じてまいりたいというふうに考えておるところでございます。 

 次に、推進委員の関係のご質問でございますが、新規参入の法人等についてでございますけ

れども、こちらについてすぐさまご質問の問題があるかどうかというようなところは、なかな

か確認しづらいところがございますので、農業活動、営農をしていく中で農業委員等地元の農

家さんから情報を収集していく中で対応をしてまいりたいというふうに考えております。 

８番（塩入君） ２回目の質問をします。農業委員の公選制について、今の答弁では国でもう決

められてきているという状況の中でやっていくということですけれども、やはり公選制につい

てですね、これもかつては教育委員会も公選制であったものが今度任命制になっているわけで

すけれども、今回農業委員会も同じように公選制になったと。 

 そこで、今まではですね、農業をしている農業者が農業者の代表を選挙して選び、選ばれた

代表は農業委員として農地利用の維持管理体制をやってきたわけですね。僕も農業従事者の

１人として選挙にもかかわってきて、本当に身近な人を選ぶこともできたわけですけれども、

今度は農業に全く関係のない人も、しかも地区内外であっても市町村長の任命で選ぶことがで

きるわけです。これではですね、本当に農業者の利益を守ることができるのかどうか。農業に

従事している人たちが自分たちの代表を選ぶということが私は民主主義の一番の原点だという

ふうに思います。 

 戦前は女性は選挙権がなかったわけで、戦後初めて参政権で男女平等で選挙をすることに

なったと。そして、戦後の民主主義がつくられてきた経過を見てもですね、選挙というものは

一人一人の考えで選ぶということですから、特に農業従事者が選ぶということであるわけです

から、やはりその点、今回は農業に関係ない人も選ばれ、本当にみんなで農業の将来のことを

考えていくことができるのか、その辺非常に心配なんですが、その点についてはどうでしょう

か。 

産業振興課長（大井君） 公選制の再質問についてお答えを申し上げます。今までも地元の農業、
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農家に従事されている方が選ばれて、農業委員さんになられていると思うんですけれども、今

後も基本的にはそういった農業に従事をされている方々の中から選出されていくというふうに

考えております。また、開発の関係もございますので、そこに中立の方という方も含まれてく

るようになりますけれども、最終的にそういった方々がそろったところで、今後の予定といた

しましては、議会にお諮りをして同意をいただいていくということで、ご承認いただく農業委

員さんが来年以降農業委員の活動をしていただくというふうに考えております。 

１２番（大森君） １点お尋ねいたします。今は公選制でそれぞれの自治体から農業委員会が組

織され、そして県やあるいは全国の農業会議所というものが組織されていると思うんですが、

これについて、まず廃止されるのかどうか。これについて確認したいと思います。 

産業振興課長（大井君） ご質問の農業会議でございますけれども、今回の国の制度改正に伴い

まして、農業委員会ネットワーク機構という名称が変更をされてございますが、今後も農業委

員会ネットワーク機構という形で存続をしていくようになります。 

１２番（大森君） 農業会議所にかわってネットワーク機構ということに名称変更ですが、位置

づけは大分変わるんじゃないかというのを一つ思うんですね。一つはそれぞれの自治体から推

薦され、そして議会で承認された農業委員会が組織され、それは全国から集まってきて農業委

員会、ネットワーク機構という形になるわけですから、基本的には行政側の側面に立った形で

の内容になってくるんじゃないかというのが一つ心配されます。 

 今の公選制で行われているのは、農業従事者の皆さんがそれぞれの実際の農業委員さんを選

び、そして県組織、全国組織ということで、行政あるいは地方自治体に対しては中立の立場、

独立した立場で行われていると、こういう農業委員会が名称が変わってネットワーク機構にな

るというこの点についてですね、やっぱりこれは国、行政から自立した組織というふうになら

ないのではないかというふうに考えるんですが、その辺は担保されているんでしょうか。 

産業振興課長（大井君） 農業委員会ネットワーク機構の関係でございますけれども、まず基本

的には都道府県単位で組織をされていくというものでございます。各農業委員さんからも選出

されて、このネットワーク機構の中に加盟していただくような方も出てくるわけですが、全市

町村の農業委員ということではございませんで、選ばれた方が入っていくというような形に

なってまいろうというふうに考えております。 

 そういった中で、現在もこの制度改正においても、今は農業会議所に相談して、いろいろ対

応していただいたりとかいうことも行っております。そういった中で今後も中立性については、

各農業委員さんも入って行っていくというところでは保たれるというふうに考えております。 

 「質疑終結、討論なく（原案賛成、挙手多数により）可決」 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

◎日程第１１「議案第４１号 坂城町福祉医療費給付金条例の一部を改正する条例について」 
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 「質疑、討論なく（原案賛成、挙手全員により）可決」 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

◎日程第１２「議案第４２号 平成２９年度坂城町一般会計補正予算（第３号）について」 

議長（塩野入君） これより質疑に入ります。 

１３番（入日さん） 歳入の４ページで、款１５財産収入、項２財産売払収入、目１不動産売払

収入で７，８９２万７千円土地売払収入となっていますが、これは多分１８号バイパスに関す

るものだと思いますが、場所はどこなのか。お願いいたします。 

 それから１２ページ、款６農林水産業費、項１農業費、目３農業振興費で侵入防止柵等資材

費２９万１千円が追加になっていますが、これは区単位なのか、それとも個人、いわゆる団体

でやるのか、あるいは個人の追加分なのか。 

 それからその上の荒廃農地の利用促進事業交付金１６万５千円ですが、これはどこの場所を

どのような方法で荒廃農地を解消するのか。 

 それから、１７ページの款１０教育費、項２小学校費、目２南条小学校教育振興費で教材用

備品２０万円の内容をお願いします。 

 それから最後に１８ページ、款１０教育費、項４社会教育費、目４文化財保護費の中で、坂

木宿ふるさと歴史館の修繕費５０万円のどんな修繕をするのか。以上です。 

まち創生推進室長（竹内君） 歳入の土地売払収入についてのご質問にお答えをいたします。場

所はどこかということでございますけれども、この土地売払収入につきましては、１８号バイ

パスの事業用地として鼠区の共有地を売却するものでございます。場所は鼠橋の以北、北側の

ですね、イワバナ建材があるんですけれども、あそこのちょうど北側の部分になります。 

産業振興課長（大井君） １２ページの農業振興一般経費のうち荒廃農地等利活用促進事業でご

ざいますけれども、こちらについては当初交付申請を行っておったところなんですが、荒廃農

地等利活用促進事業交付金、県の補助金でございますけれども、こちらの交付決定を受けて補

正を今回お願いするものでございます。 

 内容といたしましては、昨年度は同じ交付金を活用して坂城地区の荒廃地の再整備を行って

きたところでございます。今回はその土壌改良を行うということで補正をさせていただいてご

ざいます。 

 それから、その下になります侵入防止柵資機材費でございますけれども、こちらも県の有害

鳥獣被害防止対策交付金という交付申請を当初行っておりまして、交付額が決定し、その差額

を今回補正させていただいたものでございます。具体的には小網地区のイノシシやニホンジカ

などの侵入防止柵を今年度は４カ所、総延長で３９５ｍ設置をするというものでございます。 

教育文化課長（宮下君） １７ページ、南条小学校教育振興費教材用備品の内容でございますけ

れども、アコーディオンなど音楽教科用の備品でございます。 
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 続きまして１８ページ、文化財保護費、坂木宿ふるさと歴史館管理一般経費の修繕料の内容

でございますけれども、屋根瓦の修繕でございます。 

１３番（入日さん） 農業一般経費の中の侵入防止柵ですが、小網地区ということで、区を挙げ

て設置するというので、個人ではなくてということですね。 

 被害の実態ですが、上平も区を挙げてやって、あと小網区もやるということになると、結局

今度やっていない網掛地区がかなりまた被害に遭うんじゃないかと思うんですが、その被害に

ついて、昨年度よりも増えているのか。あるいは農業的な被害がどのくらいあるのかお伺いし

ます。 

産業振興課長（大井君） 上平地区が完了して、小網地区も順次整備をしていく中でのご質問で

ございますけれども、具体的に網掛のところでというか未整備地区で急激に増えているとか、

そういった状況というのはお聞きしていないところではありますけれども、全般的にどこの地

区においても出没といいますか、目撃される回数が増えてきているということでありますけれ

ども、農作物の被害状況としては、町全体では横ばい状況ということでございます。 

６番（滝沢君） １点お聞きいたします。１８ページ、款教育費、項社会教育費、目４文化財保

護費の文化財保護一般経費ということで１２０万計上されておりますが、この内容についてお

願いいたします。 

教育文化課長（宮下君） １８ページ、文化財保護一般経費改修工事費等、また閲覧室備品等

１２０万円の内容でございますけれども、まず改修工事等につきましては、Ｂ．Ｉプラザホー

ル右側の研究室を古文書閲覧室として活用するための改修工事でございます。 

 主な内容でありますけれども、セキュリティ面を考慮する中でホール側の側面に窓を２カ所

設置し、ホールから閲覧室内部が見られる構造とするものでございます。また、備品でござい

ますけれども、閲覧室に机、椅子を設置するものでございます。 

６番（滝沢君） 今お聞きしました。関係者の方には非常に喜ばしい報告だと思うんですけれど

も、今後ですね、やっぱり具体的にどんなような公開方法といいますか、利活用といいますか、

そのような方法をまたお願いしたいんですが。 

教育文化課長（宮下君） 再質問にお答えいたします。閲覧室設置後の活用につきましてですけ

れども、現在、古文書の収集状況でございますけれども、１０件の古文書目録の整備が終了し

ておりまして、Ｂ．Ｉプラザ内の古文書資料室で整理・保管をしております。個々の見出し的

な目録としては８，０９９件となっており、年代的には江戸時代のものが多く、当時の坂城町

を知る貴重な資料となっております。 

 閲覧室整備後につきましては、整備済みで閲覧可能な古文書について広く町民の皆さんにご

覧いただければと考えております。あわせて文化財のＰＲにも努め、貴重な古文書の保存につ

ながっていければと期待するところでございます。 
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１０番（山﨑君） まず４ページの財産収入と、また６ページの財産管理費の鼠区環境整備補助

金、これは前のバイパスをつくるときも、今の鼠橋から南側に向かっての共有地の払い下げに

よって、町と鼠区で半分ずつという話でありました。今回もそのようにしていかれるのか。ま

た鼠区に対して何かそういう設備をつくるときには、前のときは２千万円預かって、それをそ

のときには出すという話で、今回もそのような協定はあるんでしょうか。 

 また、今回の地権者というか耕作の方たちは何筆で何人の方がこの権利を持っておられるの

か。まずそれをお聞かせください。 

まち創生推進室長（竹内君） 鼠区への環境整備補助金のご質問にお答えをしたいと思います。

共有地の取り扱いにつきましては、平成１７年１月に町と鼠区、それから鼠区共有地対策委員

会で覚書を取り交わしておりまして、その代金については折半とするという取り決めがされて

おります。今回の売却においてもですね、同様に取り扱うことということで進めているところ

でございます。鼠区への環境整備等補助金につきましては、鼠区へ行くんですけれども、町の

ほうの収入となる部分については前回同様ですね、鼠地域の公共事業に充てていくという考え

でおります。 

 それから権利関係ですね、耕作者の人数については、鼠区のほうで把握をしている。町のほ

うでそこまで把握はしていない状況でございます。 

１０番（山﨑君） 今回もバイパスの工事に伴って土地の買い上げというのが進んで、道路がで

きるわけですけれども、今回でこれを鼠区との共有地というか、それは終わるんでしょうか。

それともまだ数年かかるんでしょうか。 

 また、折半ということでもともとの財産収入が７，８９２万７千円ですか。半額がこちらの

ほうに鼠区の補助金として上がっていますけれども、この差し引いた半分の金額はどちらのほ

うに割り振られているんでしょうか。以上です。 

議長（塩野入君） ちょっともう一度、後半のほう。 

１０番（山﨑君） だから７，８９２万７千円で、半額が鼠区の今回の整備補助金として、こち

らに上がっています。また、前回のように町で預かっていて、それを鼠区の整備のときに支出

するという形になっているという話ですけれども、それはこの残った半分という金額はどのよ

うな形でこの予算書というか、そうやってどこかにストックしておくのか。そういう部分はど

うなっていますか。 

まち創生推進室長（竹内君） 鼠区の共有地の関係でお答えをいたします。鼠区の共有地につき

ましては、今回予定をしておりますのが９筆で９，４６２．６２ｍ２という予定をしております。

残りが６筆で７，００２．０７ｍ２が残っております。こちらについては来年度売却をする予定

となっております。 

 それから、町の収入になるものにつきましては、財政調整基金の中へ一旦入れさせていただ
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きまして、一般財源としてですね、使っていく予定ですけれども、必要に応じて一般財源とし

て使っていきたいということで考えております。 

 「質疑終結、討論なく（原案賛成、挙手全員により）可決」 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

◎日程第１３「議案第４３号 平成２９年度坂城町有線放送電話特別会計補正予算（第１号）

について」 

 「質疑、討論なく（原案賛成、挙手全員により）可決」 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

◎日程第１４「議案第４４号 平成２９年度坂城町国民健康保険特別会計補正予算（第１号）

について」 

 「質疑、討論なく（原案賛成、挙手全員により）可決」 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

◎日程第１５「議案第４５号 平成２９年度坂城町同和地区住宅新築資金等貸付事業特別会計

補正予算（第１号）について」 

 「質疑、討論なく（原案賛成、挙手全員により）可決」 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

◎日程第１６「議案第４６号 平成２９年度坂城町下水道事業特別会計補正予算（第１号）に

ついて」 

 「質疑、討論なく（原案賛成、挙手全員により）可決」 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

◎日程第１７「議案第４７号 平成２９年度坂城町介護保険特別会計補正予算（第１号）につ

いて」 

 「質疑、討論なく（原案賛成、挙手全員により）可決」 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

議長（塩野入君） 次に、追加議案の審議に入ります。 

 追加日程第１「議案第４８号 坂城町南条児童館建設工事請負契約の締結について」から追

加日程第６「発委第５号 「核兵器禁止条約」に賛同し批准することを求める意見書につい

て」までの６件を一括議題とし議決の運びまでいたします。 

 職員に議案を朗読させます。 

（議会事務局長朗読） 

議長（塩野入君） 朗読が終わりました。 

 最初に提案理由の説明を求めます。 

町長（山村君） では、議案第４８号、第４９号についてご説明申し上げます。 
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 まず、議案第４８号「坂城町南条児童館建設工事請負契約の締結について」ご説明申し上げ

ます。 

 本案は、老朽化と利便性の向上を図るため、南条児童館の建設工事を施工する請負契約につ

いて、坂城町議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例の規定に基づき、

議会の議決をお願いするものであります。 

 工事の内容でございますが、児童館及びあずまやの建設工事で、延べ床面積は３７２ｍ２、

その他外構、既存建物解体撤去などとなっております。 

 契約金額は８，４２４万円。契約の相手方は中信建設株式会社坂城営業所でございます。 

 工期につきましては、議決をいただいた日から平成３０年３月１５日まででございます。 

 次に、議案第４９号「平成２９年度坂城町一般会計補正予算（第４号）について」ご説明申

し上げます。 

 本案は、歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ４６５万円を追加し、歳入歳出予算の総額

を６９億４，３０４万２千円とするものであります。 

 歳出の内容といたしましては、地域の営農戦略として、農業者などが高収益な作物や栽培体

系への転換を図る取り組みを支援するため、産地パワーアップ計画を策定し、このたび補助事

業として承認されました。 

 具体的には品質保持と販売期間の長期化によって、より高付加価値が見込まれるナガノパー

プルやシャインマスカットなどの冷蔵庫導入にかかわる経費の一部を支援するための補助金

４６５万円を交付するものであります。 

 また、歳入につきましては、産地パワーアップ補助事業交付金を全額充当するため、県支出

金を計上いたすものでございます。 

 以上、よろしくご審議を賜り、適切なるご決定をいただきますようお願い申し上げます。 

議長（塩野入君） 次に趣旨説明を求めます。 

５番（柳沢君） 私からは、発委第２号から３号の２件につきまして、一括して趣旨説明を行い

ます。 

 最初に、発委第２号「義務教育費国庫負担制度の堅持を求める意見書について」意見書の朗

読をもって、趣旨説明にかえさせていただきます。 

 義務教育費国庫負担制度は、国が必要な経費を負担することにより、義務教育の機会均等と

その水準の維持向上を図るための制度として、これまで大きな役割を果たしてきた。 

 しかし、昭和６０年から政府は国の財政状況を理由として、これまでに次々と対象項目を外

し、一般財源化してきた。また、平成１８年に「三位一体」改革の議論の中で、義務教育費国

庫負担制度は堅持したものの、費用の負担割合については２分の１から３分の１に引き下げら

れ、地方財政を圧迫する状況が続いている。今のままでは財政規模の小さな県や市町村では十
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分な教育条件整備ができず、教育の地方格差の拡大が懸念される事態になっている。 

 平成３０年度予算編成においては、義務教育の水準の維持向上と機会均等、地方財政の安定

を図るため、次の事項を実現するよう強く要望する。 

記 

１ 教育の機会均等とその水準の維持向上のために必要不可欠な義務教育費国庫負担制度を堅

持し、負担率を２分の１に復元すること。 

 次に、発委第３号「国の責任による３５人学級推進と教育予算の増額を求める意見書につい

て」意見書の朗読をもって趣旨説明にかえさせていただきます。 

 平成２３年国会において、小学校１年生に３５人学級を導入することが全会一致で法律（義

務標準法改正）に盛り込まれ、附則で小学校２年生以降中学校まで順次改正することを検討し、

政府は財源確保に努めると定められた。しかし、平成２４年度は加配で小学校２年生を３５人

学級としたものの法改正は行われず、それ以降国の３５人学級推進は進んでいない。 

 長野県では平成２５年度に３５人学級を中学校３年生まで拡大し、小中学校全学年において

３５人学級となった。しかし、義務標準法の裏付けがないため財政的負担は大きく、小学校で

は本来配置されるはずの専科教員が配置されなかったり、学級増に伴う教員増を臨時的任用教

員の配置により対応していたりするなど、課題も多く残されている。 

 いじめや不登校、生徒指導上の様々な問題へのなど、多様化する学校現場に対処し、教員が

一人ひとりの子どもと向き合い、ゆきとどいた授業やきめ細やかな対応を可能にするためには、

少人数学級は欠かせない。このために厳しい財政状況の地方公共団体に負担を強いることなく、

国の責任において早期に３５人学級を実現する必要がある。 

 また、長野県では少子化が進むなかで、県や市町村が独自に教員を配置するなどして複式学

級を解消しているが、地方自治体の財政的負担は大きなものとなっている。児童・生徒数が少

ない市町村においてもゆきとどいた教育を実現するため、国の責任において複式学級を解消す

るよう学級定員を引き下げることが重要である。 

 豊かな教育を進めるため、以下の点を強く要請する。 

記 

１ 国の責任において計画的に３５人学級を推し進めるために、義務標準法改正を含む教職員

定数改善計画を策定し、着実に実行すること。また、そのための教育予算の増額を行うこと。 

２ 国の複式学級の学級定員を引き下げること。 

７番（吉川さん） 私からは発委第４号から第５号の２件につきまして、一括して趣旨説明を行

います。 

 最初に、発委第４号「改正組織犯罪処罰法「テロ等準備罪法」の廃止を求める意見書の提出

について」意見書の朗読をもって趣旨説明に変えさせていただきます。 
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 共謀罪の趣旨を盛り込んだ「テロ等準備罪」を新設する改正組織犯罪処罰法は、２０２０年

の東京オリンピック・パラリンピックなどに対する「テロ対策」を口実に、国民の納得が得ら

れるまでの審議を尽くさないまま、強行的に採決されて成立、公布、施行に至っている。 

 しかしながら、国会審議を通して政府の説明する「テロ等準備罪」新設の根拠や内容は国民

の疑問や懸念を解消するものとは言い難く、反対や慎重審議を求める国民の声、さらには当議

会をはじめとする地方自治体からの「廃案を求める」意見書を無視するもので、誠に遺憾と言

わざるを得ない。 

 共謀罪は、憲法の保障する思想・信条の自由、表現の自由、集会・結社の自由などの基本的

人権に対する重大な脅威となるとともに、犯罪を行う意思だけでは処罰の対象としないわが国

の刑法の基本原則にも反している。捜査機関が日常的に市民の表現、思想、内心を監視し、介

入・処罰したり、一般の市民団体や政治団体、企業及び労働団体の活動に対する、違法な捜査

が横行する恐れもある。戦前及び戦中の治安維持法と同様に、内心の自由を侵す思想弾圧法規

になりかねず、捜査機関の監視と国民の密告という暗い社会を再び招き寄せることも懸念され

る。 

 よって、国会及び政府に以下の事項を強く要請する。 

記 

１ 改正組織犯罪処罰法「テロ等準備罪法」を廃止すること。 

 次に、発委第５号「「核兵器禁止条約」に賛同し批准することを求める意見書について」意

見書の朗読をもって趣旨説明に変えさせていただきます。 

 広島・長崎の被爆から７２年を経た２０１７年７月７日、ニューヨーク国連本部で開催され

た「核兵器禁止条約交渉会議」において、１２２ヶ国の圧倒的多数（国連加盟国の６３％）の

賛成で「核兵器禁止条約」が採択された。 

 採択された「核兵器禁止条約」は、「Ｈｉｂａｋｕｓｈａ（ヒバクシャ）」の用語を使って、

被爆者と核実験被害者の「受け入れ難い苦痛と損害」に留意し、その被害への援助、支援の責

任についても触れると共に、核兵器の開発、生産、実験、保有、貯蔵などと合わせて、使用と

その威嚇にいたるまで、あらゆる活動を禁止している。 

 本条約の採択は、核兵器のない平和な世界を求めてきた日本国民と世界の世論に応えるもの

として、歴史的な大きな前進であると言える。 

 また、本条約は５０ヶ国が批准した９０日後に発効する規定になっており、発効後は、核兵

器を違法とする法的規範が確立するが、唯一の戦争被爆国である日本政府が、核兵器禁止条約

へ参加しないことに対して、被爆者をはじめ、国内外の平和を願う多くの国民に批判と失望が

広がっている。 

 日本政府は「核保有国と非保有国の橋渡し役を果たす」「核保有国の参加しない条約は意味
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がない」との見解だが、広島・長崎での被爆の惨状を経験している国として、率先して核兵器

禁止条約に参加し、条約不参加を表明している核保有国などを説得するなど、その先頭に立つ

ことが必要であると考える。 

 以上の趣旨により、日本政府が国連「核兵器禁止条約」に賛同し、批准の手続きを進めるよ

う強く要望する。 

 以上、よろしくご審議の上、ご協賛賜りますようお願い申し上げまして、趣旨説明といたし

ます。 

議長（塩野入君） 提案理由の説明及び趣旨説明が終わりました。 

 ここで議案調査のため１０分間休憩いたします。 

（休憩 午後 ２時１８分～再開 午後 ２時２８分） 

議長（塩野入君） 再開いたします。 

◎追加日程第１「議案第４８号 坂城町南条児童館建設工事請負契約の締結について」 

議長（塩野入君） これより質疑に入ります。 

１３番（入日さん） 先ほどの説明で、建設工事とそれから解体工事も含まれるという説明が

あったんですが、じゃあ建設費はこれ幾らなんでしょうか。 

教育文化課長（宮下君） 建設費と申し上げますか、個々の建設費の内容でございます。ご案内

のとおり南条集会所、まずそれを解体してから本工事に入ります。それと同時に記念館を復元

したといいますか、あずまやを同時建設するという内容でございます。 

 あくまで直接工事費、設計額の内容でございますけれども、本体建設工事が約４，８００万

円。外構・電気・機械で１，６００万円、あずまやの建設で６３０万円、集会所の解体工事で

３８０万円を見込んでおるところでございます。 

１３番（入日さん） 指名競争入札といいますが、何社で入札して、落札率は何％だったんで

しょうか。 

教育文化課長（宮下君） 入札参加業者数は３社でございます。また落札率につきましては、

９３．６％でございます。 

１０番（山﨑君） 今、入札参加数が３社で落札率９３．６％と、集会所を解体すると。また、

その隣地もあるんですが、隣地も同時解体になるんでしょうか。また、南条小学校の前記念館

のどの部分をあずまやに使うんでしょうか。以上です。 

教育文化課長（宮下君） 取得した隣地の物置につきましても同時解体いたします。 

 また、記念館の部材の活用はでございます。ちょっと議員の皆さんにお配りした図面、

ちょっと小さくてわかりづらくて申しわけございませんけれども、設計業者と町の文化財保護

審議委員で、記念館の解体の際にも携わっていただきました信濃伝統建築研究所の和田所長さ

んと打ち合わせを行いまして、歴史的遺構を残すという考えのもとで入り口の破風、また正面
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の飾り鬼、擬宝珠ともいいますけれども飾り物、また壁の饅絵、また入り口の建具など、活用

できる部材はできるだけ活用していきたいと考えているところでございます。 

１０番（山﨑君） 破風等再利用できるところは児童館に、あずまや等に再利用すると。 

 それでは、現在保管されているほかの南条記念館の部材があると思うんですけれども、それ

はこの後どのような扱いになるんでしょうか。 

教育文化課長（宮下君） 構造材の柱やはりなどは朽ちている等、建築材としての利活用は難し

いということでありますので、先ほど申し上げました信濃伝統建築研究所の和田先生など専門

家に確認していただく中で処分してまいりたいと考えているところでございます。 

 「質疑終結、討論なく（原案賛成、挙手全員により）可決」 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

◎追加日程第２「議案第４９号 平成２９年度坂城町一般会計補正予算（第４号）について」 

 「質疑、討論なく（原案賛成、挙手全員により）可決」 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

◎追加日程第３「発委第２号 義務教育費国庫負担制度の堅持を求める意見書について」 

 「質疑、討論なく（原案賛成、挙手全員により）可決」 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

◎追加日程第４「発委第３号 国の責任による３５人学級推進と教育予算の増額を求める意見

書について」 

 「質疑、討論なく（原案賛成、挙手全員により）可決」 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

◎追加日程第５「発委第４号 改正組織犯罪処罰法「テロ等準備罪法」の廃止を求める意見書

について」 

議長（塩野入君） これより質疑に入ります。 

（進行の声あり） 

議長（塩野入君） これにて質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。 

 まず、原案に反対の方の発言を許します。 

４番（朝倉君） 私は、発委第４号「改正組織犯罪処罰法「テロ等準備罪法」の廃止を求める意

見書について」反対の立場から討論を行います。 

 最近の北朝鮮の動きや多発するテロなど、日本を取り巻く環境はますます厳しくなっており

ます。日本が直面する脅威としては、北朝鮮のミサイルと日本が既に標的と名指しされてし

まったテロでございます。ミサイルについては、一昨年の平和安全法制において米国との間で

協力して対応できる体制をつくりましたが、テロについては国際的に重要な条約をまだ日本は
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締結されておりません。この条約は国際組織犯罪防止条約といって世界１８７カ国、地域が締

結しておりますが、わずか１１カ国だけが国内法の制度が不十分なため締結ができておりませ

ん。先進国の中でその一つが日本であります。まことに残念でなりません。テロは世界各地で

急増しており、２０１５年は１万２千件で、死亡者が３万人発生しております。在外邦人にお

いても、ダッカでテロに巻き込まれ、とうとい命が奪われております。 

 このような中で、２０１４年６月にはテロ資金供与対策をする政府間会合で、日本は名指し

で国際組織犯罪防止条約に必要な国内法の整備を行うよう勧告されております。テロが活発化

する中で、日本が他の国と同様にしっかりと国内法を整備して、世界と協力してテロ対策を

行っていくことが国際社会からも求められているところでございます。 

 この条約が締結されれば、テロ対策のため各国の警察や捜査機関同士の協力が進みます。そ

のことにより、しっかりと進み、しっかりと国内法の整備をして、世界と協力してテロ対策を

行っていくことが国際社会からも強く求められているところでございます。 

 この条約が締結されれば、テロ対策のため各国の警察や捜査機関同士の協力が進み、日常的

な情報交換も進み、２０２０年の東京オリンピック・パラリンピックを控えて、国内の制度を

整え、各国と協力してテロ対策を進め、立派な大会が開催可能となりますし、また、する必要

があると考えるところでございます。 

 この条約により、テロ対策のため、各国の警察や捜査機関同士の協力が進み、情報交換の促

進、さらにこの条約に基づく逃亡犯罪人の引き渡し等外交ルートを介せずに正確な情報を得、

かつ迅速な取引が可能となります。 

 この点に対して、この条約締結には特段国内法は不要との意見がありますが、この条約を所

管する国際薬物犯罪事務所の立法ガイドには、明確にかつ具体的に国内法の整備のあり方を記

載してありますし、法務委員会の審議においても明らかにされた国際薬物犯罪事務所の口上書

からも国内法の整備、いわゆるテロ等準備罪の創設が不可欠でございます。 

 意見書の中には、基本的人権に対する重大な脅威や捜査機関が市民の表現、思想、内心を監

視するとして、また戦前・戦中の治安維持法と同様に内心の自由を侵す思想弾圧法規制になり

かねないとなっております。 

 現在の日本は三権分立が確立し、成熟した民主国家であります。このテロ等準備罪法は計画

行為だけでは成立せず、加えて計画された犯罪を実行するための準備行為が行われて初めて処

罰されるものであります。そもそも今回の法案は、警察の捜査権限に関するものでなく、監視

社会になるとしてのことは全く当たりません。治安維持法にしても、人権に対する考え方が現

憲法と明治憲法では根本的に異なります。現憲法では人権は永久不可侵の権利として明記され

ており、かつての治安維持法のような結社の自由そのものを侵したり、実際に逮捕、拷問する

ものではなく、要件は厳格化されており、治安維持法とは明らかに異なるものであります。 
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 世界は常に日本の行動を注視しております。これまで調査捕鯨団に対してあれほどの妨害行

動を起こしたシーシェパードが今後の妨害活動を中止しました。これは日本がテロ等準備罪法

の新設を柱とする組織的犯罪処罰法改正案が成立されたことの一端であります。この法案に対

する批判は日本政府に向かうのではなく、国連やそれを締結している１８７カ国の国に向かっ

ていることに我々は気づくことが重要だと思います。 

 国益や国民の生命、財産、安全を守り保護することは言うまでもなく、法治国家として当然

の責務であります。議員各位におかれましては懸命なる判断をいただきたく、私の反対討論と

させていただきます。 

議長（塩野入君） 次に、原案に賛成の方の発言を許します。 

８番（塩入君） 発委第４号「改正組織犯罪処罰法「テロ等準備罪法」の廃止を求める意見書に

ついて」賛成の立場から討論します。 

 私は３月議会で共謀罪法の廃案を求める意見書に賛成討論をしました。この共謀罪法案はオ

リンピックのテロ対策でないことは国会審議の中でも明らかになりました。共謀罪は話し合い

や計画の段階から罰することができるもので、憲法１９条の思想及び良心の自由はこれを侵し

てはならないという基本的人権を奪うものです。狙いは市民の自由な活動を抑えるため、メー

ルやＬＩＮＥ、盗聴などあらゆる手段を使って、日本を再び監視社会にするものです。戦前の

治安維持法の現代版と言えるものです。 

 そもそもこの共謀罪法は国会において過去３回も廃案にされてきたものです。国民の知る権

利を奪う秘密保護法、自衛隊がアメリカと一緒に世界のどこへでも行って武力行使ができるよ

うになった安保法制、いわゆる戦争法。そして、内心の自由を奪う共謀罪法、どれも全部憲法

違反の法律です。安倍政権は憲法を次から次へと壊しています。狙いは安保法制、戦争法や憲

法９条を改悪に反対している人たちの活動を抑え、憲法９条を変えて戦争できる国にすること

です。国民に十分説明せず、法務委員会で採決もせず、直接本会議で自民党、公明党等で強行

採決したのも国民に本質を知られるのを恐れたからです。 

 このように国民に十分説明せず、多数の力で強行採決し成立させたのが共謀罪法です。中身

においても、決め方においても全て国民を無視して成立させた共謀罪法は直ちに廃止すべきで

す。以上で賛成討論といたします。 

議長（塩野入君） 次に、原案に反対の方の発言を許します。 

（進行の声あり） 

議長（塩野入君） 次に、原案に賛成の方の発言を許します。 

（進行の声あり） 

議長（塩野入君） これにて討論を終結いたします。 

 これより採決いたします。 
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 本案を原案のとおり決することに賛成の方の挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 

議長（塩野入君） 挙手多数。 

 よって、本案は原案のとおり可決いたしました。 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

◎追加日程第６「発委第５号 「核兵器禁止条約」に賛同し批准することを求める意見書につ

いて」 

議長（塩野入君） これより質疑に入ります。 

（進行の声あり） 

議長（塩野入君） これにて質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。 

 まず、原案に反対の方の発言を許します。 

６番（滝沢君） 私は、発委第５号「「核兵器禁止条約」に賛同し批准することを求める意見書

について」反対の立場から討論を行います。 

 このところの北朝鮮の核開発による一連の暴挙は、自国の行為を正当化する身勝手な行動で

あり、核への脅威と地域の緊張を高める行為として到底許されるものではありません。北朝鮮

の核開発の暴走をとめるために、国連を中心とした各国の協調を求めるところであります。 

 ７月７日、国連本部で開催された核兵器禁止条約交渉会議において１２２カ国が賛同し、核

兵器禁止条約が採択されたことは、国際規範として核兵器はまかりならぬということが確立し

つつある重要な出来事であります。 

 日本政府は不参加を表明しましたが、これは日本が核兵器のない世界を目指していないとい

う理由で参加しなかったわけではありません。１９７０年、ＮＰＴ（核拡散防止条約）、これ

は日本も含め１９１カ国が締結しております。アメリカ、イギリス、フランス、ロシア、中国

を核兵器保有国として認め、核兵器のそれ以上の拡散を広げず、核兵器の削減を行っていこう

とするものでありますが、北朝鮮は現在脱退をしております。 

 このたびの核兵器禁止条約は、核保有国はもちろん不拡散に取り組んできたドイツ、オース

トリアなど中道国も参加をしておりません。この条約の理念はすばらしいものの、核保有国、

非保有国も多数参加していないということで、その実効性が疑問視をされております。現在、

ＣＴＢＴ（包括的核実験禁止条約）、ＦＭＣＴ（兵器用核分裂性物質生産禁止条約）といった

核兵器禁止条約の前段階の条約にも核保有国が参加していない状況では、尚早であります。 

 もし、その中で日本が条約に参加してしまうと、安全保障政策と矛盾した主張になりかねな

いのと、核保有国に対する対立をあおることになりかねません。唯一の戦争被爆国である日本

は、ほかの非保有国とは全く異なる役割と責任を求められております。被爆国の日本であるか
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らこそ、日本にしかできない発言と行動があるはずであります。それは核保有国と非保有国の

橋渡し役となって、双方の対話を促すために役割を果たすことであります。 

 まず、ＣＴＢＴ（包括的核実験禁止条約）やＦＭＣＴ（兵器用核分裂性物質生産禁止条約）

を実効性あるものにしていくべく核保有国に働きかけ、核兵器を極限まで減らしていく努力が

まずもって必要であり、それが核兵器廃絶に向け、核のない世界への近道になると日本政府は

しております。 

 現在の世界の軍事バランスを崩すことなく、一歩ずつ、少しずつ核軍縮を進め、それが限り

なく小さな段階になって初めて核兵器禁止条約が現実化するのではないでしょうか。日本政府

が設置した核保有国と非保有国の有識者からなる賢人会議で核軍縮の方策を探り、提言をまと

め、ＮＰＴ（核拡散防止条約）再検討会議に反映させることを求めていくべきであります。そ

れこそが日本政府が果たす真の姿であると考えます。議員各位の懸命なる判断をお願い申し上

げ、私の反対討論といたします。 

議長（塩野入君） 次に、原案に賛成の方の発言を許します。 

１２番（大森君） 私は、発委第５号「「核兵器禁止条約」に賛同し批准することを求める意見

書について」賛成の立場で討論いたします。 

 ７月の国連総会で採択された核兵器禁止条約への各国の署名がいよいよ２０日から開始され

ました。この時点で５０カ国が批准したと新聞報道にはありました。そして、これは９０日後

には効力を発効します。核兵器禁止条約への署名という形で全ての国に核兵器のない世界への

態度が具体的に問われております。 

 核保有国大国は、これまで核不拡散条約（ＮＰＴ）再検討会議などで核兵器のない世界、こ

の実現をすると繰り返し確認してきました。その制約を果たすためにも今こそ核兵器禁止条約

に署名し、その一歩を踏み出すべきであります。 

 同盟国は核の傘に頼る政策を見直すときであります。世界の流れに逆行する北朝鮮の核・ミ

サイル開発は直ちに中止させなければなりません。そのためには被爆国の日本政府の姿勢が特

に厳しく問われてきます。 

 日本は核禁止条約を交渉する国連会議にも参加せず、安倍首相は署名、批准は行う考えはな

いと述べてきました。禁止条約は核保有国と非核保有国の分断を深めるということを、その理

由にして、日本は橋渡しをするとしております。しかし、核保有国に同調、追随して、どうし

て仲介を果たすことができるでしょうか。核兵器禁止条約の調印開始に際して、今日本政府に

問われているのは、核兵器の非人道性を身をもって体験した被爆国として、そうした兵器を再

び使用することを認めるのかどうか、根本的な問題でもあるのであります。核兵器禁止条約に

署名し、非核三原則の厳守・法制化など日本の真の非核化に踏み出すべきときであります。そ

うしてこそ、北朝鮮への核・ミサイル開発放棄も一層強く説得力を持って迫ることができます。 
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 坂城町は非核平和の町を宣言しております。「野に花が咲き 山に鳥が鳴き まちには緑が

いっぱい ここには私たちの幸せがある いま地球をおおう核兵器は愛するすべてのものを滅

亡させてしまう ヒロシマ ナガサキをくり返してはならない いまこそ私たちは核兵器の根

絶を願い 私たちの町にいかなる核兵器の配備も飛来も通過も許さない 緑豊かなスポーツと

福祉の美しい田園工業都市 平和で幸せなまちを実現するため ここに坂城町を非核地域とし

 非核 平和の町を宣言する」このように宣言文書があります。今こそ、この宣言が威力を発

揮するときであります。日本政府に対し、核兵器禁止条約に賛同し批准をすること、この意見

書をこの議会より採択していただいて、政府に求めることを期待いたします。以上、賛成の討

論といたします。 

議長（塩野入君） 次に、原案に反対の方の発言を許します。 

（進行の声あり） 

議長（塩野入君） 次に、原案に賛成の方の発言を許します。 

（進行の声あり） 

議長（塩野入君） これにて討論を終結いたします。 

 これより採決いたします。 

 本案を原案のとおり決することに賛成の方の挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 

議長（塩野入君） 挙手多数。 

 よって、本案は原案のとおり可決いたしました。 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

◎追加日程第７「閉会中の委員会継続審査申し出について」 

議長（塩野入君） 各委員長から会議規則第７５条の規定による閉会中の委員会継続審査調査の

申し出がありました。 

 お手元に配付のとおりであります。 

 各委員長からの申し出のとおり閉会中の継続審査調査とすることにご異議ありませんか。 

（異議なしの声あり） 

議長（塩野入君） 異議なしと認めます。 

 よって、各委員長からの申し出のとおり閉会中の継続審査調査とすることに決定いたしまし

た。 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

議長（塩野入君） 以上で本日の議事日程は終了いたしました。 

 ここで町長から閉会の挨拶があります。 

町長（山村君） 平成２９年第３回坂城町議会定例会の閉会に当たりまして、一言ご挨拶を申し
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上げます。 

 ９月４日に開会されました本定例会は、本日までの１９日間の長きにわたりご審議をいただ

きました。提案いたしました専決報告、人事案件、条例の制定、一部改正、平成２８年度一般

会計及び特別会計決算の認定、平成２９年度一般会計及び特別会計補正予算、また追加でお願

いいたしました一般会計補正予算並びに南条児童館建設工事請負契約の締結など全ての議案に

対して原案どおりご決定を賜りまして、まことにありがとうございます。 

 さて、北朝鮮は８月２９日の弾道ミサイル発射に続き、９月３日に核実験を強行し、さらに

１５日には再度弾道ミサイル発射しました。国連の制裁決議が行われた後の暴挙であり、世界

を危険にさらす行為は断じて容認することはできません。国際社会が連携する中で、北朝鮮に

核の放棄と弾道ミサイルの廃棄を求めていくことを強く求めるものであります。 

 また、招集の挨拶で申し上げましたが、８月２９日のミサイル発射の際、ふぐあいのありま

したＪアラートから「さかきまちすぐメール」や上田ケーブルビジョンの「Ｌ字放送」への配

信につきましては改善を行い、１５日のＪアラート伝達時には自動起動により即時に配信がさ

れました。 

 また、あわせて防災行政無線が整備されるまでの間、千曲坂城消防本部に夜間及び土曜、日

曜、祝祭日など、町職員の勤務時間外にＪアラートが伝達された際に、屋外スピーカー及び宅

内スピーカーからの緊急放送の協力依頼をし、消防本部から緊急放送を行っていただいたとこ

ろであります。 

 さて、９月７日から特別展「大相撲と日本刀」が鉄の展示館において始まりました。この展

示会は、１１月５日までの約２カ月間、横綱が土俵入りをする際につけた化粧回しや太刀持ち

などの太刀など、大変貴重な品を前期・後期で全て入れかえ展示しております。 

 また、１０月１日には上松町出身で今場所、東の関脇として活躍している出羽海部屋の御嶽

海関が坂城町に来町され、鉄の展示館の１日館長に就任していただき、トークショーなどを

行っていただく予定で、現在調整を行っております。またとない機会でありますので、お見の

がしないよう大勢の皆様にご覧いただきたいと思っております。 

 さて、敬老の日に合わせ、町内各地区でも敬老のお祝い事業が行われ、幾つかの地区を訪問

し、元気な高齢者が地域の中で輝いて生活されている姿をたくさん拝見させていただきました。 

 また、９月１７日には坂城中学校総合文化部の生徒さん８名と町内企業７社が指導し、テッ

クショップ東京において、モノづくり体験を行いました。 

 生徒は、平成３０年１月２０日、２１日に東京都で開催される「創造アイデアロボットコン

テスト全国大会」に向け、１０月２９日に松本市で行われる地区大会に出場するため、そこで

使用するロボットの部品を町内企業の皆さんと一緒につくりました。 

 生徒たちがロボットのボディーとなる部分の形や色などをデザインし、それを町内企業の皆
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さんが部品に仕上げ、生徒が組み立て、ロボットのボディーをつくり上げました。 

 今回の経験は、坂城中学校の生徒の皆さんにとって、ものづくりの楽しさと町内企業の皆さ

んの知識や技術力の高さを実感するよい機会となったものと考えております。 

 一方、参加した企業の皆さんからは、「この体験を通じて、生徒たちがものづくりに興味を

持ち、将来町内企業の技術者として働いてくれることを期待したい」との声や、また、初めて

テックショップに来られた企業の方からは、「いろいろな機械があるのに驚いた、今後、自社

製品の製作のためにテックショップを利用したい」などの感想もありました。 

 さて、心配された大型台風１８号の町内における被害は、一部に倒木等がありましたが、比

較的少なくほっとしているところであります。 

 また、いよいよ秋本番となり、９月１７日には、さかき地場産直売所「あいさい」において

「ぶどう祭り」が開催されました。 

 果樹の町「さかき」を代表する巨峰やナガノパープル、シャインマスカットなど、町内外に

広くアピールするとともに、大勢のお客様にお越しいただき、大変盛況でありました。 

 また、９月２３日には「ＪＡながのちくまブロック」の主催による「ぶどう祭り」が「ちく

ま果実流通センター」において開催される予定となっており、大勢の皆様にご来場いただき、

「ＪＡながの」とも協力して、町特産品の情報発信をしてまいりたいと考えております。 

 同じく２３日には、坂城地場産直売所「あいさい」において、「お～い原木会」と共催で

「きのこ祭り」も開催されます。坂城の里山で育った旬のマイタケや各種「原木きのこ」の販

売を初め、きのこ汁の振る舞いなども予定されておりますので、こちらもあわせて大勢の方々

にお越しいただけることを期待しております。 

 さて、１０月１日には、「第５７回町民運動会」と「第３９回坂城町交通安全町民大会」が

文化センターグラウンドにおいて開催されます。また、文化センター体育館でレクリエーショ

ン・交流ブースを開催いたします。 

 このブースは障がいの有無にかかわらず、どなたでも気軽にご参加いただき、インストラク

ターの指導により楽しく体を動かしながら、いろいろな人との交流を図っていただけるもので

あります。今年はパラリンピック種目としても注目されている「ボッチャ」を県ボッチャ協会

の指導により体験していただくことも計画しております。多くの方にお越しいただきたいと

思っております。 

 また、１０月５日、６日には、連携中枢都市圏の事業として、長野市と連携４市町村、これ

は須坂市、千曲市、信濃町、坂城町が今回圏域として初めて、霞が関ビルにおいて開催する物

産展「霞マルシェ」に出展する予定となっており、当町からはブドウ、リンゴなどの特産品を

初め、農産加工品等の宣伝と観光ＰＲなどを実施してまいります。 

 また、１０月２８日、２９日の２日間にわたりまして、文化センターを主会場として「した
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しむ・つくる・ふれあう・ささえる」をテーマに、第４６回坂城町文化祭、あわせて第３５回

坂城町消費生活展が開催されます。また、図書館では図書館まつりも行われます。 

 今回は特別企画として、町の特命大使で現代アーティストの小松美羽さんが、町民まつり坂

城どんどんのライブペイントで制作した作品が披露・展示される予定となっております。 

 文化祭初日の午後には、さかきふれあい大学教養講座として、チェリストの海野幹雄さん、

ピアニストの海野春絵さんご夫妻をお招きし、クラシックコンサートも開催いたします。さら

に、御堂川沿いでは町商工会主催による出張ふーど市もあわせて開催されます。多くの町民の

皆様にお出かけいただきたいと思います。 

 また、公共下水道事業の整備につきましては、今年度発注しました国道１８号の谷川南側か

ら南条郵便局付近までと、その南側、鼠の会地早雄神社前までの二つの工区に分け、国道の車

道内に管渠を布設する工事を９月４日から開始し、年度末までの工期で工事を進めております。 

 工事は夜９時から朝６時までの時間帯で、国道の片側交互通行規制を伴う工事となり、沿線

の皆様には大変ご迷惑をおかけしますが、ご理解とご協力をお願いしたいと思っております。 

 今議会の追加議案で請負契約の議決をいただきました南条児童館建設工事につきましては、

南条集会所を取り壊した後、本体工事に取りかかります。安全管理に努め、年度内の竣工に向

けて工事を進めてまいります。 

 招集挨拶等でも申し上げましたが、長野広域連合が整備を行っているＢ焼却施設の稼働につ

きましては、計画目標である平成３０年度よりおくれが避けられない状況でございます。つき

ましては、９月２９日、午後７時から、町文化センターにおいて、長野広域連合、坂城町、葛

尾組合による町民説明会を開催し、施設整備に係るこれまでの経過や今後の予定などについて

ご説明し、ご意見をお伺いしたいと考えております。 

 さて、秋の行楽シーズンを迎え、外出する機会が増える時期となりますが、昨日９月２１日

から３０日までの１０日間、交通安全の普及・浸透を図り、交通ルールの遵守と正しい交通マ

ナーの実践を習慣づけ、交通事故防止の徹底を図ることを目的に、「秋の全国交通安全運動」

が行われており、より一層の啓発活動を行い、交通安全に努めてまいります。 

 先週１６日の土曜日には、坂城幼稚園で運動会が開催され、明日２３日は、町内３保育園の

運動会、２９・３０日には坂城中学校の「大峰祭」、１０月に入りますと町民運動会、町文化

祭など数多くのイベントがめじろ押しで、スポーツの秋、文化の秋、芸術の秋が本番を迎えま

す。 

 衆議院が解散し総選挙が行われるとの報道がされるなど、慌ただしい秋になると想定されま

すが、議員各位におかれましては、健康に留意され、ご活躍されますことを祈念申し上げ、閉

会の挨拶とさせていただきます。 

議長（塩野入君） これにて平成２９年第３回坂城町議会定例会を閉会いたします。 
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 ご苦労さまでした。 

（閉会 午後 ３時１０分） 
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 地方自治法第１２３条第２項の規定によりここに署名する。 

 

 

   坂城町議会議長  塩野入   猛 

 

 

 

   坂城町議会議員  塩 入 弘 文 

 

 

 

   坂城町議会議員  塚 田 正 平 

 

 

 

   坂城町議会議員  山 﨑 正 志 
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一 般 質 問 通 告 一 覧 表 

 

発言順位 要    旨 通 告 者 答弁を求める者 

１ 

１．明るいまちへ 

イ．今年度の新規採用職員研修は 

ロ．今年度の接遇研修は 

ハ．今年度の若手会議の状況は 

２．医療の充実とは 

イ．坂城町における医療の充実とは 

ロ．病院入院状況は 

３．寄り添う自治 

イ．直通回線のＰＲを 

ロ．回線の増設は 

５ 番 

柳 沢  収 

町 長 

総 務 課 長 

福祉健康課長 

２ 

１．びんぐし湯さん館について 

イ．入館者を増やすために 

２．健康な体づくりについて 

イ．妊婦に歯周病検診を 

ロ．子どもの体力づくりを 

ハ．インターバル速歩の普及を 

１３番 

入 日 時 子 

町 長 

教 育 長 

保健センター所長 

保育園振興幹 

教育文化課長 

３ 
１．坂城高校存続への取り組みは 

イ．第２期高校再編に向けて 

１０番 

山 﨑 正 志 

町 長 

教 育 長 

教育文化課長 

４ 

１．公共施設等総合管理計画について 

イ．その内容は 

ロ．今後の計画は 

２．がん対策について 

イ．がん予防について 

ロ．がん検診について 

ハ．がん教育について 

２ 番 

西 沢 悦 子 

町 長 

教 育 長 

企画政策課長 

建 設 課 長 

教育文化課長 

福祉健康課長 
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発言順位 要    旨 通 告 者 答弁を求める者 

５ 

１．ワイナリー形成事業について 

イ．坂城町としての推奨品種は 

ロ．今後に向けての事業の方向付けは 

ハ．町内小規模ワイナリー向けの機器開発の考えは 

ニ．ワイン文化の形成の考えは 

２．水田農業の振興策について 

イ．経営の安定に向けた支援策は 

３．妊婦の歯科検診について 

イ．出産環境の整備に向けた町の考えは 

４ 番 

朝 倉 国 勝 

町 長 

産業振興課長 

保健センター所長 

６ 

１．婚活支援について 

イ．ヤングヒューマンネットワーク事業について 

ロ．出会いサポートの取り組みについて 

２．利用者のための公共交通とは 

イ．循環バスについて 

ロ．デマンド交通について 

３．セカンドブック事業について 

イ．親子の絆を深めるセカンドブックを 

７ 番 

吉川まゆみ 

町 長 

福祉健康課長 

教育文化課長 

産業振興課長 

建 設 課 長 

 

７ 

１．国保の県への移行について 

イ．第３回目の試算結果は 

２．誰もが安心して暮らせる町に 

イ．第４期障害福祉計画の現状は 

ロ．第５期計画策定におけるサービスの創設と拡大につ

いて 

ハ．障害者サービスの介護保険サービスへの移行の問題 

３．枯損木処理について 

イ．防災対策に向けて 

１２番 

大 森 茂 彦 

町 長 

福祉健康課長 

産業振興課長 

８ 

１．里山整備について 

イ．耕作放棄地の森林編入事業について 

ロ．森林・林業再生プランについて 

ハ．森林税について 

２．長野広域ごみ処理について 

イ．葛尾組合ごみ処理状況について 

ロ．Ｂ焼却施設について 

９ 番 

塚 田 正 平 

町 長 

副 町 長 

産業振興課長 

住民環境課長 
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発言順位 要    旨 通 告 者 答弁を求める者 

９ 

１．防災力向上に向けて 

イ．防災ハザードマップについて 

ロ．情報収集と発信について 

２．定住促進策について 

イ．Ｕターン促進に向けて 

６ 番 

滝 沢 幸 映 

町 長 

教 育 長 

建 設 課 長 

住民環境課長 

総 務 課 長 

企画政策課長 

教育文化課長 

１０ 

１．町内総合防災について 

イ．各区の自主防災会の実状は 

ロ．安心カプセルの普及は 

ハ．中之条区へ備蓄庫を 

２．今後の消防団について 

イ．団員確保は 

ロ．活性化計画は 

１１番 

中 嶋  登 

町 長 

住民環境課長 

企画政策課長 

１１ 

１．特定健診と医療費について 

イ．国保特定健診について 

ロ．一人当たり医療費について 

ハ．国保特定健診の健診料の自己負担について 

２．ワイナリー形成推進事業について 

イ．「ワイナリー形成推進事業検討委員会」について 

ロ．ワイナリーについて 

ハ．坂城ワインについて 

３ 番 

小宮山定彦 

町 長 

福祉健康課長 

企画政策課長 

１２ 

１．道路用地について 

イ．土地分筆について 

２．森林税について 

イ．町ではどのように利用しているか 

１４番 

塚 田  忠 

町 長 

建 設 課 長 

産業振興課長 

１３ 

１．介護保険制度はどうなるの 

イ．介護保険法改正の受け止めは 

ロ．第７期介護保険事業計画の作成について 

ハ．総合事業の現状と課題について 

２．高齢者にやさしいまちを 

イ．ごみ収集所の見直しを 

ロ．循環バスの運行の再検討を 

８ 番 

塩 入 弘 文 

町 長 

福祉健康課長 

住民環境課長 

建 設 課 長 
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義務教育費国庫負担制度の堅持を求める意見書 

 

 義務教育費国庫負担制度は、国が必要な経費を負担することにより、義務教育の機会均等と

その水準の維持向上を図るための制度として、これまで大きな役割を果たしてきた。 

 しかし、昭和６０年から政府は国の財政状況を理由として、これまでに次々と対象項目を外

し、一般財源化してきた。また、平成１８年に「三位一体」改革の議論の中で、義務教育費国

庫負担制度は堅持したものの、費用の負担割合については２分の１から３分の１に引き下げら

れ、地方財政を圧迫する状況が続いている。今のままでは財政規模の小さな県や市町村では十

分な教育条件整備ができず、教育の地方格差の拡大が懸念される事態になっている。 

 平成３０年度予算編成においては、義務教育の水準の維持向上と機会均等、地方財政の安定

を図るため、次の事項を実現するよう強く要望する。 

記 

１ 教育の機会均等とその水準の維持向上のために必要不可欠な義務教育費国庫負担制度を堅

持し、負担率を２分の１に復元すること。 

 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

  平成２９年９月  日 

 

 衆議院議長 大 島 理 森 殿 

 参議院議長 伊 達 忠 一 殿 

 内閣総理大臣 安 倍 晋 三 殿 

 財 務 大 臣 麻 生 太 郎 殿 

 総 務 大 臣 野 田 聖 子 殿 

 文部科学大臣 林   芳 正 殿 

 

 

                          長野県埴科郡 

                           坂城町議会議長  塩野入  猛 
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国の責任による３５人学級推進と教育予算の増額を求める意見書 

 

 平成２３年国会において、小学校１年生に３５人学級を導入することが全会一致で法律（義

務標準法改正）に盛り込まれ、附則で小学校２年生以降中学校まで順次改正することを検討し、

政府は財源確保に努めると定められた。しかし、平成２４年度は加配で小学校２年生を３５人

学級としたものの法改正は行われず、それ以降国の３５人学級推進は進んでいない。 

 長野県では平成２５年度に３５人学級を中学校３年生まで拡大し、小中学校全学年において

３５人学級となった。しかし、義務標準法の裏付けがないため財政的負担は大きく、小学校で

は本来配置されるはずの専科教員が配置されなかったり、学級増に伴う教員増を臨時的任用教

員の配置により対応していたりするなど、課題も多く残されている。 

 いじめや不登校、生徒指導上の様々な問題への対応など、多様化する学校現場に対処し、教

員が一人ひとりの子どもと向き合い、ゆきとどいた授業やきめ細やかな対応を可能にするため

には、少人数学級は欠かせない。このために厳しい財政状況の地方公共団体に負担を強いるこ

となく、国の責任において早期に３５人学級を実現する必要がある。 

 また、長野県では少子化が進むなかで、県や市町村が独自に教員を配置するなどして複式学

級を解消しているが、地方自治体の財政的負担は大きなものとなっている。児童・生徒数が少

ない市町村においてもゆきとどいた教育を実現するため、国の責任において複式学級を解消す

るよう学級定員を引き下げることが重要である。 

 豊かな教育を進めるため、以下の点を強く要請する。 

記 

１ 国の責任において計画的に３５人学級を推し進めるために、義務標準法改正を含む教職員

定数改善計画を策定し、着実に実行すること。また、そのための教育予算の増額を行うこと。 

２ 国の複式学級の学級定員を引き下げること。 

 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

  平成２９年９月  日 

 

 衆議院議長 大 島 理 森 殿 

 参議院議長 伊 達 忠 一 殿 

 内閣総理大臣 安 倍 晋 三 殿 

 財 務 大 臣 麻 生 太 郎 殿 

 総 務 大 臣 野 田 聖 子 殿 



 

（6）  

 文部科学大臣 林   芳 正 殿 

 

                          長野県埴科郡 

                           坂城町議会議長  塩野入  猛 

 

 



 

（7）  

改正組織犯罪処罰法「テロ等準備罪法」の廃止を求める意見書 

 

 共謀罪の趣旨を盛り込んだ「テロ等準備罪」を新設する改正組織犯罪処罰法は、２０２０年

の東京オリンピック・パラリンピックなどに対する「テロ対策」を口実に、国民の納得が得ら

れるまでの審議を尽くさないまま、強行的に採決されて成立、公布、施行に至っている。 

 しかしながら、国会審議を通して政府の説明する「テロ等準備罪」新設の根拠や内容は国民

の疑問や懸念を解消するものとは言い難く、反対や慎重審議を求める国民の声、さらには当議

会をはじめとする地方自治体からの「廃案を求める」意見書を無視するもので、誠に遺憾と言

わざるを得ない。 

 共謀罪は、憲法の保障する思想・信条の自由、表現の自由、集会・結社の自由などの基本的

人権に対する重大な脅威となるとともに、犯罪を行う意思だけでは処罰の対象としないわが国

の刑法の基本原則にも反している。捜査機関が日常的に市民の表現、思想、内心を監視し、介

入・処罰したり、一般の市民団体や政治団体、企業及び労働団体の活動に対する、違法な捜査

が横行する恐れもある。戦前及び戦中の治安維持法と同様に、内心の自由を侵す思想弾圧法規

になりかねず、捜査機関の監視と国民の密告という暗い社会を再び招き寄せることも懸念され

る。 

 よって、国会及び政府に以下の事項を強く要請する。 

記 

１ 改正組織犯罪処罰法「テロ等準備罪法」を廃止すること。 

 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

  平成２９年９月  日 

 

 衆議院議長 大 島 理 森 殿 

 参議院議長 伊 達 忠 一 殿 

 内閣総理大臣 安 倍 晋 三 殿 

 法 務 大 臣 上 川 陽 子 殿 

 

                          長野県埴科郡 

                           坂城町議会議長  塩野入  猛 



 

（8）  

「核兵器禁止条約」に賛同し批准することを求める意見書 

 

 広島・長崎の被爆から７２年を経た２０１７年７月７日、ニューヨーク国連本部で開催され

た「核兵器禁止条約交渉会議」において、１２２ケ国の圧倒的多数（国連加盟国の６３％）の

賛成で「核兵器禁止条約」が採択された。 

 採択された「核兵器禁止条約」は「Ｈｉｂａｋｕｓｈａ（ヒバクシャ）」の用語を使って、

被爆者と核実験被害者の「受け入れ難い苦痛と損害」に留意し、その被害への援助、支援の責

任についても触れると共に、核兵器の開発、生産、実験、保有、貯蔵などと合わせて、使用と

その威嚇にいたるまで、あらゆる活動を禁止している。 

 本条約の採択は、核兵器のない平和な世界を求めてきた日本国民と世界の世論に応えるもの

として、歴史的な大きな前進であると言える。 

 また、本条約は５０ケ国が批准した９０日後に発効する規定になっており、発効後は、核兵

器を違法とする法的規範が確立するが、唯一の戦争被爆国である日本政府が、核兵器禁止条約

へ参加しないことに対して、被爆者をはじめ、国内外の平和を願う多くの国民に批判と失望が

広がっている。 

 日本政府は「核保有国と非保有国の橋渡し役を果たす」「核保有国の参加しない条約は意味

がない」との見解だが、広島・長崎での被爆の惨状を経験している国として、率先して核兵器

禁止条約に参加し、条約不参加を表明している各保有国などを説得するなど、その先頭に立つ

ことが必要であると考える。 

 以上の趣旨により、日本政府が国連「核兵器禁止条約」に賛同し、批准の手続きを進めるよ

う強く要望する。 

 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

  平成２９年９月  日 

 

 内閣総理大臣 安 倍 晋 三 殿 

 外 務 大 臣 河 野 太 郎 殿 

 

                          長野県埴科郡 

                           坂城町議会議長  塩野入  猛 

 


